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SG第14回チャレンジカップ［長崎県大村ボートレース場、2011年11月］

やまと学校［福岡県柳川市、2009年9月］

ボートレース試走会［長崎県島原外港、1954年3月］ 開催当初のスタンド［長崎県大村ボートレース場、1954年ごろ］

源

THE ORIGIN

地方自治体が主催するボートレース

事業からの拠出金をもとに、日本財

団は活動しています。拠出金は、ボー

トレースの売上金の約2.5％に当た

るもので、その配分は「モーターボー

ト競走法（1951年制定）」の定め

に従い、厳正に行われています。

BO A T
R A C E
とともに



次 世 代 に 　 　 海 を 引 き 継 ぐ た め に

海洋体験教室で
海岸のゴミ拾いをする
子どもたち
［北海道神恵内村、
2009年6月］

相生技能センターでの
溶接技能研修
［兵庫県相生市、
2010年5月］ 第2回オープンウォータースイミング大会［神奈川県藤沢市、2005年8月］
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日本が海洋国家であることを踏まえ、

船舶・海洋に関する研究開発、航行

安全・海洋環境保全などにかかわる

諸問題に取り組み、海洋教育の普及

や促進、海にかかわる人材育成など

の支援を行っています。また、造船

産業の振興を目的として、造船事業

者に資金の貸付を行っています。

海  洋

ON THE  OCEAN

次 世 代 に 　 　 海 を 引 き 継 ぐ た め に

航海実習の一環として、ザトウクジラの親子を観察する学生たち
［北海道釧路沖、2007年7月］

小学生の進水式見学
［広島県呉市、2007年7月］

北朝鮮工作船の展示。
9か月間で162万人の
国民が見学
［東京お台場・船の科学
館、2003年5月］



も っ た い な い を   カ タ チ に

在宅療養を支えるデイホスピス

子どもたちに野外活動を通じた教育を実践する指導者支援セミナー［福島県東白川郡、2006年7月］

太鼓チャリティー・コンサート［東京・草月ホール、2003年5月］

子どもたちの登下校時を中心とした、地域住民による自主パトロール活動を
支援する青パトを配備［鹿児島県鹿児島市、2008年7月］

誰もが地域で豊かに暮らせる社会を目指し、障害者の生活を支援
［福井県、2011年10月］
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国内において、障害者の地域生活支

援、福祉車両の配備、ホスピス・プ

ログラム、子どもの健全育成、環

境保全、災害援助、芸術文化や生涯

スポーツの推進、犯罪被害者支援な

ど、地域に密着した活動を支援して

います。

も っ た い な い を   カ タ チ に

日本財団が配備した福祉車両と利用者の皆さん

障害者によるアール・ブリュット作品を展示する「藁工ミュージアム」がオープン［高知県高知市、2011年12月］

公益・ボランティア

INSIDE JAPAN



音声読み上げソフトを利用して仕事する視覚障害者［カンボジア］

「SG2000」プロジェクトによって増産された落花生［ウガンダ］ 「SG2000」プロジェクトの一環で衛生的で均質な商品づくり
の指導を受ける女性たち［エチオピア］

ハンセン病患者が住むコロニー［アンゴラ、2003年7月］
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人 を 育 て、 絆 を   育 む

国際機関、各国政府、NGOなどと協力し、人々が直面する貧困、飢餓、病気などの基本的諸課題の解決や

社会発展を担う人材の育成と、ネットワーク構築を目指した活動を展開しています。

ハンセン病回復者らが住む村の子どもたち［タンザニア・ペンバ島］

新設された校舎前で笑顔の子どもたち［ミャンマー］身体障害者に日本財団の福祉車両を寄贈［タイ］

人 を 育 て、 絆 を   育 む国  際

WORLDWIDE



震災後、迅速に実施した弔慰金・見舞金の配布［宮城県女川町、2011年4月］

日本各地で東日本大震災街頭募金を実施

ダイムラー社による特殊車両の寄贈。世界最大のロシア製航空輸送機「アントノフ」
によって成田空港に届けられた［成田国際空港、2011年4月］

被災地に寄せられた多くのメッセージ［岩手県釜石市、2011年4月］

世界各国から多くの学生が参加した学生ボランティア隊
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復旧、復興、
新たな社会づくり

民間ならではの柔軟性と助成事業で

培った専門性を生かし、日本財団は

世界中の人々から託された想いとと

もに、被災地支援を展開してきまし

た。今後もさまざまな主体とのパー

トナーシップを一層深めつつ、民が

民を支える新たな社会づくりを行っ

ていきます。

使  命

MISSION

被災した岩手県・陸前高田市

日本財団の協力のもと、ASEAN10か国の若者ら72人が避難所を訪れ、炊き出しなどを行った
［宮城県石巻市、2011年6月］

被災地で活動する学生ボランティア［宮城県田代島、2011年7月］ 被災者の心と体をほぐす足湯ボランティア［宮城県石巻市、2011年6月］



それとも“まだまだ”ということでしょうか。

笹川　欧米諸国には1,000億円単位の基金による財
団を設け、社会活動をしている団体が数多く存在しま
す。企業に限らず、商業活動などで大きな利益を上げ
た個人が財団を作り、社会活動に取り組むケースもた
くさんあります。しかし日本にはほとんどありません。
ある意味、これまでは日本財団しかなかった、といえ
るかもしれません。やはり日本は遅れています。現状
は、日本にもようやく民が民のために活動する時代が
来た、ということではないでしょうか。

──それを発展させるためには、受け皿となる新たな
システムの構築と税法の見直しが必要になるように思
います。それに日本には収入や資産を使って社会活動
を行う意識は低く、それを現実に実現できるような富
裕層も少ないような気がしますが……。

笹川　NPOや社会福祉法人がそういった活動の受け
皿になれば済むわけで、新たに特別な受け皿を用意す
る必要はないと思います。税法の問題も“鶏が先か卵
が先か”の議論じゃないでしょうか。企業人はすぐ税
制の問題だといいますが、実際は志がないだけなんで
すよ。会社として寄付できないのなら自分でやればい
いだけのことです。それなのに社会活動となると、会
社のお金は使っても自分のお金は出さない。一般の市
民は自分のお金を出しているんですよ。しかも、一昔
前の横並びの時代と違って、最近は数千万円、億単位
の収入を得る企業人も増えています。確かに日本は厳
しい相続税制度で金持ちを作らない政策を採り、世界
でも唯一といっていいほど成功してきましたが最近は
ちょっと違う。高額の収入を得る人が増え、格差が広
がりつつあります。しかし、こうした人たちが個人的
に金を出したといった話はほとんど聞いたことがな
い。やはり、やる気、志の問題ではないでしょうか。
	 それでも東日本大震災では4,000億円を超える浄
財が集まりました。何だかんだいっても、日本の市民
社会には互助、助け合いの精神が生きています。日本
社会の長所だと思います。これを生かすには、寄せら
れたお金を迅速に目に見える形で活用し、その使途を
きちんと説明する必要があります。東日本大震災で日
本赤十字社に寄せられた義援金のように、いつまで
たっても何に使われたのか分からないのでは、寄付し

た人に“ささやかでも支援できた”といった達成感が
なく、結果的に助け合いの精神を停滞させることにも
なりかねない。どのように活用し、その結果、どう役
に立ったのか、資金をいただく側の説明責任、透明性
を確保するような仕組みの整備が必要です。

求められるNPOの体質強化

──その一方で、日本のNPOには「いい活動をするの
だから、活動資金を出してくれるのは当然」といった
他人依存体質があり、東日本大震災のような大災害に
寄付が集中すると、多くのNPOが資金難に直面する
――といった側面もあると聞きます。NPOの財政基
盤はどうあるべきと考えますか。

笹川　日本はバブル景気の時代、NPOブームが起き、
地方自治体がNPOやボランティアに資金を出しまし
た。このため「金がもらえるからNPOをやるんだ」と
いった妙な体質が身に付き、自主性が育たなかった。
育て方が間違っていたということですね。NPOにか
かわらず、シンクタンクや大学などにも共通すること
ですが、欧米ではトップの仕事の7割は金集めです。
自分でお金が集められないのに、「いい仕事をしている
から、お金は誰かが出してくれる」という考え方は間
違いです。

──その中で日本財団は、どのような役割を果たして
きたのでしょうか。

笹川　セミナーなどを通じ「どうやってお金を集めた
らいいか」「どのように透明性を確保するか」から、
「NPOは自ら資金集めをするようにならないと駄目
だ」「集まったお金でまず責任を持っていい仕事を。仕
事が評価されない限り、その後の資金も集まらない」
といった幅広いメッセージを伝えてきました。しかし、
私たちの活動だけでは不十分でした。このためファン
ドレイジング協会を5年間にわたり全面的に支援し、
資金集めのノウハウやどうしたら自立できるか、NPO
を指導してくれるよう依頼しました。私的な制度です
が「認定ファンドレイザー」の資格も設けました。いい
仕事をして説明責任を果たせば、サポーターも増える。
逆に「一度活動したからこれでいい」という待ちの姿勢
ではNPO活動といえない。NPOにとって、一番大切
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I N T E R V I E W

「50年史」笹川陽平会長 巻頭インタビュー

「民」が「民」を支える時代の到来
プロとしての自分を磨け

聞き手：宮崎　正［日本財団 アドバイザー］

日本船舶振興会の設立に始まった日本財団の歴史が50年の節目を迎えた。この間、日本財団
は民間非営利組織として「差別の撤廃」や「絆で結ばれた社会」、「海を守る日本」の実現に向け、
国内外で幅広い活動を続けてきた。一方で、日本は今、少子高齢化社会を迎え、奇跡の復興を
成し遂げた経済は低迷、政治も混乱の極みにある。「民」が「民」を支える時代の到来であり、日
本財団の果たす役割もますます大きくなる。新しい時代にどう対応するのか、日本財団の今と
今後について笹川陽平会長に聞いた。

NPOの育成とCSR活動の強化

──国の借金が1,000兆円の危険水域に達し、公的
なサービスも縮小傾向にあります。かねてから会長は、
「民が公の仕事を補完し、民が民を支える時代」と言っ
てこられました。現状に対する認識と今後の決意から
うかがいたい。

笹川　国は戦後60年間、国民に「一生懸命働いて税金
を納めなさい。税金を納めれば福祉政策まですべてや
ります」と言ってきた。日本船舶振興会のような民が
民を助ける、あるいは民が公を補完する仕事は一定の
範囲に限られてきたが、少子高齢化社会の到来で、い
よいよ民が民をサポートし、官を補完する時代が来た
と実感しています。国や自治体の財政上の制約から、
行政の手が行き届かない人々が着実に増えています。
民が民を支えるにはNPOの育成とCSR活動による企
業の協力の強化という二本柱が育たなければならない。
そのためにも寄付文化を醸成することが必要で、日本
財団は歴史的に十分とはいわないまでも、指導的な役
割を一貫して果たしてきたと自負しています。今後も
新しい時代に向け、引き続きリーダーシップを発揮し
て活動していかなければならないと考えています。

──社会全体も同様の認識を共有しつつある、あるい
は、そうした方向に変わりつつある、と見ていいのか、

日本財団 会長　笹川陽平
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プロ意識を持ち絶えず挑戦を

──日本財団の事業は年々、拡大しているように見え
ます。必要な資金もそれに比例して増大します。モー
ターボート業界の努力には敬意を表しますが、一時の
年間2兆円を超すような売り上げは難しいような気も
します。要の活動資金を確保していく上でどのような
ことを考えておられるのでしょうか。

笹川　心配要りません。日本財団の理念である「七つ
の鍵」の中に「物事に優先順位をつける」との一項もあ
ります。お金があるからいい仕事ができるというわけ
でもありませんし、てこの原理を利用して、小さいお
金で大きな事業を動かすこともできます。お金は必要
条件であっても十分条件ではないのです。将来、資金
が3分の1に減るというのならともかく、現状の水準
を維持できるのであれば十分に仕事はできます。ただ
し、可能なら、企業のCSR活動を活発にすることに
より、モーターボート業界から現在いただいている交
付金と同じぐらいの額を獲得したい、10年ぐらい先
には全体の50％ほどにしたい、という夢を持って若
い人たちを叱咤激励しています。震災関係で初めて寄
付金を集めた東日本大震災では、内外から100億円
ものお金をいただいた。日本財団の支援活動が非常に
高い評価を得た結果だと考えています。現にマスコミ
の関心も極めて高く、多くの報道もされました。義援
金と支援金の違い――被災地支援に直ちに必要なのは
支援金だということを、もっと早く声高に言っておれ
ば、寄付がもっと増えたのではないかとさえ思ってい
ます。

──今後、日本財団という組織を運営していく基本は
何でしょうか。

笹川　組織というものは常に変わっていかなければな
りません。常に新しいことにチャレンジしていく姿勢
が何よりも重要です。昨日の続きが今日では駄目なの
です。この組織が50年間続いたというだけでは立派
でも何でもありません。50年の間にどれだけ変化し、
脱皮し得たかが重要なのです。組織も仕事の内容も絶
えず変化させるという強い意志があってこそ、日本財
団は存在感を増すことができます。絶えず新しいこと
に挑戦する意識こそ大切と考えています。

──では現在の日本財団をどう見ておられますか。

笹川　我々トップは入社したばかりの職員とも日常的
に議論をします。新人だから、という遠慮や区別は一
切ありません。こんな組織はあまりないのではないで
しょうか。職員は現在ファンドレイジングのため自主
的に企業を回っています。手軽に得たお金にコスト意
識は生まれません。企業を回り、汗水をたらしてお金
をもらうことの大変さを知って初めてコストを意識す
るようになるのです。日本財団がリーダーシップを
持って寄付文化を醸成していくためにも、職員がこう
した意識を身に付け、「日本財団は金の使い方がうまい」
と言われるようにならなければなりません。
	 私たちはプロなんです。プロとして常に自分を磨か
なければならないのです。スポーツ選手も役者も、人
に見えないところで血の出るような努力をし、困難に
打ち勝った人が生き残るのです。仕事はウイークデー
の9時から17時まですればいい、というのは、安易
な発想です。土曜、日曜も含め、絶えず自分を鍛える
訓練が必要です。

──職員に対する注文は。

笹川　少人数で皆がよくやっていると思いますよ。た
だし、全員がプロなのですから当然です。日本財団の
ためにというより、自分自身のスキルアップのために、
さらには自分の人生を豊かにするために働いてもらい
たいと思っています。
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なのは、お金集めなのです。お金が集められないよう
では、いい仕事はできません。

世の中を変えるのは少数意見

──「日本には寄付文化の下地がある」と言われました
が、戦後の日本社会は権利と義務のバランスが崩れて
いる。権利意識だけが肥大化し、ポピュリズムの危険
性もここにあると思います。それでも寄付文化が健全
に育つと期待できるでしょうか。

笹川　政治がこうだからとか、行政がこうだからでは
なく、市民が自ら寄付文化を育てていこうという意識
を持って立ち上がっていくことが大事なんですよ。全
体で見れば、寄付文化の充実を求める声は確かに今は
少数意見ですが、世の中を改革する発端はいつも少数
意見です。現在は、新しい社会に向け少数意見を見直
し、育てていく基盤づくりの段階です。市民や企業を
含め、寄付文化を日本に根付かせていくということが、
町づくり、社会づくり、国づくりのスタートです。

基本は教育と食糧、医療

──次に財団活動についてうかがいます。日本財団の
活動は世界規模に広がっており、内外の期待も大きい。
向こう10年、どのような取り組みを考えていますか。

笹川　内外とも基本的に今までと大きく変わるわけで
はありません。特に海外では人材育成が一番大切と考
えています。どこの国も、一人の優秀な人間が育てば
1万人、場合によっては何億の国民を指導できる可能
性を持っています。だから教育や人材育成が何より重
要です。さらに人間は生まれた以上生きていくわけで
すから、食糧の増産と、どんなに貧しくても最低限の
医療を受けることができる態勢の整備。この三つが日
本財団の海外活動の基本です。

──となると事業の中心は途上国ということになると
思いますが、先進国との交流は。

笹川　先進国は文化交流が中心です。先進国同士の学
術交流も当然進めていく必要があります。世界の人口
は2050年に90億人を突破するのですから、先進国

として、この問題にどう向き合うのか、今こそ真剣な
検討が必要です。一方、我々が行ってきた海洋の問題
も、ようやく国連が目を向け、アメリカも30年たっ
てやっと海洋法条約を批准しようという段階にきまし
た。海洋が人類の生存に必要不可欠であるのは過去も
現在も同じですが、ようやく、そうした認識が広まっ
てきた。海のことはそっちのけで、陸のことばかりやっ
てきたのが、これまでの歴史です。海洋関係は、日本
財団が国際的な役割を果たしてきた分野の一つであり
今後も重要です。

──最近、ASEAN（東南アジア諸国連合）地域の事業
が注目されているようですが……。

笹川　ASEANは、今後20年くらいは経済成長が続き、
インドを含めアジアの時代が続きます。世の中には、
光の部分と影の部分があります。同じ病気であっても、
エイズという名前を出せば使い道がないほど多額の資
金が集まる。しかしハンセン病というと、お金が集ま
らないという状況がある。光が当たるところには誰も
が目を向けます。私たちの役目は、影の部分を探して
光を当てることです。民主化の成り行きを世界が注目
するミャンマーでいえば、山岳地域に住む少数民族が
陰の部分ということになるでしょう。彼らに光を当て、
格差をなくし、平和がもたらす利益を実感してもらう
ことがミャンマーの統一、発展につながると考えてい
ます。

I N T E R V I E W
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ームを立ち上げた。その後、約1年
間かけてプロジェクトチームメンバ
ーで検討を重ね、当時の8部1室
16課という体制から、7グループ
制に移行し、効率的な業務運営実施
のための組織体制の再編成を行った
（図1参照）。
大きな特色の一つとして、公益福
祉部とボランティア支援部を統合し
たことが挙げられる。その要諦は、

助成対象先の法人格の種別により担
当部署を定めていた状態から、NPO
であれ社会福祉法人であれ、扱う事
業の分野によって審査や事業開発を
担当できる体制へ改めた点である。
また、各グループは必要に応じて、
理事会の承認のもとにチーム（旧来
の課に相当）を自由に編成できるこ
ととした。従前の組織規程では、部
および課の所掌業務がすべて明文化

されていたが、この組織再編成によ
り、グループというくくりで所掌業
務の範囲を規定し、必要に応じてチ
ームを柔軟に編成できる体制とした。
この組織再編は、限られた人員数
で最大の効果を発揮するための組織
体制に近づけようとするものであっ
た。日本財団の社会的存在価値を高
め、「価値創造型組織」への転換を図
るための取り組みとして生まれた新
組織体制は、2004年6月からスタ
ートした。

＊１　当時のモーターボート競走法第19条第
1項第1号に規定された交付金。「モータ
ーボートその他の船舶、船舶用機関及
び船舶用品の改良及び輸出の振興並び
にこれらの製造に関する事業及び海難
防止に関する事業その他の海事に関す
る事業」の振興を図るための交付金

＊２　当時のモーターボート競走法第19条第
1項第2号に規定された交付金。「観光に
関する事業及び体育事業その他の公益
の増進を目的とする事業」の振興を図る
ための交付金

＊３　広報部については、運用上2000年6月
にチーム制（広報チーム、編集チーム、
情報統括チーム）を導入した

図1：組織の再編
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第1節 ◎ 組織の変遷

■01
会長の交代
2005年6月30日、任期満了によ
り曽野綾子が会長を退任、翌7月1
日、笹川陽平が会長に就任した。
曽野綾子は、3期9年7か月余りに
わたって会長の職を務めた。任期が
残り1年ほどとなったところで、理事
長であった笹川陽平を次期会長に推
薦し、退任直前の理事会で満場一致
で互選後、評議員会の承認を得た。
笹川陽平は就任時から、組織のト
ップは率先して情報公開に努めるべ
きだとの考えに立ち、当時急速に普
及しつつあったブログを通して、自
らの行動（スケジュール）ならびに自
身の考えていることについての発信
を開始した。それが「笹川陽平ブロ
グ」である。また、職員から会長に
至るまで風通しのよい組織運営に努
め、役職員がいつでも打ち合わせや
相談・報告のために入室できるよう
に、会長室のドアを常に開いた状態
にしている。これは、初代の笹川良
一、2代目の曽野綾子が会長を務め
たときも同様であった。
笹川陽平は理事長であった時から、

日本財団が設立当初から継承してき
た考え方、事業に取り組む哲学、理
念を職員に向けて語ってきたが、ト
ップの考えが職員全体に十分浸透し
ていないと感じ、会長と職員がより
密接に対話する機会を設けることと
した。これを「語り場」と称し、毎週

火曜日の8時から10時、16時から
18時の各2時間、出張で不在の場
合を除き、今日まで継続している。

■02
組織再編
2000年を迎え、財団内外の環境
は大きく変わりつつあった。
モーターボート競走の売り上げの
低下は止まらず、施行者（自治体）の
利益の減少に伴い、交付金率3.3％
を見直そうという機運が施行者サイ
ドで高まり、政府も特殊法人改革の
議論を開始するなど外部環境は大き
く変化していた。さらに、1998年の
特定非営利活動促進法（NPO法）施
行により、非営利団体をめぐる社会
状況の変化も起こっていた。政府に
よる公益法人制度改革の議論も本格
的に開始され、時代に適応する組織
づくりが急務となっていた。
組織体制の改善では、担当常務制
の導入・監査体制の強化・情報統括プ

ロジェクトチームの設置（1997年）、
広報部にチーム制の導入（2000年）、
新人事制度への移行（2001年）などの
改革が順次実行されていたが、「人と
組織の運営に関する内部調査」（2001
年）では、組織体制に関する課題が
多くの職員から指摘されていた。
業務に関しては、2000年に補助
業務規程の改正を行い、事務所で審
査するだけではなく、申請者の現場
へ出向き実態を把握することを主眼
とする現場主義を重視し、「受動的な
姿勢から、能動的な姿勢」への転換
を図った。1号交付金＊1については
事業領域を「船」から「海」へ拡大する
とともに、2号交付金＊2については
大型のハコモノへの助成を中止し、
福祉車両の整備事業拡大などへの転
換を開始した。
こうした中、「組織・業務改善計画」
着手（1994年）から10年近くが経
過したことから、2003年1月、組
織と体制の在り方について見直すべ
く、職員からメンバーを公募してチ

退任会見に臨む2代目会長・曽野綾子 3代目会長には笹川陽平が就任
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ズに行われた。こうして「助成金事
業が目的に沿って、適正に実施され、
助成金が有効に活用されているかを
確認する会計中心の監査」に加え、
「効率的に実施され、期待される成
果が挙がっているかどうかの効果測
定を行う事業評価」が組み込まれた
わけである。これからも財団は、助
成金活用の有効性・波及性の実態と
社会問題の解決に影響を及ぼし、国
民生活の改善に寄与したかどうかに
ついて事業評価を通してより明らか
にすべく努めていく。

■04
情報公開
◎「顔の見える日本財団」を意識
日本財団は、ボートレースの収益
金という公的資金の使途について透
明性と説明責任を果たすために、積
極的な情報公開に努めてきた。1996
年8月に開設した公式ウェブサイト
もその一つで、2002年10月の独立
行政法人等情報公開法施行に先立つ
取り組みとなった。同サイトでは、
組織概要や事業計画、予算の掲載と
いった単なる「情報の公開」にとどま
らず、職員自らがニュースや特集記
事を執筆し、財団の活動を社会に告
知しようとする「積極的な発信」に特
徴がある。この10年、財団はNPO
やボランティアに足りないといわれ
る「広報重視」の視点を持ち実践して
きた。
この積極的な広報は、職員は「一
人ひとりが広報担当者」という意識
付けにもつながっている。「語り場」
でも「一人ひとりが広報担当者」の課
題のもと、議論が重ねられ、職員の
意識の中に広報活動の重要性が認識
されるに至った。その中でインター

ネットの普及は「一人ひとりが広報
担当者」という使命を後押しする大
きな転機となった。2005年3月、
当時の理事長（現・会長）の笹川陽平
は自らのブログを開設し、日々の活
動や社会課題に対する意見などの発
信を始めた。さらには、職員一人ひ
とりにブログの開設を奨励した。企
業における社員のブログ開設が禁
止、もしくは制限される中、職員の
裁量のもとブログを開設できる組織
は現在でも多くない。最近では、メ
ディアへの寄稿も増え、「日本財団の
誰それではなく、誰それのいる日本
財団」を意識した情報発信にも努め
ている。
ブログを使った情報発信は、職員
個人としてだけでなく、グループと
しても取り入れている。広報グルー
プでは2006年5月、財団に関係の
ある活動を紹介する「日本財団ブロ
グ・マガジン」を開設した。このブロ
グ・マガジンは、ブログとメールマ
ガジンを連動させた発信ツールであ
り、ブログで記事を更新した時には
メールマガジンを使って、読者に情
報を届ける。新聞で例えるなら、新
聞を販売店まで行って買うのではな
く、配達員により届けられる仕組み
のようなものである。財団の役職員
は助成先だけでなく、メディア、学
識者、行政関係者などさまざまな分
野の人たちと日々面談することから、
その人たちに対する財団の活動情報
の発信は、財団についてより理解を
深めてもらい、活動のさらなる発展
を狙いとしている。また、ブログ・
マガジンによる情報発信は、新たな
理解者や支援者の確保の役割も担っ
ている。助成先や支援を受ける人た
ちの声を紹介することで、読者の共
感を得、さらにはメディアによる取

材・報道に発展する例も出ている。
現在では情報発信ツールの柱の一
つと位置付け、ツイッターやフェイ
スブックなどの新たな機能も活用
し、より広く効果的な発信に努めて
いる。

◎NPOやボランティア団体の�
リードオフマンとして
さて、財団は年間数千件の活動を
支援しているが、先に触れたように
支援先の組織が自ら情報発信するこ
とは少ない。広報グループでは、メ
ディアへの積極的な働き掛けにより、
より多くの活動が日の目を見られる
ように取り組んでいる。その数はプ
レスリリースだけでも、年間200件
に上る。また、定期的にメディアと
の意見交換の場として記者懇談会を
開催し、近況や今後の取り組みを報
告し、財団の理解促進を図っている。
このような積極的な発信は、メディア
との関係、日本財団に対する社会的
な認識を大きく変えることができた。
かつての財団（日本船舶振興会）は、
ボートレースの生みの親である笹川
良一が創立し、会長を務めていたこ
ともあり、ボートレースの主催者で
もあるかのように認識されていた。
ボートレースの収益金を得て活動し
ていることに間違いないが、主催者
は地方自治体であり、また競技運営
はモーターボート競走会が行ってい
るにもかかわらず、である。財団創
設者で初代会長の笹川良一は、

ツイッター（上）やフェイスブック（下）など
のSNSも広報活動に活用
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■03
事業評価の制度化
◎評価の目的
日本財団の事業評価は、実施した
助成事業について「期待される成果
を挙げているか、その成果がいかに
国民生活の向上に貢献したか」を効
果測定しようとするものである。
加えて、長期間にわたって継続支
援する事業においては、評価結果を
計画内容や実施プロセスの改善など
質の向上へつなげること、および事
業継続の可否の判断にも活用するこ
ととしている。さらに、評価結果を
公表することにより説明責任と助成
金交付事業の一層の透明化を図ろう
とするものである。

◎事業評価導入の経緯
財団では、1978年度から専任の
監査室を配置し、会計面を中心とし
た会計監査および事業計画どおり実
施されたかどうかの事業監査を行っ
てきた。
その後、1994年度に「組織・業務
改善計画」を策定した際に、「監査体
制の充実と事業実施団体への指導の
徹底」の中に『大規模な補助事業、先

駆的な新規事業、又は主要な海外協
力事業等を中心に、業務部門と協力
して、事務的、会計的側面に止まら
ず事業の評価にまで踏み込んだ監査
を行う』ことを方針として打ち出し
た。これにより、従来の視点に加え、
事業の成果を重視する監査を目指す
こととなり、監査部に事業評価主幹
を新設した。1995年度には財団の
透明性と評価の客観性を確保するた
め、外部機関への委託による事業評
価を開始し、2011年度までに計
107件389事業の評価を実施して
いる。2000年度には業務の効率化
のため、業務支援システムを財団内
に構築し、事業部門における審査時、
事業完了時の評価に重点を置いた業
務フローを導入した。
このフローでは、審査時には申請
事業の内容や予想される効果を明確
に整理し、事業実施の必要性、優先
度などを総合的に検討・評価の上、
採択の可否を決定している。期中に
おいては、事業実施プロセスの把握
（進捗状況確認）に努め、必要に応じ
て改善などの提案を行っている。事
業完了時には、当初設定した目標を
達成できたかどうかについて、提出
された完了報告書をもとに確認を行

っている。2004年度には財団の組
織体制の見直しと再編成により、監
査グループ内に事業評価を行う体制
の充実・強化を図った。そして、外
部機関による評価ノウハウの導入を
図るとともに、『非営利組織の「自己
評価手法」』（ピーター・F・ドラッカー
著）などを参考として、財団独自の
手法開発を目指し事業評価に着手し
た。2011年度までに計42件68事
業の評価を実施しているが、その評
価手法については試行錯誤の点も多
く、随時見直しを行いつつ、より精
度を高めることを目指している。
2006年度には、助成事業等評価実
施規則を制定し、事業評価を制度化
した。これにより、事業評価がマネ
ジメントサイクル（PDCA）の一部と
して明確に組み込まれ、財団の助成
業務に反映・活用されている。
1995年度から事業評価を開始し
てきたことにより、2005年12月に
政府が打ち出した「行政改革の方針」
に沿った事業評価の制度化がスムー

新旧会長による記者会見［日本財団ビル、2005年5月］

年度 外部評価 内部評価 計

1988 1 1
1989 1 1
1990 1 1
1992 1 1
1993 2 2
1994 5 5
1995 4 4
1996 6 6
1997 8 8
1998 6 6
1999 4 4
2000 4 4
2001 8 8
2002 8 8
2003 11 11
2004 11 3 14
2005 18 8 26
2006 104 15 119
2007 66 15 81
2008 36 13 49
2009 42 8 50
2010 42 6 48

計 389 68 457

表：事業評価件数 （単位：事業数）
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第2節 ◎ 社会への対応

■01
特殊法人等改革
2001年、小泉純一郎内閣の下で
特殊法人等改革基本法が定められ、
内閣府の特殊法人改革等推進本部
に、外部識者による参与会議が設置
された。小泉首相（当時）は、「民でで
きることは民に」「地方でできること
は地方に」「特殊法人は原則廃止、民
営化」を掲げ、強力なリーダーシッ
プで、具体的な特殊法人改革の検討
を開始した。
特殊法人とは、①特別法に基づい
て設立・運営されている、②設立委
員が主務大臣によって任命された、
③設立および運営において国費が投
入されている、などの法人のことと
定義される。一般紙をはじめとする
当時の世論においては、①経営責任
が不透明である、②事業運営が非効
率である、③例えば子会社・孫会社
といわれるような組織・運営におい
て自己増殖の傾向がある、④経営の
自立性が欠如している、などが大き
な問題点として指摘されていた。そ
こで、原則特殊法人は廃止もしくは
独立行政法人として民営化するべき
だというのが、特殊法人改革の論調
であった。
2003年の第一次特殊法人等改革
においては、公営競技に関わる特殊
法人についての議論は先送りされる
こととなり、本格的な議論が始めら
れたのは2005年の第二次特殊法人
等改革であった。このとき、特殊法
人という枠組みをそのまま継続する
か、その法人の実情を踏まえて違う
位置付けにするかという点が、特殊

法人改革等推進本部において議論さ
れた。政府が、それぞれの特殊法人
を所管する省庁にヒアリングを行い、
法人の扱いをどうするかを議論する
という流れで進展していた。財団は、
参与会議の場で意見を述べる機会を
与えられない状況であった。このた
め会長の笹川陽平、理事長の尾形武
寿が積極的に参与会議メンバーであ
る外部識者を個別訪問し、財団の実
情を説明するとともに、参与会議の
場へ当事者である我々を直接召喚し、
ヒアリングをしてほしいと強く訴え
かけた。
この働き掛けにより、財団をはじ
め、公営競技各団体は参与会議でヒ
アリングを受ける場を与えられた。
その場で、財団の前身である日本船
舶振興会は、①設立時から民法第
34条の規定による財団法人である
ことが明記されていながらも、②競
走法上に法人名が記載されているこ
とから特殊法人の扱いとされている
こと、③設立当初から国の監督を受
けながらも民間の視点で事業活動を
行ってきたことを、これまでの実績
とともに訴え、廃止が議論されてい
る特殊法人の枠組みから外してほし
いと理解を求めた。
このように財団は、特殊法人等改
革を契機に、特殊法人の枠組みを脱
し純粋な民間財団法人になることを
目指し、参与会議のメンバー、所管
官庁である国土交通省への働き掛け
を粘り強く行った。その結果、2005
年12月24日付で閣議決定された「行
政改革の重要方針」において、公営
競技5団体の今後の取り扱いについ
ての方向性が決定され、事業実施に

関して改善点を求められたものの、
財団法人として現行の組織形態を継
続することとなった。
具体的には【事業について講ずべ
き措置】として、①事業評価を実施
し、当該評価結果の評議員会への報
告を経て、その結果を助成事業に反
映する仕組みを導入する、②助成事
業のうちモデル事業を選定し、当該
事業については、上記事業評価に加
え、専門の民間会社による評価を実
施する、③助成事業の評価結果を全
面的に公表する仕組みを導入する、
④外部監査を強化する、⑤補助金な
どに係る予算の執行の適正化に関す
る法律の規定を準用し、助成金の不
正な使用の防止などの仕組みを導入
する、の5項目が盛り込まれた。財
団は情報公開においては他の特殊法
人に先んじて積極的に取り組んでい
たことから、ここで具体的に求めら
れたことは、すでに取り組んでいた
外部監査を“強化すること”、およ
び1995年から自主的に実施してい
た事業評価を“制度化すること”の2
点であった。交付金については、競
走施行者の経営状況およびその改善
努力などを踏まえ、交付金制度の在
り方について検討し、その法律案の
国会提出時までに結論を得るという
ことになった。【組織形態について講
ずべき措置】としては、「現行の組織
形態（財団法人）を継続する。なお、
モーターボート競走法以外の国の規
制については、公営競技関係法人を
取り巻く状況等を踏まえ、適切に対
応をする」ということが同重要方針
に明記された。こうして、財団法人
としての組織形態が継続されること
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「世のため人のため」財団事業を陣頭
指揮して世界を飛び回ったが、単に
「モーターボート（競艇）の笹川良一」
という程度の認識しかされないこと
が多かった。この誤った認識を正す
ためにも、メディアを意識した広報
活動が必要であった。2代目会長に
曽野綾子が就任してからは、情報公
開を積極的に行ってきたことにより
メディアの認識も次第に変わり、報
道が増える中で、財団に対する社会
的な認識が高まってきたと思われる。
財団には活動指針として「七つの
鍵」がある。その一つに「新しい変化
の兆しをいち早く見つけて、それへ
の対応をすること」がある。2003
年に展示した北朝鮮工作船の一般公
開では、目に見えない海の上にある
国境を国民に意識してもらう契機と
なった。一般公開に関する報道が人
を呼び、多くの参観者がメディアを
呼ぶという相乗効果により、160万
人を超える人が参観した。また、報
道関係者の参加を募り2004年に実
施した沖ノ鳥島調査では、研究にと

どまらず、報道により排他的経済水
域とその境界の重要さについて問題
を提起したことで、沖ノ鳥島の活用
について政府を動かすことにつなが
った。こうして日本を取り巻く海の
問題はメディアを通じて広く国民の
知るところとなった。また、これに
関連して日本財団および海洋政策研
究財団が中心となり、民間主導によ
る海洋基本法の制定が実現した。

社会に問うような新たな取り組み
を自らの枠の中だけで完結するので
はなく、社会を巻き込むことで社会
を変える力が生まれる。広報の役割
は大きく、それによって理解者や支
援者を拡大し、社会変革の原動力に
なることを目指し取り組みを行って
いる。

財団会長による定例記者会見

日本財団活動指針「七つの鍵」

1

2

3

4

5

6

7

あまねく平等にではなく、優先順位を持って、深く、且つ、�
きめ細かく対応すること

前例にこだわることなく、新たな創造に取り組むこと

失敗を恐れずに速やかに行動すること

社会に対して常にオープンで透明であること

�絶えず自らを評価し、自らを教育すること

�新しい変化の兆しをいち早く見つけて、それへの対応をすること

世界中に良き人脈を開拓すること
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月に第164回通常国会において法案
が成立、2008年12月から施行され
た。こうして、1896（明治29）年以
来続いた民法における公益法人の定
めが大幅に見直され、財団も2013
年11月30日までの5年以内に、公益
財団法人か一般財団法人＊1への移行

の手続きをしなければならなくなっ
た。財団は公益財団法人＊2にふさわ
しい業務推進をしていたが、法律の
施行と同時に移行申請をすべきか、
財団内部でも意見が分かれた。結果、
新制度開始当初は状況が見えないと
いうこともあり、推移を見守った上

で1年を経過した後に移行認定の申
請を行うという結論が理事会でなさ
れた。一方、すでに取り組み中であ
った、寄付文化醸成事業をさらに強
化する上で、寄付者に対する寄付金
控除の税制特典を提供できる公益財
団法人への移行を急ぐ必要が高まっ
ていた。このため、2009年4月から
準備に着手し、2010年11月に公益財
団法人への移行認定申請を行い、認
可が下りたのは2011年3月で、同
年4月1日から公益財団法人への移
行を果たした（図4参照）。
公益財団法人への移行に伴い、曽
野綾子の会長就任後から使用してき
た「日本財団」（通称）を法人の正式名
称に変更し、登記した。こうして財
団は、名実ともに「日本財団」の名称
で、今まで以上に透明性を高め、公
平性を保ち、社会課題の解決を課す
公益財団法人のリーダー的立場を目
指し、心機一転スタートを切った。

＊１　2008年12月1日に施行された「一般社
団法人及び一般財団法人に関する法律」
によって設立された法人。設立する際
に拠出する財産の合計額が300万円以
上でなければならない

＊２　一般財団法人のうち、特に公益性が高
い事業を行っている法人として行政庁
が認定した法人。税制の優遇措置が受
けられ、社会的信頼度が高いといえる

図4：公益財団法人への移行

近年のモーターボート競走を取り巻く環境の変化に対応して、その公正かつ円滑な実施を確保しつつモーターボート競走の振興を図ると
ともに、公営競技関係法人の在り方の見直しを行うため、競走の実施に関する事務の委託に係る規制の緩和等競走の実施に関する
規定を整備するほか、日本船舶振興会への交付金制度並びに関係法人の組織形態及び業務内容を改める等所要の措置を講ずる。

＜主な指摘内容＞
❶�交付金制度の在り方について検討
❷ 日本船舶振興会について、組織および業務の見直し
❸ 補助金交付事業の透明性の向上

将来にわたるモーターボート競走の公正かつ円滑な実施の確保および幅広い公益目的の実現

背景

（1）モーターボート競走事業をめぐる状況の変化

◦競走事業の売り上げの長期的な減少

◦施行者・モーターボート競走会の収支の悪化
＜ 2005 年度＞
施行者…… 41 施行者中 16 施行者が一般会計への繰り出し

ができず、うち 6 施行者が赤字
競走会……18 競走会中 10 競走会が赤字

1．競走の実施に関する規定の整備［（1）に対応］� 2007.4.1 施行

❶�舟券発売事務等の私人等への委託を可能とする
❷�場外発売場の設置について許可制を導入
❸�施行者職員が許可を受けて情報収集のための勝舟投票類似行為を行うことを可能とする
❹�重勝式勝舟投票法（複数レースを対象に投票する投票法）を追加　等

2．日本船舶振興会への交付金制度の見直し［（1）・（2）❶に対応］� 2007.4.1 施行

❶�制定時からの物価上昇を基本に交付金額を定めた別表の売上区分等を見直す
❷�赤字施行者について交付金猶予制度を導入

3．関係法人の組織および業務の見直し

❶�日本船舶振興会を指定法人化するとともに、補助業務の適正実施等に係る規定を整備
［（2）❷❸に対応］2007.10.1 施行
❷�モーターボート競走会および全国モーターボート競走会連合会を統合し、指定法人化

［（1）に対応］2008.4.1 施行　　

（2）行政改革の重要方針（2005.12�閣議決定）における指摘

《1991年度》
2兆 2,000億円

《2005年度》
9,700億円56％減

改正法案の概要

図3：モーターボート競走法の一部を改正する法律

移行前

人数：3～4人
任期：3年

人数：12～15人
任期：3年

移行後（2011年4月～）

評議員会
人数：5～11人［法定3人以上］
任期：4年［法定4～6年］
定時開催：5月［法定1回］

業務執行機関

理事会 会計監査人

選・解任

選・解任

選・解任

報告
助言

業務執行機関

執行理事会
構成人数：7人
［常務理事7人］
※常勤監事は陪席

評議員選任委員会

監事会

監事会 理事会 評議員会 アドバイザリー会議

定時開催：年4回

選・解任

定時評議員会：年4回

人数：12～15人
任期：3年

※業務上、必要に応じ別途数回は開催する

人数：5人
 ［外部2人、評議員1人、
 監事1人、事務局1人］
 （法定なし）

人数：2～4人
 ［法定1人以上］
定時開催：年3回
任期：2年
 ［法定2～4年］

任期：定めなし
　　［その都度依頼する］

人数：5～10人［法定3人以上］

代表理事：会長、理事長

業務執行理事：常務理事［5人以内］

任期：2年［法定1～2年］

開催：週1回

人数：外部有識者数名
 ［15人以内］
※理事会にて選・解任

役割：理事会に対し、この法人の
運営および助成に関し、助言する

資格：公認会計士
 または監査法人
任期：1年［再任可］（法定1年）

最高意思決定機関 最高意思決定機関諮問機関 新設
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となり、公益財団法人への道筋を残
すことにつながった。

■02
モーターボート競走法の
改正と指定法人化
モーターボート競走の売り上げは、
1991年の2兆2,000億円をピーク
に、バブルの崩壊とともに毎年減少
を続け、その下げ止まりは見えず、
各施行者の収益が急激に減少し、や
がて単年度で赤字決算となる施行者
も現れてきた。こうした状況を背景
に、施行者側からはモーターボート
競走法を改正し、日本財団への交付
金率（3.3％）を見直すべしという声
が次第に高まりつつあった。2003
年には自転車競技法が改正され、競
輪による交付金の納付率の見直しが
行われたということもあり、国土交
通省としても、モーターボート競走
法の見直しの検討に踏み切る必要に
迫られていた。施行者側からは、日
本財団に対する交付金だけでなく、
モーターボート競走会への交付金お
よび全国モーターボート競走会連合
会への賦課金、ならびに選手賞金な
ども、施行者の経営の圧迫要因であ
るとして、その見直しについても同
様に要請が強まってきていた。
そうした中、2006年2月に国土
交通省海事局長の私的諮問機関とし
て「モーターボート競走事業活性化
検討委員会」が設置された。競走会
連合会会長、施行者協議会会長、日
本財団会長、国土交通省海事局長、
外部有識者を委員として、競走事業
の現状と今後の進め方、運営の在り
方について議論が開始された。延べ
6回にわたって議論が重ねられ、同年
7月『モーターボート競走事業の未来

を拓く——KYOTEI・ルネッサンス・
プラン』が取りまとめられた。
この報告書には、①競走事業の現
況、②効率的な運営、③振興策、④
関係者の効果的な実施体制、⑤関係
団体の業務などの見直し、が提言と
して盛り込まれた。国土交通省では、
このルネッサンス・プランを参考と
して検討を行い、競走法改正（案）を
取りまとめた。この法改正により、
財団に対する交付金率は3.3％から
2割減の2.6％に変更されるととも
に、競走法上から日本船舶振興会の
法人名が削除され、「船舶等振興機
関」が国土交通大臣の指定を受け、
船舶等振興業務を行うことに改めら
れた。これは、財団の創立以来の活
動実績とともに、長年にわたって特
殊法人の位置付けからの除外を求め
てきたことが理解され、認められた

ことによるものであり、財団の歴史
において大きなエポック・メーキン
グとなった。これにより財団は、船
舶等振興機関として国土交通大臣の
認可を受けて指定された法人として
業務を実施することとなり、今日に
至っている。
改正後の交付金率は、2007年4
月1日以降に開催のレースから適用
され、同10月1日から財団は指定
法人として、純粋な民間法人へとよ
うやく移行することとなった。

■03
公益法人制度改革 
—�公益財団法人への移行と�
「日本財団」への正式名称の変更
2006年3月、「公益法人制度改革
関連3法案」が閣議決定され、同年5

■�特殊法人としての規制

◦常勤役員の事前官邸協議
◦政府調達に関するアクションプログラム
◦行政評価、監視
◦その他個別の法律による規制
「独法等の保有する情報公開法」「独法等の保有する個人
情報保護法」「国立国会図書館法」「行政事件訴訟法」

■�競走法による国交省の監督

◦役員の選任認可
◦事業計画および収支予算の認可
◦業務の方法の認可等

■�公益法人としての規制

◦役員について、天下りや同一業界出身者の制限
◦外部監査の導入
◦主務大臣による業務監査等

■�指定法人化後の競走法による国交省の監督

◦役員の選任認可
◦事業計画および収支予算の認可
◦業務の方法の認可等

■�公益法人としての規制

◦役員について、天下りや同一業界出身者の制限
◦外部監査の導入
◦主務大臣による業務監査等

競走法改正前（2007 年 9 月末まで） 競走法改正後（2007 年 10 月以降）

第4章の2　船舶等振興機関
第22条の2（船舶等振興機関）

国土交通大臣は、モーターボートその他の船舶、〜中略〜
その他の公益の増進を目的とする事業の振興に資することを
目的とする一般財団法人であつて、〜中略〜基準に適合
すると認められるものを、その申請により、全国に一を限つて、
船舶等振興機関として指定することができる。

第22条の5（船舶等振興業務規程）
船舶等振興機関は、船舶等振興業務に関する規程を定め、
船舶等振興業務の開始前に、国土交通大臣の認可を受け
なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

第4章の2　日本船舶振興会
第22条の2（目的等）
日本船舶振興会は、モーターボートその他の船舶、〜中略
〜その他の公益の増進を目的とする事業の振興に資すること
を目的とし、国内に一個を限り設立するものとする。
2．振興会は、民法第 34 条の規定により設立される財団
法人とする。

第22条の6（業務の方法）
振興会は、業務開始の際、業務の方法を定め、国土交通
大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとすると
きも、同様とする。

主
な
ポ
イ
ン
ト

❶日本財団は 10/1 から国土交通大臣が指定する船舶等振興機関として業務を行うこととなった（指定法人化）。
❷ 改正前までは法律に財団の名称が明記されていたため、特殊法人と公益法人の規制がダブルでかけられていたが、

改正後は特殊法人の規制は外れることとなった。
❸指定法人として、国交省の監督は従来と同様に受ける。また、指定取消しの条文も法律に明記された。
❹公益法人としての規制は従来と同様である。
❺業務の内容は従来と変わりはない。

図2：日本財団の指定法人化について
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海洋分野におけるこの10年は、
「船から海へ」そして「海に守ら

れた日本から海を守る日本へ」と展
開していく中で、「次世代に海を引き
継ぐ」を事業方針として、①人材の
育成、②つながりの構築、の2点に
重点を置いて事業を推進してきた。
海洋の問題はさまざまな要素が複
雑に絡む上に、多様な関係者が関与
する。その解決のためには、分野ご
との縦割りの壁を超えるとともに、
関係者が連携して取り組むことが必
要不可欠である。また、比較的身近
で目に見える海の上の問題だけでな
く、一般的には分かりづらい海の中
の問題にも目を向ける必要がある。
さらには、世界中の海は領海の壁を
超えてつながっており、一国だけで
は解決できない問題も少なくない。
こうした海洋の問題を解決するた
めには、分野を超えた総合的な視野
や知識と能力を持った人材、国・地
域の壁を超えて国際社会の中で協調

し活躍できる人材を育成していくこ
とが重要となる。そこで、「海の世界
の人づくり」事業として、国際海洋
法裁判所や国連法務部海事・海洋法
課などの国連関係機関、世界海事大
学、東京大学および国際海事大学連
合などの教育関係機関などと連携し、
人材育成事業を推進してきた。これ
までに世界110か国、累計750人
以上の人材を育成している。
もう一つの重要なことは、多様な
関係者が分野や立場、利害関係を超
えて連携し、お互いの強みを持ち寄
るとともに弱みを支え合うことで問
題の解決を目指す一体感・連帯感、
すなわち「つながりの構築」である。
国内においては、拠点を整備し地
域と海のつながりを紡いでいく「渚
の交番」プロジェクトをはじめ、造船
分野における技術伝承や人材育成に
おいても、造船関連事業者をはじめ
とする産官民学の多様な関係者との
ネットワークを生かした取り組みを

行ってきた。日頃より培った、この多
様な関係者とのつながりは、2011年
3月11日に発生した東日本大震災の
復興支援においても重要な役割を果
たし、単独では実現不可能な復興支
援事業の企画、実施へと実を結んだ。
海外においては、マラッカ・シンガ
ポール海峡における国際協力体制の
構築を推進しているが、この事業に
おいては、関係者のつながりを構築
することに加え、つながりを維持し、
問題解決を推進するための枠組みづ
くりにまで取り組みが進んでいる。
2012年は、国連海洋法条約が採

択されてから30年、日本では、2007
年に海洋基本法が制定され、2008
年に海洋基本計画が策定されてから
5年目という節目となる。くしくも
同じ年に財団が創立50周年という
節目を迎えた今、「次世代に海を引き
継ぐ」ために、志を新たに取り組ん
でいきたい。

海の安全講座で、海に関する知識を学ぶ子どもたち
［大分県、2008年10月］

新しい国際基準に対応する救命艇の技術開発
［大阪府堺市、2009年9月］

東日本大震災で被災した海岸のがれき撤去を手伝う子ども
［宮城県石巻市、2011年6月］

大型研究船を使った海洋科学体験研修で、デッキ掃除する
高校生［静岡県駿河湾、2008年8月6日］

29

本
史
｜
第
2
章 

事
業
の
軌
跡
｜
第
1
節 

海
洋

2002 2012generalities

50th Anniversary    The Nippon Foundation

�01 第2章｜事業の軌跡
第1節�◎�海洋

H i s t o r y   |  C H A P T E R  2  

「
次
世
代
に
海
を
引
き
継
ぐ
」た
め
に

海洋事業の

10年

マ・シ海峡のフィリップチャンネル入口に位置する
ジャンカット灯台桟橋とジャダヤット号
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団フェローの数を倍増させることを
一つの大きな目標としている。同時
に、今後は先進国・途上国といった
枠組みを超えたネットワークの形成
と活用も強化していく予定である。

◎国内での事業展開
日本国内においても、分野を超え
た俯瞰的な視点で問題を捉えること
ができる人材を育てることは急務で
ある。日本の海洋に関する知見は、
これまで個々の分野においては世界
のトップレベルを誇ってきた。しか
し、そうした知見全体を高い視点で
捉え、総合的な海洋政策・海洋研究
を行い、さらには諸外国と協力して
海に関わるさまざまな課題に取り組
める人材の育成体制は十分ではなか
った。そこで、2008年度より東京
大学、横浜国立大学および京都大学
において、「海洋の統合的管理」や「森

もり

里
さと

海
うみ

の連環」といったテーマで講座
を開設し、さらに同講座の受講者に
対して留学や海外インターンシップ
活動を奨励するなど、学際性および

国際性に秀でた人材の育成に取り組
んでいる。
また、2011年度からは海上保安
庁との連携・協力のもと、海上保安
大学校において日本を含むアジア各
国の海上保安機関職員に対する教
育・研修プログラムを設置している。
この講座ではグローバルな視点を持
った海上保安官の育成とともに、1
年間の共同生活を通じて、国を超え
た海上保安官同士のつながりを築く
ことを目指している。さらに、人材
育成をリードする国際拠点となるべ
く、世界初となる海上保安分野の大

学院の設置を計画している。
今後は国内で一連の日本財団講座
を修了した学生に、海外の日本財団
奨学金事業にチャレンジしてもらう
などの事例を増やすとともに、国内
外の事業をより緊密に連携させ、「海
の世界の人づくり」事業全体として
の効果を高めていく予定である。
世界の海を取り巻くさまざまな問
題の解決を目指し、財団は国内外を
問わず世界中のフェローたちと手を
携え、今後ますます、さまざまな事
業を推進していく。

日本財団フェローの奨学生と指導陣の集合写真
［ブリティッシュ・コロンビア大学、2012年2月］

アジアからの研修生の逮捕術訓練
［海上保安大学校、2012年6月］

団体名 奨学生累計（人）

世界海事大学
World Maritime University 429

国際海事法研究所
International Maritime Law Institute 86

大洋水深総図委員会
General Bathymetric Chart of the Oceans Guiding Committee 48

カーディフ大学国際船員研究センター
Seafarers International Research Centre 28

国連法務部海事・海洋法課
Division for Ocean Affairs and the Law of the Sea 70

国際海洋法裁判所
International Tribunal for the Law of the Sea 29

海洋管理ネットワーク
International Ocean Governance Network 13

国際海洋観測機構
Partnership for Observation of the Global Oceans 40

ブリティッシュ・コロンビア大学
The University of British Colombia 10

総計 753

表：「海の世界の人づくり」奨学金事業の実施機関と奨学生の人数

海上保安庁の観閲式に参加したアジアからの研修生
［東京・晴海ふ頭、2012年6月］
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◎「次世代に海を引き継ぐ」ために
現代の人間の営みは急速に肥大化
し、海の本来持つ回復機能を超えた
ペースで海洋を汚染し、魚資源の乱
獲や生態系の破壊を続けている。人
類の共有財産である海は、一見無限
に利用できるもののように思えるが、
このままでは我々の世代で使い尽く
されてしまうかもしれない。現代に
生きる私たちは、海を守り、秩序を
保ち、持続可能な状態にして「次世
代に海を引き継ぐ」責任を負ってい
ることから、早急に動き出さねばな
らない。
この責任を果たすため、日本財団
では世界の有力な研究機関や大学、
各国政府、NGO、国際機関などと
連携し、「海の世界の人づくり」事業
を展開している。海は国境を超えて
つながっており、海に関わる多くの
問題は一つの組織、一つの国の取り
組みだけで解決を図ることは困難で
ある。さらに、さまざまな要因が複
雑に絡み合っているため、従来のよ
うな特定分野の専門的な議論や研究
だけでは解決することが難しい。そ
のため、幅広い分野において人材を
育成するとともに、分野を超えて俯

ふ

瞰
かん

的な視点で問題を捉えることがで
きる人材を育てることを重視してき
た。さらに育てた人材が、組織レベ
ルの利害関係や専門分野の壁を超え
て協力していくことができる、分野
横断的な「人のつながり」を作ること
を常に念頭に置いてきた。このよう
な人材育成とネットワークづくりは
財団の海洋分野における基幹的な事
業となっており、その規模の拡大と
ともに、国際社会での注目も高まっ
ている。

◎海外での事業展開
海洋に関する諸問題への取り組み
方には、国によって大きなバラつき
がある。特に開発途上国においては、
海洋関係の法制度づくりやその執行
のための機関の整備など、さまざま
な面で後れを取っている状況があ
る。財団は、そのような各国の状況
や人材ニーズを勘案しながら、海外
での人材育成・ネットワークづくり
を推進してきた。
右ページの表は、2012年6月現在、
財団が海外で実施してきた人材育成
事業のパートナー団体と、団体ごと
の累計奨学生数を示すものである。
輩出した奨学生（日本財団フェロー）
の総数は110か国753人に上る。
以上の奨学金制度に加え、31か
国の54大学からなる国際海事大学
連合への支援を通じて、世界の海事
関連大学のレベルアップを図るとと
もに、大学同士、あるいは大学と世
界の海事関連機関とのネットワーク
を強化している。
さらに、世界海事大学と国際海事法
研究所に「日本財団寄附講座」を設置
し、奨学生の在学中および卒業後もさ
まざまな活動についてサポートするた
めに指導陣を配置している。
海外での事業は今後も拡大してい

く予定であり、今後10年間で日本財

国連海洋法条約30周年記念会議にて唯一民間人として
国連の場で講演する会長笹川陽平（前列右端）
［国連本部、2012年6月］
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した。
財団は、1969年から40年以上
にわたりマ・シ海峡の航行安全およ
び環境保全に貢献＊2し、沿岸3国
との「つながり」を構築してきた。具
体的には、水路測量、沈船除去、灯
台や浮標などの航行援助施設の整
備、船舶の寄贈などである。こうし
たハード支援を実施する中で、沿岸
3国との信頼関係を醸成し、「海の世
界の人づくり」事業＊3などのソフト
支援を通して、沿岸3国の関係者と
の個人的なネットワーク＊4も構築。
この「つながり」と「信頼」が、新たな
概念の具現化に向けて、沿岸3国と
密接に協力しながら進める“原動力”
となった。
2007年、沿岸3国と協力して「マ・

シ海峡協力メカニズム」を構築し、翌
年にはそのもとに「マ・シ海峡航行援
助施設基金」を設置した。海峡利用

に関わる、国家・国際機関・NGO・国
際海運業界・民間企業などが「社会的
責任」という観点から、同基金に自
主的な資金を拠出する枠組みを作っ
たことで、「海峡の持続的な安全を実
現させる」概念の具現化が始まった。
基金設立からこれまで、財団が毎
年基金に必要な金額の3分の1を拠
出してきたこと＊5など、同海峡にお
ける民間としての役割を果たしてき
たことが契機となり、7つの国家や
機関などが合計5,500,000米ドル
（≒5.5億円）以上もの資金を拠出し
た＊6。財団は、こうした国家・機関
などとも新たなつながりを構築する
ことができた。マ・シ海峡の持続的
な安全の実現に一歩一歩近づいてい
るといえる。
海運業界においては、17世紀に

「国際法の父」と呼ばれるフーゴー・
グロティウス（オランダの法学者）が

その著書『自由海論』において確立し
た「海洋の自由」を根拠に、通過航行
をするだけの船舶は安全のために自
らが負担を負う必要はないという旧
来の考えが、半ば常識のようになっ
ていた。それに対し、財団は企業の
社会的責任（CSR）の専門家や先駆
的なCSR活動を実践している企業
を招聘し、海運企業のCSR活動に
関するセミナーを開催するなど、海
運業界に新たな概念を理解してもら
うための取り組みを行ってきた。そ
の結果、海峡利用者である海運業界
が、自らの持続的な発展とそれを支
える社会への投資としてのCSRと
いう観点から、自ら応分の負担をし
て航行安全を支えるという考えに理
解を示しつつあることは画期的な事
柄である。
今後は、海峡利用者をはじめ、さ
らに多くのステークホルダー（あら
ゆる利害関係者）にこの概念につい
て理解してもらうとともに、積極的
な貢献を促し、マ・シ海峡の持続的
な安全を実現させたい。加えて、ス
テークホルダーが自主的な貢献をす
る「モデル」として、海の世界に限ら
ず、さまざまな国際的問題の解決に
当たり、良き前例にしたい。

＊１　一般財団法人運輸政策研究機構『マ・シ
海峡の航行安全対策等の費用対効果と
費用負担に関する調査報告書』（2007年）

＊２　マ・シ海峡に関する事業に総額150億
円以上の支援実績

＊３　前項を参照
＊４　沿岸3国の奨学生は累計74人（2012

年6月現在）
＊５　2007年9月にシンガポールで開催され

た「マラッカ・シンガポール海峡の航行
安全と環境保全向上のための会議」で日
本財団会長笹川陽平が表明。財団は、
2008年に実施した調査を含め、2011
年までに合計6,241,000米ドルを拠出

＊６　2012年3月末現在の金額。1米ドル
＝100円で計算

大型船舶の航行安全に欠かせないブイ（浮標）の設置・維持・管理に支援（マ・シ海峡インドネシア領海内のドリアンスト
レートのブイ）

世界海事大学を卒業する「海の世界の人づくり」事業の奨学
生たち［スウェーデン・マルメ市、2011年12月］

航行援助施設基金資金拠出署名式での日本財団と沿岸3
国（インドネシア、マレーシア、シンガポール）の代表団
［マレーシア・クアラルンプール、2009年7月］
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◎「日本の生命線」マ・シ海峡
北側はマレー半島とシンガポール
島、南側はスマトラ島などのインド
ネシアの島々に挟まれたマラッカ・
シンガポール海峡（以下、マ・シ海峡）
は、アジアと中近東、ヨーロッパを
つなぐ、国際的な海上交通の要衝で
ある。全長約1,000キロメートル
の狭くて浅い海峡を、世界の石油供
給量の約3分の1、世界貿易量の約
半分が通過している。日本にとって
も、輸入原油の8割以上が通航して
おり、マ・シ海峡は「日本の生命線」
ともいわれている。
輸送船舶が1か所に集中し混雑す
る、世界でも比類がない輻

ふく

輳
そう

海域だ
が、通過船舶は今後も増え、2004
年の9万4,000隻から2020年には
50％増の14万1,000隻にも達する
と予想されている。それとともに船
舶事故のリスクも急激に高まってい
る＊1。しかも近年、LNG（液化天然
ガス）や化学薬品などの危険物輸送
も増加傾向にあり、甚大な事故につ
ながる危険性が増大している。

◎海峡利用国・利用者の社会的責任
マ・シ海峡の主要部分は沿岸3国

（インドネシア、マレーシア、シン
ガポール）の領海であり、国連海洋

法条約に基づくならば、航路標識の
維持・整備など海峡の安全管理は沿
岸3国の責任と負担において行われ
るものだと考えられる。しかし、船
舶の通航量が増えるにつれ、沿岸国
が直接受ける利益に比べて、沿岸国
の航行安全対策の責任を有する範囲
は広く、費用負担は通常のレベルを
はるかに超えて過重なものとなって
きた。これまでの沿岸国の努力だけ
では、同海峡の危険で不安な状況を
継続的に排除することは難しくなっ
たのだ。
このため日本財団は、従来の古い
考え方や法律に基づく責任だけでな
く、マ・シ海峡の直接的受益者であ
る海峡利用国・利用者など多様なア
クターに対し、「社会的責任」という
見地からも、同海峡の航行安全と環
境保全に対する役割を積極的に果た
してもらうという新しい概念を提唱

世界に比類なく船舶が輻輳するマ・シ海峡

船舶事故は海峡の通航に多大な影響をもたらす
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らによって海洋の開発・利用・保全な
どに総合的に取り組み、海の恩恵を
将来の世代に引き継いでいく世界共
通の枠組みができ、国際的取り組み
が始まった。
一方、日本は周囲を海に囲まれ、
世界第6位の広大な海を有している
ことに加えて、海運・造船・水産・科
学技術など多くの分野で世界トップ
の水準にあった。しかしながら日本
は、海洋のパラダイムが「海洋管理」
へ大きく転換したという認識が薄
く、海洋問題への総合的取り組みと
いう点で各国に大きく後れを取って
いた。総合的な海洋政策の策定もな
く、広く関係者が参加して海洋の開
発・利用・保全を総合的に調整する手
続きも定めていなかった。さらに海
洋行政が10以上の省庁に縦割りに
細分化されていては、総合的な海洋
管理を推進するのは困難であった。
また、非政府部門の活動や研究にも

行政の垣根が分断の影を落としてい
て、こちらも総合的な取り組みは盛
り上がりを欠いていた。

◎日本財団の取り組み
日本財団は個々の行政区分や専門
領域にとらわれない立場から、日本
に海洋管理を根付かせるために、「海
洋基本法」の制定に向けて取り組ん
できた。2000年からは海洋管理研
究会を設置し、諸外国の海洋政策の
研究、内外の海洋関係機関との意見
交換、研究者・行政・メディア関係者
などによる研究セミナーの開催など
を行い、日本の海洋政策の在り方に
ついて議論を深めてきた。2001年
末には400人を超える研究者・政策・
行政担当者・民間海洋関係者・メディ
ア関係者などに「海洋政策に関する
アンケート調査」を実施した。その
結果、日本には大陸棚、排他的経済
水域、領海、沿岸域のすべてを統合

し、個別の海洋関連法令の上位規範
となり得るような、海洋管理の基本
理念を踏まえた法律が明示されてい
ないことが再認識された。そのため
財団は、2002年に「海洋と日本：21
世紀における我が国の海洋政策に関
する提言」、2005年には海洋政策研
究財団と共同で「21世紀の海洋政策
への提言」を日本政府に提出し、海洋
基本法の制定と海に拡大した国土の
管理の重要性を訴えた。これらの取
り組みが契機となって、日本政府も
すぐに海洋基本法制定に動き、2007
年には海洋基本法、翌年には海洋基
本計画が策定された。
このように財団は、日本が自らの
海を管理するための法的・政策的枠
組みの構築に貢献してきた。しかし、
これは国連海洋法条約が掲げる総合
的海洋管理の理念を具現化するため
の第一歩にすぎず、今後はますます
具体的な取り組みが求められる。財
団としても、次世代に豊かな海を引
き継ぐために、今後も積極的に事業
を展開していきたい。

＊１　3海里=約5.6キロメートル。なお、
現在の領海は12海里（約22.2キロメ
ートル）

海洋基本法制定記念式典［憲政会館、2007年10月］
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◎�顕在化する海洋問題
海に関する法の歴史は非常に古
く、紀元前、古代ギリシャ時代にま
でさかのぼるといわれている。ロー
マ時代（紀元前30年〜 330年）にな
ると、海はすべての人々に開放され、
私的な所有や分割が禁止される「自
由な海」として確立された。大航海
時代の1500年代になって海を領有
しようとする動きが出てきたが、基
本的には狭い領海の外側の広大な海
を誰でも自由に開発・利用できる「海
洋の自由」という考え方が長く受け
継がれてきた。
しかし、科学技術が発展するにつ
れて、それまで3海里＊1と決めら
れていた領海の幅や水深200メー
トルまでの大陸棚の定義は、時代遅
れなものになってしまった。さらに、
無秩序に「自由な海」の開発・利用を
進めてきた結果、海洋環境汚染や海

洋資源枯渇などの海洋問題が顕在化
した。

◎管理という考え方
20世紀後半、このような状況を
踏まえて、それまで誰でも「自由」に
開発・利用できた海を「管理」すると
いう新たな考え方が生まれた。そし
て1994年には、ほぼ半世紀にわた
る長い年月と、国々の利害と、多く
の人々の英知が注ぎ込まれた国連海
洋法条約がついに発効した。ここに
「海洋の諸問題は全体として検討さ
れ、総合的に管理される必要がある」
と規定されたことで、「各国が海を管
理する」という概念と国際法的枠組
みが確立した。また、地球サミット
で「持続可能な開発原則」および「行
動計画アジェンダ21」が採択された
ことなどを通して、海洋管理の政策
的枠組みも形成されていった。これ

日
本
に
お
け
る
総
合
的
海
洋
管
理
の
実
現
に
向
け
て

第10回海洋基本法研究会［東京全日空ホテル会議室、2006年12月］
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ど多岐にわたる事業を展開し、海を
起点とした地域活性化の事例として
次第に注目され始めている。

さらに、宮崎の事例を知り、自ら
の地域で「渚の交番」プロジェクトを
行いたいと考える人たちが全国各地
で次々に手を挙げた。2012年10
月現在、宮崎に続いて「渚の交番」プ
ロジェクトに取り組むための準備を
行っている地域は全国で10か所（図
1）である。また、各地の担い手は、
渚の交番フォーラムなどを通じてつ
ながり、互いに切磋琢磨するととも
に、他の地域と協力することによっ
て、新しい「海と地域とのつながり
方」を社会に発信しようとしている。

◎「Sea�Bird」プロジェクト
近年、水上バイクは海水浴場近辺

での危険行為や示威的行為、暴走を

行う一部の乗り手によってイメージ
が損なわれ、海の利用者の間で悪者
のような扱いを受けることが多くな
った。町と同様、海もマナー違反や
違法行為が目立つようになれば、
人々の足は遠のき、活気を失ってし
まう。実際に、一般客に配慮して、
特定水域での水上バイク利用禁止を
条例化する自治体も現れるなど、水
上バイクのユーザーは肩身の狭い思
いをしなければならない状況に陥っ
てきている。

このように、危険な存在として海
から人を遠ざける要因になりつつあ
る水上バイクを、人と海をつなぐため
の手段に変えるための活動が「Sea 
Bird」プロジェクトである。水上バ
イクは気軽に子どもたちを海上に連
れ出すことができ、海を身近に感じ
てもらうことができる乗り物の一つ

である。また、機動性が高く、時
し

化
け

の海や船の入れない浅瀬なども航行
することができ、レスキューにおい
て大きな力を発揮する機材でもある。

「Sea Bird」プロジェクトにおいて
は、このような水上バイクの特徴を
うまく生かしながら、海洋教育、海
での安全啓発活動、レスキューなど
に活用することによって、人と海を
近づける取り組みを行っている。

このような取り組みは、佐賀県伊
万里市で水上バイクのユーザーが自
主的に地域で行っていた活動を原型
としている。財団はこの活動を全国
に広げるため、中核的役割を担う
NPO法人日本青バイ隊の設立を支
援したほか、人命救助への水上バイ
クの活用を推進するNPO法人ウォ
ーターリスクマネジメント協会、水
上バイクのメーカー・販売店の連盟
でありユーザーへの安全啓発を行っ
てきたNPO法人パーソナルウォー
タークラフト安全協会の2団体とも
連携し、財団を含めた4団体でプロ
ジェクトを推進していく体制を整備
した。

Sea Birdの活動は、2011年度の
全国展開開始以来、水上バイクの愛
好者、レスキュー関係者などの賛同
を集め、順調に拡大を続けている。
2012年10月現在、Sea Bird活動を
実施しているチームは全国で8か所

（図2）となっており、それぞれの地
域で、さまざまな団体と連携を取り
ながら、水上バイクを地域のために
活用する方法を模索・発信している。

大分県
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浜田 福井県
小浜

千葉県
三番瀬

千葉県
九十九里浜
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鎌倉静岡県

下田
宮崎県
青島

鹿児島県
日置

沖縄県
北谷

静岡県
御前崎

佐賀県
伊万里

島根県
浜田

神奈川県
藤沢

静岡県
三保

静岡県
御前崎

大阪府
淀川

佐賀県
有明

高知県
芸西

パーソナル
ウォータークラフト

安全協会

ウォーター
リスクマネジ
メント協会

日本
青バイ隊

渚の交番フォーラム［宮崎県宮崎市、2012年4月］

図1： 「渚の交番」プロジェクト実施地域（濃紺）および 
取り組み準備中の地域（赤色）

図2：「Sea Bird」活動実施地域（濃紺）および推進団体
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◎地域と海のつながりに着目して
2007年に施行された海洋基本法

においては、基本的施策の一つとし
て、海と陸を一体に捉え、さまざま
な関係者が協力し、共通のビジョン
を持って地域づくりを行う「沿岸域
の総合的管理」が取り上げられた。
これを受けて、各自治体レベルで従
来の行政分野を横断する協議会の設
立、地域レベルでの海洋基本計画策
定などの動きが期待されている。し
かし、これまで取り組むことのなか
った分野横断的な連携づくりは順調
には進んでおらず、具体的な政策の
実施にはまだ時間がかかりそうな状
況である。

その一方で、地域には海の問題と
陸の問題とを一体的に捉え、問題解
決のために自ら立ち上がろうとする
人たちがいる。日本財団はそのよう
な人たちを発掘し、行政やさまざま
な市民団体と連携しつつ、次世代に
海を引き継ぐため、地域と海のつな
がりに着目した「渚の交番」プロジェ
クトおよび「Sea Bird」プロジェク
トに取り組んだ。

◎「渚の交番」プロジェクト
自治体の安全管理のもと開放され

る夏季の海水浴場以外でも、海は季
節を問わず、さまざまな活用の可能
性を持っている。一方で海の活用の
際に懸念されるのが、水難などの事

故のリスクである。事故は個人の命
を脅かし、多くの人の足を海から遠
ざけてしまう。安全は、海を地域資
源として活用していく上での前提条
件といえるかもしれない。

さらに、海水浴・釣り場・マリーナ
など、個別の利用目的に特化した施
設や特定の期間だけオープンする施
設はあっても、多様な目的を持った
人が、年間を通じて利用できる場所
はこれまで存在しなかった。そのた
め、人と海の関わりは限定的になり、
地域資源としての海の活用も進まな
い状況となっている。

そこで財団は、安全管理のノウハ
ウを持つ人材が常駐し、さまざまな
海の利用者と地域を結ぶ窓口の役割
を果たす「渚の交番」を整備するプロ
ジェクトを実施してきた。

この事業は、2008年度に宮崎県
の青島海水浴場で安全管理の活動を
していたNPO法人宮崎ライフセービ
ングクラブに、海水浴場にとどまら
ず、地域を広域的にパトロールし、
防犯や安全啓発を行うための青色回
転灯装備車（通称：青パト）を提供した
ことからスタートした。2010年6月
には「渚の交番」施設がオープンし、
社団法人宮崎市観光協会をはじめと
する地域のさまざまな団体と連携し
ながら、海を切り口とした教育・環境
保全・スポーツ・観光振興、海と中心
市街地の店舗を結ぶキャンペーンな

Sea Bird合同パレードにて［佐賀県伊万里市、2010年6月］
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より、匠の技の継承が困難となると
いう問題が顕在化してきた＊2。もし
この高い技術が失われてしまえば、
船の性能や強度にも影響を及ぼし、
受注がさらに減る事態が懸念された。
このため造船に必要な技術や職人
の技を次の世代に引き継ぐことを目
的に設立されたのが造船技能開発セ
ンターである。ここでは新入社員を
対象に基礎的な技術を身に付ける新
人研修コースと、撓鉄のような匠の
技を身に付ける専門研修コースが用
意されている。これらの技術は建造
される船舶の質を高める上で重要な
要素であり、研修を通して、本来は
競合している各造船所の職員同士が
切磋琢磨し、技術の向上を目指す場
ともなっている。
2004年から2011年までの8年間
で2,008人が新人研修を、810人が
専門研修をそれぞれ受講し、初期の
研修を受けた職員の中には近年イン
ストラクターになる者が出るなど、確
実に技能が伝承されてきている＊3。
現在では全国6か所に同センターが
設置されており、毎年定期的に全セ
ンターが集合し研修内容を共有・改
善することで、さらに質の高い研修
とするための努力を続けている。

同業者同士が一丸となり、お互い
の技術やノウハウを共有・向上し合
うシステムは他に類がなく、造船以
外の製造業や大学・研究機関などか
らの視察が引きも切らないなど、そ
の効果が注目されている。造船業界
が生み出したこのシステムが他の産
業にも波及し、産業界全体の向上に
つながることを期待したい。

◎安全体感教育を通して�
事故を減らす取り組み
船舶を建造する造船所の現場は、
対象船舶が巨大（長さ100 〜 300
メートル）なため、作業場は通常屋
外である。材料の鉄板は冬になると

氷のように冷たく、夏は炎天下にさ
らされ、やけどするほど熱くなる。
また高い場所での作業が多いことか
ら、転落・落下事故の危険と隣り合
わせである。
装備する機材や船舶のパーツ（ブ
ロック）は規模が大きいため別々の
場所で作られ、最終的にドックにお
いてすべてのブロックが溶接され組
み立てられる。一つひとつのブロッ
クは数十トン〜数百トンにも及び、
これを大型クレーンで空中に吊り上
げながら移動する。移動中やブロッ
ク同士の溶接中に少しでもずれたり
落下したりすれば、重大な人身事故
に直結することから、極めて危険な
労働環境といえる。
造船所における事故は、毎年約
5,000件発生＊4しており、この状況
が続けば人材面でも経済的にも損失
は増大し、企業の存続にも影響しか
ねない重要な問題となっていた。
このため財団は社団法人日本造船
協力事業者団体連合会を通して、造
船所における事故の減少を目指し
て、安全体感教育を2007年から現
在に至るまで実施している。この事

熟練者が他社の職員にも撓鉄研修で職人技を教えている［広島県尾道市、2011年10月］

溶接研修［広島県尾道市、2011年12月］
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◎10年後、20年後の造船業を�
見据えて
日本の造船業は、現在世界第3位

の竣工量を誇っている。しかし、2000
年まで我が国は30年以上にわたり、
世界第1位の座を占め続けていた。
2000年から2010年の10年間で中
国と韓国が次々と設備を増強し、日
本を追い越していったのである。こ
のままでは、日本の造船業が危うく
なる。手遅れになる前に10年先、
20年先を見据えた対応策を打ち出
す必要があった。
そこで2004年、造船技能者の人
材育成の在り方に関する調査＊1を
実施。問題を明確にした上で、その
対応策として社団法人日本中小型造
船工業会を通して造船技能開発セン
ターを設立し、人材育成事業を開始
した。さらに、造船所の大きな課題
であり、企業としての存続にも影響

しかねない労働災害事故を防ぐた
め、社団法人日本造船協力事業者団
体連合会を通じて安全体感教育事業
を開始した。

◎造船技能開発センターによる�
技術の伝承
日本の造船事業を支えてきたのは
熟練者が持つ匠の技であった。造船
に使われる鉄板は、レーザーにより
それぞれのパーツ（ブロック）で使用
される大きさに切断される。その後、
「撓

ぎょう

鉄
てつ

」と呼ばれる鉄板を水と火で
撓
たわ

める（＝曲げる）技術や、鉄板同士
を結合する溶接技術により、その姿
をブロックへと変えていく。そこに
は熟練した職人による高い技術が必
要であり、その技術こそ日本が世界
に誇る質の高い船舶を供給できた源
だった。
しかし、団塊の世代の大量退職に

各造船所の新入社員が合同で配管研修を受けるため、造船所ごとに作業服の色が違う［広島県尾道市、2012年2月］
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◎海を介した「つながり」に�
支えられてきた東北
日本人は古来、海に囲まれ、海に
生かされ、海に寄り添いながら、海
とともに生きてきた国民である。と
りわけ、日本有数の水産業の盛んな
地域であり、多くの人が直接的ある
いは間接的に海に関わり生計を立て
てきた東北地方沿岸部の人々の生活
は、海との関わりなくして語ること
はできない。この地域に伝わる生活
や文化は、「家族」と「地縁（コミュニ
ティーのつながり）」という海を介し
た二つの「つながり」によって支えら
れてきたといっても過言ではない。
しかし、2011年3月11日の東
日本大震災では、南北500キロメ
ートルにわたる沿岸部が津波に襲わ
れ、海は一瞬にして、人々の命や生
活文化の基盤を奪い去った。水産業
や造船業などの海に関する仕事は壊
滅的な打撃を受け、1年半余りがた

った今でも復興に向けた基盤は十分
ではなく、多くの人々が不安定な環
境での生活を余儀なくされている。
それにもかかわらず、沿岸部の
人々は辛抱強く、希望を捨てず、一
日も早く元の生活を取り戻すことを
願っている。そこには海とともに生
きてきたことへの誇りと、海を介し
たつながりへの愛着があるからであ
り、海は「ふるさと」そのものだから
である。

◎海の仲間を守るための取り組み
日本財団の東日本大震災に関する

海洋関連の復興支援策は、（1）震災直
後の海の仲間を守る緊急支援の段階
から、（2）地域産業としての海の生業・
稼ぎ（雇用）を再生する段階、（3）海と
ともに暮らしてきた生活文化の再生
の段階まで、被災地の状況が時間の
経過とともに変化する中で被災者の
ニーズを把握し、被災者の立場に立

被災船舶への緊急融資により新造された漁業取締船「東鳳」の進水式［長崎県長崎市、2012年5月］
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業は移動式体感施設を全国の造船所
に持ち込み、日頃の作業に潜む危険
を受講者（造船所の作業員）が実際に
見慣れた設備や器具を使用して体感
することで、危険に対する感度を取
り戻し、事故の防止につなげる取り
組みである＊5。
その教育効果は高く評価されてお
り、2010年度からは因

いんのしま

島造船技能
開発センターにおいても安全体感施
設が設置され、施設の利用を希望す
る全国の造船所の作業員は誰でも受
講ができるようになった。2009年
から2011年の3年間で受講者数は
合計約6,500人、受講者における
事故発生率は約30％減少している。
このような大きな取り組みに発展
したのはひとえに、作業員の命を守
るため全国の造船関連業界が一丸と
なって取り組んだ結果といえる。そ
こには、それぞれの施設で生まれた
新たなアイデアや実際に行っている
取り組みを情報共有できる強いネッ
トワークが育まれており、今もなお成
長し続けている人材育成事業である。

＊１,２　海洋政策研究財団『今後の造船技能者
人材育成のあり方』（2004年）

＊３　日本中小型造船工業会『人材育成事業
の成果』（2012年）

＊４　日本中小型造船工業会『中小造工労働
災害発生状況推移』（2011年）

＊５　日本造船協力事業者団体連合会『出張
型災害擬似体験教育事業について』
（2012年）

感電事故を体感［長崎県西海市、2011年11月］

転落事故の衝撃をサンドバッグで再現［岡山県倉敷市、2011年7月］

指の挟まれ事故を竹の棒で再現［岡山県倉敷市、2011年7月］
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り、明日への希望と次世代の未来を
支えていく必要があった。

配備された教習艇で実習を行った
生徒の一人は、「海は恵みを与えてく
れると同時に試練をも与える。それ
でも海を嫌いになることはできない
ので、自分たちの世代がこの地域を
守っていきたい」と話した。このよう
な力強い意志を持った未来の海を担
う世代が、海に与えられた試練を乗
り越え、再びこの地域に海の恵みを
もたらす日が訪れると信じている。

（3）生活文化の再生
2012年2月から開始した「番屋

再生事業」では、漁業者を中心とし
た関係者のための操業拠点を取り戻
すと同時に、地域コミュニティーと
の間につながりを取り戻すことを目
標としている。従来の漁業関係者の
みにしか利用されない施設形態か
ら、新たに漁業関係者以外にも地域
の人々が集える機能を付加すること

で、地域全体にとって開かれた生活
文化再生の場となり、地域再生の拠
点となることを期待してのものだ。
宮古の番屋（2012年8月完成）は、
漁業者の操業拠点としての役割に加
えて、教習艇の配備を受けた地元宮
古水産高校の実習用スペースも備え
ており、同地域における水産業復興
のための人材育成拠点としての役割
も期待されている。

一連の海洋関連の復興支援事業で
は、外部からの支援金を活用した取
り組みも行った。キリンビール株式
会社からは水産業支援のための基金
4億円（2011年度）が財団に寄せら
れ、「復興応援 キリン絆プロジェクト」
として、東北3県の名産であるワカ
メやカキ、青海苔などの養殖業再生
のために使われている。また、中東
のカタール国により設置されたカタ
ールフレンド基金から約20億円の
支援を受けて、宮城県女川町に最先
端の多機能水産加工施設を建設中で

ある。水産加工業の本格的操業再開
による雇用と地域経済の再生が見込
まれるとともに、他の地域へのモデ
ル事例となることも期待される。

◎被災者に希望の灯りを
国の支援や民間の支援・ボランテ

ィア活動をはじめとして、すでにさ
まざまな被災地支援が行われてお
り、少しずつではあるが復興への道
を歩みつつある。しかし、被災地の
水産業を例に取ってみても、海の仲
間たちがかつてと同じように海から
の恩恵を受け、海を生業とし、海を
介したつながりを基盤とする「ふる
さと」を取り戻すためには、これま
で以上に被災者の立場に立った、継
続した支援が必要とされている。

そのためには、その時々の被災者
のニーズに目を向けた支援を最優先
に行うことはもちろんのこと、常に
被災者の方々が復興に向けた一歩を
自ら踏み出すための「希望の灯り」が
必要であり、海との「つながり」を意
識した支援を行っていくことが被災
地全体の復興へとつながっていくも
のと信じている。

宮古水産高校へ寄贈された船舶免許の教習艇「きぼう」
［岩手県宮古市、2011年8月］

宮城県女川町に建設中の多機能水産加工施設（完成イ
メージ）

No. 主な事業 支援内容 支援金額

1 被災船舶のための緊急融資 震災直後、100億円を予算として公募。その後、
国の支援が整備されたため、支援結果は2隻となる 130,000,000円

2 被災小型船舶の再生支援 8か所の仮設修理拠点整備と、約500隻の被災小型船舶
の修理 171,907,000円

3 水中ロボットを用いた海の再生力探査 岩手・宮城県内の8漁港にて水中探査を実施 32,223,165円

4 海洋関連高校への教習艇等支援 水産高校などへ教習艇・養殖実習船を13艇贈呈、
2艇を貸与 73,019,450円

5 被災造船関連事業者への再生支援 約100事業者からなる5つの造船事業者協議会に、
クレーン車や溶接機など600点以上を配備 1,349,980,000円

6 水産業再生のためのフォークリフト配備支援 水産業に必要なフォークリフトの購入支援を行い、
漁協などへ76台を配備 90,320,000円

7 被災船舶陸上電源供給施設の新設 宮城県気仙沼港内11か所に船舶用陸上電源供給施設を
配備 35,800,000円

8 水産業を中心とした新しいコミュニティー
創生のための番屋再生支援

地元漁業者を中心としたコミュニティー拠点である
番屋を順次配備 約600,000,000円

9 イサダ漁操業再開のための支援 イサダ（オキアミ）漁の再開に必要な機材・設備を
大船渡漁港に配備 19,320,000円

10 さけ・ます生産施設等復旧支援 岩手県のさけ・ます生産施設の復旧 19,760,000円

11 宮城県女川町への「水産漁業の再生基盤整備
プロジェクト」

カタールフレンド基金の寄付により、津波対策を
施した最先端水産加工施設を宮城県女川町に建設 約2,000,000,000円

支援金額合計：約4,522,329,615円

表：海洋関連の復興支援事業
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った支援を迅速に行うことを最優先
方針としてきた。また、今回の被害
の大きさを考えると、財団単独での
支援では限界があるため、行政、民
間などの垣根を超えた協力関係を構
築することを重視し、多様な関係者
との連携による復興支援に取り組ん
でいる。

（1）緊急支援
震災後すぐに、被災地以外の造船
関連企業や食品系企業などからさま
ざまな支援物資や寄付があり、震災
10日後の3月21日にはトラック移
動式淡水化装置や発電機などの支援
によって、水道や電気をはじめとし
たライフラインを最小限“回復”、
被災地の復旧に大きな役割を果たす
ことができた。
また、2週間余りが経過した3月
29日には、「災害支援緊急融資制度」
として、津波で船を失った漁業者な
どに対し、1事業者当たり1億円を
上限に漁船などの建造や修繕に必要
な資金を実質無利子で融資する制度
（総額100億円）創設の発表を行っ
た。この段階では国からの具体的な
支援策は何も発表されておらず、漁
業関係者から「今は失った漁船の建
造をするかどうかも考えられない状
態だが、こういう制度が発表され、
自分たちを応援してくれる人たちが
いることが分かり、希望を持つこと
ができた」という声を各地で耳にす
ることができた。
第1弾の緊急支援策である融資制
度は、被災者に希望の灯りを届ける
メッセージとなるとともに、その後
に発表された漁船建造に関する国の
支援策の呼び水としての役割も果た

すこととなった。

（2）海の生業を再生
緊急支援に続いて取り組んだのが

「被災小型船舶の再生支援」である。
津波により多くの小型船舶が被災し
たが、中には修理により再生可能な
小型船舶も少なからず存在してい
た。漁業者の「いち早く海に戻りた
い」という声を受けて、地元の造船
関連事業者と大手メーカーが協力し
てチームを作り、小型船舶の仮設修
理場を整備することで、漁業関係者
の早期操業開始への支援を行った。
また、「被災造船関連事業者への再
生支援」では、被災地域5か所（八戸・
大船渡・気仙沼・石巻・いわき）の造船
関連事業者らが構成する協議会に対
し、当面の造船事業再建に必要な大
型クレーン車やフォークリフトなど
を提供した。背景として、造船関連
産業の裾野は広く、地域における雇
用の受け皿としても重要な役割を果
たすことから地域経済に与える影響
も大きいが、今回の震災では地域産
業自体が壊滅的な状態であった。そ
のため、個々の事業者が単独で事業

を再開するのは難しい状況であり、
関連事業者が協力し支え合って復興
を目指す「協議会」に対して支援を行
うこととした。
このように、地元の造船関連事業
者と大手メーカーが協力してチーム
を作ったことや、競合関係にあった
造船関連事業者同士が、造船産業の
復活という一つの共通目標に向かっ
て結束を固め、共同体として立ち上
がったことなど、つながりが地域産
業と雇用の回復への大きな役割を果
たした。
次に「海洋関連高校への教習艇な
どの支援」では、青森・岩手・宮城に
ある水産高校などの海洋関連高校6
校に対し、津波によって流失した教
習艇や養殖実習船の配備を行った。
海を介したつながりを未来に引き継
いでいくためには、未来の水産業・
造船業の担い手が不可欠であるた
め、海洋関連高校の生徒を育成でき
る環境を早急に復旧することによ

仮設修理場で修理された小型船舶［宮城県南三陸町、
2011年6月］

被災造船関連事業者へ寄贈されたクレーン車などの機器［宮城県石巻市、2011年12月］
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先駆けて創設するとともに、より柔
軟に運用した。その結果、8年間に
わたり全国各地から応募が相次ぎ、
これらに対し重点的に支援した。中
でも、障害者とともに地域に密着し
たチャレンジングな運営を行うNPO
など新規参入者を優先した。地域福
祉は、家族や地域の人たちの共助に
よって成り立つが、その基盤づくり
をハード面から支えてきたのである。
その一方、ソフト面では、従来の
授産品のイメージを変える優れた施
設商品を発掘し、紹介・販売する「真

ま

心
ごころ

絶
ぜっ

品
ぴん

」ブランドの展開、ほとばしる
感性をありのままに表現した「アー
ル・ブリュット＊1」作品を収蔵し、全
国で展示するプログラムや古民家・
蔵を改修したアール・ブリュット美
術館の整備、聴覚障害者の情報保障
に関する法制度化への取り組み、日
本では比較的最近になって認知され
た発達障害への理解促進など、多様
なプログラムを通じて、障害に対す
る偏見を払拭しようと努めている。

郷土の再生と活性化のために取り
組んだプログラムは多い。地域の伝
統文化や生活の知恵を受け継ぎ、郷
土愛を育むための「郷土検定」を普及
させた。これは、祖父母・父母・子ど
もとの世代間ギャップを埋める一助
にもなった。また、身近にありなが
ら放置されてきた里山や鎮守の森を
保全するとともに、大震災や火災な
どから住民を守る防災林を各地で植
樹する運動も進めている。住民によ
る自主防犯活動を促進するため「青パ
ト」も配備している。これらは活動成
果も重要だが、それにも増して、地
域住民、ボランティア、NPO、学校、
福祉団体、行政など、老若男女にか
かわらず、多様な地域関係者を巻き
込み、つないでいくことに力を注い
でいる。新たな課題に対応し、「わが
故郷」を再生、活性化するには、さま

ざまな立場の社会の担い手が相互に
結びつき、支え合って、新たな力を
生み出すことが不可欠だからである。
また、不登校問題や学級崩壊、モ
ンスター・ペアレントなど、子どもを
めぐるさまざまな問題が噴出した10
年でもあった。私たちはこれらを、
主として核家族化や行き過ぎた個人
主義に起因した家庭教育の問題と捉
え、伝統的な子育てをもう一度見直
し、あらためて家族や親子の絆の大
切さを教える「親学」の啓発普及に取
り組んだ。徐々にではあるが、親の
意識の中に浸透しつつある。

現代の若者は、夢や生きがいを持
てず、内向き志向が多いと指摘され
ている。しかし、いつの時代も変革
を起こすのは若者だ。そこで、2010
年、日本財団学生ボランティアセン
ター（通称：Gakuvo）を設立し、学生
自らが学生ボランティアを支援する
活動を始めた。東日本大震災では、
1年半で全国約220大学から延べ
5,000人を超える学生ボランティア
を派遣した。若い世代がボランティ
アを体験し、社会貢献活動に挑戦す
ることは、人生の糧となるだけでな
く、将来、社会変革の担い手へ成長
していく原点になるはずである。
このほか、従来は個人の問題とし
て扱われ、対策が遅れていた自殺問
題についても、老老介護や過重労働
など社会の問題として捉え直し、そ
の予防や遺族への支援にも取り組ん
だ。悩める者、行き所を失った者へ
の最後のよりどころとなる「日本駆
け込み寺」創設支援もその一環だ。
次に10年以上前から継続して取り
組んできたプログラムの中で、今日
大きく開花しているものも多い。高
齢者や障害者が住み慣れた街で暮ら
すため、欠かすことのできないのが
福祉車両である。福祉車両配備事業
を開始してから、約20年、延べ約

3万台が全国津々浦々で活躍してい
る。尊厳ある人生の終末期を支える
緩和ケアナースも15年間に3,000
人が認定研修を終え、このうち多く
のナースが全国各地8割以上のホス
ピス・緩和ケア病院に配置されてい
る。そのほか、犯罪被害者への支援
も長期の地道な活動と実績が評価さ
れ、2012年4月には、金融庁から
振り込め詐欺救済法に基づく預保納
付金を用いた犯罪被害者などの支援
事業に係る「担い手」に指定された。
1996年度から開催してきた障害
者と健常者が一緒に走る「神宮外苑
ロードレース」は、その10年後、3万
人規模の東京マラソンに発展した。
私たちは第1回から東京マラソンが
軌道に乗るまでの3年間、その運営
面をスポーツボランティアで支え
た。今日では、東京マラソンは市民
文化として定着し、参加者のみなら
ず人々の絆の象徴として広く認知さ
れている。
東日本大震災以降、家族や故郷、
絆の大切さがクローズアップされて
いる。共助の再生という、私たちが
この10年間目指してきた方向性は
間違っていなかった。今後も、この
機運を背景に「お互いさま」「もった
いない」「礼節」などといった美風も
織り込みながら、時代に即した共助
の仕組みを地域に重層的に創出して
いきたい。そのためにはどのような
プログラムを開発していくのか、そ
して、そのプログラムを実践する上
で、多様なパートナーの「触媒」とし
て機能できるのか、私たちの真価が
問われている。

＊１　アール・ブリュット：「生
き

の芸術」とい
うフランス語。正規の芸術教育を受け
ていない人による、技巧や流行にとら
われない自由で無垢な表現を讃えて、
1945年にフランス人画家のジャン・
デュビュッフェが創り出した言葉。「ア
ウトサイダー・アート」と英訳され、世
界各地へ広まった

「真心絶品」販売会の様子

福祉車両贈呈式［岡山県岡山市、2011年3月］

笑顔も運ぶ福祉車両
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第2節�◎�公益・ボランティア

都市への過度の人口集中、少子
化・高齢社会の到来、核家族化

の進展、経済効率優先主義への偏重、
国民意識の多様化。これら戦後一貫
した潮流が、ここ10年さらに絡み
合いながら加速している感が強い。
その結果、地方は活力を失い、それ
まで地域を支えてきた人と人のつな
がりも薄れ、古き良き文化も崩壊し
つつある。一方、都市部でも、長引
くデフレの中で身寄りのない貧困層
が増加し、「無縁社会」という造語も
生まれるなど、家族の絆さえ薄らい
できた。人の命や尊厳が軽んじられ
る風潮すら社会の随所で見受けられ
るようになった。こうした社会情勢
に対し、政治や行政は、財政難など
により十分に機能しているとはいい
難い。「自助・共助・公助」の三者とも
弱体化し、その間のバランスも崩れ
つつあるのが現状だ。
そうした中、私たちは共助の再生
に着目し、家族をはじめ人と人が深い
絆で結ばれた社会の実現を目指した
10年だったと総括できよう。それは
同時に、高齢者や障害者を含め、誰も
が住み慣れた街で尊厳を持って暮ら
せる社会であり、次代を担う子どもた
ちや若者が郷土に親しみ、広く文化・
スポーツ活動やボランティア活動な
どを通じて、豊かな人間性と社会性を
育む、活力ある社会の実現でもあった。
こうした社会の実現に向けて、私
たちが果たすべき役割はどのような
ものだろうか。行政や民間企業はも
とより、事業領域を特化した民間団
体などのそれとは異なる。それは、
ボランティア、NPO、公益法人か
ら福祉団体や教育機関など、多種多

様な民間のパートナーの公益活動を
質量ともに充実させるにとどまら
ず、相互連携や行政との協働を促進
すること、さらには企業のCSRを
刺激して、社会貢献活動に参画させ
ていくことにある。そして、自らも
ファンドレイジング活動を行い、メ
ディアの発信力を活用しながら、多
くの人たちや企業に社会課題への関
わりを深めてもらう。こうして既存
の制度や仕組みでは対応できない新
たな課題や見過ごされてきた問題の
解決に向け、参加を促す仕組みを作
り出す。つまり、さまざまなパート
ナーを有機的に糾合させながら、実
践活動の積み重ねの中から世論を喚
起し、社会的なうねりを創出する、
社会変革のいわば「触媒」になろうと
するものだ。
こうした方針のもと、この10年
間に新規に取り組んだ主なプログラ
ムは以下の通りである。
尊厳を持って暮らせる社会の実現
に向けて重点を置いて取り組んだ分
野の一つが、障害者福祉である。高
齢者福祉に比べて大きく立ち遅れて
いたが、2005年に障害者自立支援
法が成立、隔離された施設福祉から
住み慣れた街中で尊厳を持って生
活・就労できる地域福祉への転換が
図られることになった。しかし、当
時は法的枠組みこそ整いつつあった
ものの、実際の受け皿となる福祉サ
ービスの拠点の数が決定的に不足し
ていた。そこで、使われていない民
家や駅前商店街の空き店舗など、地
域に眠っている社会資源をリフォー
ムし、それを地域福祉の拠点として
再活用する助成制度を国や自治体に

公益・
ボランティア
事業の

10年

地域の防災力を高める植樹［静岡県掛川市、2012年6月］



法律的にグレーゾーンであることは
否定できない状況だった。
この曖昧な状態を解消したのが、
2004年に国土交通省が提示した福
祉有償運送についてのガイドライン
だ。これが示されたことによって、
NPOは一定の手続きと条件の下で
各自治体主催の運営協議会を経て、
許可を受けてサービスを実施するこ
とになり、NPOのボランティア輸送
の正当性が明示された。財団が車両
配備とともに現場の声が国まで届く
よう下支えできたことは大きな成果
だった。

◎「働く車」の導入
助成申請は財団があらかじめ設定
した車両の中から、社会福祉法人や
NPOなどが車両を選択して行うが、
設定車両のラインナップについては
申請状況や社会的ニーズに応じて財
団が年度ごとに見直している。
2008年度からは障害がある人の就
労支援のため、それまでの「福祉車
両」のラインナップに、軽トラックや
貨物用ワゴン車、冷蔵車などの作業
内容に即した「働く車」を追加した。
従来、障害者は施設の中に閉じこも
りがちだったが、2006年の障害者
自立支援法施行後、就労形態の多様
化により街に出て働く機会が増大し
た。さまざまな働き方をサポートで
きる「働く車」の可能性は今後も十分
な広がりを見せるものと期待され、
普及に努めていきたい。
さらに2006年度から試験的にス
タートし、2009年度から規模を拡
大して取り組んできた就労形態に応

じた特殊車両の配備は、移動販売車
や大型トラックなどの車両購入も助
成し、移動の手段だけでなく「働く
場」としての車両を配備している。
車両内容はさまざまであり、地元出
身の漫画家のキャラクターをかたど
った菓子の移動販売車や病院のベッ
ドで使用するマットレスの消毒・清
掃機器を搭載したトラックなど、
2011年度までで243台のユニーク
な車両を配備した。こうした車両の
配備に対する助成によって、町中で
障害のある人が「当たり前に」働く風
景が広がることが目標だ。

◎移送サービスの発展
障害や高齢化に加えて、居住地域
の公共交通機関が未整備で、移動手
段がないことが外出時の制約になる
場合が少なくない。本来は行政が解
決すべき問題だが、近年ボランティ
アなどで組織された団体によって、
リフト付き車両などを用いて介助も
含めた移送サービスが提供されてい
る。主体は住民ボランティアであり、
中には行政からの補助金を受けてい
る団体もあるが、サービス利用者か
ら受け取るガソリン代程度の実費と
街頭で集めたカンパのみで運営する
団体も珍しくない。そのような運営
形態の中では車両を所有できる団体
はまれで、ボランティアスタッフに

よる善意の貸し出しに頼って、個人
所有の自家用車を使用する場合が多
いのが現状である。こうした課題が
ある中で、財団は主に移送サービス
の人材育成に取り組んでいる。これ
までにボランティア育成のための研
修会開催、先進サービス事例を自分
が住む地域のサービスに生かすコー
ディネーターの養成、サービス開始
のためのガイドブック作成などを実
施した。この間、移送サービスに取
り組む団体が大幅に増加しているも
ののその数はまだ十分ではなく、サ
ービスの維持継続についての解決策
はいまだ得られていない。
公共機関や銀行、映画館、デパー
トなど施設そのもののバリアフリー
化は、発展途上とはいえ、徐々に進
行しつつある。しかし施設へ行く手
段がないため、狭い活動範囲に置か
れたまま、それらを自由に利用する
ことができない人が多数存在する。
「移動の自由」は一人ひとりの持つ権
利の根幹であることを、私たちは忘
れてはならない。
超高齢化社会が到来する中で、移
送手段を求める人たちはますます増
加することが考えられる。交通弱者
の「移動の自由」を支えるため、財団
は今後も公共交通機関との共同事業
や新サービス導入など、さまざまな
取り組みの事業化に向け、支援を続
けていく方針だ。

スロープ付きで乗り降りしやすい車いす対応車 汎用性の高い軽トラック

街中で活動する移動販売車

福祉車両が地域の支援の輪を広げていく
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「桜の時期に少し足を伸ばしてお
花見に行きたい」「町の人と触れ合っ
て自分らしく働きたい」——。誰も
が当たり前にできることを、障害や
年齢を理由に諦めざるを得ない人が
いる。居住する地区の交通の便が悪
かったり、未整備だったりして思う
ように外出できない人がいる。思い
通りの移動を可能にするには、何ら
かの「足」が必要だ。

◎約3万台を配備
日本財団が福祉車両配備事業を始
めたのは1994年。18年目に当た
る2011年度までに、2万9,254台
の配備を行ってきた。その間に車両
利用者にとってより利便性が高く、
より快適な福祉車両の普及を目指す
べく、利用者へのヒアリング調査や
自動車メーカーへの調査結果のフィ
ードバックを行い、常に車両の改良
に取り組んできた。このことは、各

自動車メーカーの商品開発が進み、
かつ福祉車両の市場規模が拡大にも
つながった。
財団は誰もが住み慣れた地域で働
き、暮らせる社会の実現に向けて、
車両配備を行ってきた。いわばハー
ド面での支援を行ってきたが、この
間に目標を同じくして、ソフト面か
らの支援を行ってきたのが福祉有償
運送を行うNPOである。これらの
団体は地域に暮らす、移動が自由に
できない人に対して、ボランティア
として自家用車を持ち出し、ガソリ
ン代程度の利用者負担で自宅から目
的地までの送迎サービスを行ってき
た。このサービスはもちろん必要だ
ったが、自家用車を使って料金を徴
収することは、道路運送法違反（い
わゆる白タク行為）に当たる可能性
があると、長年にわたって指摘され
てきた。利用者のニーズに押され
て、黙認状態が続いていたものの、

（単位：台）
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福祉車両の配備実績（1994 〜 2011年度）

年 度 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

申請数 172 228 251 282 627 1,092 1,481 3,510 5,274 5,467 5,164 4,569 5,185 5,066 4,562 5,460 6,535 5,675 

決定数 51 77 103 118 162 599 678 2,150 3,217 3,185 2,662 2,084 2,909 2,369 2,801 2,554 1,827 1,708 

累 計 51 128 231 349 511 1,110 1,788 3,938 7,155 10,340 13,002 15,086 17,995 20,364 23,165 25,719 27,546 29,254 
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とを目的としており、障害者の地域
移行を推進する原動力になった。法
律施行に伴い、財団のリフォーム事
業は、さらに地域福祉の現場のニー
ズを捉えたものとなり、申請件数や
実施件数も年々急増した（下記グラ
フ参照）。
またこの10年、財団は高齢者・障
害者支援にとどまらず、福祉関係の
事業を幅広く展開。2009年度から
は「一人でも多くの子どもが温かい
家庭で育つことができること」を目
指し、里親・ファミリーホームの住
居リフォーム事業を開始した。児童
虐待が社会問題化し、要保護児童の
人数は増えている。そのような児童
を施設ではなく、家庭的な環境で育
てるためには、里親やファミリーホ
ームの普及が重要だ。既存および新
たに子どもを受託しようとする里親
住居の拡充により、家庭的養護の場
を増やすことを目的としたこの事業
は、開始後3年間で473件を支援
した。

◎アール・ブリュット美術館の整備
街の中にある古民家や蔵をリフォ
ームして開設したアール・ブリュッ
ト美術館は、前述の滋賀県近江八幡
市をはじめとし、高知県高知市、広
島県福山市（左ページ写真）にも誕生、
2012年10月には京都府亀岡市で
もオープンする。この美術館の整備
に当たっては障害の有無を超えた、
豊かな才能を広く理解してもらうた
め、福祉分野だけでなく、美術や法
律・建築などさまざまな分野の専門
家の意見を聞いてガイドラインの整
備に取り組んだ。これらの美術館は、
地域住民が憩い、観光客も訪れる芸
術文化の発信拠点となっている。
このほか伝統的な古い街並みを保
存すると同時に地域の活性化を図る
ため、年齢や障害の有無にかかわら
ず、地域住民が集える場所となる、
地域コミュニティーサロンなどのリ
フォーム事業も実施した。このよう
に画一的な法律や制度の枠には収ま
らない事業にも、現場のニーズをく
み取り、積極的に取り組んできた。

この福祉拠点のリフォーム事業とし
て2004年度から2011年度までに、
助成金額約108億円、計2,389件
を支援した。

◎福祉を支える人材育成
これらの事業により、各地で福祉
施設が整備され、高齢者や障害者が
街へ出て、自分にとって必要な支援
を受ける環境が整い始めた。その一
方で、今後はそこで働くスタッフの
育成が必要となってきている。少子
高齢化が進み、支える人材が不足し
ていることはもちろん、多様なニー
ズに対応し、福祉の枠にとどまらな
い、さまざまな地域の資源を生かし
た支援を組み立てられる能力が福祉
現場のスタッフには求められるよう
になった。そのため財団はこれまで
整備した地域の福祉拠点を基盤に、
そこで働くスタッフのレベルアップ
を目指した事業にも着手、年齢や障
害の有無にかかわらず、安心して生
活できる地域づくりを目指して、関
連の事業を進めていく方針だ。
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金額 件数

障害者関係

里親関係

児童関係

その他

福祉拠点リフォーム事業の実績（2004 〜 2011年度）

築130年の民家が
老人デイサービス
センターに［岩手県大船渡市、
2004年］

築10年の工場が
老人デイサービス
センターに［神奈川県大和市、
2005年］
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◎空き店舗や民家を改修
日本の高齢者や障害者への支援
は、1970年代ごろまでは家庭や入
所施設による支援が中心だった。中
でも大型入所施設の需要は多く、当
時十分な支援がない中で、親なき後
の不安を抱える家族からの入所施設
への要望もあったため、国は大型入
所施設の整備拡充を進めていた。日
本財団も各地からの要望に従い、大
型の入所施設の建築を積極的に支援
した。
しかしながら、年齢や障害の有無
にかかわらず、社会の中で他の人た
ちと同じように生活・活動すること
があるべき姿であるという「ノーマ
ライゼーション」の考え方が広がり、
1980年前後からは、高齢者や障害
者も地域で支援を受けながら生活で
きるようにすることが重要と考えら
れるようになった。1990年代から
は、本格的に施設入所支援から地域
での生活支援へという動きが強まっ
た。2000年の介護保険法（高齢者
分野）や2003年の支援費制度（障害
者分野）の導入により、その動きが
さらに推し進められることとなる。
これら制度の導入により、利用する
本人が自分の受けるサービスを選択
し、決める仕組みとなり、地域で利
用者のニーズに合ったサービスを受
けやすくなった。その一方で、入所
施設から地域の小規模施設へと移行
する利用者が急増したため、それに
伴う利用者の多様なニーズに対応す
るだけの基盤・施設環境が不足して
しまった。
財団はそのような時代の変化とニ
ーズを捉え、2004年度より大規模
な福祉施設の新築事業から、街の中

の空き店舗や空き民家を小規模でも
地域に根差した高齢者や障害者の施
設に生かすリフォーム（改修）事業へ
と方向転換を図った。
リフォームという方法によって、
空き店舗や民家、廃校になった小学校
を活用し、利用者のニーズに応じた支
援ができる小規模な事業所を各地に
整備することができる。少子高齢化の
影響が大きい地方では、そのままにし
ておくにはもったいない、商店街の空
き店舗や空き家が増加している。この
ような建物をリフォームすることで、
高齢者や障害者が集い、働く場ができ
るだけでなく、地域の人々が憩う拠点
となり、街の活性化と福祉拠点の充実
双方に大きな効果がある。このように
街に眠っている資源を福祉の視点か
ら活用する「“もったいない”をカタチ
に」をテーマとして、リフォーム事業
を開始した。
最初の取り組みは、滋賀県近江八
幡市の築70年の町屋をリフォーム
したボーダレス・アートミュージア
ムNO-MAの整備である。このミュ
ージアムは、障害者のアート作品が
適切に鑑賞されるように、全国に先
駆けて作家の障害の有無に関係なく
作品を展示する企画展を開催し、現
在、年間約1万人が来場している。
ワークショップや住民の意見を企
画・運営に取り入れる場を設けるな
ど積極的に地域交流事業を実施し、
住民を巻き込んだ地域活性化の拠点
となっている。
財団がリフォーム事業を開始した
1年後、2005年に障害者自立支援
法が成立、2006年10月に施行さ
れた。この法律は、障害者の地域生
活と就労を進め、自立支援を促すこ

03
リ
フ
ォ
ー
ム
に
よ
る
福
祉
拠
点
の
整
備

築150年の蔵を改装して生まれた鞆の津ミュージアム。個
性豊かなアール・ブリュット作品の数々が展示されている
［広島県福山市、2012年］
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が地域で生活できる仕組みづくりを
推進した。例えば、NPO法人地域
精神保健福祉機構では、ACT（包括
型地域生活支援プログラム）チーム
の立ち上げコンサルテーションや研
修会を開催した。ACTとは、重い
精神障害のある人が地域で生活する
ために、医療・保健・福祉領域のあら
ゆる専門家によって構成された多職
種チームで支援するプログラムで、
同機構はこのACTの実践を希望す
る日本各地の事業体に対して研修会
などを行い、地域全体で支える仕組
みづくりに取り組んでいる。
発達障害者に対する地域的な支援
体制は、2005年4月に発達障害者
支援法が施行され、2010年12月
に成立した改正障害者自立支援法
で、障害者の定義に発達障害者が含
まれることが明確化されるなど、

徐々に支援の環境が整備されつつあ
る。一方で発達障害の特性に応じて
専門性や支援方法が多岐にわたり、
それぞれに小規模な組織が乱立する
状況となっている。この状況を改善
し、迅速かつ横断的な支援展開を実
施できるようにするため、財団では
一般社団法人日本発達障害ネットワ
ークの設立を支援した。多くの人が
発達障害の実情を理解することで、
社会の中で発達障害者の生きにくさ
が改善され、早期の適切な支援が地
域でも実現することを期待し、2012
年度までに98件、1億7,000万円
以上の事業の支援を実施している。
また、聴覚障害者に対する支援と
しては、手話やろう者に対する十分
な理解が得られずに、教育現場で手
話が排除されてきた状況を改善し、
聴覚障害者の地域参加の活性化を狙
いの一つに、日本手話による教育の
普及・促進に向けての事業を実施し
た。2006年の国連総会で採択され
た障害者権利条約で「手話は言語で
ある」と定義されているように、日
本国内でもその地位が認められ、聴
覚障害者の社会参画につながること
を期待し、法制化への検討を含め、
財団法人全日本ろうあ連盟などと協
力し事業を推進している。

視覚障害者に対する支援について、
財団は、公益財団法人日本盲導犬協
会やNPO法人全国盲導犬施設連合
会などに支援して、盲導犬の訓練に
必要な訓練車両や資材などのハード
的なサポートと並行して、訓練士の
養成や盲導犬の啓発イベント、セミ
ナー開催などを支援し、盲導犬の普
及を介した視覚障害者の地域におけ
る活動エリアの拡充を推進した。

◎就労支援で「真心絶品」事業
財団は2009年度から障害者の就

労支援の一環として、「真
ま

心
ごころ

絶
ぜっ

品
ぴん

」と
いう事業に取り組んでいる。「真心絶
品」は、障害福祉サービス事業所で、
障害者がそれを使う人のことを思
い、丹精を込めて製造した製品の中
から優れたものだけを厳選して、そ
の魅力を一人でも多くの人に伝える
ことを目的としたプロジェクトだ。
主な機能として「認定」と「情報支援」
がある。「認定」で福祉製品に対する
信頼性を付与し、「情報支援」により、
Webサイトなどを通して、福祉製
品の隠れた魅力や製造過程のストー
リーを紹介し、社会に向けた製品の
認知度向上を図っている。

障害者就労支援の一環として、財団が取り組む「真心絶品」プロジェクト

盲導犬の訓練士養成支援（公益財団法人日本盲導犬協会）

障害者が働く干物屋さんにも支援（NPO法人楽笑）
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04
◎障害者を地域で受け入れる
前項ですでに述べたように、1970
年代ころまでは、社会的なニーズが
大型入所施設の充足に多く寄せられ
たことから、その要望に応えようと、
財団も大型入所施設の建築支援を積
極的に実施してきた。しかしその後、
障害者支援の方向性は、1981年の
国際障害者年を契機とする「ノーマ
ライゼーション」のグローバルな広
がりに伴い、変化していく。
1982年に国連が定めた「国連障
害者の十年」の国内行動計画として、
日本政府が策定した「障害者対策に
関する新長期計画」（1992年）、そ
の後継となる「障害者基本計画」
（2002年）などにより、ノーマライ
ゼーションの理念が我が国の障害者
関連の法制度に反映されるととも
に、ノーマライゼーションの示す「障
害の有無にかかわらず共に生きる社
会の実現」が、障害者福祉の基本理
念の一つとして社会的に浸透し始め
ると、次第に、障害者福祉の方向性
は、地域を中心とした福祉の推進へ
と移ろいを見せるようになる。

◎ハード・ソフト両面の支援
財団では、こうした社会的ニーズ
の変化に対して、障害者が地域で生
活し、社会参加するために必要とな
る支援をハード・ソフトの両面から
積極的に実施してきた。リフォーム
を中心とするハード面の支援につい
ては、それまでの大規模福祉施設の
新築事業からの転換を図った。地域
の中で多様なニーズに対応し、きめ
細かなサービス提供が可能なよう
に、街中の空き店舗や空き家、廃校
などのリフォームを行うことで、地

域の福祉サービスの拠点を整備した
（詳細は前項を参照）。
また、障害者に対する福祉サービ
スの提供に必要な機器の整備につい
ては、2006年度から2011年度ま
でに、735件、29億円以上の支援
を行っている。
次に財団がこれまで行ってきた

「障害者の地域生活支援」に関する、
主なソフト事業について触れたい。
精神障害者のうち、生活上の問題か
ら治療以外の目的で長期入院を続け
る、いわゆる社会的入院者数は、欧
米に比べて非常に多い。精神障害者
の地域支援体制の整備が早急に必要
とされているものの、国の法制度や
病院の体制の問題、さらに地域の受
け入れ先の不足により、退院が促進
されないのが現状だ。
このような問題を解決するため
に、精神障害者やその家族への支援
と同時に、地域全体で支えるための
モデル的事業を支援し、精神障害者

障害者就労を支援する機器整備
（社会福祉法人共生福祉会大樹）

知的障害者による墓掃除ネットワークを構築
（NPO法人社会起業ネットワーク）
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願望を少しでも事前に察知し、周囲
が対応できる社会が実現できるよう
に、これまで支援してきたさまざま
な団体がより充実した活動を展開
し、未然に防ぐ社会を形成してもら
うことが必要だ。

◎崩れた安全神話
自殺対策と並び、犯罪被害者支援
が新たな社会問題として取り上げら
れるようになった。近年、犯罪の巧
妙化、粗暴化が目立ち「世界一安全
な国」という“日本神話”が崩れかけ
ている。「誰でもいいから殺したかっ
た」という動機不明の凶悪犯罪や、
家庭崩壊を象徴する親子間の殺人事
件や傷害事件、外国人による犯罪も
目立っている。犯罪は自分とは無縁
の世界といった考えは通用しなくな
った。日本にいてもあるいは外国に
いても、誰もが常に犯罪被害者にな
り得る時代を迎え、一人ひとりが危機
感を持って自己防衛をしなければな
らなくなっている。
日本では犯罪被害者に対し、十分
な支援の目が向けられなかった。犯
罪者が法で裁かれ、法で保護される
一方で、被害者は心身の被害、社会

生活での苦難を長きにわたって受け
ている。そこで財団は、1995年ご
ろから民間の被害者支援センターが
設立されてきたのを機に、1997年よ
り公益財団法人犯罪被害救援基金を
通して、被害者が置かれている状況
を少しでも改善、回復するために各
センターへの支援を開始した。
これまでに支援を行ってきた全国

48か所の被害者支援センターのうち
2012年6月現在、41センターが各
警察本部長や警察署長が被害者・家
族の同意を得て、被害者の氏名や住
居、犯罪の概要などの情報を得られ
る犯罪被害者等早期援助団体の指定
を受けている。2013年度末には残
り6被害者支援センターが指定を受
ける見込みで、47に上る被害者支援
センターの早期援助団体の指定は、
この10年の取り組みの成果といえ
るだろう。
しかし、被害者支援センターが立
ち上がっただけでは、被害者の状況
が変わるわけではない。加害者には
社会復帰するための施策があり、予
算も潤沢なのに対し、被害者は心の
傷を負うことでストレスが増加する
のに、メンタルヘルスはもちろん社
会復帰をする制度や手法がない状況
に置かれている。犯罪被害者に冷た
い社会は、真の意味で公正な社会、
成熟した社会とはいえないだろう。
現在、内閣府や警察庁、各県警本
部、自治体などに犯罪被害者支援の
窓口があるが、その活動はあまり知

られていない。各都道府県の支援セ
ンターが行っている業務もセンター
ごとに縦割りで、バラバラに運営さ
れているのが実情だ。財団は被害者
支援センターとの意見交換の中でさ
まざまなニーズをくみ取ってきた。
今後はこれに加えて内閣府、警察庁、
認定NPO法人全国被害者支援ネッ
トワーク、各都道府県被害者支援セ
ンターが一堂にアライアンスを組み、
事業展開を図るべきだろう。
犯罪被害者支援をさらに充実さ
せ、国民一人ひとりが協力して支援
を行い、絆を深めていくためには、
どのようなアライアンスを作ること
が求められるだろうか。財団の今後
の役割を考えると、事業実施者であ
る全国犯罪被害者支援ネットワーク
と各都道府県の被害者支援センター
が事業を安定的かつ継続的に行うこ
とが重要と考える。一番必要なこと
は、犯罪の被害を受けた人がどこに
いても、満遍なく支援が受けられる
体制を構築することなのだ。
そのためには支援員、相談員の協
力体制、人材育成が不可欠である。
これには事業を継続的に進められる
環境を整えることが必要であり、支
援を行うセンターも戦略的な組織運
営が求められる。
日本における被害者支援は諸外国
に比べ脆弱で、この方面では途上国
といっていい。法律や制度、組織が
できても、それだけでは十分ではな
い。法律や制度を運用し、組織を動
かしていくのは血の通った人間であ
る。想定していなかった事態が発生
した際、日本のどこにいても同質の
サービス、自立するための支援が受
けられる社会を作るために、次の
10年に向け犯罪被害者支援を続け
たい。

官民が連携して対策に取り組む足掛かりを作るため合同シンポジウムを主催
［東京ビッグサイト、2007年7月］

全国犯罪被害者支援フォーラム
［東京商工会議所、2011年9月］
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◎自殺は社会問題

1998年の自殺者の急増以降、自
殺者が毎年3万人を超えている。こ
の背景には社会的に取り組まなけれ
ばならない問題が見落とされている
のではないかとして、2006年春に
は対策を求める10万人の署名が集
まり、同年6月には議員立法で自殺
対策基本法が成立した。

日本財団は、この問題に取り組む
中核的な存在であるNPO法人自殺
対策支援センター ライフリンクを中
心に、今日の自殺対策への道筋をつ
け、そのほかにも「いのちの電話」や
多くの自死遺族の支援団体への助成
も行ってきた。

2006年から自殺対策への支援を
重点テーマと位置付け、助成を始め
ていたが、基本法成立後、間もない
時期にあらためて自殺対策がスピー
ドを上げて進められるようにするに
はどうすればよいか、国や自治体、
団体間で協議が始まった。その内容
は、基本法成立を機に自殺問題を社
会問題としてとらえ、遺族への支援
や対策、予防などの社会的な潮流を
作りたいというものだった。

国民の関心を集めるため財団は行
政と協力し、官民が一体となった「自
死遺族支援全国キャラバン」を開催
した。初年度の2007年度には全都
道府県48か所でシンポジウムを行
い、計1万2,000人が参加した。こ
れにより各地の自殺防止、自死遺族
支援活動を行う民間団体にスポット
が当たり、団体同士や行政との連携
が深まった。

さらに、全国的に自殺が社会問題
と認識されつつあるも、その実態が
明確でなかったため、1,000遺族の
協力を得て自殺実態調査も実施し
た。遺族へのヒアリングを通じて実

態を把握するもので、自殺に関して
このような大がかりな調査は過去に
はなかった。

ライフリンクのアドボカシー（政
策提言）活動はさまざまな方面に大
きな影響を与え、自殺問題の本質を
明らかにする上で先導的な役割を果
たしてきた。この活動により、自殺
対策は国の政策となり、関係予算と
して2009年度補正予算で100億円
が計上され、地域での自殺対策力を
強化するために、都道府県に3年間
の「地域自殺対策強化緊急基金」が創
設された。さらに、2010年度に創設
された「住民生活に光を注ぐ交付金」
は自殺対策も対象としており、地域
自殺対策強化緊急基金の増額などに
活用された。

しかし、自殺者が年間3万人を超
す異常事態はまだ続いている。自殺

「自殺対策の法制化を求める3万人署名」を全国に展開
［2006年4月］

自殺対策を考える議員有志の会とともに、扇千景参議
院議長に署名を提出［2006年6月］

自殺対策担当の福島みずほ大臣（当時）の依頼を受けて
政府の対策案を提示［2009年9月］
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◎フォーラムで活用法を議論
2012年3月には日本財団ビル（東
京・赤坂）で第1回全国青パトフォー
ラムを開催し、青パトを運用するボ
ランティアたちが意見交換をした。
基調講演をした島田貴仁・科学警察
研究所犯罪行動科学部犯罪予防研究
室長は、研究に基づいた犯罪者の心
理と行動を図式で示し、青パトによ
ってどのように犯罪が防止され、事
件や事故発生の減少に寄与している
かを説明した。アメリカ・フィラデル
フィアでは、青パトの活動により暴
力犯罪が23％減、車両関連犯罪が12
％減という効果があったことも示さ
れた。
分科会では、活動費用と組織運営
に関して意見交換があった。活動費
用の分科会では、地域の企業から協

賛金を得る方法やボランティアに参
加する人から参加費を徴収する仕組
みなどが紹介された。隊員が参加費
を出して活動することで、パトロー
ル隊の一員であることが誇りやステ
ータスとなり、若い世代が参加する
きっかけにもなっているという報告
があった。組織運営の分科会では、
隊員の増やし方や地元小学校との連
携方法などを議論した。カーシェア
制度のアイデアを応用して、青パト
のカーシェアリングを行っている事
例もあった。「自己財源が潤沢ではな
いが、活動を継続するには何をすれ
ばよいかと考えたことがきっかけで
スタートしたが、カーシェア制度に
加盟するため、加盟団体にも費用負
担をしてもらうことで車検などのラ
ンニングコストを確保している」と

いった報告に、会場からは驚きの声
が聞かれた。
青パトに関しては今後も共通の議
論の場を設け、全国の先進事例を紹
介し、地域のリーダーとなる団体の
育成に努めたい。さらに青パトを運
用する団体が抱える問題の解決のた
めに共に考え、青パトが地域で長く
継続できる体制を整えていきたい。
昨今は地域のつながりが希薄化
し、独居老人の孤独死が発生するな
ど、これまでにない深刻な問題も発
生している。災害など緊急時の際は、
地域一体となって対応することの重
要性が認識されるようになってき
た。このような問題に対応するため、
青パトの活用方法は今後一層広まる
と思われる。

フォーラムの分科会では「活動費用」と
「組織運営」の二つをテーマに意見交換

青パトに関する意見交換のため、全国青パトフォーラムを開催
［日本財団ビル、2012年3月］

青パトフォーラムで基調講演を行う科学警察研究所犯罪予防研究室長の島田貴仁氏
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◎自分の地域は自分たちで守る 
—犯罪減少などで成果
日本各地で児童が巻き込まれる痛
ましい事件が続発している。このよ
うな現状の中、自分の地域は自分た
ちの力で守るという住民の意識が高
まり、自治会や地元団体が中心とな
って、見守りや防犯を目的とした活
動を始めている。その活動の一つに
青色回転灯装備車（通称：青パト）の
活用がある。
青パトは、警察本部長の許可を得
て、青色回転灯を装着し自主防犯活
動ができる車のことである。運転手
は講習を受け、2年間の乗車許可を
受ける必要がある。2004年12月
の道路運送車両法の規制緩和を受
け、各地で徐々に普及し始めた。そ
の数は年々増加傾向にあり、平成
23年版警察白書によると、全国で登

録されている青パトは3万5,000台
を超えた。地方公共団体を除くと、
NPOが立ち上げたケース、自治会
や地域振興会などが意欲的に始めた
ケース、子ども見守り隊が地元警察
や自治体から青パトの運行を勧めら
れたケースなど、さまざまな団体が
独自に活動している。
青パトのパトロールの結果、空き
巣被害がなくなったり、小学生がし
っかりと挨拶してくれるようになっ
たりと、地域でも具体的な成果が出
ていると評価されている。
日本財団は、青パトの台数が増加
傾向にある一方で、模範となる団体
が少ないことに着目。各地でリーダ
ー的な団体を育成し、自主防犯活動
の底上げを図ろうと、2007年に1
台の青パトを助成したことを皮切り
に、2011年までに北海道から沖縄
まで全国で計105台の青パト導入
を助成した。
事業開始直後から財団は、定期的
に現地調査や関係団体へのヒアリン
グを行い、助成団体からは多くの相
談が寄せられた。この結果、自分の
街以外の防犯パトロール事情を知る
機会がない、青パト運行上の成功例
や問題点を共有する場がない、シル
バードライバーが多く若者が少な
い、新しい隊員が増えず、地域の防
犯意識の向上が止まっている、小学
校区の見回りなのに学校と深い連携
が取れない、パトロール回数や範囲
を広げたいが、ガソリン代の捻出が
難しい——など、さまざまな実情が
見えてきた。

児童の下校を見守る青パト［香川県丸亀市］

地域社会を守る青パトの隊員たち
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◎日本財団学生ボランティア 
センター（Gakuvo）の設立
NPOがより充実した活動をしてい
くには、社会全体でNPO・ボランテ
ィア団体を支えることが必要である
と同時に、若い世代に社会貢献の機
会を創出することが不可欠だ。それ
ゆえに財団が持つ支援実績とネット
ワークを活用して、社会貢献活動に
関心を持つ若い世代をつないでいく
ことは、大きな可能性を秘めている。
このような着眼点に立ち、学生が
行うボランティア活動を支援するた
め、2010年4月1日、日本財団学生
ボランティアセンター（通称：Gakuvo）
を設立した。Gakuvoの大きな特徴
は、活動の企画、運営をさまざまな
大学に所属する学生インターンが行
い、学生のニーズに即した事業を提
供することである。この活動を通し
て学生ボランティア活動の底上げ、
人材を育成していくことが、設立の
狙いである。
文部科学省は、社会問題や地域課
題に取り組む主体として大学に期待
を寄せる姿勢を見せ始めている。こ
の点も意識しつつGakuvoは、大学

と連携して事業を展開していくこと
にも力点を置いている。2012年6
月30日現在、大阪大学・早稲田大学・
大阪府立大学・千葉大学・東北福祉大
学・日本文理大学など、国公私立を
問わず、東北・関東・関西・九州に立
地する11大学とボランティア活動
に関する協力協定を締結し、共同で
さまざまな社会貢献事業を実施して
いる。
この協力関係を強固にしていくと
ともに、これまで財団が支援した全
国のNPOなども巻き込みながら、
そのハブとしての機能を果たしてい
くことがGakuvoの役割である。
2011年3月の東日本大震災に際し、
全国約220の大学から延べ5,000
人を超える学生ボランティアを東北
に派遣し、支援活動を行うことがで
きた（2012年3月末時点）。ここに
は多くの国からの留学生も含まれて
いる。これは財団のこれまでの災害
支援の実績や、NPOとのネットワー
ク、そしてGakuvoの設立により実
現できたものである。

◎20年後を担う人材の育成を 
目指して
困難な時代に間違いなく求められ
るのは、人材の育成だ。Gakuvoは、
ボランティアや社会貢献活動を通し
て人材を育成していくことを、その
理念としている。若い世代の育成は、
これまでのシステムでは大学に求め
られてきた。しかしながら混迷を極
める今日の日本社会は、人材の育成
は大学だけに任せておく状況にはな
い。日本社会が一丸となって人材育
成を図ることが、日本社会を救う唯
一の突破口といっても過言ではない
だろう。
一方、大学自身も大きな転換点を
迎えている。少子化に伴う全入時代、
国際的な競争力の確保、学力低下な
ど大学を取り巻く状況は厳しさを増
している。これを受けて大学側も、
東京大学の9月入学やギャップター
ムの検討、京都大学の入試制度の見
直しなど、ドラスティックな改革を
意識し始めている。
このような流れの中で、社会貢献、
ボランティアをキーワードとして大
学との協働関係を構築し、またそこ
にNPOとのネットワークも組み込
みながら、事業を展開していくこと
がGakuvoの大きな目標である。こ
れを通して、大学の教育力、社会貢
献力を高め、「社会全体で日本を支え
る仕組みづくり」のハブとして存在
感を高めていくことが期待される。

＊１　内閣府大臣官房市民活動促進課『平成
22年度特定非営利活動法人の実態及び
認定特定非営利活動法人制度の利用状
況に関する調査』（2011年5月）

東日本大震災では延べ5,000人を超す学生ボランテ
ィアを派遣［宮城県石巻市牡鹿半島、2011年5月］

力を合わせて海底からがれきを引きずり出す［宮城県石巻市牡鹿半島、2011年4月］

東日本大震災の被災地でボランティア活動する学生たち
［宮城県石巻市、2011年6月］
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◎大きな社会的責任を負う 
NPO・ボランティア団体
1995年1月、阪神・淡路大震災が
発生し、延べ100万人を超えるボラ
ンティアが活動した。この大震災を
契機にボランティア活動が本格化
し、1998年、特定非営利活動法人
促進法（NPO法）が施行され、NPO
を支援する動きが全国に広がった。
このような環境整備により2011年
12月1日時点でNPO法人は4万
641法人＊1となっている。
日本におけるNPOは、数の上で
は飛躍的に拡大したが、難点を抱え
ているのも事実である。社会的責任
を担うNPO・ボランティア団体は、
継続した活動と成果などが求められ
るが、一部の団体を除き、多くの団
体がその要望に十分応えているとは
いい難いのが現状だ。日本財団は、
良きコミュニティーを育てるための
担い手としてのNPO・ボランティア
団体など「自発的社会集団」の立ち上
げを目指し支援をしてきたが、組織
的に発展し財政的にも自立したと認
められる団体は一部にとどまる。
高度経済成長が過去のものとなっ
た今、潤沢な税収をもとに国が公的
任務を果たすという考え方は現実味
を失っている。国家の財政再建は先
送りを繰り返し、状況は悪化する一
方で、NPO・ボランティア団体への
期待は高まっている。阪神・淡路大

震災、NPO法の制定から10年以上
たった今、NPO活動は充実しつつ
あり、それらの充実を図る「次の一
手」がますます必要となっている。
暗く悲観的な観測が先行する日本
社会だが、視点を変えれば、明るい
光も差し込んでいる。例えば、内閣
府の「社会に対する世論調査」によれ
ば、「日頃、社会の一員として、何か
社会のために役に立ちたいと思って
いますか」という質問に対し、「はい」
と回答した20代の割合は、2011
年では59.4％だった。同じ質問に
対する1983年の回答は32.0％で
あり、約30年の間にその割合はほ
ぼ倍増していることになる。ネット
上では、若者の間で「社会貢献ブー
ム」が到来するとの見通しを述べる
文章も見られる。
その一方、18歳から24歳までを対
象とした「世界青年意識調査」による
と、現在、ボランティア活動をしてい
るという回答は、2007年のデータで
5.6％にとどまっている点も見落とせ
ない。今日の日本社会では、6割近く
の若者が日頃から社会の役に立ちた
いと思っているにもかかわらず、その
うちボランティア活動をしているの
は、その1割にとどまっている。残り
9割の潜在層にどのようにアプローチ
するか、それが今後の日本社会の在り
方を決める極めて大きなファクター
であるといえるだろう。

07

自分たちの活動を広く社会に伝える「PR力」を学ぶセ
ミナー

PR力を競うコンテスト「V-1」
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は荒れに荒れ、暴力団関係者との衝
突も絶えなかったという。

転機となったのは、2000年に行
った献血の際、白血病のウイルス保
菌者だと判明したことだった。これ
までの滅茶苦茶な人生を、最後に生
き直すとの気持ちで天台宗に入信し、
得度した。その後、多くの人が群が
り、モノ、金が交錯する東京の歌舞
伎町にNPO法人新宿歌舞伎町駆け
込み寺（旧名称：NPO法人 日本ソー
シャルマイノリティ協会）を開設。
9年間にわたり、2万件の相談に対
応してきた。特長は、被害者であろ
うと加害者であろうと分け隔てな
く、苦しむ人々は誰でも受け入れる
という姿勢だ。

駆け込み寺の名は、口コミで徐々
に広がり、北海道や九州、沖縄など
からも苦悩を抱えた相談者が駆け込
んで来ることとなった。玄氏の活動
に共感した日本財団会長の笹川陽平
は、このような活動は広く多くの
人々の寄付によって成り立つべきも
のであると考え、寄付金を集める仕
組みづくりを行うために、日本駆け

込み寺への支援を決めた。こうして
2011年7月7日、一般社団法人日
本駆け込み寺となった。

2011年3月に発生した東日本大
震災以降は、被災地の人々からの相
談が増加傾向にある。そこで、仙台
を中心とした東北地方で「たった一
人を救う」をモットーに、相談者の

「自立」の力を引き出す活動をしよう
と、2012年7月7日、仙台駆け込
み寺を開設した。日本駆け込み寺は
今後、公益社団法人格の取得を目指
している。

◎相談員の育成が急務
駆け込み寺に寄せられる悩みは、

暴力を伴うことも多々ある。相談に
訪れた70歳の男性は——。娘の離
婚後、再婚に反対したところ、娘が
激高。結婚に至らなかったのは親の
せいだと責め立て、異常行動を取る
ようになった。「死ね！」「殺す！」と
言って包丁で畳を切りつける。両親
が食事をしていると、後ろから両親
の頭にマヨネーズをかけ、ケチャッ
プを床にまき散らす。父親に対し、

「どけ！」「邪魔！」と言い、足で蹴飛
ばしたという。玄氏はこれまでの経
験から、娘に自分の思い通りになら
ないことを認識させることが重要と
判断。娘の弁護士に証拠写真を提示
して事情を話し、直接説得してもら
い、念書にサインをさせた。娘はあ
らゆる策を講じたにもかかわらず、
自分の思惑通りにいかないことに気
付き、それ以来暴力はぴたっと止ま
ったという。このように、これまで
の経験が相談者や家族の「時」と解決
方法を捉えさせ、加害者に暴力をや
めさせることができるのだ。

深刻な相談に日々向き合うには、
玄氏一人だけでは対応することは難
しいため、相談員の育成が重要だ。
そのため財団は、玄氏のスキル・ノ
ウハウを得た相談員が育成され、多
くの相談に対応できるように支援し
ている。今後も、行き場のない、と
もすれば死を選ぼうとする人たちが
一人でも、新たな人生を踏み出せる
場所となるよう、駆け込み寺の支援
を継続したい。

東日本大震災の被災者を
救うべく、仙台市青葉区
国分町にも駆け込み寺を
開設［2011年7月］

「日本駆け込み寺」を創設した玄秀盛代表

日本駆け込み寺を支えるボランティアの集まり
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◎複雑化・多様化する 
現代の社会問題
現代の社会問題は、複雑に絡まっ
て起きているため、解決の糸口が見
いだしにくい。個人が抱える問題も、
家庭内暴力（DV）、ひきこもり、虐待、
多重債務、ストーカー、自殺など、
多様化している。それぞれの問題に
相談窓口はあるものの、「困りごとの
救急総合病院」ともいうべき相談所
はほぼない。「DVと借金」のように
問題が複雑に絡み合っている場合、
その対応をする場は少ない。また、
家庭内の問題は「民事不介入」である
として、事件にならない限り警察な

ど公的機関がなかなか介入しようと
しない現状がある。

◎性別、年齢、国を問わず 
誰でも受け入れ
このような問題に対し、性別、年
齢、国、宗教や被害者、加害者を問
わず、さまざまな問題を抱えた人々
の相談を受け、サポートをしている
のが「日本駆け込み寺」である。この
活動を始めたのは、玄秀盛代表だ。
在日韓国人として生まれ、幼少期に
は「4人の父」「4人の母」のもとを
転々としたという玄氏は、親から受
ける虐待は日常茶飯事で、青年期に

08

日本駆け込み寺は新宿歌舞伎町の一角に希望の光をともし続ける
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◎地域のホスピスへ
こうした取り組みと並行してホス

ピスへの理解と普及が少しずつ進み、
財団の支援内容にも新しい展開が見
られるようになった。
新築による施設整備は2007年度
まで行われたが、それ以降は、地域
の「終の住み処」ホームホスピスの改
修整備が中心となっている。ホーム
ホスピスは、主に民家を改修してバ
リアフリーなどの環境を整えたもの
で、老々介護や独居などの理由で自
宅療養が困難な人々が家庭的な雰囲
気の中で、最期の日々を過ごせる場
所として注目されている。2011年
度までに、寄付プロジェクト「夢の
貯金箱」からの拠出を含め、10施設
の改修・改装を行った。
人材育成面では、2002年度から

「緩和ケアナース養成研修」と「ホス
ピスナース養成研修」を統合、6週
間で講義と実習を行う新しい研修プ
ログラムとした。また、「緩和ケア認
定看護師」教育課程の実施機関を
徐々に増やし、2005年度からは「訪
問看護認定看護師」教育課程も始ま
った。これらの教育課程は、2012
年度までに北海道から九州までの大
学など15の教育機関で開講された
（休講・閉講したものを含む）。当初、
ホスピス・緩和ケアに関する看護師
養成は3,000人を目標としていたと

ころ、二つの認定教育課程とナース
研修への参加者数の累積は、2011
年度末で3,133人に達した。
これらの卒業生は「日本財団ホス
ピスナース」としてネットワーク化
され、全国各地でホスピス・緩和ケ
アを実践する貴重な人材となってい
る。ネットワークに対する支援とし
ては、各教育機関や同窓会組織によ
るフォローアップ研修のほか、笹川
記念保健協力財団との共催により、
年に一度「ホスピスナース研修会」を
開催している。ナース自身が企画し
た講演やワークショップ、また同じ
立場で働く仲間との交流は、日々厳
しい現場に身を置くナースたちにと
ってリフレッシュと学びの機会にな
っている。
また、緩和ケアを志す医師に対す
る1年間の研修プログラムも2001
年から開始し、2011年度末までに
65人を育成した。研修後は緩和ケ
アに従事することが義務付けられて
おり、質の高い緩和ケアを提供する
即戦力を生み出している。さらに、
将来の医療や看護を担う医学生と看
護学生へのホスピス・緩和ケア教育
支援として、2010年度から2015
年度にかけて自治医科大学と千葉大
学に寄附講座を設置。教育実践と並
行して、前者は医学生向け緩和ケア
教育プログラムの策定、後者は「エ

ンド・オブ・ライフケア看護学」の確
立を目指している。
この間、社会的には2007年に策
定された「がん対策推進基本計画」の
中での緩和ケアの明記や、在宅医療
推進に向けた診療報酬改定など国の
動きもあって、ホスピス・緩和ケアを
めぐる状況は大きく変化してきた。
現在大きな課題と考えられている
のは、在宅での看取りである。「自宅
あるいは住み慣れた地域で最期を迎
えたい」人が6割以上＊1とされなが
ら、実際は病院死が8割を超える現
状の中、選択肢としての自宅・地域
看取りを充実させることは、最期ま
でよりよく生きることを目指すホス
ピスの理念にかなっている。
財団の近年の支援内容もホームホ
スピスや訪問看護師養成など、在宅・
地域でのホスピスのニーズを反映し
たものが増えている。今後もそうし
たニーズを踏まえ、誰もが最期まで
自分の望む生活を送れるようなホス
ピスの充実・普及に向けて支援を行
っていく。

＊１　厚生労働省『終末期医療に関する調査等
検討会報告書』（2004年7月）

民家を改修した家庭的な「終の住み処」であるホームホスピス「たんがくの家」
［福島県久留米市］

ホスピスナース研修会で仲間の話に聞き入るナースたち［日本財団ビル、2012年3月］
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◎「ホスピス」の普及
「ホスピス」とは、一般的には末期

のがん患者などに緩和ケアを行う病
棟などの施設を指すが、広義にはそ
れを支える理念や運動までを含んで
いる。生命を脅かす疾患に直面する
患者とその家族の生活の質（QOL）
向上のために、医師・看護師・ソーシ
ャルワーカーなどの専門職やボラン
ティアによるチームが、患者と家族
の心身にわたるさまざまな苦痛を緩
和するケアをホスピス・緩和ケアと
呼ぶ。ホスピスはよりよい終末期を
支えるものであるだけでなく、最期
まで自分らしい生活を送り「よりよ
く生きる」ためのものでもある。

日本財団は1996年、専門家によ
る「ホスピス研究会」を設置し、その
提言に基づいて、ホスピス・緩和ケ
アに関する事業を積極的に推進して
きた。当時はホスピスという言葉自
体がよく知られておらず、「周知啓
発」「施設整備」「人材育成」の三つの
柱によって、ホスピスの理解促進と

基本的な環境整備を図ることが主な
課題だった。

当初は、周知啓発事業として、一般
向け公開セミナー「memento mori

（メメント・モリ）」を全国で開催し
た。「『死』を見つめ、『今』を生きる」を
テーマに、講演や座談会を通して分
かりやすくホスピスの考え方を紹介
するものだ。毎回盛況の中、2008
年度までに開催は30回を数え、3
万人を超える人々がホスピスへの理
解を深めた。

施設面では、国内初の独立型施設
ホスピス「ピースハウス病院」をはじ
め13か所281床の緩和ケア病棟や
独立型ホスピスを整備した。人材育
成面では、公益社団法人日本看護協
会や公益財団法人笹川記念保健協力
財団の協力のもと、看護師がホスピ
ス・緩和ケアを学ぶ「緩和ケアナース
養成研修」と「ホスピスナース養成研
修」、日本看護協会の「緩和ケア認定
看護師」資格を取得するための教育
課程への支援を開始した。

09

「メメント・モリ」提唱者である日野原重明氏による講演［鳥取市民会館、2008年5月］
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弱さが指摘された。一刻も早い情報
発信が必要だった。「nippon.com」と
して正式にスタートしたのは同年10
月3日で、順調にスタートを切るこ
とができた。

現在は5か国語（日本語・英語・中
国語・フランス語・スペイン語）での
提供だが、2012年10月にはアラビ
ア語、2013年にはロシア語でのサ
ービス提供を予定しており、当初の
目標である国連公用語と日本語での
情報発信が可能となる。また、大手
の検索エンジンとのリンクも始まっ
ている。

創設から10か月を経た2012年
8月時点で、「nippon.com」オリジナ
ルコンテンツへのアクセス数は288
万に達し、好スタートを切った。

ともすれば、すぐに忘れられてし
まうニュースや情報が少なくない。
これに対し、ニッポンドットコムは、
時間がたっても「腐らない」中味の濃
いコンテンツ作成に努めている。1

か月の発信量は、日本語の原稿用紙
200枚に上り、約30万字の翻訳を
処理している。一つのコンテンツを
作成するために、企画から執筆、翻
訳までに1 〜 2か月半をかけ、速報
性を重視するインターネットの時代
にあって、世界の人々の心や意識に
長く残る情報や論考を届けている。

◎民際外交担うサイトに
「nippon.com」は「現場主義」をモ

ットーに、入念な記事の点検を行い、
写真や動画も自前で作成している。
執筆者や撮影者の名前を必ず付記
し、責任の所在を明確にしている。
難しい論考だけでなく、広く日本を
知ってもらうために基礎的な情報の
発信にも力を入れ、日本・世界・アジ
アの動きと連動したコンテンツづく
りを行っている。

ニッポンドットコムは、このコン
テンツと付随し、海外との交流もし
ている。2012 年、国交正常化 40

周年を迎えた中国とは、対外広報に
関するワークショップを行い、中国
人民外交学会や清華大学と意見交換
の場も設けている。ドイツのフリー
ドリヒ・エーベルト財団との共催で、
2011年10月22日にはシンポジウ
ム「3.11後の報道や危機管理のあり
方を探る」を東京都内で開催。政府・
企業・メディア関係者が、東日本大
震災後に何ができたか、あるいはで
きなかったかを議論した。

2012年には、この第2弾として
エネルギー問題を取り上げる計画
だ。海外メディアや駐日大使館との
交遊を深め、民際外交を担う組織に
していきたいと考えている。さらに
今後は、学生のワークショップ参加
やインターンシップにも力を注ぎ、
グローバル化に対し、どういう道を
切り開くかにもチャレンジする。

2013年には、日本に関する基本的
な情報を提供するコンテンツ「japan 
data」の拡充にも努める。

特に、アラビア語圏、スペイン語
圏には日本のことを知らないユーザ
ーが多く、日本に対する誤解や偏見
も存在する。基礎情報を充実させる
ことで、対日理解促進と新規ユーザ
ーの獲得を目指す。
「nippon. com」が目指すのは、新

聞やテレビとはまったく違う、情報
発信の新しいメディアづくりである。
今後はSNS（ソーシャル・ネットワー
キング・サービス：インターネット上
で社会的なネットワークを構築する
サービス）なども取り入れ、視聴者と
の双方向的なコミュニケーションづ
くりを図っていく方針だ。

こうしたさまざまな取り組みによ
り、日本に関心を持つ世界のユーザ
ーが定期的に訪れる総合ポータルサ
イトに育てることが目標である。

作り込まれたコンテンツで、
日本文化を分かりやすく紹介
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◎国連公用語で「日本」を世界に発信
「nippon.com」は、海外の有識者
における対日理解促進のために、一
般財団法人ニッポンドットコムが
2011年10月に立ち上げた「多言語
発信サイト」である。
日本の持つ文化パワー、マンパワ
ーは世界で高く評価されている。そ
の反面、日本の対外発信力は先進国
の中でも際立って弱く、日本の地盤
沈下が進むことが懸念されている。
こうした危機意識を背景に、日本文
化を「民」の立場でより広く海外に伝
えることを目的に、日本財団の助成
で「nippon.com」を立ち上げること
になった。国連公用語（英語・中国語・
フランス語・スペイン語・アラビア
語・ロシア語）を駆使しなければ、世

界中の人々に日本文化を理解しても
らうことは困難であり、サイトは多
言語での発信を目指した。

◎正式スタート前に 
東日本大震災情報を提供
サイト立ち上げが決まってから、
準備には1年半を要した。その期間
に東日本大震災が発生した。当時、
サイト名は正式決定していなかった
が、震災関連情報に特化し、日本語・
英語・中国語で発信を開始。震災発
生から3週間足らずでコンテンツを
作成した。
2011年3月に起きた東日本大震
災・東京電力福島第一原子力発電所
事故で、海外には正確な情報が発信
されず、日本政府による情報発信の

10

多言語発信サイト
「nippon.com」の
トップページ
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ト」が話題になるなど、学校教育以
前に家庭の教育力の低下が指摘され
ている。専門家からは、特に乳幼児
期における家庭教育が変化している
と指摘する声が聞かれる。テレビの
つけっ放しや携帯電話を操作しなが
ら子守をする親、毎日のようにコン
ビニで買ってきた出来合いの食事を
とらせ平然としている親、「わが家の
自由でしょう」としつけもせずに放
任する親も少なくないといわれる。
こうした家庭環境を改善すれば教育
問題といわれているものの大半は解
消するとみられ、財団はこの面での
解決策を模索した。
その中で、近年進歩の著しい脳科
学がヒントを与えてくれた。子ども
の脳には発達段階があり、段階ごと
にさまざまな能力を獲得し、特定の
段階で獲得しておくべき能力の中に
は後からでは取り返しがつきにくい
「臨界期」というものがあること、親
がその段階ごとに適切に関わってい
くことが大切であるとされている。
適切な関わり方は、昔からいわれて
いるように「しっかり抱いて、そっ
と下ろして歩かせる」ということだ。
特に乳幼児期にはしっかりと親と子
の愛情を深め、基本的な生活習慣の
しつけをすることがその後の人格形

成の基礎となる、という。
こうした知見に基づき高橋史朗・
明星大学教授が「親学」という運動を
提唱、財団は家庭教育の再生が急務
という観点からこの考え方に賛同し、
重点テーマとして事業展開を始め
た。この運動は、親またはこれから
親になろうとする人々が、科学的根
拠に基づいた伝統的な知恵をもう一
度学び直し、子育ての意義や喜びを
実感しながら親としての優しい心を
持って家庭教育を実践してもらおう
という運動だ。この間、2009年4
月には一般財団法人親学推進協会が
設立された。

◎アドバイザーの養成と配置
この運動の本質は親の意識改革で
あり、家庭内の問題であるため多く
の壁に突き当たることが予想され
た。そこで事業展開の手段として
PHP親学研究会、NPO法人NPO師
範塾、親学会、各地の青年会議所な
どの外部組織と連携しながら、普及
啓発の手足となる「親学アドバイザ
ー」の養成研修に取り組み、2012年
6月までに1,164人を育成した。
さらに保育所や幼稚園にアドバイ
ザーを配置し、園児の親や園の経営
者向けの親学勉強会の開催と子育て

相談をするなどして、これらの施設
を普及啓発の拠点にするよう計画。
全国展開を進めていく上でモデル自
治体が必要であるとして、前述の高
橋氏（一般財団法人親学推進協会理
事長）が2007年10月に埼玉県教育
委員長に就任したことを受け、埼玉
県を最初のモデル地域と定め、同県
内で集中的にアドバイザーを養成
し、保育所などでの実践活動を活発
化させることとした（2012年6月
現在100か所）。近年では、千葉・大
阪・兵庫に波及し、今日では東京・愛
知・富山・熊本・沖縄でも徐々に浸透
してきている。
こうしたグラスルーツの動きと相
まって、親学を推進する有識者や関
係者の考え方が日本社会に浸透しつ
つあり、新聞などのメディアで取り
上げられる機会も多くなった。最近
では超党派の国会議員による「親学
推進議員連盟」が発足するなど、国
としても「親学」の重要性を認識し家
庭教育の在り方を変えていこうとい
う機運が芽生えつつある。財団が、こ
れまで支援してきた実績・成果を土
台として、将来の日本を担う子ども
たちが健やかな成長を遂げられる社
会環境が確立することを期待したい。

親学アドバイザー認定講座なども行っている親学は新しい家庭教育の在り方として注目されている
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◎親学は家庭の再生から
近年、少子化や核家族化、価値観
の多様化などに伴い子育てや親と子
を取り巻く状況が大きく変化し、教
育に絡む多くの問題も続出している。
さまざまな要因が考えられる中で、
日本財団は親と子の関係に注目し、
この問題に取り組む団体への支援活
動を続けてきた。
財団は教育面での支援として、不
登校問題に着目してきた。1999年
には、不登校児のための寄宿舎付き
の小中一貫校の建設を助成したほ

か、不登校からいかに抜け出したか
について、その処方箋を集めた事例
集を刊行した。全国各地で、不登校
児を抱えて悩む親向けにセミナーも
開催した。しかし、これらの支援策
は不登校問題に一石は投じたもの
の、対症療法の域を出なかった。
不登校問題以外にも、キレる子ど
もの出現、小一プロブレム、学級崩
壊、少年非行・犯罪の低年齢化、凶
悪化など子どもをめぐる問題が深刻
化する一方で、学校に対して理不尽
な要求をする「モンスター・ペアレン

11

「親学」の理念を全国の親たちに提唱する高橋史朗教授の講演

親学アドバイザー同士が意見交換をする場も
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の担い手創出に寄与することができ
た。広辞苑に「里山」という言葉が初
めて登場したのは、1998年の改訂
時のことである。
2004年度からは助成対象を奥山
にまで広げた。このころには全国の
森林ボランティア団体は約1,800団
体（10年前の約7倍）にまで増加し、
森林整備の新たな担い手としてその
役割が期待されつつあった。一方で、
課題も依然として残っていた。手入
れのために間伐をしても、間伐材の
需要が低迷していること、団体の多
くが活動費用をメンバーの持ち出し
による資金に頼っていること、間伐
材を市場に乗せようとしても安定供
給や販路の確保が困難であることな
どの理由から利用や活用は進まず、
間伐材が林内に放置されるケースが
多いのが実情だった。
こうした課題に対応するため、ウ
インチや薪割機といった間伐材の活
用を促進するための機器整備への支
援を始めた。2008年度からは間伐
材の搬出を支援の中心に据え、特に
2009年度からは林内作業車の配備
をスタートさせ、比較的高い技術を
持ったボランティア団体を対象に、

活動を安定継続させるモデル的な仕
組みづくりを行った。同時に、企業・
行政・学校や他の民間団体と協働し
て実施する里山保全のプログラムに
も支援し、新たな層の森づくり活動
への参加を促すことにも取り組んだ。

◎鎮守の森の整備
里山整備の支援に加えて、2009
年度からは都市化や開発による森の
減少が見られる住宅密集地の、特に
学校林と鎮守の森を中心に、森の整
備活動をスタートさせた。公益財団
法人地球環境戦略機関・国際生態学
センターの宮脇昭センター長が提唱
している手法は、土地本来の主木（日
本の場合は常緑広葉樹であるシイ、
タブ、カシ類）を中心に、その土地
本来の植生である「潜在自然植生」の
木を密植・混植するというもので、同
氏の全面的な協力を得て、2011年
度までに全国16か所、延べ約3万
本の苗を植樹した。土地本来の木は、
根をしっかり張っていて揺れに強く、
日本の潜在自然植生が水分を多く含
む照葉樹であるため火を防ぐ役割も
果たすことから、避難所としての防
災効果を高めることを目的としたも

のであった。住民が植樹に参加し、
植樹祭の開催と同時に避難訓練や炊
き出しも行うことで、住民の防災へ
の意識を高めることにも貢献した。
2012年度からは、より多くの市
民やさまざまなステークホルダー
（利害関係者）に対し防災の重要性に
ついて啓発を行い、植樹活動を盛り
上げるために、災害に強い街づくり
を行うモデル都市を選定し、市町村
内の学校・公園・鎮守の森・防潮林な
ど複数箇所で行う植樹の実施に対し
重点的に支援している。住民が集い、
協力して行うことにより、震災発生
時の地域の協力体制強化も期待でき
る。今後は、こうした森づくりによ
る災害に強い街づくりの動きを周辺
地域へ波及できるよう、都市を選定
し植樹を行っていく方針だ。
東日本大震災の復興支援活動で
は、この事業の経験を生かし被災地
での事業の一つとして、主に岩手・
宮城・福島3県で社殿などに壊滅的
な被害を受けた神社を対象に、神社
を囲うように生い茂る鎮守の森を復
活させるプロジェクトを始めた。鎮
守の森は先祖や氏神が宿る神聖な場
所として、また地域の祭りを行う場
として古くから住民が大切に守って
きた。当面は30社程度を目標に支
援し、被災した住民の心のよりどこ
ろを復活させていく予定である。

＊１　環境省編『環境白書』（2009年）
＊２　環境省ホームページ（http：//www.env.

go.jp/nature/satoyama/top.html、
2012年6月20日現在）

「鎮守の森復活」プロジェクト第1弾として行われた八重垣神社の植樹祭［宮城県山元町、2012年6月］
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◎森林ボランティアの育成
日本人と森の関係は古い。日本列
島はかつて陸地の98％が森で覆わ
れていたとされ、私たちは降雨量に
も気温にも恵まれた豊かな大地の中
で、さまざまな恩恵を受けてきた。
特に里地・里山は、二次林や水田な
どの農耕地、ため池、草地を構成要素
としており、人為的営みによって特
有の環境が形成・維持され、固有種
を含む多くの野生生物を育む地域＊1

だ。食料や木材など自然資源の供給、
良好な景観、文化の伝承の観点から
も重要な場所である＊2。
ボランティア団体やNPO団体向
けに助成を開始した1993年から
1996年ごろにかけては、里山に関
連した申請は非常に少なく、公園の
美化活動、希少生物の保護や原生林
保全などの数件の支援しかなかっ
た。しかし、林業従事者の減少と高
齢化が徐々に進み、管理が行き届か
ないといった要因による里山の荒廃
を懸念する声が聞かれるようになっ
た。こうした声を受け、1996年度
に財団内に「生き物緑地委員会」を設
置し調査したところ、里山での保全

活動を開始して間もない団体に対す
る小口の支援制度や、トップランナ
ーを対象とした大型助成金制度、そ
して活動を継続していく上で必須の
組織マネジメント能力の向上を目的
とした支援制度へのニーズがあるこ
とが分かった。
この中から委員会がまとめた意見
を反映し、2000年度から設立2年
未満の団体を対象に「はじめの一歩
助成」を開始し、里山にフィールド
を持つ団体に対して、助成金額30
万円を上限にチェーンソーや刈払機
などの備品購入費用を支援した。里
山という言葉や保全活動が徐々に社
会的に認知される時期に、延べ100
件の助成を実施し、新たな里山保全

12

作業の効率化には欠かせないチェーンソーの使い方ト
レーニング

森林整備のために間伐材を搬出する
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することで、WHOが制圧の目安とす
る「人口1万人当たり患者1人未満」の
未達成国を1か国（ブラジル）にまで
減らした。患者・回復者に対する偏
見・差別にも取り組み、2010年には
国連総会で「ハンセン病患者・回復者
及びその家族に対する差別撤廃決議」
が採択された。

教育面の活動は、アジア各国の辺
境地での学校建設事業に重点を置い
た。特に、軍事政権下、経済制裁で
欧米各国や日本の支援が途絶えたミ

ャンマーでは、「民」の立場で2002年
から継続的な支援を続け、両国関係
を前進させた。タイ、ラオス、ベト
ナム、中国などでも社会的に陽の当
たらない少数民族を中心に支援を行
っている。

教育や雇用などさまざまな面で不
利益を被りやすい障害者の支援事業
にも取り組み、アジア各国の障害者
に高等教育の機会を提供するととも
に、国際的なネットワークづくりや
情報コミュニケーション技術を活用
した支援も進めてきた。農民の貧困、
食の問題では、1980年代にスター
トしたアフリカの食糧増産プロジェ
クト「ササカワ・グローバル2000」を
進め、収穫物の保存加工に関する技
術指導も開始し農民の生活向上に寄
与している。

これらベーシック・ヒューマン・ニ
ーズを充足する事業に加え、日本人
技術者の海外派遣や海外日系人支
援、日本と各国の相互理解促進事業
などにも積極的に取り組んできた。
2005年には東南アジア各国に縫製
や溶接などさまざまな技術指導を行
う日本人シニアボランティアの派遣
事業を開始、中南米で生まれ育った
日系人が日本で学ぶための奨学金制
度を2003年から、戦後フィリピン
に取り残された残留日系人2世の日
本国籍取得支援を2006年からスタ
ートしている。

国際社会における日本のプレゼン
ス低下が危惧される中、2007年から
現代日本理解促進のための基本英文
図書100冊を世界各国の図書館や大
学などに寄贈するとともに、英国の

大学に現代日本に関する研究者ポス
トを創設、日本作品を海外に発信す
る翻訳者の育成にも取り組んでいる。

世界が抱える諸課題を解決するに
は、これに取り組む人材が不可欠。
1987年から始まったヤングリーダ
ー奨学基金（Sylff：The Ryoichi Sa-
sakawa Young Leaders Fellow-
ship Fund）では世界44か国69大
学で1万3,000人を超す大学院生に
奨学金を提供し、2000年には日本
財団アジア・フェローシップ（通称：
APIフェローシップ、The Nippon 
Foundation Fellowships for Asian 
Public Intellectuals）を立ち上げ、イ
ンドネシア、フィリピンなど8か国
の研究者やジャーナリスト、芸術家、
NGO関係者ら「パブリック・インテ
レクチュアル」と称される専門家が
近隣国で行う研究交流活動を支援し
てきた。2006年からは中米コスタ
リカの国連平和大学と協力して国際
平和学修士課程の学生に対する奨学
金支援も始め、これらの制度から巣
立った多くの人材が、国際機関や政
府機関、国際NGOなどで活躍して
いる。

創立50年に向けこの10年間、ハン
セン病制圧など従来の事業を継続発
展させる一方、新たな多くの事業を
立ち上げた。世界の政治、経済が混
迷する中、政府や国際機関、企業だ
けでは解決できない問題が増え、民
間非営利組織の役割はこれまで以上
に重要になる。50年間に培った知見
と人材ネットワークを活用し、世界
が抱える諸課題解決に一層の貢献が
求められている。

スリランカ難民キャンプの子どもたち

アフリカ・チャドの村人たちのダンス アフリカ・ニジェールの
ハンセン病回復者の子ども

マイクロクレジットでショップを
運営するハンセン病回復者

モンゴル大草原――伝統医療置き薬の舞台
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1990年代のバブル崩壊に続
く2000年代の経済不況

で日本の経済力は低下、ODA（政府
開発援助）など日本の海外協力支援
は縮小傾向にある。一方、複雑化す
る国際社会の中で、これまでの政府
や国際機関による開発援助では見落
とされてきた新たな課題が浮き彫り
にされつつある。
こうした中、日本財団は、アジア
を代表する民間非営利組織として、
支援を必要としながら光が当たらな
い諸問題に目を向け、解決に取り組
んできた。目標は、この世界に暮ら
すすべての人々が差別なく平等に発
展や成長の成果を享受し、安心して
日々の生活を送ることができる社会
の実現。グローバル、あるいは地域
的な課題に多様なステークホルダー
と連携して汗を流し、相互理解と信

頼で結ばれた国際ネットワークの形
成を目指してきた。助成財団として
他の組織が立案したプロジェクトを
受動的に支援するのではなく、役職
員自らが各国の現場に赴いて現地の
ニーズや課題を把握し、さまざまな
環境的要因を分析しながら最適なパ
ートナーとともに新たな事業を企画・
創出してきた。
特に重点を置いてきたのは、人間
としての生活に最低限必要とされる
衣食住や医療、教育など「ベーシッ
ク・ヒューマン・ニーズ」分野への取
り組みと、国際的な相互理解を促進
するための人材育成とネットワーク
の構築。医療分野では1960年代当
時、国際社会から光が当てられてい
なかったハンセン病の制圧活動にい
ち早く取り組み、WHO（世界保健機
関）や政府、NGOなどと幅広く連携
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ち上げ、2007年に設立されたササ
カワ・インド・ハンセン病財団は回復
者への少額融資による経済的自立支
援、奨学金事業、草の根の啓発活動
などを展開している。唯一の未制圧
国ブラジルの最大の回復者支援組織
「MORHAN」や、世界30か国以上
に支部を持つ回復者組織連合IDEA
（共生・尊厳・経済向上を目指す国際
協議会）も積極的に支援している。
国連に対しても2003年、ジュネ
ーブの国連人権高等弁務官事務所に
患者・回復者に対する人権侵害の廃
止を初めて訴えた。以後、世界中か
ら多くの回復者が財団の支援でジュ
ネーブに足を運び、差別の現状を粘
り強く訴えている。日本政府も2007
年、笹川陽平をハンセン病人権啓発

大使に任命、差別撤廃に向けた人権
外交に取り組んだ。この結果、2010
年、国連人権理事会、さらに国連総
会で「ハンセン病患者・回復者及びそ
の家族への差別を撤廃する決議」と、
これに伴う「原則とガイドライン」が
国連全加盟国192か国の全会一致
で採択された。これを受けて財団は
2012年から2年間かけ、南北アメリ
カ、アジア、アフリカ、中東、ヨー
ロッパで順次シンポジウムを開催、
「原則とガイドライン」の実行を各国
に促している。
2006年からは毎年、1月最終日
曜日の「世界ハンセン病デー」に合わ
せ、ハンセン病に対する差別撤廃と
正しい知識の普及に向けた「グロー
バル・アピール」も発表している。笹

川陽平の呼び掛けで始まり、これま
でにダライ・ラマ師、ノーベル平和
賞受賞者エリ・ウィーゼル氏、ジミ
ー・カーター元米国大統領、ハンセ
ン病回復者代表をはじめ世界の宗教
家や企業家、教育関係者、医療関係
者などが共同署名人になり、幅広い
支持を寄せている。
公衆衛生上のハンセン病制圧が視
野に入る段階まで来たとはいえ、な
お世界で年間22万人の新規患者が
発生している。病気が完治した後も
偏見と差別に苦しむ人々の尊厳が回
復されるには、まだ遠い道のりがあ
る。財団の“ハンセン病との闘い”は、
患者・回復者、各国政府、国連機関、
NGO、メディアなどさまざまな関係
者と協力しながら今後も続く。

ハンセン病回復者と交流する笹川陽平［中央アフリカ］

コロニーでのハンセン病回復者とその家族［インド］職業訓練として刺繍の技術を学ぶハンセン病回復者［エチオピア］

職業訓練として機織りを学ぶハンセン病回復者［ブラジル］
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◎ハンセン病制圧に向けた取り組み
ハンセン病は紀元前から人類を苦
しめてきた感染症である。感染源が
分からず、放置すると身体の変形を
引き起こし、長い間、効果的な治療
法もなかったことから、「天罰」「遺伝
病」と恐れられ、患者や回復者、そ
の家族までが根強い偏見と差別の対
象となってきた。
日本財団は1960年代からWHO

（世界保健機関）や各国政府、NGO組
織などと緊密に協力してハンセン病
制圧活動を推進、1974年にはハンセ
ン病対策事業の専門機関として財団
法人笹川記念保健協力財団（2011年
に公益財団法人に移行）を設立し、内
外の活動を拡充してきた。1980年
代に多剤併用療法（MDT）と呼ばれる
治療法が確立され、ハンセン病は“治
る病気”となり、WHOも1991年、「罹
患率が人口1万人当たり1人未満に
なれば、公衆衛生上、制圧されたと
見なす」との指標を示した。財団は
1995年以降5年間、WHOを通じ
MDTを全世界に無償配布し、2000
年以降もスイスのノバルティス財団

が無償配布を続けている。
2001年には日本財団会長の笹川
陽平がWHOハンセン病制圧特別大
使に任命され、WHO、各国政府、
NGO諸団体などとの協力態勢を強
化。この間、患者数は世界で激減し、
1982年当時122か国に上った未制
圧国は2012年現在、ブラジル1か
国に減少、医学面でのハンセン病制
圧が視野に入る段階となった。
反面、社会的側面である偏見・差
別は依然、深刻な状態にある。患者
本人だけでなく家族も、教育や結婚、
就職などの機会を著しく制限され、
治療により病気が治癒した後も差別
が続いている。財団は患者・回復者、
その家族の人権回復に向けさまざま
な取り組みを進め、新たな差別を恐
れ、沈黙を余儀なくされてきた患者・
回復者が自ら社会に向かって声を上
げるよう支援してきた。世界で1年
間に発生する新規患者の6割近くが
住むインドでは2005年、国内に散
在する約850のコロニー（自然発生
的定着村）を束ねる回復者ネットワ
ーク「ナショナル・フォーラム」を立
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み 「グローバル・アピール2008」宣言式典。ハンセン病回復者の子どもたちがアピールを読み上げた

［ロンドン・英国王立医学協会、2008年1月］
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用が2〜 3割節約され、校舎完成後、
節約で余裕の出た資金を学校の運営
費や地域開発のための収益事業に回
せるようになった。簡易な水力発電
による学校や村への電気供給、校庭
での菜園作り、農業運搬サービスな
どの事業が行われ、得られた収益を
補助教員の雇用や学校に通えない子
どもの奨学金に充てることで学校を
中退する子どもも減り、地域と学校
の協力関係も強化された。
一方、ベトナムやラオス、タイ、
中国雲南省では、認定NPO法人ア
ジア教育友好協会（通称：AEFA）を
立ち上げ、ベトナム中部高原の山岳
少数民族居住地域に建設された学校

と日本の学校をつなぐフレンドシッ
プ交流（姉妹校交流）も行っている。
手紙や工作の交換を通じて子どもた
ちが互いの文化や生活について理解
を深めるとともに、日本の企業や団
体、篤志家や学校現場から寄付を募
り、現地の学校運営を支援した。こ
の結果、日本財団支援校の隣に外部
寄付で寮が併設され、教員や生徒が
より安全に暮らせるようになり、ベ
トナム政府だけでなく日本の教育委
員会や保護者たちからも事業の成果
が評価されている。
ミャンマーでの取り組みはある意
味で、これから本格化する。シャン
州でみると、4,400校に上る小・中

学校のうち日本財団プロジェクトを
通じ持続可能な形で運営できている
のは約200校にとどまり、現在、現
地のパートナー、地域住民、学校が
良好な関係を築くことで少しずつ開
発が進んでいる段階。財団の取り組
みを評価するミャンマー政府は、他
の地域でも同様に学校建設を進める
よう財団に要請しており、今後、シ
ャン州でさらに100校、ラカイン州
で新たに100校の建設を始める予定
である。
財団は今後も民族の和解と地域の
発展を目指して、少数民族地域の教
育環境の整備に取り組む。

建設後の開発プロジェクトについて村人と意見交換
［ミャンマー、2011年9月］

子どもたちの通学風景［ミャンマー、2011年9月］ 雨季には橋が壊れて村が孤立することも［ミャンマー、2011年9月］

表：日本財団学校建設実績 （単位：校）

国名／年 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 計

ペ ル ー 50 50

カンボジア 100 100

ミャンマー 102 100 202

ベトナム 92 92

ラ オ ス 10 1 11

タ イ 4 1 5

中 国 2 2

スリランカ 110 110

8か国計：572

新しい校舎の前で笑顔を見せる子どもたち［ベトナム、2010年1月］

2012年7月現在、ミャンマー 188校（うち10校は日本歯科医師会からの寄付事業Tooth Fairyプロジェクトにより建設）、
ベトナム77校（うち4校は「夢の貯金箱」を通じた寄付金による）建設完了。ミャンマーは2012年度中に200校、ベトナ
ムは2013年度中に100校に到達する予定
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◎学校建設を通じた地域開発
1993年から、途上国における教
育環境の向上を目指して学校建設の
取り組みを開始した。ペルーの50
校に始まり、内戦の影響が残るカン
ボジアでも2003年に100校の小学
校を建設。さらに、2009年に内戦
が終結したスリランカ北部復興地域
においても小中学校110校を改修し
た。現在はミャンマー、ベトナムな
どの少数民族居住地域を中心に学校
建設を展開している。
少数民族の多くは中央政府を形成

する多数民族と対立した歴史を持ち、
内戦や紛争終了後も中央政府から十
分な支援が得られていない。主たる
生計を農業に頼るが、彼らが独自の
文化と生活を営む山間部は水はけの
悪い急斜面など作物の育ちにくい地
域が多く、貧しさが目立つ。
特に教育分野は中央政府の支援も
少なく、少数民族が住む山間部の学
校は平地に比べ数も圧倒的に少ない。
近隣の学校まで片道何キロもある地
域も多く、東南アジア特有の雨季に
は通学路も土砂崩れなどの危険が伴
い、通学をやめる子どもも少なくな
い。少数民族出身者が大学に進学す
るケースはまれで、地域を発展させ

る上でも教育環境、とりわけ不足す
る教育インフラの整備が急務。そこ
でミャンマーはじめベトナム、ラオ
ス、タイ、中国雲南省などの少数民
族居住地域で学校の新設や増改築に
取り組むことになった。
もちろん校舎を建てるだけでは十
分ではない。100校を建設したカン
ボジアの復興地域では多くの子ども
が学校に通えるようになり、教員の
給与も一部支援したが、教員や教科
書の不足は解消されなかった。また
校舎が老朽化した場合、学校や地域
コミュニティーに修復する余裕はな
く、中央政府から派遣された教員の
多くも地域コミュニティーと十分な
関係を築けずにいた。
これを教訓にミャンマーで始めた

事業が「学校建設を通じた地域開発」。
地域コミュニティーに学校運営を任
せられる仕組みを作るため2002年、
現地にNGOセダナー（Saetanar：ミ
ャンマー語で「慈悲」）を立ち上げ、
少数民族の居住地域シャン州で学校
建設と地域開発のモデル事業を開
始、地域住民による学校建設委員会
を組織し建設資材の調達や施工管理
を任せた。これを受け地域住民が木
材や労働力を提供した結果、建設費

竹で編んだ壁と土間の旧校舎で授業［ミャンマー］
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育ネットワーク構築（中学・高校レベ
ル）に重点を移している。

ろう者の自然言語である手話を中
心に据えた事業でも、大きな成果を
挙げている。ベトナム南部ドンナイ
省で始まったアジア初のバイリンガ
ルろう教育事業では、大学卒で正式
な教員免許を持つ、ベトナム初のろ
う学生が9人育ち、ドンナイ省教育
局もこの成果に注目。現在、このろ
う学校は政府の助成金で運営されて
いる。香港中文大学にはアジア各国
に手話言語学を普及するための研究
教育拠点を開設、インドネシア、ス
リランカ、フィジー、日本の留学生
が学ぶ。手話がアジア各国で言語と
して認知され、教育・研究が発展す
ることが期待されている。

義肢装具の提供とそれを担う義肢
装具士養成でも着実な足跡を残し

た。1999年度から義足の配布が始
まったベトナムでは、2012年に累
計5万本の提供を達成。タイ、スリ
ランカ、インドネシア、フィリピン
には義肢装具士養成学校が設立さ
れ、カンボジアでの奨学金供与を合
わせ人材養成が進められている。ア
ジアの義肢装具士養成学校ネットワ
ークによる教員交流なども進み、ミ
ャンマー少数民族地域での義足配布
事業も計画されている。

◎国境を超えた事業の展開
この10年間、これら事業を核に

多くの団体や個人の関係が深まった
結果、ラオス、ベトナム、カンボジ
アでは障害者の社会啓発などを目的
に障害者芸術祭も開催された。ベト
ナムでは首都ハノイに障害者自立生
活センターが初めて開設され、ホー

チミンやダナンなど他の都市にも自
立を目指す動きが広がりつつある。

このほかタイ、ベトナム、モンゴ
ルの視覚障害者には、日本が300年
の歴史を誇る医療マッサージの教
育・研修を実施。情報・コミュニケー
ション技術をフル活用して、自宅で
障害に関する世界最高水準の公共政
策を学べる修士号プログラム「障害と
公共政策サイバー大学院プログラム」

（Institute on Disability and Public 
Policy）の取り組みも始まっている。

これらの事例が示すように、アジ
ア、特に東南アジアの障害者支援で
財団が果たす役割は格段に大きくな
っている。海外協力で得たノウハウ
や諸団体との関係が日本国内の障害
者支援事業にも反映されるようにな
ってきており、国境を超えた一層幅広
い事業展開が今後の目標となる。

視覚障害者に対する
マッサージ指導者養成
［タイ］

義肢装具士養成学校で学ぶ生徒［タイ］

障害者自立生活センター［ベトナム・ハノイ］
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◎途上国の視聴覚障害者の 

米国留学支援に始まって
障害者支援は海外協力援助事業の

重要なテーマの一つであり、当事者
リーダーの育成、国際ネットワーク
の構築、情報・コミュニケーション
アクセスの三つをキーワードに、毎
年およそ20件の事業を実施してい
る。日本財団が東南アジアを中心に
障害者支援に取り組み始めた1990
年代中頃は、各国の政府開発援助も
民間財団もこの地域・分野で目立っ
た取り組みを行っておらず、いち早
い活動開始だった。

財団の海外障害者支援は、1990
年代前半、米国のギャロデット大学
やロチェスター工科大学、オーバー
ブルック盲学校に奨学基金を設け、
途上国の視聴覚障害者の米国留学を
支援したことに始まる。しかし米国
への留学費用は高額。それぞれの国
で障害者大学教育の充実に取り組め
ば、より多くの障害学生が高等教育
を受けることが可能となることから
1990年代後半には東南アジア諸国
で、障害者の中・高等教育を直接支援
する方向に舵を切った。この考えに
基づいて始まったのが、ON-NET

（Overbrook Nippon Network on 
Educational Technology）や PEN-
International（Postsecondary Edu-
cation Network International）とい
った国際ネットワークによる情報・
コミュニケーションアクセス技術と
教育技術・ノウハウの移転事業だ。

ON-NETはオーバーブルック盲学
校に設置した基金（1998、1999年）
の収益を活用した多国間協力事業
で、東南アジア諸国の中等教育現場
で視覚障害学生の情報アクセスを改

善するのが狙い。表向きアメリカの
盲学校の国際プログラムとなってい
るが、実質的には視覚障害者の情報
アクセス分野で東南アジアの先進国
であるタイ、マレーシアからの技術
移転を中心とする域内協力の色彩が
強く、各国の教育機関やNPOが多
数参加している。

一方、聴覚障害者教育では、ロチ
ェスター工科大学の国立ろう工科大
学を中心に、聴覚障害学生向けプロ
グラムを持つ世界の大学ネットワー
クPEN-Internationalにより、日本、
中国、ロシア、フィリピン、タイな
ど計10か国の大学間で、ろう・難聴
学生への教育技術・ノウハウの移転
が進められた。PEN-International
に対する支援は2011年に終了、2012
年度以降はフィリピンのデラサル大
学セントベニルカレッジを中心とし
たアジア諸国のバイリンガルろう教

ON-NETの設置したPCで訓練する視覚障害者
［インドネシア・ジャカルタ］

アジア初のバイリンガルろう教育事業を展開
［ベトナム］
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物ができても、皆が収穫期に集中し
て市場に持ち込んだため作物があふ
れ価格が下落、収入増につながらな
かった。報われない現実に、昔なが
らの農法に戻る農民もいた。

こうした状況を打開するためSG 
2000は1990年代半ばから、従来の
作物増産と並行して、新たに収穫後
の農作物の保存や加工方法を指導す
る「ポストハーベスト」「農作物加工」
の取り組みを開始した。それまでは
限られた加工技術や保存技術しかな
く、余剰作物を腐らせたり売れ残り
を廃棄したり、低価格で取り引きせ
ざるを得なかったが、近代的な保存・
加工技術を習得することで、余剰作

物を無駄にすることなく市場でも有
利な条件で売ることができるように
なった。2006年からは支援効果を
高めるため対象国をエチオピア、マ
リ、ナイジェリア、ウガンダに絞った。
1986年以降、財団がSG2000に対し
て行った助成は、総額1億5,867万
5,000米ドルに上る。

2003年にはアフリカ農業を担う
人材育成に向け笹川アフリカ奨学基
金（SAFE）をスイスに設立。優秀な
農業普及員が学位を取得するための
奨学金＊3 や中堅レベルの農業普及
員を対象とした大学、高等教育機関
での講座開設などを進め、奨学生お
よび講座の受講生・卒業生は全体で
3,500人を超えている。

アフリカでの着実な農業支援実績
とともにSG2000に対する世界の評
価も高まり、2010年にはビル＆メリ
ンダ・ゲイツ財団と独立行政法人国
際協力機構（JICA）からの助成が決定
したほか、国連食糧計画（WFP）や
米国国際開発庁（USAID）も強力な
パートナーとなり、2012年にはカ
ナダ国際開発庁（CIDA）からの助成
も決まった。

◎「バリューチェーン」の 
確立を目指して
今後、財団がSG2000を通して

力を入れるのは「バリューチェーン」
の確立だ。小規模農家が収穫・加工
した農作物を市場に運んで得た収益
を基に、次の収穫に必要な種子や道
具などを購入する持続可能な農業の
仕組みづくりである。プロジェクト
の柱である農業生産技術の指導に力
を入れつつ、一方で生産・加工と市
場を結ぶバリューチェーンを根付か
せ収入増や生活改善につなげていく
遠大な取り組みとなる。

＊１　ノーマン・ボーログ博士：インド、パキ
スタンでの食糧増産プロジェクト「緑
の革命」で1970年ノーベル平和賞を
受賞した

＊２　14か国：ガーナ（1986 〜 2003年）、
スーダン（1986 〜 1989年）、タンザ
ニア（1989〜2004年）、ベニン（1989
〜1998年）、トーゴ（1990 〜1997年）、
モザンビーク（1995 〜 2005年）、エ
リトリア（1996 〜 2000年）、ギニア

（1996 〜 2004年）、ブルキナファソ
（1996 〜 2005年）、マラウィ（1998
〜 2006年）、エチオピア（1993年〜）、
マリ（1996年〜）、ナイジェリア（1992
年〜）、ウガンダ（1996年〜）

＊３　SAFEへの奨学金提供：2003 〜 2011
年の助成金総額1,808万米ドル（2011
年度は180万米ドル）

農産物を加工する女性たちのグループ［エチオピア］ワンストップセンターでキャッサバを加工［ウガンダ］

落花生の収穫作業をする農民［ウガンダ］
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◎「魚を与えるより 
魚の釣り方を教える」支援を
日本財団のアフリカ農業支援は、
1984年にエチオピアで起きた大飢
饉をきっかけに始まった。飢饉の悲
惨な状況を前に、ロンドンから緊急
救援物資を空輸したが、食糧援助は
あくまで一時しのぎ。アフリカが抱
える食糧問題の根本的な解決策には
なり得ず、当時の財団会長・笹川良
一は飢餓の解決には「魚を与えるよ
り魚の釣り方を教える」ことが重要
と考えた。アフリカでは国民の8割
が小規模農家。彼らが自らの力で食
糧を生産する方法を手助けしようと
決意し、これに賛同したノーマン・
ボーログ博士＊1やジミー・カーター
米国元大統領らの協力で1986年、
スイスに笹川アフリカ協会を設立、農
民に食糧増産を指導する「ササカワ・
グローバル2000」（以下、SG2000）
を開始した。以後26年間に、SG2000
を通して食糧増産を支援した国は、

サハラ砂漠以南のサブサハラ・アフ
リカを中心に計14か国に上る＊2。
SG2000では世界の優秀なカント
リーディレクターの指導の下、各国
の農業普及員が小規模農家を一軒一
軒訪ね、少量の化学肥料とその土地
に合った優良な種子を使う計画的な
農業を指導し、10年後にはプロジェ
クトに参加したほとんどの農家の収
穫量が2〜 3倍に増えた。しかし、ア
フリカの食糧問題の解決はそれほど
簡単ではない。増産に成功し余剰作

SG2000の技術オプション圃場で実るメイズ［ウガンダ］

「SG2000」プロジェクト――購入した脱穀機で作業
する農民たち［エチオピア］
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査研究事業の役割も果たしている。
ベトナムでは、各家庭に1箱ずつ配
備する方法で3県16村2,000家庭を
対象にスタート。WHO西太平洋事
務局が事前調査と効果測定を行い、
数年後には、今後、置き薬システム
の導入を計画している国々との情報
共有に向け、国際会議の開催も予定
している。

◎「ASEAN伝統医療国際会議」の
始まり
伝統医療を活用した多様な事業は

実施国以外にも影響を与え、2009年
に始まった「ASEAN伝統医療国際会

議」では伝統医療に関する加盟国間
の情報、経験、専門知識の共有を活
発化させることになった。伝統医療
の品質管理やプライマリーケアにお
ける伝統医療の活用、研修・教育を
通じた伝統医療知識の強化などをテ
ーマとした作業部会も組織され、複
数国による共同事業の立ち上げも検
討されている。
モンゴルから始まった伝統医薬品
の置き薬モデルプロジェクトが、多
くの国々を巻き込んだ大きな流れと
なる中、財団は、伝統医薬品の置き薬
が貧困地域や遠隔地のプライマリー
ケアの向上だけでなく、膨張する世

界の医療費問題の解決や統合医療の
確立につながることを期待している。

＊１　伝統医療：相補・代替医療ともいわれ、
日本財団では各国保健省が安全性や品
質を承認した、主に生薬からなる製薬
を取り扱いの対象としている

＊２　置き薬：日本独自の医薬品販売の形態で
薬事法第25条にも規定されている。販
売員が消費者の家庭や企業を訪問、医
薬品の入った箱を配置し、次回の訪問
時に使用した分の代金を精算（先用後
利）する

＊３　ヘルスポスト：郡や村などに配備された
住民に最も身近な公的医療施設。途上
国では医師や看護師が配備されておら
ず、限られた時間帯しか開いていない
場合が多い

「ASEAN伝統医療国際会議」［ベトナム、2010年10月］

伝統医療の安全性、品質管理を担う伝統医療研究
者の育成も欠かせない
［富山大学和漢医薬学総合研究所、2012年2月］

村に一つ、コミュニティー・リーダーのもとに置き薬を配置。夜遅くでも薬を取りにくれば優しく対応する［ミャンマー］
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◎伝統医療を活用した 
置き薬システム
世界では今も多くの人が適切な医

療を受けたり、治療薬を手に入れる
ことができず苦しんでいる。日本財
団はこの解決策の一つとして、地域
に残る伝統医療＊1と、日本に古くか
ら伝わる置き薬制度＊2を組み合わせ
たプロジェクトを、2004年に初め
てモンゴルで開始した。その後、ミ
ャンマー、タイ、ベトナムが国の政
策に取り入れ、へき地や貧困地域に住
む人々のプライマリーケア（初期治
療）に大きな成果を挙げている。

財団が長年取り組むハンセン病制
圧活動では、1980年代に多剤併用
療法（MDT）と呼ばれる治療法が確
立、財団などで無料配布を進めた結
果、世界で1,600万人以上の患者が
治癒し、公衆衛生面でのハンセン病
制圧は大きく前進した。しかし途上
国の辺地などでは、MDTは確実にヘ
ルスポスト＊3 に備えられているの
に、解熱剤、風邪薬、下痢止めなど
プライマリーケアに必要な薬は大幅
に不足していた。近代医薬品を置い
ても貧しい人々には高価過ぎ、遠隔
地に住む人はヘルスポストに行くの

に時間がかかり過ぎるという問題も
あった。

こうした点を解消する仕組みとし
て考え出されたのが、伝統医療を活
用した置き薬システム。最初に導入
されたモンゴルでは2012年現在、
遊牧世帯を中心に2万世帯が利用、
風邪や発熱、下痢など、薬が必要な
時に服用できるようになったことで、
地域によっては医者の往診数が45％
も減少し、モンゴル政府も国家事業
として全面的な取り組みを開始した。

財団が2007年、WHOと共催し
た伝統医療会議や、翌年開催された
WHO 60周年会議でも、伝統医療置
き薬事業が「高価な薬」や、「距離によ
るアクセス困難」といった問題を解決
する有効な方法と位置付けられ、ミャ
ンマー、タイ、ベトナムも導入に踏
み切った。ミャンマーでは村のコミ
ュニティー・リーダーのもとに薬箱を
配備する方法が採られ、2011年末
時点で全国14地域・州の約7,000の
村に配置された。2014年末までに
配備先を約2万8,000村に増やし、全
人口のほぼ半数をカバーする予定だ。

タイでは4地域1万世帯で試験的
に導入され、医療費削減に向けた調

12種類の伝統医薬品と医療備品が入った置き薬
［モンゴル］

遊牧民は現金収入がある時期に置き薬の使用分の代金を
支払う［モンゴル］
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の決定方法、現地での通訳アシスタ
ントの配置などさまざまな点で独自
性を持つことで他の派遣制度との差
別化を図り、2005年から本格的に
シニアボランティアの派遣を開始し
た。しかし活動費や家賃の負担など
派遣先の責任が他に比べて重く、事
業開始当初、ボランティア派遣先の
開拓は難航した。このため、財団と
協力関係にある団体などを中心にボ
ランティア派遣を展開、派遣先や周
辺地域からの評価・信頼も高まり、
ボランティアの派遣要請も徐々に増
加した。
2008年からは、フィリピンにNPO
法人格を持つ現地駐在事務所を開
設。スリランカとインドネシアでは、
現地のNPOを仲介役に派遣先との調
整を進めた結果、2005年に11人だ
った年間派遣数は2009年には34人
に増加、以後、毎年30人以上のシ
ニアボランティアを安定的に派遣し
ている。派遣されたシニアボランテ
ィアの多くが、言葉や生活習慣の違
いを乗り越え、柔軟に取り組むこと
で着実な成果を残している。技術伝
達の過程での草の根交流も深まり、
そうした姿勢が日本に対する現地の
信頼と共感にもつながっている。
技術の伝達に偏らない柔軟な姿勢
がNISVAの特徴で、それによりカ
ウンターパート機関の自立性も高ま
った。派遣先の一つであるフィリピ
ン・スワル町には、2007年から溶
接、縫製指導のシニアボランティア
を継続的に派遣した結果、フィリピ
ン国家職業訓練局公認の溶接技術訓
練所に発展し、縫製関係も町運営の
縫製グッズ販売ショップがオープン
されるまでになった。

今後はボランティア派遣先を、こ
れまでのフィリピン、インドネシア、
スリランカだけでなく、ミャンマー、

カンボジアにも拡充させ、NISVA設
立10周年に当たる2014年には年間
派遣者数100人を目指す。

国名 課題（期間） 業種（派遣形態） 派遣人数 年度毎
派遣者数合計

ス
リ
ラ
ン
カ

紛争影響地域における
職業訓練

2005/10 〜 2006/4
2009/3 〜 2009/7 農業指導 長期 3 3

（同上） 2005/10 〜 2007/2 縫製指導 長期 3 4

（同上） 2005/10 〜 2006/10 観光アドバイス 長期 1 2

（同上） 2006/9 〜 2010/8 干物生産 長期 8 18

（同上） 2011/7 〜 四輪車整備 長期 1 2

（同上） 2011/10 〜 自動二輪車整備 長期 1 2
非紛争影響地域における
職業訓練 2010/6 〜 日本語指導 長期 2 4

（同上） 2011/5 〜 パッケージデザイン指導 長期 1 2

（同上） 2012/1 〜 釉薬アドバイス 長期 1 1

小計 21 38

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

現地における産業振興支援 2007/11 〜 2011/9 バスメンテナンス指導 長期 1 5

（同上） 2009/1 〜 品質管理指導 長期 6 13

（同上） 2009/1 〜 2009/11 IT指導 長期 1 2

（同上） 2009/10 〜 2011/8 福祉車両輸入 長期 1 3

（同上） 2010/8 〜 日本語指導 長期 3 4

（同上） 2011/7 〜 保健指導 長期 1 2

小計 13 29

フ
ィ
リ
ピ
ン

低所得者居住地域における
水供給 2011/1 〜 2011/12 プロジェクト管理 長期 1 1

（同上） 2010/11 〜 2011/3 水質管理指導 長期 1 1
職業訓練所における
教育支援 2007/12 〜 溶接 長期 5 11

（同上） 2010/3 〜 2011/6 自動車整備指導 長期 3 5

（同上） 2009/9 〜 重機操作 長期 2 5

（同上） 2007/9 〜 縫製 長期 7 14

（同上） 2009/5 〜 組合運営 長期 3 6
低所得者居住地域や施設に
おける生活向上支援 2007/4 〜 2011/6 衛生指導 長期 6 13

教育機関における学習支援 2007/10 〜 日本語教育 長期 8 17

（同上） 2007/10 〜 2010/4 障害児指導 長期 3 6

（同上） 2009/11 〜 2010/10 ロボット・太陽光発電指導 長期 1 2

小計 40 81

モ
ン
ゴ
ル

伝統医療の活用に関する
支援 2007/6 〜 2007/12 薬品質管理 長期 1 1

教育機関における学習支援
（ダウン症） 2008/11 〜 2012/2 ダウン症児支援 長期 2 4

現地における産業振興支援 2007/9 〜 2012/4 観光振興アドバイス 長期 1 6

小計 4 11

ベ
ト
ナ
ム

視覚障害者の自立支援 2006/07 〜 2010/7 日本式マッサージ指導 長期 1 5

現地における産業振興支援 2006/1 〜 2006/3 都市開発調査 短期 1 1

（同上） 2006/9 〜 2011/4 ビジネスマナー、ビジネス日本語指導 長期 1 6

小計 3 12

ブ
ー
タ
ン

現地における産業振興支援 2005/4 〜 2009/3 自動車整備指導 長期 1 4
職業訓練所における
教育支援 2005/9 〜 2006/9 家具製作指導 長期 1 2

現地NGOにおける
技術支援 2005/6 〜 2006/5 IT指導 長期 1 2

（同上） 2005/6 〜 2006/3 野犬の不妊手術など（獣医） 長期 1 1

小計 4 9

カ
ン
ボ
ジ
ア

2006/12 〜 2009/12 雑誌編集指導 長期 1 4
視覚障害者協会における
後方支援 2006/7 〜 2009/9 視覚障害者支援 長期 1 3

（同上） 2008/4 〜 2009/5 日本式マッサージ指導 長期 1 2

小計 3 9

タ
イ

教育機関における学習支援 2007/4 〜 2007/9 陶芸指導 長期 1 1

小計 1 1
エ
ジ
プ
ト

現地NGOにおける
技術支援 2008/9 〜 2008/12 パンづくり指導 長期 1 1

小計 1 1

ミ
ャ
ン
マ
ー

現地自治体における
技術支援 2005/4 〜 2007/3 有機農業指導 長期 1 2

現地教育機関における
学習支援（ろうあ学校） 2006/4 〜 2006/10 手話・スポーツ交流 長期 1 1

（同上） 2006/4 〜 2006/10 洋裁指導 長期 1 1

小計 3 4

合計 93 195

※短期は半年以下の場合

表：NISVAボランティア技術者派遣実績 2012年2月現在
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◎日本の技を持った 
シニア世代を派遣
日本の高度成長を支えてきた世代

が相次いで定年退職を迎え、充実した
第二の人生を送るため、社会貢献とい
う新しい世界へ挑戦するシニアが増
えつつある。一方、途上国の多くでは
日本のシニア世代が持つ技能・技術や
知識を必要としている。しかし、既存
のシニアボランティア制度は、語学に
堪能であることが必須で資格条件も
複雑。この結果、派遣されるボランテ
ィアは海外駐在経験者や研究者など
に偏る傾向があった。

こうした中、日本財団はシニア人
材の活用による海外協力援助事業の
推進に向けて、2004年12月、技能
ボランティア海外派遣協会（NIS-
VA：Nippon Skilled Volunteers 
Association）を設立。フィリピン、
スリランカ、インドネシアを中心と
した途上国に、溶接や縫製など身近
で日常的な技能や人々の生活向上に
役立つ日本の技を持ったシニア世代
を派遣する、技能シニアボランティ
ア派遣事業を開始した。

◎技術の伝達に偏らない 
柔軟な姿勢が特徴
NISVAの応募資格は原則として、

50歳以上70歳未満の健康な男女。
専門性や能力を生かし現地の人々の
ために汗を流す熱意がある人で、派
遣期間は通常1 〜 2年。言葉の壁で
海外ボランティア活動への挑戦を諦
めていた企業OB、自衛隊OB、主婦
ら多くのシニア世代に国際協力の門
戸を広げるため、ボランティアが活
動する現地に通訳アシスタントも配
置した。

派遣先は、途上国のNGOや地方自
治体、業界団体、民間企業、学校か
ら寄せられたプログラムについて必
要性や公益性、自立性、持続性を中
心にヒアリングや調査を行って決め、
活動の持続性を維持するため派遣さ
れるボランティアの活動費や家賃は
原則として派遣先負担とし、この方
針を理解した上で、なお派遣を要請
する組織を優先的に選ぶことにした。

ボランティアの応募資格、派遣先

企業従業員に衛生面も指導［インドネシア］

干物づくりの技術指導［スリランカ］

縫製指導（上）の結果、町営の縫製グッズ・ショップがオ
ープン（下）［フィリピン・スワル町］
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成に影響を与え実践に参画する
人々、または将来そのような社会的
役割を担う能力と意欲を持つ人々を
対象としている。

フェローたちが行った活動テーマ
も多岐にわたる。「イスラム・アイデ
ンティティの変容」「インフォーマル
経済」「自然災害」「宗教間地域紛争」

「感染症対策」「民主化とメディアの
役割」「少数民族の文化と言語保存」

「資源紛争」「市民参加とガバナンス」
「グローバル化と金融危機」「女性の
政治参加」「法律扶助制度」「医療制度
改革」「移民労働者の人権」「アジアに
おける音楽伝統の継承」「グローバル
化時代の宗教」「アジア映画」「公害へ
の対応」「都市貧困者対策」「民族間対
立」など一部を挙げただけでも幅広
く多彩。同一年度のフェローは研究
を終えた段階で一堂に会し研究結果
を報告、成果はまとめて英文で出版
され、それぞれのフェローが関係す
る大学、NGO、メディアなどのネ
ットワークを通じて、広くアジア地
域に発信されている。

◎地域の問題について考え、発信し、
実践する大きな力となる
もう一つの柱であるAPIコミュニ

ティーの活動では、“Think Tank, Do 
Tank”をモットーとする知的集団と
して、地域の問題について考え、発

信し、実践する大きな力となること
を目指している。現在、アジアが抱
える問題の多くは多層的、複合的。
その解決には、幅広い領域で活躍す
るリーダーたちによるダイナミック
なAPIコミュニティーから、多彩な
専門知識と経験が集合的に活用され
ることが期待されている。

代表的な活動例を挙げると、API
フェロー自身が企画から実行まです
べてを取り仕切り、APIコミュニテ
ィー全体で大規模なフィールドワー
クを実施したリージョナル・プロジ
ェクトがある。「アジアにおける人々
の生活と自然生態系の保存とのバラ
ンス」をテーマに2008年から開始、
5か国の地域コミュニティーの協力
を得て研究を進め、2012年6月に
バンコクで成果を発表した。携わっ
たフェローによる個別研究発表やコ
ミュニティーの人々との交流成果報
告、ドキュメンタリーフィルムの上
映、出版予定の書籍紹介などが行わ
れ、コミュニティーへの還元だけで
なく、学校教育の教材、政策提言の
ためのツールとしても広く利用され
ることが期待されている。

APIフェローシップは15周年を迎
える2015年までに新たな方向性を
模索し、一層実りある成果を目指し
て活動が継続される予定だ。

フィールドワークに参加するフェローたち
［フィリピン・バタン島］

「APIフェローシップ」発足10周年記念イベントで記
者会見

フェローによるマラピ火山噴火被災地での植林活動
［インドネシア］

リージョナル・プロジェクト報告会［タイ・バンコク］

8350th Anniversary    The Nippon Foundation

本
史
｜
第
2
章 

事
業
の
軌
跡
｜
第
３
節 

国
際
協
力

第2章｜事業の軌跡
第3節�◎�国際協力

H i s t o r y   |  C H A P T E R  2  08
ア
ジ
ア
・
フ
ェ
ロ
ー
シ
ッ
プ
プ
ロ
グ
ラ
ム

◎「よりよいアジアの社会をつくる」
ために
日本財団アジア・フェローシップ

（通称：APIフェローシップ）は、「より
よいアジアの社会をつくる」ことを目
的とする人材育成・交流プログラムと
して2000年に発足した。当初は日本、
インドネシア、タイ、フィリピン、マ
レーシアの5か国、2010年からはカ
ンボジア、ベトナム、ラオスの3か
国を加えた計8か国から毎年約30人
のフェローを選び、発足当時の対象
国5か国で研究活動を行う仕組みで、
フェローの専門性が広範にわたる点
が特徴となっている。
発足に際し財団は、アジア諸国の
知的リーダーを集め「アジアで今必
要とされていることは何か」を問う
国際会議を開催。会議では「アジア
の人々は隣国のことを西欧経由の情
報で学ぶ、自分たちの隣人をよく知
らないし、直接知るための機会も少
ない」「アジア人同士が互いを知り、
共通課題の解決に向け密接な協力を
可能とする新たな研究や交流の枠組
みが必要」といった声とともに「公的
知識人」、すなわち公益のため社会

益のために自らの専門性を生かして
貢献する意志と能力を持つ、「パブリ
ック・インテレクチュアル」の育成と
交流の必要性が指摘された。APIフ
ェローシップは、これに応えるため
に発足した。12年間で300人を超
えるフェローが巣立ち、アジアが直
面するさまざまな問題の解決に向け
活躍している。
APIの活動は、フェローシップ・
プログラムとパブリック・インテレ
クチュアルの集合体であるAPIコミ
ュニティーの活動が柱。前者はすで
にパブリック・インテレクチュアル
として活躍している人材やその予備
軍となる優秀な若手人材を発掘し、
アジア社会が直面する政治的、社会
経済的、文化的諸問題の解決を目指
して彼らが行う研究・交流活動を支
援する。ここでいうパブリック・イ
ンテレクチュアルは、「象牙の塔」に
閉じこもる研究者ではなく、知と経
験を生かして公益に資する実践活動
を行う人材を指す。専門性、職業も
多岐にわたり、学者・研究者・ジャー
ナリスト・教育者・行政官・NGO活動
家・芸術家・作家・詩人など、世論形

「APIフェローシップ」発足10周年記念イベントが開催された［フィリピン・アテネオ・デ・マニラ大学、2010年5月］
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文集などの日本語翻訳版も刊行され
ており、大学における教育や研究活
動にも活用されている。

◎翻訳出版支援
翻訳ワークショップの成果物以外
に、作品集などの出版も支援してい
る。米国の出版社ア・パブリック・ス
ペースとの協力で年に一度刊行され
る文芸誌『モンキー・ビジネス』の英
語版では、日本の作家の新しい作品
をタイムリーな形で英語圏の読者に
紹介。作家や読者が国境や言語の壁
を超えて同時代を共有し交流できる
場を提供している。また、東日本大
震災から1年後の2012年3月には、
日本作家の作品を中心に構成された

チャリティー作品集を日英米の三か
国で同時刊行し、震災に対する作家
のレスポンスを世界に発信した。同
時に、フィクションとノンフィクシ
ョンの各分野で「翻訳推薦書」を50冊
厳選し、ウェブや国際ブックフェア
などを通じて、海外の出版関係者に
情報提供している。これらの出版活
動は、財団が実施している日本の作
家の海外派遣や外国の作家や編集者
の日本招聘を通じて築かれた、国際
的なネットワークに支えられている。

◎日本研究支援
現代日本理解促進の枠組みでは、
図書や出版関連の事業に加えて、日
本研究も支援の対象にしている。長

年にわたり日本研究専門家の育成の
場として重要な役割を果たしてきた
英国の大学も、大学や援助機関の優
先順位が変わる中、日本研究に関す
る講座や学部の縮小・閉鎖を余儀な
くされており、2008年から英国の
12の大学に現代日本関連の講師・助
教授ポストを新設した。これらのポ
ストに就いた研究者たちは、大学に
おける教育・研究活動に加えて、政
府機関や一般市民などを対象とした
日本理解のプログラムも幅広く実施
している。
今後も、諸外国における日本理解
の促進に向け、これらの支援活動に
取り組むことになる。

米国で出版された文芸誌『モンキー・ビジネス』の英語版（翻訳出版支援）

翻訳ワークショップで、作品の朗読の準備をする参加
者たち（人材育成・交流）
［イギリス・イーストアングリア大学］

「現代日本を理解するための100冊」の寄贈を受けた
米国の大学（図書寄贈事業）
［アメリカ・ノースカロライナ大学ペンブローグ校］

英米の編集者を招聘してシンポジウム「私たちが世に届
けたい物語」を開催（人材育成・交流）
［日本財団ビル、2010年10月］

2012年3月に日英米で同時出版された東日本大震災チャリティー作品集（翻訳出版支援）
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◎図書寄贈事業
日本財団は、海外における日本理
解促進を目的に図書寄贈、人材育成・
交流、出版支援、研究支援などの活
動を実施している。
2008年度に開始した「現代日本理
解促進のための図書寄贈事業」では、
有識者によって厳選された英文基本
図書セットをこれまでに世界107か
国711の図書館に寄贈した。寄贈図
書の総計は約4万5,000冊に上る。
公共図書館や大学図書館に寄贈され
た図書は、研究者や学生から一般読
者まで幅広く活用されている。今後
も世界に広がる図書館のネットワー
クを活用し、有効な情報発信や交流
を目指す。

◎人材育成・交流
既存の英文図書を海外の読者に届
ける寄贈事業に加え、より多くの日
本の書籍が翻訳出版され、海外の読

者に読まれるような環境づくりを目
指す事業も実施している。日本書籍
に対する海外の読者を増やすには、
作家・翻訳家・編集者をはじめとした
国内外の出版関係者のネットワーク
化が重要との考えから、特に人材育
成、人物交流に力を入れている。
英国のイーストアングリア大学、
ロンドン大学の東洋アフリカ学院
（SOAS）と協力して実施している翻
訳家育成事業では、若手翻訳家100
人の育成を目指している。文芸翻訳
家を対象としたイーストアングリア
大学でのワークショップでは、ベテ
ラン翻訳家だけでなく作家や編集者
も講師に加わる。ロンドン大学のワ
ークショップは、人文社会科学分野
に重点を置き、政治・経済・歴史など
の分野で高い専門性を有する翻訳家
を育成している。これらの取り組み
の成果として、英米で定評のある文
芸誌や学術誌に掲載された特集や論

『現代日本を理解するための100冊』および『翻訳推薦書100冊』カタログ（翻訳出版支援）
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デクラーク元大統領、ノーベル平和
賞受賞者デズモンド・ツツ元大主教、
ローマ・クラブ会長を長く務めるエ
ル・ハッサン・ビン・タラール・ヨルダ
ン王子、ノーベル経済学賞受賞者ジ
ョセフ・スティグリッツ博士ら多く
の著名人が参加している。

◎世界中の人々の生活をより自由で
豊かなものとするために
フォーラム2000では、毎年「民

主主義と法の支配」（2011年度）と
いった会議のテーマが定められ、各
界の指導者や宗教家、思想家、知識
人がダイアローグに参加、成果を世

界中に発信している。会議は多くの
創造的な政策案と同時に、多数の関
連事業も生み出している。その一つ
はシェアード・コンサーン・イニシア
ティブ（共通問題イニシアティブ）。
フォーラム2000の主たる参加者十
数人によるグループが、緊急の対策
を必要とする世界の問題や課題につ
いて、公開意見書を世界に発信して
いる。これまでに「ロシアにおける
表現の自由」「ウクライナの民主主
義」「ハンセン病と人権」といったテ
ーマが取り上げられ、多くのメディ
アに報道された。

フォーラム2000の主要メンバー

でアラブ世界の知的指導者であるヨ
ルダン王国のエル・ハッサン・ビン・
タラール王子が笹川陽平、マリティ・
アハティサーリ元フィンランド大統
領（ノーベル平和賞受賞者）の協力に
より、フォーラム2000をモデルに
2009年に発足させたのが、西アジ
アおよび北アフリカ地域のための
WANA（West Asia North Africa）
フォーラム。アラブ22か国とイラ
ン、トルコ、パキスタン、アフガニ
スタン、インド、バングラデシュな
どを代表する政治指導者、研究者、
国際機関代表、NGO代表、思想家、
宗教家などが年1回ヨルダンの首都
アンマンに集まり、社会融合の方策、
社会の復興と再建、環境とグリーン・
エコノミー、水資源・エネルギー問
題など、複雑なこの地域の諸問題の
解決策を探るのが狙い。地域の国・
人々自身による問題解決を基本とす
るが、東・東南アジアの経験から学ぶ
ことも目標にしており、日本を含む
アジア諸国の専門家も参加している。

世界中の人々の生活が、平和と繁
栄に裏打ちされたより自由で豊かな
ものとなるには何が必要か——。そ
んな遠大なテーマにささやかな指針
を示すメカニズムの一つとして、こ
のような知的ダイアローグ事業が持
つ意味は大きい。

基調講演に熱心に耳を傾けるヴァーツラフ・ハヴェル氏（右）

WANAフォーラムの必要性を熱く語る
ヨルダンのエル・ハッサン・ビン・タラール王子

8750th Anniversary    The Nippon Foundation

本
史
｜
第
2
章 

事
業
の
軌
跡
｜
第
３
節 

国
際
協
力

第2章｜事業の軌跡
第3節�◎�国際協力

H i s t o r y   |  C H A P T E R  2  10
よ
り
よ
い
世
界
を
目
指
し
叡
智
が
交
流�

︱ 

フ
ォ
ー
ラ
ム
2
0
0
0
、
W
A
N
A
フ
ォ
ー
ラ
ム

◎国際的な知的対話の 
プラットフォームとして
国際的な知的対話のプラットフォ
ームである「フォーラム2000」は、
1997年、当時のチェコ大統領だっ
た故ヴァーツラフ・ハヴェル氏（2011
年死去）とノーベル平和賞受賞者の
作家エリ・ヴィーゼル氏、そして日
本財団理事長（現・会長）笹川陽平の
呼び掛けで始まり、日本財団はフォ
ーラム発足以来16年にわたり会議
の内容づくりに参画するとともに、
資金援助を行っている。

会議は、グローバル化が人々の生
活にもたらす正と負の影響、越境す
る宗教・文化・民族間の緊張による紛
争や対立、民主主義と人権、平和と
社会文化の発展など、現代社会が直
面する主要課題をテーマに、ヨーロ
ッパの中心に位置するチェコの首都
プラハで毎年開催され、ビル・クリ
ントン元米国大統領、リヒャルト・
フォン・ヴァイツゼッカー元独大統
領、チベット仏教最高指導者のダラ
イ・ラマ師、南アフリカのアパルト
ヘイト撤廃に尽力したウィリアム・

第15回フォーラム2000に参加したノーベル経済学賞受賞者ジョセフ・スティグリッツ博士（左）と、前チェコ大統領
ヴァーツラフ・ハヴェル氏（右）［チェコ・プラハ、2011年11月］

第15回フォーラム2000会場の様子
［チェコ・プラハ、2011年11月］
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必要があった初期段階に、財団は弔
慰金・見舞金の配布やNPO・ボラン
ティア団体への緊急活動助成に直ち
に着手した。

◎石巻市・南三陸町における 
生活用水給水支援
大震災発生から2日後の3月13
日（日）、財団では緊急幹部会が開催
された。会長以下全役員、管理職お
よび災害支援活動の経験を持つ若手
職員まで約30人が出席した。緊急
幹部会では「被災地を広く個人・団体
･企業から募った寄付金で支える活
動」を全国的、世界的に展開すると
いうコンセプトの大枠が固まった。
これが「ROADプロジェクト」のス
タートであり、その最初の事業とな
ったのが、石巻市および南三陸町に
おける生活用水給水支援であった。
ROADプロジェクトの東京の災
害支援センター（財団内に設置）で
は、震災発生直後から現地での情報
収集、緊急救援物資の発送、職員派
遣のための準備が進められた。燃料
の確保や緊急車両通行許可証の取得
を終え、先遣隊三人は3月19日の朝、

東京を出発した。彼らは同日深夜、
元財団職員で当時は郷里の宮城県で
林業に従事していた黒澤司と宮城県
石巻市にて合流し、同市立湊小学校
での泥出し作業について打ち合わせ
を行った。同校は津波被害を受け、
教室の1階部分や体育館などが泥に
埋もれ、2〜 4階に1,000人を超え
る被災者が避難していた。「体育館の
泥出しが終われば、屋内で炊き出し
ができ、支援物資も置けるようにな
る。ヘドロの上では何をするにも不
衛生だ」ということで、泥出し作業が
最優先で実施された。
しかし、泥をかき出すだけでは、
衛生的な環境を取り戻すことはでき
ない。水で洗い流す作業が必要だっ
たが、震災発生直後から水道が止ま
った被災地では、清掃用の水の確保
は非常に困難だった。ペットボトル
入りの飲料水は支援物資として運び
込まれていたが、貴重な飲料水を泥
の洗い流しのために使用することは
できない。被災地では、飲料水だけ
でなく、こうした清掃に使うための
水、トイレで使用できる水、洗顔や
洗濯などにも自由に使える生活用水

が圧倒的に不足していた。
3月21日、財団が設置準備を進
めていた水の浄化装置が石巻市に到
着した。プラントメーカーの戸倉工
業株式会社から提供された装置は、
海水の淡水化などにも使われる逆浸
透膜方式の高性能な製品で、1日に
100トンのきれいな水を作ること
ができる。財団は、この浄化装置を
旧北上川に面したJR石巻駅にほど
近い市の中心部に設置した。ホース
でくみ上げた川の水を、大型トラッ
ク2台に搭載した浄化装置でろ過
し、仮設の水槽に溜め、その横に仮
設の水道を取り付け、蛇口をひねる
だけで、誰でも自由に生活用水を使
用できる環境を整えた。この装置で
浄化した水は飲用可能な水質ではあ
るが、震災のため水道局の検査が受
けられないこともあり、ニーズに合
わせ、生活用水としての使用に限定
することとした。
設置工事に2日間を要したため、
23日から給水を開始した。地元ラ
ジオ局による周知もあり、初日から
多くの被災者がバケツやポリタンク
持参で取水に来た。また、給水所ま
で水を取りに来られない被災者のた
め、臨時の給水車を仕立てて配達も
行った。これによって市内各所に届
けられた水が、民家や商店などの泥
の除去後の洗浄に用いられるととも
に、屋内の生活スペースの確保に大
きく貢献した。また、生活用水の確
保によって衛生面での復旧を支える
こととなった。
ROADプロジェクトの最初の事業
として行われたこの生活用水の給水
は、市内の水道が復旧するまで、町
のヘドロを洗い流し続けたのである。

住民に、自由に使える水を提供した浄水プラント［宮城県石巻市、2011年3月］
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第3章｜
新しい社会に向けて

H i s t o r y   |  C H A P T E R  3 

第1節 ◎ 東日本大震災

■01
被災地に希望の灯りを 
—日本財団の災害支援活動

2011年3月11日午後2時46分、
我が国観測史上最大規模の「東日本
大震災」が発生した。我々はどう立
ち向かい、どのような支援をするこ
とができるのか。1995年に発生し、
「ボランティア元年」となった阪神・
淡路大震災での支援活動以来、16
年間で28回に及ぶ災害支援活動の
経験が試される、まさに正念場を迎
えた瞬間であった。
東日本大震災において、支援する
立場から見て、大きく二つの新しい
流れが起きた。一つは「支援金」や「義
援金」に代表される個人・団体・企業
からの意思を持ったお金が大量に被
災地へ向けられ、日本に「寄付文化」
が定着するきっかけになったこと。
もう一つは、企業においては、一過
性ではない息の長い社会貢献の一環
として、支援活動が数多く展開され
たことである。
そして、我々もこの二つの新しい
潮流に沿って、また新しい流れを創

りながら、これらの資源を活用し、
ここに紹介するような支援活動を行
うことができた。「被災地に希望の光
を照らし、皆で歩むROADプロジ
ェクト」をコンセプトに、我々の専
門分野、強みを生かした活動である。
復興は緒に就いたばかりである。
新しい産業の育成、雇用の創出、高
齢者や子育て世帯が住みやすい街づ
くりなど、被災地では復興に向けて
解決しなければならない課題は山積
している。
しかし、それらの課題は決して被
災地特有のものではなく、もともと
我が国の至る所で抱えていた問題が、

震災を機に顕在化したともいえる。
これからは被災地への支援という一
方的な立場で語ることはせずに、
我々自身の問題として捉え直し、活
動を行っていかなければならない。

■02
東日本大震災発生直後 
の対応 
—緊急復旧支援

東日本大震災が発生し、被災者は
壊滅的な打撃を受け、絶望の底にあ
った。「被災者に希望を抱いてもらう」

津波で街中に乗り上げた船
［宮城県女川町、2011年3月］

津波で船が陸に乗り上げた宮城県石巻市
［2011年3月］

プロレスラー、メイド、学生らも協力して行
った街頭募金［東京・秋葉原、2011年4月］

掲げられた復興への意気込み
［岩手県陸前高田市、2011年4月］

福井県の高校生から岩手県陸前高田市に贈られたメッセージ［2011年4月］
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◎被災者をNPOとつないで支える
合同プロジェクト（通称：つなプロ）
震災直後から、石巻市をはじめと
する被災地には、独自の得意分野を
持つ支援団体が全国から数多く集ま
り始めた。しかし、具体的なニーズ
がつかめないまま現地入りし、惨状
を目の当たりにして呆然としてしま
う団体も少なくなかった。多様な支
援を待ち続ける被災者との仲介を担
うべき地元行政当局も混乱の真っ只
中にあり、支援とニーズのマッチン
グが緊急課題になっていた。また、
大規模災害発生時には、要介護者や
障害者、妊婦や外国人など特別なケ
アを必要とする被災者のニーズが埋
もれてしまうことも、阪神・淡路大
震災の経験から予想できていた。
そうした課題解決のために生まれ

たのが、「被災者をNPOとつないで支
える合同プロジェクト」（通称：つな
プロ）だった。財団はこのプロジェ
クトをバックアップし、ニーズの掘
り起こしおよびマッチングを支えた。
「つなプロ」のスタートは2011年
3月14日。アレルギー体質で摂れる
食事に制限があるなど、被災地でス
ペシャルケアを必要としている人、
幼い子どもを抱えた家族、妊娠中の
女性たち……。その支援を目指そう
と発足したスペシャルサポートネッ
ト関西や、仙台を拠点とする中間支
援組織のせんだい・みやぎNPOセン
ターを核とした五つのNPOが連絡
を取り合って結成された。その際に
掲げたミッションは「避難先でこれ
以上の死者、状況悪化者を出さない」
ことであった。避難所での課題・困
りごとを“発見”し、その解決に有効
な力を持つ専門機関やNPOと、被災
者のニーズを的確に「つなげる」こと
を目指した。

コアメンバーと関連団体はまず、
東京・赤坂の日本財団ビルに集まり、
プロジェクトの目的を共有、役割分
担などを決めた。3月17日、先遣
隊となる調査班が被災地に向かっ
た。調査班は早速、石巻、気仙沼両
市内の避難所の状況をリサーチし、
その後に予定していた避難所の生活
調査のため、チェックシートの作成
などアセスメント（生活調査）の実施
方法を練り上げていった。
間もなく実質的な活動を開始させ
るため、ボランティア約100人が現
地入りすることに決まった。「つなプ
ロ」のメンバーは、次々と応援を名

乗り出る全国のNPOやボランティ
アの協力を得ながら、避難所のアセ
スメントを行った。アセスメントは、
10人のエリアマネジャーが、それ
ぞれ担当するエリアの避難所をボラ
ンティアとともに訪れ、調査し、そ
の結果を持ち帰り集計・分析すると
いう方法で行われた。
被災地の状況は日々刻々と変わっ

ていく。被災地や避難所の状態は、こ
のようなアセスメントによって次々
に可視化され共有されていくことと
なった。「つなプロ」では、活動開始
から同年6月末日までに、宮城県内
で443の避難所を378人のボランテ

「つなプロ」の今後の方針を決める
ため、仙台で定期的に行われる幹
部団体の会議［宮城県仙台市］

弔慰金・見舞金に同封したお見舞文［2011年4月］

1チーム3人でアセスメントを実施

100以上の質問項目からなる
アセスメント・シート

幹事会 仙台本部

東京事務局

関西事務局

仙台市・多賀城・
東松島エリア

石巻・牡鹿・南三陸
町エリア

気仙沼エリア

常時、約20人のスタッフが仙台本部および県北支部に常駐、活動に際する企画・準備・マネジメントを実施

図：「つなプロ」の体制図
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◎弔慰金・見舞金の緊急配付
3月29日、財団は緊急記者会見
を開き、東日本大震災による死者・
行方不明者の家族、遺族に対して一
人当たり5万円の弔慰金・見舞金を
贈ることなどを盛り込んだ緊急支援
策を発表した。
会長の笹川陽平は会見で「2,500か
所にも及ぶ避難所で暮らしている人
たちに可能な限り具体的な声を届け
たいと考えた。過酷な暮らしを続け
る人たちへの支援を一日でも早く始
めるのが民間の責務。これが緊急支
援の第1弾だ」と述べた。この支援の
背景には、笹川陽平の、東京大空襲
の焼け野原を母と二人でさまよった
時、現金がなかったために食べ物が
調達できず、心細い思いをしたとい
う幼少期の体験があった。家族を亡
くされた被災者の方々にいち早く現

金を手渡すことがまずもって必要と
考えた。
財団では、3月31日から被災自
治体を訪問し、弔慰金・見舞金支給
の説明を開始。石巻市は、職員の3
分の1近くが死亡・行方不明となっ
ており、協力要請は難しい状況であ
ったが、財団が全責任を持って実行
することを約束し、死者・行方不明
者の名簿の提供、被災者への周知活
動、市の職員1名の協力要請を行い、
実施の運びとなった。また、気仙沼
市ではいずれ給付されるであろう義
援金と合わせて支給したいとの希望
であったが、義援金支給がいつにな
るのか見えない状況もあり、財団の
責任のもと単独で速やかに行うこと
を伝え、理解を得た。
大量の現金を用意するのにも大変
な苦労があった。複数の取引先金融
機関に相談したが、被災地の支店自
体が被災し、業務も混乱しているこ
とから、現地支店で現金を引き出す
ことを断念。取引のある東京の金融
機関に現金を用意してもらった。4
月3日、5万円とお見舞いの挨拶文
を封入した2億5,000万円分の現金
入り封筒を段ボールに詰め、20人
余りの職員とともに、チャーターし
たバスで石巻へ向かった。

支給に当たって課題となったの
は、透明性の確保、公平性の保持、
安全性の担保であった。地元行政機
関が保有する名簿の提供を受け、そ
れに基づいて支給を行うことで透明
性を確保。また、時間をかけて支給
を継続することにより、公平性は確
保できると判断した。
数々の試行錯誤を重ね、4月4日
からの3日間で、石巻市役所、同市
立湊小学校、女川町役場などでの配
付は約3,100件、支給額は1億
5,000万円を超えた。その後5月に
かけて、気仙沼・陸前高田・釜石・大
船渡・花巻市などの避難所でも配付
を行った。配布業務においては、ボ
ートレース施行自治体や関連団体か
ら職員派遣など大きな協力を受けた。
6月末までに死者・行方不明者を確認
できた84自治体のすべてで実施し、
合計1万4,861件の遺族・家族に合
計7億4,305万円を届けることがで
きた。
その後も、財団復興支援コールセ
ンターを窓口として、2012年3月
末まで受付を継続した。その結果、
死者・行方不明者1万8,940人（2012
年4月4日警察庁発表）のうち1万
7,329人（91.5％）の遺族・家族に弔
慰金・見舞金を配付することができた。

「被災者見舞金支給所」を示す案内板（上）と、見舞金支
給の様子（下）［石巻市役所、2011年4月］

見舞金を封筒に入れる日本財団の職員
［日本財団ビル、2011年3月］

緊急記者会見で、被災地への緊急支援実施を発表［日本財団ビル、2011年3月29日］
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足湯ボランティアとは、お湯に足
をつけてくつろいでもらい、対話を
することで心身のストレス解消を少
しでも促そうという活動である。考
案したのは、神戸の被災地NGO恊
働センターであった。阪神・淡路大
震災の際、東洋医学を勉強していた
ボランティアグループが避難所を回
って足湯を行ったことから始まり、
それ以降、足湯は災害ボランティア
には不可欠のツールとして広がって
いった。財団は足湯ボランティア派
遣を行うネットワーク組織、「震災が
つなぐ全国ネットワーク」（通称：震
つな）に活動資金を支援し、2012年
3月までに延べ1,500人の足湯ボラ
ンティアを被災地に送った。
その特徴は、被災者とボランティ
アが1対1で向き合えることである。
手をさすりながら、被災者を見上げ
る目線で話すことで、次第に両者が
打ち解けた雰囲気になる。すると、
被災者が少しずつ胸襟を開き、なか
なか打ち明けられなかった心情を吐
露することができる。辛い体験を自
ら打ち明けることで心の靄

もや

が晴れ、

ストレス緩和に効果が大きい。
足湯をする中で、被災者からポロ
リと出てくる生の声は、「つぶやき」
と呼ばれる。こうした声はインタビ
ュー調査やアンケート調査では引き
出すことのできない被災者の本音で
ある。ボランティアは、被災者の「つ
ぶやき」を、被災者の目に触れない
所で「つぶやきカード」に記入し、そ
の数は、震災から1年を経て1万枚
を超えた。
被災地においてボランティア支援
を行う際には、的確なニーズの把握
がポイントである。特に東日本大震
災のように支援地が広範囲で、支援
メニューが多岐にわたる場合はなお
さらである。ニーズを読み違えると、
被災者にとってはかえって迷惑だと
いう事態も起こり得る。そうしたミ
スマッチを防ぐ意味でも、この「つ
ぶやきカード」の持つ意義は想像以
上に大きかった。

■03
生きていくための支援 
—生活再建支援

地震発生直後の混乱は、時間の経
過とともに次第に落ち着いていった
が、今後どう生活していけばいいの
か、被災者は新たに現実的な問題に
直面することとなった。被災者が前
向きな気持ちになれるようにという
初期のサポートから、生活再建に向
けて自ら一歩前に踏み出すための次
の段階へのサポートに向けて、財団
はNPOやボランティア団体、民間
企業と連携し、進めていった。

◎NPO・ボランティア団体への 
緊急活動助成
3月29日の緊急記者会見で、財団
は緊急支援策の一つとして、100万
円を上限としたNPO・ボランティア
団体への助成を発表した。甚大な災
害に対しては、多くのボランティア
による被災地での支援活動が不可欠
であると判断し、なるべく早く活動
資金を提供するため、原則書類審査
のみで多くの団体を支援する枠組み
を作った。助成の審査も公募締め切
り後に一斉に行うのではなく、いち
早く現地に足を運んでもらえるよう
に随時行った。
4月11日には第1弾の33件を発
表し、その後、19日に47件、26

子どもたちも足湯を体感

100万円助成の審査風景（財団復興支援チーム）
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ィアとともに訪問し、調査を行った。
その結果に基づいてニーズのマッチ
ングを行うほか、富士通のクラウド
システムを利用してウェブサイト上
でアセスメント結果を週単位で公
開、被災地の状況と課題について広
く社会に向けて発信する活動も続け
た。NPOと、富士通、ソフトバンク、
NTTなど多くの企業との協働は、情
報の収集や共有面において大きな成
果を生んだ。また、「つなプロ」の活
動は、新しいスタイルの災害支援へ
の取り組みとして、多くのメディア
にも注目されることとなった。
「つなプロ」による活動の結果、
2011年4月末日時点で505件のニ
ーズが発見され、うち65件につい
て支援団体とのマッチングに成功し
た。ニーズを定量的に捉えた初めて
の事例として、災害時における新し
い支援の在り方を提示することとな
った。また、ニーズのうち160件は
詳細について再度の確認が必要だっ
た。残り280件は調整中や、対応
停止などと判定され、アセスメント
の精度向上などの課題も浮かび上が
った。さらに、障害者など特別なケ
アを必要とする人々に対し、より効
果的な支援を行おうとしても、専門
性を持つNPOの数がまだ少ないと
いう実情も明らかになった。
しかし「つなプロ」の活動は、大規
模災害においてNPOが果たし得る役
割の一つの形を提示したといえる。

◎「大学生ボランティア隊」、 
「足湯ボランティア」の派遣
日本財団学生ボランティアセンタ
ー（通称：Gakuvo）は、学生ボラン
ティアの育成を目的に2010年4月
に設立された組織である。「学生イン
ターン」によって、社会課題を学生

の目線から検討し、学生主導で事業
を企画、実施することを特徴として
いる。
震災当時、被災地の情報は混乱し、
交通アクセスも寸断され、ボランテ
ィア活動に参加したい学生はどのよ
うに行動したらよいのか分からない
状況が続いていた。しかも、ネット
上では「ボランティアに行っても現
段階では地元に迷惑を掛けるだけ」
という「ボランティア不要論」も目立
っていた。
Gakuvoでは、財団から正確な情
報を受け取り、バスのチャーターや
宿泊先の確保などの調整を行った。
そして、2011年4月15日よりチー
ム「ながぐつ」プロジェクトとして学
生ボランティアの被災地派遣を開始
した。
しかしながら、現地のニーズを正
確に把握し、作業に必要な装備の手
配を行い安全性も保つことができた
としても、大勢の学生ボランティア
の作業を取り仕切るコーディネータ
ーが不在では、「被災者の支援をした
い」という学生たちの善意を有効に

活用することができない。Gakuvo
では、派遣地でのボランティアコー
ディネーターの役割を果たす人材の
確保に力を入れた。こうしてチーム
「ながぐつ」プロジェクトは、コーデ
ィネーターの指導の下、延べ5,248
人（2012年3月末時点）に上る学生
を被災地に派遣した。
一方、震災で心の痛手を負った被
災者に寄り添い、被災者を精神的に
サポートするボランティアの形とし
て、財団は「足湯ボランティア」の派
遣も行った。学生、主婦、社会人な
どのボランティアが3月29日以降、
各被災地に派遣された。

活動の合間に現地の子どもたちと触れ合うボランティア

被災地で団結して活動する学生ボランティアたち
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たことで、入居者約50人とその家族
および職員は、遠く離れた千葉県鴨
川市の教育施設「鴨川青年の家」への
集団避難を余儀なくされていた。環
境の変化による利用者への過度な負
担が心配されるとともに、施設職員
も利用者のケアのため家族と離れ離
れとなり、故郷での恒常的な生活の
場の確保が急務となっていた。2012
年3月、財団の支援により、「日本財
団ホーム 東洋育成園」が福島県田村
市船引町に開所され、遠方で避難生
活を続けていた施設利用者とその家
族、職員たちは以前の生活に戻る第
一歩を踏み出すことができた。

一方、聴覚に障害のある人は、災
害そのものに加え、生活に必要な情
報が得られないことから二重苦を抱
えた状況にあった。生活再建に向け
ても困難を抱えやすいため、財団は
こうした人たちへの集中的支援を行
う方針を決めた。これには従来地域
や家庭で行われていた聴覚障害者へ
の見守りの態勢が、震災後著しく脆
弱なものとなっており、支援に際し
てはニーズを適切にくみ取れる専門
家の力が必要な状況があった。

震災から1週間後の3月18日、ま
ず全日本ろうあ連盟の関係者らで創

設した東日本大震災聴覚障害者救援
中央本部に対する支援を表明し、聴
覚障害者への支援拠点の強化に努め
た。すぐに被災地への手話通訳者の
派遣が開始された。震災発生から半
年が経過した2011年9月には、岩
手・宮城・福島3県の聴覚障害者に対
し、ファクスやテレビ電話を活用し、
遠隔手話・文字通訳と代理電話サー
ビスを行う事業を始めた。2012年3
月末の時点で、利用登録者は194人、
利用回数は925回に上った。

また、聴覚障害者の中には、手話
通訳を付けても自分で問題を解決し
ていくことが困難な人がいることか
ら、日本聴覚障害ソーシャルワーカ
ー協会を通じ、被災地の聴覚障害者
を対象に、心のケアと生活支援を行
う事業も開始した。2011年8月か
らは宮城県内に現地コーディネータ
ーを配置し、聴覚障害者本人のコミ
ュニケーション手段（手話）で意思疎
通を図りながら側面支援を行い、生
活再建の一助となっている。

◎地域伝統芸能復興基金 
（まつり応援基金）の設立
「伝統芸能の宝庫」といわれる東北

地方では、個性的な祭りが数多く行

われ、地域の人々が心を通い合わせ
る場として重要な役割を果たしてい
る。しかし、東日本大震災の津波に
より、東北地方沿岸部では祭りに必
要な神

み

輿
こし

や山
だ

車
し

、太鼓などが多数流
失・損傷し、祭りが開催できない状況
となった。このため財団は、「各地の
象徴的な伝統芸能や祭りの復活を支
援することにより、絆をつなぎとめ、
コミュニティーの崩壊を防ぐ」ことを
目的として、「地域伝統芸能復興基金」

（通称：まつり応援基金）を設立した。
基金創設の原資は、公益財団法人

日本音楽財団が所有する1721年製
のストラディヴァリウス「レディ・ブ
ラント」であった。ストラディヴァリ
ウスは、17 〜 18世紀にイタリアの
名工・ストラディヴァリによって製作
されたバイオリンで、音色の美しさ
に加え骨董的価値などから、収集品
として高額な値で取引されることで
知られている。日本音楽財団はこれ
をロンドンのオークションに東日本
大震災の被災地支援の財源とする趣
意書を添えて出品し、ストラディヴ
ァリウスとしては過去最高額となる
1,589万ドル（約11億7,000万円）
で売却し、被災地の復興支援に充て
ることとした。

まつり応援基金で復活した「大槌まつり」［岩手県大槌町、2011年9月］ 石巻日高見太鼓もまつり応援基金でよみがえった［宮城県石巻市、2011年8月］
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日 に 67 件、5 月 13 日 に 101 件、
31 日に 68 件、6 月 13 日に 84 件、
24日に71件、30日に79件、8月
10日に145件の助成決定を行った。
5月末までの期間は、とにかく多く
のボランティアに被災地へ向かって
もらうことに重点を置いて助成先を
決定した。6月に入り、変わりゆく
被災地の状況を受けて、審査方針を、
①被害の大きな3県（岩手・宮城・福
島）を主な活動拠点とする団体が実
施する活動、②中長期的な視野に立
った活動、③新たなコミュニティー
の形成につながる活動、④障害者・
高齢者に対する活動、被災者の心の
ケアに関する活動、というように変
更した。

4月1日から6月30日までの公
募期間で、支援数は651団体695
事業、助成金総額は 6 億 5,730 万
8,462円であった。

助成団体へのアンケート結果を分
析したところ、今回の東日本大震災
では明らかにこれまでと違う傾向が
見て取れた。「ボランティア元年」と
いわれた1995年の阪神・淡路大震
災と比較し、この間の非営利セクタ
ーそのものの成長以上に、社会全体
の変化、つまり非営利的なるものに
対する人々の認識がより身近なもの
になったことが見いだせた。さまざ
まな民間団体が被災地に駆けつけ、
中長期的な活動を展開するケースも
多いことから、助成金のニーズも中
長期的な視点に立って支援する割合
が高くなっていった。

◎海を生活の場に 
取り戻すための支援
東日本大震災で津波被害を受けた

南北 500 キロにわたる沿岸部は、
日本有数の水産業、漁業の盛んな地

域であり、多くの人が直接的に、あ
るいは間接的に海に関わる仕事で生
計を立ててきた。こうした人々が海
と関わる生活や文化を維持し、ある
いは取り戻すことを目指し、財団は
多様な支援を行った。

震災発生直後には、（1）海の仲間
を守る緊急支援として、津波で船を
失った漁業者に対し、1事業者当た
り1億円を上限に漁船などの建造や
修繕に必要な資金を無利子で融資す
る「災害支援緊急融資制度」を打ち出
した。

続いて（2）海の生業を再生する取
り組みとして、「被災小型船舶の再生
支援」や「被災造船関連事業者への再
生支援」など、地域造船業の再生と
雇用の回復に向けた支援に取り掛か
った。

さらに（3）生活文化の再生のため
の事業として、2012年2月からは「番
屋再生事業」を開始し、漁業を中心と
した関係者のための操業拠点を取り
戻すと同時に、地域コミュニティー
の間につながりを取り戻すことを目
標とした支援策を行うこととした。

一連の海洋関連の復興支援事業で
は、企業や外国政府からの支援金を
活用した取り組みも行った。［詳細
は、第2章第1節第7項参照］

◎障害のある被災者への 
生活再建支援
財団では、災害弱者とされる障害

者やその家族への支援を重点課題の
一つに据えた。具体的な行動として、
支援の要請が寄せられるのを待た
ず、被災各県内で大規模に事業を実
施する代表的な福祉関連法人にニー
ズ調査を行い、石巻祥心会と福島県
福祉事業協会の2法人に対し、それ
ぞれが望んだ障害者対象の施設の建
設を支援することにした。

石巻祥心会が計画したのは、障害
者専用の仮設住宅であった。同会は、
震災直後に避難所で聞き取り調査を
行い、石巻市内の障害者の多くが避
難所での生活にハード、ソフトの両
面で課題を抱え、その家族も周囲へ
の気遣いから精神的負担を増大させ
ていることを把握していた。このた
め同会は、障害を抱える被災者とそ
の家族にとって、落ち着いた生活環
境を確保し、恒常的な生活の場を探
す基盤となる仮設福祉ハウス（世帯
用40棟、障害者単身用2棟）の建設
を強く望んでおり、財団はこれへの
支援を決定した。そうして他の施設
に先駆け、2011年6月に「日本財団
ホーム 小国の郷」が開所した。

福島県福祉事業協会は、運営して
いた重度知的障害者のための福祉施
設「東洋育成園」（福島県富岡町）の代
替施設の建設を望んでいた。原発事
故により同町が警戒区域に指定され

仮設の福祉ハウス「日本財団ホーム 小国の郷」開所式の
様子［宮城県石巻市、2011年6月］

漁業再開に向け水中ロボットを使って海の中を調査
［宮城県石巻市、2011年7月］
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営している。車両の調達や譲渡に必
要な手続きはJCMが行い、財団は
これまでに培った助成データをもと
に支援先の選定をサポートするほ
か、輸送や車検などの諸費用を負担
した。当初は『カーセンサー』が車を
買い上げる形で始まったが、プロジ
ェクトの認知度が上がるにつれて、
企業や個人から寄付される車両も増
えていった。届けられた車両は、被
災地のボランティア団体や特別養護
老人ホームなどで、さまざまな支援
活動に使われている。
一方、企業の特色を生かして被災
者の心のケアや交流をサポートする
事業も行われた。東日本大震災では
津波で大量の写真が汚損し、それら
の修復が課題となっていた。また、
震災前の町並みの写真や映像を保存
し、被災状況や復興の様子を後世に
伝えるために記録・発信することも
重要であり、各地でそれらの活動に
多くのボランティアが参加した。今
回の震災は、津波で瞬時にあらゆる
ものが失われてしまったため、写真
や映像の持つ役割や力を再認識する
契機ともなった。
こうした状況の中、写真・映像を通
じて被災地の支援活動を行うNPO団
体の助成を目的として、一般社団法
人カメラ映像機器工業会（CIPA）と財
団が共同で基金を設立した。趣旨に
賛同したCIPA会員企業からの寄付

により資金を賄い、基金への応募受
付や団体の審査、覚書の締結から支
援金の支払いといった業務を財団が
窓口となり、CIPAと連携し行った。
支援対象事業の公募は2011年7
月25日から10月31日までの期間
で、インターネット上で行われた。
合計59件の申請があり、審査を経
て、学会や高校の写真部も含む18
件に対して助成が行われた。

■04
復興に向けた後押し 
—長期的な復興支援

震災から1年半が経過し、被災者
は日常生活における一応の落ち着き
を取り戻したようだが、震災がもた
らした爪痕は深く、被災者にとって
復興へ向けての長い戦いが長く続く
ことは明らかである。日本財団は、
長期的な視点に立ち、被災者を支え
る支援活動を続けていくこととし、
引き続きNPO団体や企業との連携
を図っている。

◎ハタチ基金
「ハタチ基金」は、東日本大震災で
被災した子どもたちが、その苦難を
乗り越え、社会に羽ばたく人材にな
ることを目指して、財団と、NPO
法人NPOカタリバ、一般社団法人

チャンス・フォー・チルドレン、
NPO法人トイボックス、NPO法人
フローレンスの、5団体が協力して
立ち上げた基金である。それぞれの
得意分野を生かし被災地を中心に、
継続した支援活動を行っている。
震災により、子どもたちの学習は
遅れを見せ、また当初は避難所や仮
設住宅の生活で学習環境は悪化して
いた。NPOカタリバは、学習環境
が十分ではない児童に学びの場を提
供する支援を開始した。まず宮城県
女川町において、避難所だった校舎
に小中高生約230人が放課後に通
うコラボ・スクール「女川向学館」を
開校した。送迎バスを運行し仮設住
宅からの通学の利便性を高めるとと
もに、先生役には津波の被害を受け
失業した地元の塾講師を採用するこ
とで一石二鳥の被災者支援を企図し
た。その後2校目として、岩手県大
槌町にも「大槌臨学舎」を開校した。
また、同じ震災を経験した高校生同
士が絆を結び、東北と自分の未来を
考える機会として合宿を行うプログ
ラムなども実施している。
一般社団法人チャンス・フォー・チ
ルドレンは、被災による生活の不安
定さから、これまで通っていたスポ
ーツ、芸術、勉強など、習い事を断
念せざるを得ない状況に陥った子ど
もたちに再びその機会の提供を目的
として、現金給付の代わりとなるク

南三陸町の佐藤信一氏の写真を用い、フジテレビ本社
にて写真展を開催［東京・お台場］

全国の大学のキャンパスを会場に、「み
ちのくphoto caravan 〜東北のキセ
キ〜」プロジェクトを実施
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財団は、被災地で伝統芸能に関わ
っている団体や大学教授などにヒア
リングを実施し、地元の人々が祭り
の復活に寄せる強い思いと大きな期
待に応えるため、各地の中核的な伝
統芸能・祭りに関わる芸能団体のサ
ポートに着手した。
最初の支援先として岩手県釜石市
の釜石虎舞保存連合会が選ばれた。
虎舞とは獅子舞の獅子が虎になった
舞踊であり、釜石だけでなく、三陸
の沿岸部に多く伝わっている。踊り
や掛け声などは地域によって独自性
を見せ、「ご当地」の祭りで披露され
るほか、祝い事の際にも踊られてい
る。釜石市に暮らす人々にとって、
虎舞は心のよりどころであった。そ
こで、財団は祭りを開催する過程で
コミュニティーのあらゆる世代がつ
ながっていくという副次的な面も狙
いとして、釜石虎舞保存連合会に最
初の支援を行った。これを皮切りに、
東北地方の地域伝統芸能の復興のた
め、山車や太鼓、面や衣装など、数々
の伝統芸能の継承のために必要とな
る物品の購入・修理に係る支援を行
った。伝統芸能に使われる物品は地
元で製作されることが多く、被災地
の手工芸の活性化にもつながった。

◎企業からの支援
東日本大震災の復興支援のプロセ
スにおいて、財団のような中間支援
組織やNPO、ボランティアの活動
には、民間企業から多大な支援が寄
せられた。自社の本業をベースにし
た支援から、独自の哲学を持った社
会貢献活動まで、財団のような非営
利セクターにはない資源やアイデア
が提供され、中長期的な復興を支え
ている。
ドイツの自動車メーカーであるダ
イムラー社は、がれき処理やがれき
に埋もれた漁場復旧のための大型作
業車両などが不足しているという被
災地のニーズをいち早く捉え、2011
年3月22日の株主総会で被災地へ
の緊急支援を表明した。大型作業運
搬車両ゼトロス8台、多目的作業車
ウニモグ4台などの四輪駆動車両
20台とともに、200万ユーロ（約2
億3,000万円）を日本財団に寄付す
るというものであった。
ドイツからの車両はロシア製輸送
機アントノフ124型2機に積載さ
れ、4月15日早朝に成田空港に到着
した。さらに日本製のトラックであ
るキャンター 30台も財団に寄贈さ
れ、合計50台の車両が、被災地の
自治体や復興支援団体など27団体
に貸与され、がれきの処理や港の整

備、土木資材の運搬などに活躍した。
ダイムラー社からの20台の特殊
車両は、国内排ガス規制や車両の規
制に適応していないなど、そのまま
では被災地での走行が不可能であっ
た。しかし、悪路に世界一強いとい
われるウニモグや、水深1.2mまで
は難なく走行できるゼトロスは、被
災地で役立つことは明らかであった
ため、貿易管理を担当する経済産業
省、車両の基準や道路を管理する国
土交通省にメルセデス・ベンツ日本
株式会社ならびに三菱ふそうトラッ
ク・バス株式会社が通って交渉した
結果、災害支援を目的とした2年間
の期限付きという特例のもと活用で
きることとなったのだった。
また、被災地では地震と津波によ
って24万台もの車両が喪失し、そ
の後の不足や中古車の価格高騰によ
り、支援団体の活動に支障を来して
いた。この状況を打開するため、株
式会社リクルートの中古車情報誌
『カーセンサー』は、被災地支援団体
への車両提供を通じて復旧や復興を
サポートすることを目的に、「クルマ
を届けよう！プロジェクト」を立ち
上げた。このプロジェクトは、『カー
センサー』の支援趣旨に賛同した中
古車買取・査定会社の株式会社JCM
と日本財団、NPOなどが協力し運

ダイムラー社東京代表事務所のフリーデマン・ブリュール代表（左）から、復興支援のた
めに贈られた車両の鍵を受け取る笹川陽平会長［成田国際空港、2011年4月］

足場の悪い海岸で、がれきの処理に威力を発揮したゼトロス
［宮城県石巻市、2011年5月］
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ノブイリ原子力発電所事故や米国ス
リーマイル島原子力発電所事故の発
生後、多くの住民に抑うつや不安、
心的外傷後ストレス障害（PTSD）な
どの影響が認められたという。影響
を及ぼす要因は自分自身や肉親の健
康、将来的な不安、社会の偏見など
多岐にわたる。ブロメット教授は「心
の病は体の病と分けて考えるべきで
はない」として、福島でもメンタルケ
アを充実させるべきだと主張した。

会議では世界14か国から集まっ
た40人を超える専門家が2日間にわ
たって見解を共有、議論し、400人
を超える科学者、医師が傍聴した。
12日に、前日の議論を踏まえて8項
目に及ぶ「結論と提言」が作成され、
その後、3時間以上にわたる記者会
見が行われた。内部被ばく、メンタ
ルケア、がんなど、これだけ多分野
の専門家が一堂に会し、総括する機
会はこれが初めてとなった。

◎復興を支える多彩な「民」の力
被災地の復興で大きな力となって

いるのが、企業をはじめとした民間
からの支援である。震災後、財団が
直ちに立ち上げたROADプロジェ
クトには、200を超える企業から製
品や備蓄資材などの支援物資が提供
されたほか、多額の支援金も寄せら
れた。「民から民」への支援の中核と
して、企業の力が中長期的な復興を
支えている。
「復興応援 キリン絆プロジェクト」

は、「絆を育む」をテーマに、キリン
グループ各社が一体となって取り組
む復興支援活動である。3年間で約
60億円を拠出し、継続的に復興支
援に当たっていくものである。

プロジェクトは、グループの経営
理念や事業に関連の深い「地域食産
業の復興支援」「子どもの笑顔づくり
支援」「心と体の元気サポート」の三
つの柱に分かれている。キリングル
ープと財団が協力し取り組んでいる
のが、「地域食産業の復興支援」の一
つである水産業支援である。

この水産業支援では、東北3県の
養殖業の復興を対象とし、岩手県の

ワカメ、宮城県のカキ、福島県の青
海苔を中心に、2011年9月から11
月末までに実施した「今こそ！選ぼ
うニッポンのうまい！ 2011」プレ
ゼントキャンペーンの対象商品につ
いて、売上商品1本につき1円を集
めた資金などを活用し、初年度は約
4億円の基金を財団に設立した。

2011 年 12 月から始まった第 1
段階の支援では、まず地震と津波で
大きな被害を受けた生産設備の復興
支援に着手した。各地の漁協を通じ
て集めたニーズを元に、養殖に必要
なスカイタンク、フォークリフト、
冷蔵庫といった設備の購入・復旧支
援が行われている。2年目以降は、
地域ブランドの活性化や後継者育成

世界14か国から集まった40人の有識者たち［福島県立医科大学、2011年9月］

「復興応援 キリン絆プロジェクト」水産業支援 贈呈式
［岩手県盛岡市、2012年7月］
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ーポン券（CFCクーポン）を無償で発
行し、習い事の費用をサポートする
プロジェクトを開始した。子どもた
ちにヒアリングし、彼らが通いたい
と希望する教育・スポーツ施設に賛同
と協力を呼び掛け、子どもたちに夢
と希望を与える支援を展開した。被
災地の児童150人にクーポンを発行
し、1,000か所以上の教育・スポーツ
施設を利用できる体制を築いた。
NPO法人トイボックスは、発達
障害のある子どもたちが周囲とのコ
ミュニケーションがうまく取れず、
避難先での生活が困難になっている
こと、震災後、家族を含めたサポー
トの弱さが次第に目立つようになっ
てきた点に着目し、福島県南相馬市
役所と連携し、発達障害児が安心し
て学習・活動できるスペースの提供、
発達障害児に関する専門支援員の派
遣、スタッフの養成など、子どもの
見守り体制構築と、市内の全学童保
育所と連携を開始した。今後は人材
育成を行いながら、発達障害支援の
モデル都市となるよう、地域との密
接な関係の中で活動を定着させてい
くこととしている。
NPO法人フローレンスは、福島
県内の子どもたちが放射線量の高さ
への不安から、外で遊ぶ機会が激減
している点に着目し、郡山市のショ
ッピングモール内にインドアパーク
を設置し、遊び場の提供を開始した。
また被災地の中高生のために、ベネ
ッセコーポレーションとコラボして
「進研ゼミ」教材の無償提供を受け、
学校の空き教室などを借りて無償学
習室に開放、学習のサポートを行っ
ている。一方、長年病児保育を行っ
てきた経験を生かし、東京都に避難
し孤立している母子のため、市区町
村と連携して一時保育の支援も行っ

ている。
このように、ハタチ基金では、そ
れぞれの団体が得意分野を生かして、
被災した子どもたちのニーズに即し
た支援に継続して取り組んでいる。

◎国際専門家会議 
—放射線と健康リスク
財団は、東京電力福島第一原子力
発電所事故から半年が過ぎた2011
年9月11日と12日、福島県立医科
大学にて国際専門家会議「放射線と
健康リスク——世界の英知を結集し
て福島を考える」を開催した。この
会議は、国際専門家会議としては異
例ともいえる、マスコミにオープンな
形で開催するとともに、またUstream
による中継も行うなど、国民の誰も
が視聴できる態勢で行った。
原発事故をめぐっては、さまざま
な方面から放射線量の情報や放射線
被ばくによる人体への影響、安全防
護に関する情報が国民に伝えられた
が、それらの情報は錯綜し、大きな
社会的混乱を招いていた。特に放射
線の健康への影響に関しては、信頼
できる科学的知見・証明が不十分の
まま情報が発信され、国民の不安を
いたずらにあおる結果となっていた。
このような状況を踏まえ、放射線
と健康リスクに関して科学的根拠に
基づいた正確な情報を発信していく
ことが大切であると考え、この国際会
議が企画された。放射線災害医療の学
際的研究を重ねてきた世界の英知を
結集することで、事故による放射線の
健康に対する影響を検証し、その対応
策を議論、発信していく場が重要だと
捉えたことによるものである。
会議はテーマごとに六つのセッシ
ョンに分けられた。最初のセッショ
ン『福島の現状』では、事故発生から

今日までの福島の姿が報告された。
放射線医学総合研究所放射線防護研
究センターの酒井一夫センター長は
「（事故発生当初の報道は）放射能に
よるダメージの話題ばかりが先行」
しており、不安に駆られる住民の間
では科学的根拠のないうわさ話が広
まったことを指摘し、「放射線影響研
究および放射線防護の専門家は一般
の人々に対して内部被ばくの概念を
きちんと伝えるべきだ」と訴えた。
続く『放射線生物学と放射線防護
学／安全：基礎と疫学と分子疫学』と
題したセッションでは、京都大学の
丹
に

羽
わ

太
おお

貫
つら

名誉教授が「医師は福島の
人々の不安を和らげるために人的リ
スクと、統計学的なリスクの双方を
見た上で、患者の助けになるようア
ドバイスをしていくべき」との意見
を述べた。
また、身体的リスクのみならず精
神的リスクについても議論が交わさ
れた。ニューヨーク州立大学ストー
ニブルック校のエヴェリン・ブロメ
ット教授によれば、ロシアのチェル

放射能を気にせずに遊べるスペースを提供
［福島県郡山市］

「CFCクーポン」の贈呈式
［宮城県仙台市、2011年11月］
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01
◎日本のNPOが抱える問題
1998年、「特定非営利活動促進法」

（NPO法）が制定され、いよいよ市
民が中心となった社会貢献活動が進
められる環境が整った。この核とな
る特定非営利活動法人（通称：NPO）
は、本来その活動を支援する会員か
らの会費や、個人・団体・企業からの
寄付金などを中心に、自主的に運営
することを原則としているが、NPO
の活動内容が個人的な活動の域を出
ないこと、会員や寄付を集めるノウ
ハウが十分でないなどの理由から、
すぐに多くのNPOが資金難の状態
に陥った。その結果、NPOの多くが
旧来のボランティア団体と大差ない
活動にとどまり、あるいは、行政か
らの事業受託への依存度が高まり行
政の下請け化が進むなど、NPO本来
の民間主導・自主運営という特徴が
失われていった。

◎日本に寄付文化を
日本財団は、NPOが健全で継続
的な活動を可能とするためには、財
源の確保が重要であり、市民による
「寄付文化」の醸成が不可欠であると
考え、「素晴らしい日本を次世代に残
す」をミッションに掲げ、2005年
度に寄付金による社会貢献プロジェ

クト「夢の貯金箱」を立ち上げた。
寄付文化を醸成する一歩として、
寄付者に「寄付による成功体験」を積
んでもらうことを目指した。「寄付し
て良かった」「寄付した甲斐があっ
た」、そう感じ、寄付を継続してもら
わなければ、寄付文化が根付いてい
かない。寄付金を無駄なく大切に活
用し、事業の成果を目に見える形で
報告し、さらには活動への参加の機
会を提供し、会計報告を1円まで明
確にすることを基本原則としてスタ
ートした。
寄付金の有効活用のために、長年
のNPO活動支援で培ったネットワ
ークが活かされた。複雑な社会の課
題に対し、一つのNPOで改善でき
ることは限られる。私たちは「財団」
であることを活かし、実績のある複
数のNPOと連携し、それぞれの特
長を発揮させながら、最大の成果を
あげることを目指している。寄付の

第3章｜新しい社会に向けて
第2節 ◎ 寄付文化醸成と新しい社会づくり

「夢の貯金箱」では、家庭的な環境の中で看取りを行う
ホームホスピス事業を推進

飲料1本購入するごとに10円を寄付できる寄付型「夢
の自動販売機」も開発
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など、より将来を見据えた支援活動
を展開することとしている。

サッポログループも同様に、事業
活動に根差した支援を基本として、

「物産品の消費促進」「情報発信」「次
世代育成」を重点テーマに掲げた支
援活動を行っている。そのうち次世
代育成支援として、8月4日「ビヤ
ホールの日」に全国のサッポロライ
オンチェーンで開催されたイベント
および9月に恵比寿ガーデンプレイ
スで開催された「恵比寿麦酒祭」など
における樽生ビールなどの売り上げ
から、約2,600万円を「ハタチ基金」
に寄付した。この寄付金は、コラボ・
スクール「女川向学館」および「大槌
臨学舎」の開校・運営に充てられた。

［第3章第1節第4項「ハタチ基金」
参照］

被災地では、子ども向けの支援を
考える企業が多く、文房具などは行
き届いているものの、塾の運営費や講
師人件費などの支援が不足している
という現実があり、同社の支援はそう
したニーズに応えるものであった。

味の素冷凍食品株式会社では、ギ
ョーザ類1袋につき1円を支援金と
して、被災地の農業の復興に携わる
団体に寄付することとなり、そのう
ち700万円が財団に寄付され、農家
のマネジメント支援を進める「NPO
法人農家のこせがれネットワーク」
を通じて、被災した農家の復旧や経
営的な自立を目指した商品の価値を
高めるブランディング、販路の拡大

などを支援する「3R-Step Project」
として活動を開始した。東北地方の
農業は、震災以前から高齢化や後継
者不足などの問題を抱えており、今
回の支援は、震災からの復旧だけで
なく、東北地方の農業の将来を支え
る人材を育成することも目的として
いる。
「3R」の第一段階の「Recovery」

（回復）のプログラムでは、宮城県亘
理町の観光いちご園に対して支援が
行われた。津波によって自宅もビニ
ールハウスも全壊し、塩害により海
岸沿いの畑でもいちご栽培を続ける
ことが困難となった。その後、別の
土地が見つかり、手作業でハウス設
備を建設し、震災前の3分の1ほど
の規模で、2012年1月21日に観光
いちご園を再開した。今後は「Repro-
duce」（再生）、「Restart」（再開）と支
援の段階を進めていく方針である。

また先にも掲げたダイムラー社は、

「今、東北に必要なものは目の前のニ
ーズに対応するような資金だけでは
ない。被災地の復興と創造にチャレ
ンジする地元に根を下ろしたリーダ
ーシップこそが必要とされている」と
の考えから、長期的な視点に立った
被災地の人材育成と雇用の促進に対
する資金的援助を開始することにし
た。そこで、東北で唯一となるMBA
ビジネススクール「グロービス経営
大学院仙台校」を事業パートナーと
し、財団とともに「ダイムラー・日本
財団イノベーティブリーダー基金」
を立ち上げた。ダイムラー社からの
資金は、3年間に合計110人の特別
奨学金として、また特別講座の設置
と、1事業につき500万円を上限と
する卒業後の新規事業立ち上げのス
タート資金として活用されることと
なった。

「3R-Step Project」で支援を行った「観光
いちご園」

「復興支援 キリン絆プロジェクト」で岩手県のワカ
メ養殖の復興を支援
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◎東日本大震災が 
日本人の寄付文化を変えた
2011年3月11日、東日本大震災
が発生した。未曾有の規模の災害に
多くのボランティアが東北に集まる
とともに、全国で募金活動が始まっ
た。当初、ほとんどの募金は被災者
に平等に配布される「義援金」に集ま
ったが、公平さを重んじる義援金が
被災者の手元に届くまでには相当な
時間がかかる。そこで一刻も早く被
災者を支援したいという多くの思い
が「支援金」に向かい始めた。支援金
は、被災者支援を行うNPOの支援
活動費として使われるもので、NPO
が被災者の目線に立ち、迅速に効果
的に行動するために非常に有効であ
る。しかしながらNPOの活動は一
様ではなく、その実力もさまざまで、
どのNPOに寄付すればよいのか分

からないという問題が出てきた。
財団はこれまでに数多くの災害支
援の実績とNPOによる事業を審査
した実績を有していることから、こ
れに注目した多くの個人・団体が、
国内外から寄付金を届けてくれた。
企業もその後を追跡し、より具体的
な支援活動を要望し、財団への寄付
と事業連携が進展した。

◦�エールFOR日本
—オリンピック選手強化費募金
寄付とは見返りを求めない善意に
よるものであるが、やはり楽しい方
が継続できる。寄付文化で先行する
欧米でも、寄付にお楽しみの要素を
盛り込んだ工夫が多い。財団では
2012年3月より公益財団法人日本オ
リンピック委員会と共催でスタート
した寄付プロジェクト「エールFOR

日本」で、「ラッフル抽選」付きの寄付
集めを開始した。ラッフル抽選とは、
寄付額に応じて渡すラッフル券（抽選
券）で、「エールFOR日本」プロジェク
トに賛同した企業などから提供され
た景品が当たるという仕組みである。
このプロジェクトでは、東日本大
震災で被災した沿岸部のスポーツの
支援も進めた。賛同した企業からは
商品が、日本オリンピック委員会お
よびスポーツ競技団体からは、オリ
ンピック日本代表選手のサイン入り
グッズなどが多数提供された。これ
により被災地のスポーツを応援した
いと思う寄付者と、そうした志に賛
同した企業・団体、さらに支援を受
ける被災者の三者がともにメリット
を享受するWIN-WIN-WINの寄付プ
ロジェクトとなった。寄付によるお
楽しみという点は、日本ではまだ遅
れている分野で、今後さらに活性化
していきたいと考えている。

◎寄付文化醸成の時来る
これまで、「毎年のことだから」と
か、「お付き合いで」といった理由が
多くを占めていた日本の寄付。今、
この流れが変わろうとしている。国
や自治体に財政的余力がなくなり、
自分たちの生活は自分たちで改善し
ていかなくてはならない時代となり
つつある。また子どもたちへどんな
将来を残せるのか、ということを真
剣に考える人が増えている。
今こそ財団が寄付文化醸成の旗を
振り、「寄付して良かった」「社会課題
を解決していくのは自分たちだ」とい
う意識を広めていく必要がある。

被災地への応援メッセージも集めて届けた「エールFOR日本」

図：寄付文化醸成プロジェクトの変遷

プロジェクト名 ミッション 開始年

夢の貯金箱 素晴らしい日本を次世代に 2005年4月〜

歯の妖精Tooth Fairy
プロジェクト 素晴らしい日本を次世代に 2009年6月〜

Let’s Tree基金 環境保全
日韓友好 2010年1月〜

ROADプロジェクト 被災地支援 2011年3月〜

エールFOR日本 ロンドンに力を
被災地に笑顔を 2012年3月〜

整形外科寄付金・
助成金プログラム 整形外科分野の発展 2008年11月〜
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方法もさまざまな形を用意した。一
般の寄付に加え、寄付付き自動販売
機による寄付、香典返しによる寄付、
贖
しょく

罪
ざい

寄付、遺贈による寄付、募金箱
設置など、寄付者のニーズに合った
形で、寄付に参加できる仕組みを提
供した。

◦寄付が広がりをみせ始めた
「夢の貯金箱」への寄付の実績が

徐々に増加していくとともに、新た
な寄付プロジェクトが動き始めた。
2008年度には外資系の企業から大
口寄付を受け入れ、整形外科分野へ
の支援プロジェクトを開始した。通
常の公的な制度による補助金では支
援が行き届かない、若手の医師や研
究者に対する研究と実践活動への支
援であった。

2009年度には、NHKで放映され
ている韓国ドラマ「イ・サン」の主演
俳優、イ・ソジン氏から、日韓友好
と青少年の育成のために寄付したい
という提案を受け、「Let’s Tree基金」
を立ち上げた。芸能人やスポーツ選
手によるチャリティー基金が国内で
はまだ活性化していない状況の中
で、海外の俳優が日本で社会貢献の
基金を立ち上げたことは大きな話題
となった。現在はプロジェクトに賛
同したイ・ソジン氏のファンの方々
からの寄付も募りながら、同氏とと
もにこの基金の活用を進めている。

◦��治療で不要になった歯科の�
撤去金属が子どもたちを救う！
同じく2009年度には、社団法人

日本歯科医師会の全面的な協賛によ

り「歯の妖精Tooth Fairy」プロジェ
クトがスタートした。このプロジェ
クトは、歯科治療で不要になった撤
去金属を患者の了解を得た上で寄付
していただき、集められた金属に含
まれる、金・銀・プラチナ・パラジウ
ムなどの貴金属を溶解して取り出
し、それを換金することにより資金
を生み出すというユニークな取り組
みである。レアメタルの再利用と金
価格の高騰という背景もあり、メデ
ィアに大きく取り上げられた。

欧米では、子どもが抜けた乳歯を
枕元に置いておくと、Tooth Fairy

（歯の妖精）が夜中にこっそり取りに
来て、お礼にコインやおもちゃと取
り代えてくれるという言い伝えがあ
り、これにちなんでプロジェクト名
が決まった。このプロジェクトでは、
支援を必要としている国内外の子ど
もたちを支援することをミッション

としており、海外では、貧困に苦し
むミャンマーの山岳地帯で、すでに
10校の学校を建設した。一方、日
本国内では、長期間厳しい抗がん剤
治療と闘う小児がんの子どもが、親
や兄弟とともに生活しながら治療に
取り組める施設の建設と、現在の医
療では完治できない難病や重い障害
のある子どもとその家族が、ひと時
の休息を取り、ささやかな夢をかな
えることのできる小児ホスピスの設
立を進めている。国内の両事業は、
どちらも現在の医療保険制度の枠外
にあり、公的な支援を受けることが
できない。しかし、難病と闘ってい
る子どもと家族が、本当に「欲しい」
と望んでいる支援である。法律や制
度の狭間にある問題は数多くあり、
その狭間で苦しんでいる方々に対す
る多くの人たちからの善意の寄付金
による支援は、「一人じゃない」とい
う気持ちも同時に伝えることがで
き、その成果は金額を超えたものと
いえるだろう。

「Let’s Tree基金」を立ち上げたイ・ソジン氏（右から2人目）、笹川会長と子どもたち［神奈川県大磯町・海の見える森、
2011年5月］

故人の想い出の品を生かしてほしいと「歯の妖精Tooth 
Fairy」プロジェクトに寄せられた遺品
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くく、寄付者をはじめとする応援者
が生まれにくかった。

こうした状況の中、公益団体の情
報公開を社会的責任と捉え、同時に、
公益団体や応援者のつながり（結び
付き）の強化が必要だと考え、将来
性の高いウェブを活用した公益コミ
ュニティーサイト（CANPAN）の構
築を行った。その基本理念は、公益
団体が活動内容を情報発信し、多く
の人とつながり、活動に共感した人
が寄付やボランティアなどの形でこ
れを応援する「活動応援サイクル」の
拡大である。

CANPANには公益活動を行う方
の手助けを第一に考えた以下の特徴
的な機能（ツール）がある。

① 団体が自ら登録し、組織の情報
公開を行う「団体情報データベ
ース」

② 日々の活動を情報発信するため
の「ブログ」

③ 活動の実績を保存できる「事業成
果物」

④ オンラインでの寄付を可能にし
た「クレジット決済サービス」

⑤ Yahoo! ボランティアと提携し、
公益イベント情報を発信できる

「トピックス」
⑥ 多くの助成制度が検索できる「助

成制度データベース」
いずれも無料で、誰でも利用可能

である。多数の公益団体の理解、全
国15の中間支援組織の協力を得て、
登録された団体情報データベースは
1万4,000団体以上（2012年8月時
点）に上り、毎月約1,000万ページ
閲覧数を誇る日本最大の公益コミュ
ニティーサイトとなっている。

CANPANを開設して以来、多くの

公益団体が情報発信を行うようにな
り、その結果、社会からのNPOなど
への信頼も以前と比べて大きく高ま
った。財団自身もCANPANを利用し
た情報発信、交流を積極的に行って
おり、クレジット決済サービスによ
る寄付受入金額は、導入後1年半で
累計1億7,000万円に上った。

◎「活動応援サイクル」拡大を 
目指して
公益団体の情報発信促進という

CANPANの理念の一つは達成され、
現在では、公益団体がインターネッ
トで情報発信をすることは一般的と
なっている。しかし一方で、NPO
同士の事業協力や、寄付集め、企業
CSR事業との連携に関しては、ま
だまだ拡大の余地がある。オンライ
ン上の情報発信、交流、ネットワー
クづくりに加え、NPOなどが他者
と強固に結び付き、資金支援や協力
を得て社会課題解決を行う手助けを
するには、ウェブサイトの枠を超え
た活動が重要となる。

そこで財団は、CANPANでの交流
をきっかけとして、実際に関係者が
対面で交流する場の提供まで視野に
入れ、NPOフォーラムや交流イベン
トなど、公益団体と応援者が結び付
くための場を提供するなど、具体的
な取り組みを開始している。公益団
体の資金が限られる中、日本の公益
活動にはより多くの応援者が不可欠
である。今後も、CANPANは、前
述の「活動応援サイクル」の拡大を目
指し、さまざまな社会課題の解決の
ため、サービスの充実を図り、提供
していく。

活動する人
（NPO、個人など）

応援する人
（助成機関、企業、個人など）

活動情報
団体情報

活動応援
サイクル

寄付、活動参加
などの応援

オンライン決済システムの提供

NPO情報の発信

NPO団体情報
データベースの構築

図3：CANPANが拡大を目指す「活動応援サイクル」

公益団体と応援者の交流の場としてセミナーも開催
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◎日本をもっと元気にするために
日本財団は、公益活動のネットワ
ークを広げ、社会課題を解決するた
めの情報インフラとして、2005年よ
り公益コミュニティーサイト「CANP
AN」（http：//canpan.info/）の運営
を開始した。「CANPAN」は、“Can（で
きる）”と“Panacea（万能薬）”を組み
合わせた造語であり、CANPANが
さまざまな効能を発揮し、日本をも
っと元気にしたいとの思いが込めら

れている。CANPANは時代の変化
に合わせて2012年3月、全面リニ
ューアルされ、現在では、利便性、
情報検索力、発信力がより高まった
サイトとなっている。
CANPAN開設以前、NPOなどの
公益団体の情報公開、発信は今より
格段に少なく、互いに情報交流をす
る環境が限られていた。また、資金
面の不足がある一方で、活動情報の
不足により他者の信頼や共感を得に
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約 1,200 万ページ閲覧／月
　　　　※2012 年 7月現在
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2012年3月に
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図1： 公益コミュニティーサイト 
CANPANの今昔

図2： CANPANアクセス数推移〈ページ閲覧数（PV）〉2005年4月〜 2012年7月
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環境、貧困、少子高齢化など再び
国民全体が多くの課題に直面し、国
自体が弱体化しつつある。先の震災
対応一つを見ても国や自治体の機能
にも限界があることが明らかとなっ
た。それ故に、対比される形で企業
が行った迅速な対応が国民から喝采
を浴びたのである。今、まさに日本
企業は、再度、社会課題をビジネス
で解決するという原点に立ち返るこ
とを期待されており、それは今後の
成長の可能性とともに組織の持続性
を高めることにもつながっていくも
のだ。
同時に日本のみならず世界が抱え
る多くの課題は複雑であり、それら

の解決は企業のみが単独で挑めるほ
ど易しいものではなくなっているの
も事実である。それはグローバル化
による必然であり、今後その傾向は
強まっていく。
そのため企業は、多様なステーク
ホルダーとの関係性の中で課題解決
をビジネス化していく必要がある。
しかし、多くの企業にとってその関
係づくりそのものが課題となってい
る。そこで、社会的に見るとそれら
のステークホルダー同士の間に入り、
コーディネートするファンクション
が必要とされている。
財団がこれから取り組みを強化
し、課題解決のための次なる手を打

とうとしているのはまさにこのコー
ディネート領域であり、「企業のCSR
支援事業」がメインとして想定してい
る分野でもある。それは、財団がこ
れから社会に求められる役割ともい
える。今、まだその緒に就いたばか
りであり、暗中模索はこれからもし
ばらく続くであろう。しかし、この
ニーズは今後確実に増加していくの
は間違いない。
財団はダイムラー社やキリンビー
ル、サッポロホールディングスをは
じめ、多くの企業からの寄付により
事業を展開している。この責任は大
きく、また重いものであるが、これ
ら企業から預かった寄付を最大限有
効に使うために、それぞれの企業と
の「課題の共有」と「成果指標の設定」
に重点を置いている。寄付は受け取
った時がスタートラインであり、そ
の寄付に見合うだけの成果をあげて、
初めて責任を果たすことができる。
財団にとってもさまざまな企業と
の協働は日々新しい経験を積むこと
でもある。それらの多くは、社会そ
のものが経験したことのない課題解
決に向けた新しい試みである場合が
多いからだ。しかし、課題解決の新
しい担い手である多くの企業ととも
に、この50年間に培ったノウハウ
を生かして、一つでも多くの社会課
題を解決できるよう尽力していくの
が、財団のこれからの大きな役割と
責任である。

＊１　ISO26000：社会の持続可能な発展を実
現するために、あらゆる組織における社
会的責任の基準を定めた国際標準化機
構ISOによる国際規格

寄付付き商品を通じてナチュラルローソンが妊婦の出産を支援

ダイムラー社から東日本大震災の被災地支援として寄贈された災害対応車両
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◎CSR元年を迎えて
2003年は日本の「CSR元年」とい

われている。この年以来、多くの企
業がCSRに取り組むという宣言を
社会に対して行うとともにCSRの
情報開示を開始した。

そのような中、日本財団は、2006
年より「CANPAN CSRプラス」（http：
//csr.canpan.info/ ）を開設した。こ
のサイトの目的は、企業がそれぞれ
に取り組んでいるCSR情報を一覧
化することにより、その活動を多く
の方々が正しく理解できるよう可視
化することにあった。

日本では「CSR＝社会貢献」と狭
義に誤解されたまま広がったことも
あり、当時CSRが持つ本質的な意
味を理解している企業も多くはなか
った。そのため一口にCSRといっ
てもその取り組みは玉石混交であ
り、社会的にもそれらの質に対する
理解は低かった。結果として、本来
であれば組織戦略として有効に機能
するはずのCSRの取り組みは、企業
にとってコストセンターという色合
いが強くなった。「CANPAN CSRプ
ラス」は、まずこの状況を改善する
ことを目標としてスタートした。

そして2008年のリーマンショッ
クを機に、CSRの取り組みを真摯に
行っている企業への投資は長期的に
見るとリスクが少ないとする投資家
の動きが起こり、「CANPAN CSRプ

ラス」のデータは世界最大の投資情
報会社であるブルームバーグへも提
供されることとなった。

◎東日本大震災を契機に変わる、 
企業のCSR活動
2010年11月には、約5年という

歳月を経てISO26000＊1が発行され、
世界的にも企業のCSRの取り組み
は一つの大きな節目を迎えた。くし
くもISO26000の発行からわずか
数か月後、日本は東日本大震災に見
舞われる。この時の企業の被災地支
援は社会的に大きく注目された。過
去の災害時にも企業は支援を行って
きたが、今回、ここまで注目された
背景には、世の中の関心が、企業が
社会課題の解決のために果たすべき
役割にシフトしているということと
無関係ではない。

日本では、社会課題は多くの国民
に共有されているものであったた
め、すなわちニーズであり、ビジネ
スチャンスでもあった。結果として
企業が社会課題をビジネスによって
克服することで、世界でもまれにみ
る物質的に豊かで便利な国が実現し
た。一方、ビジネスが成り立ちにく
い分野、つまり少数派である社会的
弱者の救済という課題に対しては、
税金によって広く救済されるという
状態が出来上がっていたのである。
いつしか日本の社会課題とは社会的
弱者の課題を指すものとなり、それ
らは行政の仕事という位置付けとな
っていった。

富士通はパソコンの提供や、クラウドコンピューティ
ングによる避難所の調査に協力
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◎海外協力援助事業の始まり

戦前から世界の中の日本を意識した笹川良一は、日
本船舶振興会会長に就任後も、助成事業を海外に拡大
したいという願望を持っていた。そこで日本船舶振興
会を事務局にした、外務省会計課長と運輸省官房政策
課長を筆頭とする協議会を設け、海外協力援助事業に
ついて議論を進めた。モーターボート競走法の第一条
（趣旨）に「その他公益の増進を目的とする事業の振興
に資する」の文言があり、これが海外に助成金を支出
する根拠。アメリカ西海岸、ブラジル、ペルー、アル
ゼンチン、チリ、メキシコなどの日系人社会への協力
援助が海外事業のスタートとなった。
日本経済はその後も発展、国連分担金も増え、
ODA（政府開発援助）も毎年10％増加、一方で貿易摩
擦も急増した。特に造船業は戦艦「大和」の建造を見る
までもなく日本の技術力は素晴らしく、1970年代に
は全世界の建造船舶量の6〜 7割を占める造船王国に
なっていた。結果、欧米の造船業は著しく疲弊し、
OECD（経済協力開発機構）の造船部会は「日本政府は
民間造船企業に助成金を支出している」と日本船舶振
興会の援助を批判するようになった。日本政府は「日
本船舶振興会は政府機関ではない。援助も税金ではな
い」と弁明したが、援助が公の性格が強い交付金で行
われているのは間違いなく、先進国にも助成金を出し
て、批判に応えることになった。
特に米国とは、日本の自動車産業や造船業の発展で
貿易摩擦が増えていた。米国人の日本理解を促進する
には、じかに日本の姿を見てもらうのが一番。そんな
発想で日米交流の受け皿として基金100億円の財団
法人を米国に創設することになり、1981年、「海外協
力援助業務規程」を制定。1号、2号交付金事業と同様、
「海外協力援助専門委員会」を設立し、正式に海外協力
援助事業に取り組むことになった。
当時、日本船舶振興会の助成事業の申請には文部省
や厚生省・運輸省・自治省・外務省など監督官庁の「副申
書」と呼ばれる推薦状が必要だったが、最終的な決定
は笹川良一がすべて目を通して行っていた。当の笹川
良一はモーターボート競走会連合会の会長であり、日
本船舶振興会の会長でもあった。モーターボート競走
の胴元は自治省・地方自治体の首長だが、事業運営は
競走会連合会が行っている。絶対的な笹川良一の存在
に対し「右のポケットから左のポケットに自分の金を

移しているにすぎない」といった批判もあった。国会
でも「交付金は額も大きく、不特定多数の人々に等し
く配分しなければいけない」といった議論が行われる
ようになった。
しかし、全国からの助成申請を受け付けて事業を実
施するのは言うほど易しくない。ともすれば限られた
「おなじみさん」への助成金交付ということになりかね
ない。そこで講じられた方策の一つが、公益財団法人
ブルーシー・アンド・グリーンランド（B＆G）財団の取
り組み。西ドイツのゴールデン・プランを下敷きに創
設されたB＆G財団は、地方自治体からの申請を受け、
プールや体育館を備えた「海洋センター」を設立し、3
年後に無償譲渡した。今では全国で500か所近くに
上り、青少年の育成に寄与している。日本船舶振興会
も同様に、特別養護老人ホームの建設や医療機関への
機材の提供、国際交流のために国際交流財団の創設な
ど多角的な取り組みを進めた。
日本船舶振興会への交付金は、ボートレース事業の
売り上げが2兆2,000億円とピークに達した1991年
前後、年間600 〜 700億円に上った。しかし、職員
定数に監督官庁の制限が掛かっている関係で人件費を
含めた管理費が増えることはなく、わずか90人足ら
ずの職員で業務を行っていた。
一方で笹川良一はあらゆる方面に力を持ち、官僚が
束になってもかなわないような人物であった。皆が顔
色をうかがい、会長の機嫌さえ見ていれば間違いない、
あるいは交渉で相手が納得しないと「笹川会長がこう
言っている」と押し通すような風潮が強まった。とも
すれば「ものを考える」習慣が希薄となり、業者や助成
先団体、広報セクションでは広告代理店との癒着も生

初代会長の笹川良一
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競艇（現・ボートレース）が果たして事業として成り立つのか ―― 誰もがそんな
不安を持った草創期を思うと、内外で幅広い支援事業を展開する日本財団の今の
姿は隔世の感がある。初代笹川良一、2代目曽野綾子、そして現在の笹川陽平の
3代の会長に仕えた立場から、あらためてこの半世紀を振り返ってみた。

手記「私が見た50年」
　　　 ―3代の会長に仕えて

尾形武寿理事長　総括

◎モーターボート競走事業と日本船舶振興会の始まり

1951年、モーターボート競走法が制定され、第1
回ボートレースが翌年4月、競艇発祥の地、大村競走
場（長崎県大村市）で開催された。刑法の「賭博」に当た
る競艇を公営競技として認め、その収益金により第二
次世界大戦で打撃を受けた造船業をはじめ船舶関連工
業の振興を図り、実施主体である地方自治体の財源を
確保することが狙いだった。
競艇が事業として本当に成立するのか、誰にも分か
らず、モーターボート競走法も当初は時限立法として
成立した。しかも参議院で否決され、衆議院に差し戻
された後、3分の2の賛成を得てようやく成立した。“競
艇生みの親”と呼ばれる笹川良一はモーターボート競

走法の制定だけでなく、自身の出身地である大阪府箕
面市や長崎県大村市をはじめ各地の有力者に働き掛
け、競艇場の開設、事業の運営・実施に奔走した。
当初、交付金による振興事業は造船業への資金融資
と船舶関連工業の事業開発に限られた。しかし日本経
済の復興、経済力上昇につれ競艇の売り上げは右肩上
がりで上昇し、交付金も飛躍的に増えた。交付金で実
施される事業内容の見直しを求める機運が広がり、
1962年、モーターボート競走法を改正。それまで日
本船舶工業振興会が行っていた船舶等振興事業を行う
機関として「日本船舶振興会」が設立された。
日本船舶振興会は民法34条で規定する財団法人で
あると同時に、扱いは特殊法人とされた。特殊法人で
あるが故に法律に縛られ、動きにも鈍さが目立った。官
の力も強大で、設立当初は職員の約5割は官庁出身者
あるいは関係者だった。民間人の笹川良一が会長に就
任したが、理事長は運輸省船舶局長経験者。理事の大
半と二人の常勤役員も運輸省と自治省の天下りだった。
事業は、造船関連業界の維持・発展に充てる1号交
付金と、その他の公益の増進を目的とする2号交付金
に分かれ、常勤役員のうち運輸省出身者が1号交付金、
自治省出身者が2号交付金を担当するのが不文律とな
っていた。助成金は官報・新聞などで公募、日本船舶
振興会に申請書が提出され査定を行う形が採られてい
たが、現実には造船関連であれば運輸省の外郭団体が
主体、その他公益に関わる事業も文部省・厚生省・労働
省・自治省といった官庁が地方自治体と話し合い、ど
こに助成を行うか実質的に決めていた。

尾形武寿

日本財団
理事長
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公金であり、使途や結果を社会に公開する義務がある」
と答えた。その後、他の公営競技も日本船舶振興会と
同様、情報公開法の対象になった。率先して情報公開
に踏み切った日本船舶振興会の姿勢が、社会にも評価
されたと感じている。

◎会長交代――曽野綾子体制へ

1995年、船舶振興会の設立以来30年間にわたり
会長を続けてきた初代会長、笹川良一が逝去した。次
の会長は誰か、再びマスコミが騒ぎ始めた。長く理事
長職にあった笹川陽平が最も適任ではあるが、「それで
は世襲だ」「競艇は笹川一族の家業ではない」といった
批判があった。競艇事業は笹川良一があったからこそ
今日の隆盛があり、笹川陽平も卓越した指導力で組織・
業務改革に取り組んできた。誰もが会長に適任と考え
たが、世間は必ずしも、そうは見ていなかった。マス
コミも世襲反対のキャンペーンを展開し、笹川陽平自
身も「自分がやりたい」、あるいは「やる」などと発言し
たことはなかった。この3年ほど前、私と笹川陽平が
笹川良一に同道して北欧に出張した際も、真夜中にな
っても明るい白夜の中、笹川陽平と酒をくみ交わすう
ち「そろそろ後継者を考えなければいけないな」と言う
ので、「陽平さんがおやりになるんでしょう」と問うと、
それには返事をせず、「曽野綾子さんのような人が会長
になってくれればいいな。しかしあの人はうちのよう
なところの会長は引き受けてくれないだろうな」と漏
らした。曽野綾子は当時、日本船舶振興会の理事を務
め、笹川陽平とも親交があった。
私自身は笹川陽平に会長職に就任してほしいと思っ
ていた。ルールからいえば、理事会が会長を互選し、
運輸大臣に認可申請すれば済む話である。笹川陽平に
は卓越した指導力、能力もある。しかしマスコミの反
世襲キャンペーンもあり、運輸省には認可をためらう
雰囲気もあった。そこで初の会長交代ということもあ
り、評議員会の議長であった日下公人を委員長に、新
会長選任のための小委員会を設置した。評議員会から
山本長、岡崎久彦、理事会から岩村精一洋と曽野綾子
の参加を求め、議論はすべて記者会見で公開すること
にした。隠し事のない、開かれた組織であることをア
ピールすることで、笹川陽平会長を受け入れられる環
境をつくろうとしたのである。
ところが曽野綾子が第1回の委員会を欠席してしま

った。内容を説明に行くと、曽野綾子も「誰か陽平さ
んを守ってくれる人はいないかしら」「こういうときは
女性がいいのではないか」などと成り行きを心配して
いた。頭の中に北欧での笹川陽平の独白がこびりつい
ていたこともあり、「曽野綾子こそ最も適任」と小委員
会に伝えると、笹川陽平や常勤役員はじめ皆が賛成し
た。そこで日下公人から曽野綾子に「小委員会で会長
候補に推薦したいが引き受けてもらえないか」と聞い
てもらい、さらに笹川陽平が曽野綾子宅を訪ね、曽野
綾子・三浦朱門夫婦に面会、会長就任を要請したとこ
ろ快諾が得られ、私も、笹川陽平も「一件落着」と胸を
なで下ろした。
1995年は、1月17日に阪神・淡路大震災が発生した。
7月18日に笹川良一が逝去し、5か月後の12月11
日に曽野綾子が2代目会長に就任した。理事としての
任期が翌年6月末まであり、1996年7月1日に会長
として3年間の任期がスタートした。ところが1998
年12月、曽野綾子は私を呼び「今期限りで会長職を辞
めます」と通告した。思わず「あまりにも無責任過ぎま
せんか。ここで会長に辞められたら“船舶振興会はや
はり変な組織だ。曽野綾子でも会長は務まらなかった”
と言われます」と反論、さらに「曽野綾子会長の方針が
ようやく職員に浸透し、職員も一致団結して職務に当
たろうとしています。職員を見捨てるつもりですか。
せめて第2期までとか、今世紀中とか、言い方がある
じゃないですか」と説得した。
結局、曽野綾子は辞任を断念したが、2期目の終わ
りにも再び「もういいでしょう。今期で辞職します」と
言ってきた。「そういうものではありません。役所には
曽野綾子さんが続投するということで、内々に手続き
をしています。まして後継者も決めずに突然辞めるな
んて、無責任の極みです」と言い、会長職就任をお願
いしたときと同様、曽野綾子宅へ赴き説得した。一緒
に話を聞いてくれた三浦朱門氏は文化庁の元長官。「役
所は手続きをいったん開始すると止めにくいものだ。
ましてや後継者を決めずに辞めるというのは無責任
だ」と口添えしてくれ、曽野綾子は9年半の長きにわ
たって会長を務めることになった。
根底に流れる哲学は同じだったが、曽野綾子は笹川
良一とは違った表現方法で、日本財団という組織をリ

「世界一家（揮毫 笹川良一）」
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まれた。助成先が助成金欲しさに媚を売り、担当者は
ろくに物事を考えず増長していく――。そうしたあし
き風潮が事務局に充満することになった。

◎組織改革

当時理事長であった笹川陽平は、組織の将来を憂い、
組織改革・意識改革に乗り出そうとした。ところが既
得権益を奪われると恐れる人々が改革路線に反対し、
マスコミへのリークなど妨害工作を始めた。そして
1994年、当時の事務局長が収賄容疑で逮捕され、日
本船舶振興会に家宅捜索が入る事件が発生した。
私自身は、1980年11月、日本船舶振興会に採用
され、1986年に笹川平和財団に出向、1993年、日
本船舶振興会の総務部長として戻った。事件発生はそ
の翌年。当時の組織規程には「事務局長は理事長の命
を受け」とあり、事務局長は理事長の直属だった。そ
の事務局長が収賄容疑で逮捕されたのだから、直属の
上司であった理事長の笹川陽平にも責任が及ぶことに
なる。ところが笹川陽平は、辞任よりも再発防止のた
めの組織改革の断行が責任の取り方であると表明。こ
れを受け、運輸大臣から日本船舶振興会に業務改善命
令が出される事態となった。
これを受け、私はほぼ2か月間、運輸省海上技術安
全局監理課の総括補佐と連日連夜の議論を重ね、組織
業務改善命令に対する改善策の骨子をまとめた。ポイ
ントは理事長が責任を取ったことをどのような形で見
せるか――。通常なら減俸処分も一つの方法だが、笹
川陽平は東京都モーターボート競走会の会長も務め、
二重取りになるというので日本船舶振興会から給与を
受け取っていなかった。笹川良一会長から文書による
戒告を受けていたが、傍から見れば父親が息子を叱っ
たにすぎず、処分としては不十分という声が強かった。
そこで私は役員選任方法の変更を提案した。会長が
理事を選び、理事会が会長を選ぶそれまでの方法に評
議員会制度を導入、理事を評議員会が、評議員を理事
会が選任し、会長、理事長、常務理事を理事の互選と
する内容で、第三者機関である評議員会が入ることで
透明性が高まり、問題があれば会長、理事長が自らの
地位を守るのも難しくなる。運輸省担当者が「笹川会
長はこれを了承するのか」と懸念する一幕もあったが、
笹川良一、笹川陽平も賛成し、組織改善と再発防止を
進めることができた。

同時にそれまで1人だった常勤監事を2人に増員、
新たに非常勤監事2人を加え4人体制とし、監事会も
年2〜 3回開催、その都度、業務全体を監査してもら
う仕組みに改めた。理事会も常勤役員を3人から5人
に増やし、管理部門、業務第一部、業務第二部（その
他公益の増進）、業務第三部、海外協力援助を5人の
常務理事の担務制とし、常務理事と会長、理事長によ
る執行理事会を組織した。事業の流れは、助成事業の
組み立て後、評議員会に付議。理事会で意思決定した
後、運輸大臣に認可申請し、認可が下りたところで助
成金を支払う。これを受け、助成先が事業を実施、事
業が終わると完了報告書を提出し、監査部が監査して
助成金を確定。その後、監事会が全体を監査する形と
なり、内部けん制が強化されることになった。
改革の背景にあったのは1994年の家宅捜索直後の
マスコミ報道だった。「組織でものを考えていない」「笹
川の個人商店ではないか」「右のポケットから左のポケ
ットに金が移っている」「笹川良一の売名行為」（当時笹
川良一がCMに出演していたことを受けて）「世襲制」
などの批判が噴出し、内部けん制機構の強化と役員選
任方法の変更が急務となった。
1996年には業務改革の第二弾として、インターネ
ット上にオフィシャルホームページを開設した。特殊
法人としては初の試みだったと思う。当初は簡単なも
のだったが、自分たちが何者であるか情報を開示して
透明性を高めるのが狙いだった。日本船舶振興会の紹
介や諸規程、事業実施団体が提出した事業報告書を電
子化し、誰もが閲覧できるようにした。1年間にどの
程度の交付金を受け取り、どのように使い、どのよう
な結果になったのか、自らホームページ上で明らかに
したのである。
当時、日本船舶振興会だけではなくさまざまな団体
に「官僚の意向が強過ぎて不透明」と厳しい視線が向け
られるようになり、独立行政法人などの情報公開法が
制定されることになった。情報公開法検討委員会が設
置され、日本船舶振興会も召喚され「私どもは法律の
定めによって交付金を得ている。税金ではないが、準

震災復興として行われた「鎮守の森
復活」プロジェクトで植樹に取り組
む尾形武寿［宮城県山元町・八重垣
神社、2012年6月］
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ードした。組織の色はトップの言行で決まる。属人的
な要素が強い非営利団体は、ことさら顕著にそれが現
れる。曽野綾子が会長になった途端、日本船舶振興会
に対するマスコミの評価は180度転換した。笹川良
一は、私にとっては神仏と思えるほど人格高潔な人物
だったが、マスコミはグレー、ダークグレーと烙印を
押し、日本船舶振興会を伏魔殿と言ってきた。しかし
会長が曽野綾子に交代すると、実際に行うことは笹川
良一時代と違わないのに、取り上げ方がまったく変わ
った。政界・経済界も含め、あらゆる層の視線が変わった。
別に中身が変わったわけではない。しかし曽野綾子
が「物事を考えなさい」「現場を踏みなさい」と独特の口
調で職員に語り掛けたことで、言われるままに上に従
うそれまでの体質にも変化が見られた。同じことは笹
川良一も常々言ってきた。しかし笹川良一の存在があ
まりにも大きく、職員は畏怖し自由な発想ができずに
いた。マスコミに対しても従来は「取り上げてくださ
い」と依頼する傾向が強かったが、自身がマスコミ人
であり言論人である曽野綾子は自ら積極的にマスコミ
に露出、その姿勢が日本船舶振興会、日本財団のイメ
ージアップにつながった。

◎会長交代――笹川陽平へ

2005年6月30日、曽野綾子が会長を退任し、記者
会見の場で笹川陽平を後継の3代目会長に指名した。
笹川陽平は初代会長・笹川良一、2代目会長・曽野綾子
を理事長として支え、さまざまな事業を企画、組織を
引っ張ってきたが基本的には黒子に徹し続けた。その
人が、今度は自らマスコミに露出するようになった。
「世のため人のため」「世界は一家、人類はみな兄弟
姉妹」「できないことではなく、できることを考えなさ
い。できないことを考えるのは霞が関」と言った笹川
良一や曽野綾子の哲学を踏襲する一方、それ以上に職
員が輝きを増すにはどうすべきか、絶えず考えていた。
それには職員の意識改革も欠かせないし、自ら組織人
として仕事をする覚悟も必要となる。そういう職員を
育成するために始めたのが「語り場」である。週1回、
テーマを定めて7〜 8人の職員をグルーピングし、役
員も参加して議論を戦わせ、職員が物事を考える組織
にする場であり、今も継続して行われている。
日本船舶振興会は曽野綾子が会長に就任した後、通
称名を「日本財団」に変え、2011年、これを正式名に

した。今後、日本財団をどう発展させるか。財団の基
本哲学が「世のため人のため」にあるのは今後も変わら
ない。評価を数字で表すのは難しい。最終的な評価は、
交付金を社会のために使い、それが国民生活の改善に
役立ったかどうかに尽きる。箱モノであれば、作った
時に事業が終わるのではなく、それが始まりなのであ
る。実施した事業の本当の成果は、1年後、あるいは
数年後にならないと分からない。曽野綾子は内外に出
張する際、事前に周辺の事業実施団体を調べておき、
何の前触れもなく「どうなっていますか」と訪ねてみる
のが事業評価の最も良い方法と、しばしば口にした。
その時、自分たちの事業が地域社会に息づいていれば、
事業は成功したということになる。逆であれば、失敗
だったということになる。笹川良一も「目的がどんな
に良くても、結果が良くなければ三文の価値もない」
と発言していた。
事業は、結果がすべてである。申請を受理し査定と
称して予算を削る。どちらかというと国の予算決定に
似ている。財団は主計局であり、原課の職員は主計官
である。他人にお金を差し上げるということは他人か
ら頭を下げられるということでもある。他人が自信を
持って組み立てた事業に難癖を付けるのは易しい。し
かし、これが続くと、その職員は増長する。相手が「お
願いします」と頭を下げているのは財団の助成金であ
って、その担当者ではない。にもかかわらず、担当者
は頭を下げられると自分が偉くなったような錯覚に陥
り、横柄な態度を取り始める。歴代の会長は皆それを
嫌い、助成先に対して顔の見える、慕われる職員にし
たいと、力を尽くしてきた。
近年、日本財団が発信する情報量は笹川陽平ブログ
をはじめ飛躍的に増加し、財団の事業がマスコミに取
り上げられるケースも大幅に増えた。それだけ世間の
視線が厳しくなるということである。「世のため人のた
め」、組織全体が謙虚であらねばならない。

台湾の台風被害に対し、緊急災害義援金3,000万円の目録を羅坤燦（らこんさん）
副代表（右）に贈る尾形武寿［台北駐日経済文化代表処、2009年8月］
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日本財団の主な活動 一般社会の動き

	1957年	 4月	◦	全国競艇施設所有者協議会（施設協）設立
	1957年	 6月	◦	モーターボート競走法の一部改正。第19条交付金制度設置

	1958年	 7月	◦	閣議了解事項として、競走場の新設は認めない方針が政府から出
される

	1959年	 4月	◦	モーターボート競走法の一部改正。従来「モーターボート」と規
定されていたものが「モーターボートその他の船舶」となる

	1959年	 8月	◦	（財）日本船舶工業振興会（振興会）設立、会長に笹川良一就任
	1959年	 9月	◦	愛知県半田市が伊勢湾台風のため競走事業を廃止
	1959年	11月	◦	連合会、海難防止のための海上気象通報を日本短波放送で開始

	1960年	10月	◦	（社）日本モーターボート選手会設立
	1961年	 2月	◦	総理府に公営競技調査会が設置され、公営競技の存続について調

査を開始、7月25日に存続を認める答申書（長沼答申）を総理大
臣に提出

	1961年	 4月	◦	フライングが出走資格の喪失となり、返還金の対象となる

	1962年	 4月	◦	造船の国際競争力を高めるため船舶の経済性への対応などの事業
に助成

	1962年	 4月	◦	児童、青少年の育成事業に助成
	1962年	 4月	◦	（財）東京オリンピック資金財団に援助開始（1964年度まで）
	1962年	 4月	◦	モーターボート競走法の一部改正。交付金制度に関する時限規定

を削除。第19条交付金のうち、1号交付金のほか新たに体育事業
等の振興のための2号交付金制度を追加する。第19条交付金取扱
い団体として（財）日本船舶振興会の設立が規定される（同年10月
1日より施行）

	1962年	 8月	◦	（財）日本船舶振興会の第1回設立委員会開催
	1962年	 9月	◦	モーターボート競走法施行規則一部改正（①振興会の役員、事業

計画、予算および業務に関する認可事項の規定、②振興会の業務
に関する規定、など）

	1957年	10月	◦	初の五千円紙幣（聖徳太子）発行
	1957年	10月	◦	ソ連、人工衛星「スプートニク1号」の打ち上げ

に成功
	1957年	12月	◦	百円硬貨発行

	1958年	 4月	◦	巨人・長嶋茂雄選手、4打席4三振デビュー
	1958年	 5月	◦	テレビ受信契約数100万件突破
	1958年	 8月	◦	日清食品、「チキンラーメン」を発売
	1958年	10月	◦	東京タワー竣工（高さ333m）
	1958年	11月	◦	宮内庁、皇太子明仁親王と正田美智子嬢の婚約を

発表。ミッチー・ブーム起こる

	1959年	 9月	◦	伊勢湾台風、明治以後最大の台風被害をもたらす。
死者5,041人、被害家屋57万戸

	1959年	12月	◦	東京・文京公会堂で「第1回日本レコード大賞」
が発表。水原弘「黒い花びら」が大賞を受賞

	1960年	 1月	◦	日米相互協力および安全保障条約（新安保条約）調印

	1960年	 4月	◦	ソニー、世界初のトランジスタテレビを発売
	1960年	 4月	◦	タカラ、「ダッコちゃん」発売（180円）、大ヒッ

トする
	1960年	 5月	◦	チリ地震。翌日、日本でも津波の被害が発生
	1960年	 6月	◦	改定安保条約批准阻止の全学連7,000人が国会に

突入（60年安保闘争）
	1960年	10月	◦	ナイジェリア独立。この年、アフリカで独立相次ぐ
	1960年	12月	◦	池田勇人首相、所得倍増計画を発表

	1961年	 4月	◦	人類初の有人衛星であるソ連宇宙船「ボストーク
1号」、ユーリイ・ガガーリン飛行士を乗せ地球一
周に成功

	1961年	 8月	◦	東ドイツ、東西ベルリンの境界を封鎖。後に「ベ
ルリンの壁」建設

	1961年	10月	◦	当時共に大関の柏戸（第47代）、大鵬（第48代）が
同時に横綱昇進。柏鵬時代の幕開けとなる

	1962年	 2月	◦	東京都の常住人口が1,000万人を突破。世界初の
1,000万都市になる

	1962年	 5月	◦	第45代横綱・若乃花（初代）が引退を表明。年寄
「二子山」を襲名

	1962年	 5月	◦	常磐線三河島駅で列車二重衝突事故。死者160人
	1962年	 7月	◦	当時世界最大のタンカー「日章丸」、佐世保重工

業佐世保造船所で進水
	1962年	 8月	◦	堀江謙一、小型ヨットで太平洋単独横断、サンフ

ランシスコに到着
	1962年	10月	◦	ケネディ大統領、キューバ海上封鎖を表明（キュー

バ危機）

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

1957（昭和32）年度

1958（昭和33）年度

1959（昭和34）年度

1960（昭和35）年度

1961（昭和36）年度

1962（昭和37）年度
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	1951年	 3月	◦	モーターボート競走法案、議員提案として第10回国会に提出
	1951年	 3月	◦	モーターボート競走法案、衆議院本会議で可決
	1951年	 6月	◦	モーターボート競走法案、参議院本会議で否決
	1951年	 6月	◦	モーターボート競走法案、衆議院本会議で再可決
	1951年	 6月	◦	モーターボート競走法、制定公布・施行。モーターボート競走法

第20条により、施行者は売上金の3％に相当する金額を国家へ納
入すると規定される（国庫納付金制度）

	1951年	10月	◦	（社）全国モーターボート競走会連合会（連合会）、設立発起人総会
開催

	1951年	11月	◦	連合会設立、初代会長に足立正就任

	1952年	 4月	◦	モーターボート競走、大村競走場で初開催
	1952年	12月	◦	全国モーターボート競走施行者協議会（全施協）設立

	1953年	11月	◦	第1回全日本選手権競走開催（若松）

	1954年	 6月	◦	「自転車競技法等の臨時特例に関する法律」が時限法として制定
公布され、国庫納付金は6月21日より停止。国庫納付金制度に代
わって、施行者は連合会に納付金を納め、連合会は商工組合中央
金庫（商工中金）に委託、「臨時特例法」に従い機械工業の振興を
図る事業を行うこととなった

	1955年	 5月	◦	笹川良一、連合会会長に就任
	1955年	 5月	◦	第1回全国地区対抗競走開催（児島）
	1955年	 8月	◦	第1回モーターボート記念競走開催（大村）

	1956年	12月	◦	全国競艇主催地議会協議会設立

	1951年	 4月	◦	マッカーサー、GHQ最高司令官を解任される
	1951年	 7月	◦	政府、財閥解体完了を発表
	1951年	 8月	◦	戦後最初の国内民間航空会社、日本航空（株）設立
	1951年	 9月	◦	日本初の民間放送ラジオ局、中部日本放送と新日

本放送（現・毎日放送）が開局
	1951年	 9月	◦	日米安全保障条約調印
	1952年	 3月	◦	十勝沖地震（M8.2）。死者28人、行方不明者5人、

家屋流出など被害8,973棟

	1952年	 4月	◦	硬貨式の公衆電話が登場
	1952年	 4月	◦	対日平和条約発効により主権回復。GHQ廃止
	1952年	 7月	◦	ヘルシンキオリンピック開催。日本代表がベルリ

ンオリンピック以来16年ぶりに夏季オリンピッ
クに参加

	1952年	10月	◦	第25回衆議院議員総選挙投票。1950年制定の公
職選挙法に基づく最初の総選挙

	1952年	11月	◦	アメリカ、エニウェトク環礁で人類初の水爆実験
	1953年	 2月	◦	日本放送協会（NHK）、テレビ放送を開始

	1953年	 7月	◦	紀州大水害。集中豪雨により和歌山県を中心に死
者・行方不明者1,046人を出す

	1953年	 7月	◦	朝鮮戦争の休戦成立
	1953年	 8月	◦	日本テレビ放送網（日本初の民間放送によるテレ

ビ局）、テレビジョン本放送を開始
	1953年	10月	◦	町村合併促進法施行。「昭和の大合併」を促す
	1954年	 3月	◦	日本の遠洋マグロ漁船第五福竜丸、アメリカの水

爆実験による多量の放射性降下物（死の灰）を浴
びる

	1954年	 4月	◦	初の集団就職列車（青森—上野間）、運行開始
	1954年	 6月	◦	モスクワ近郊オブニンスクで世界初の原子力発電

所、運転開始
	1954年	 7月	◦	自衛隊発足
	1954年	 9月	◦	青函連絡船洞爺丸、座礁転覆。死者・行方不明者

1,155人を出す国内最大の海難事故となる

	1955年	 5月	◦	ワルシャワ条約機構結成。冷戦激化
	1955年	11月	◦	二大保守政党の自由党と日本民主党が合併、自由

民主党が誕生。いわゆる55年体制の幕開け
	1955年	12月	◦	高度経済成長、始まる（神武景気）

	1956年	 5月	◦	国内で水俣病第1号患者を公式確認
	1956年	 7月	◦	中央気象台、気象庁として発足
	1956年	 7月	◦	経済企画庁、経済白書「日本経済の成長と近代化」

発表。「もはや戦後ではない」が流行語となる
	1956年	12月	◦	日本が国際連合に加盟

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

1951（昭和 26）年度

1952（昭和 27）年度

1953（昭和 28）年度

1954（昭和 29）年度

1955（昭和 30）年度

1956（昭和 31）年度
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	1966年	 4月	◦	1965年度から日本血液センターが出張採血を開始。これを受け
て、この年より移動採血車の整備に助成開始（日本赤十字社）

	1966年	 4月	◦	救急車配備事業に助成開始〈（財）日本消防協会〉
	1966年	 4月	◦	体育関係施設整備事業に助成開始
	1966年	 4月	◦	（財）日本万国博覧会協会に助成開始（1969年度まで）
	1966年	 7月	◦	貸付業務規程改正。従来の設備資金に加え運転資金についても融資
	1966年	 8月	◦	海事博物館展示計画決定
	1966年	11月	◦	公営競技懇談会発足
	1966年	11月	◦	山梨県本栖湖畔に本栖研修所完成
	1967年	 1月	◦	山下正雄、理事長を辞任

	1967年	 4月	◦	（財）日本海事科学振興財団設立、「海事に関する博物館業務」を
承継

	1967年	 4月	◦	交通安全啓蒙普及事業に支援開始
	1967年	 4月	◦	国際観光年対応事業に助成
	1967年	 4月	◦	国内法人を通じ海外に対する協力も実施〈（財）アジア救ライ協会〉
	1967年	 8月	◦	芥川輝孝、理事長に就任
	1967年	10月	◦	創立5周年式典および祝賀パーティーを船舶振興ビル10階におい

て開催（関係者800人出席）

	1968年	 4月	◦	船舶の高度集中制御方式の研究を積極的に助成
	1968年	 4月	◦	（財）運輸経済研究センターの設立基金を支出し、運輸交通政策研

修事業に支援開始
	1968年	 4月	◦	血液センター建設に助成開始
	1968年	 4月	◦	先駆的事業として、海底地震観測のため相模湾に計測器を沈める

事業を支援〈（財）日本気象協会〉
	1968年	11月	◦	モーターボート競走法施行規則一部改正。「日本万国博覧会協賛

競走」開催のための特例省令、1年に12日以内、1回6日以内の
開催ができることとなる

	1969年	 1月	◦	公営競技のトップを切って万博協賛競走開催（住之江）
	1969年	 3月	◦	自治省が均てん化法案要綱を提示
	1969年	 3月	◦	寄附行為の変更により基本財産と余裕金の有効活用を図るため、

金銭信託に預託または金融債証券を保有できるようになる

	1969年	 4月	◦	巨大船・原子力船の総合技術開発および海洋開発機器の先端的な
技術開発の推進に助成

	1969年	 4月	◦	児童福祉法関連事業が伸び始める（保育所・養護施設）
	1969年	 4月	◦	国際海事機関（IMO）関連の調査・研究に助成開始
	1969年	 4月	◦	マラッカ・シンガポール海峡の航路整備事業に助成開始
	1969年	 4月	◦	先駆的事業として「精神障害者社会復帰施設」作業指導施設を支援
	1969年	 5月	◦	自治省、均てん化法案を国会に提出決定
	1970年	 3月	◦	モーターボート関係万博協賛会（4団体＝連合会・全施協・施設

協・振興会）、日本万国博覧会寄付金21億円を贈呈

	1970年	 4月	◦	養護施設整備全盛期。老人福祉施設整備への助成が伸びる
	1970年	 4月	◦	船舶の安全航行対策として船舶職員のための海技教育施設・教材

を整備し、同職員の資質を向上せしめる事業に助成開始
	1970年	 4月	◦	小笠原諸島本土復帰後、開発の遅れを補うための小笠原会館建設

を支援
	1970年	 4月	◦	地方自治体のコンピューター導入の研究開発事業に支援開始
	1970年	 4月	◦	競艇収益金の、地方自治体における均てん化に関する法律成立。

施行者収益から5億円を控除した残額のうち0.5％を公営企業金
融公庫に出資することとなる

	1966年	 6月	◦	国民祝日法改正公布。9月15日を敬老の日、10
月10日を体育の日と定める

	1966年	 6月	◦	ビートルズ来日（6月30日から3日間、日本武道
館で公演）

	1967年	 4月	◦	東京都知事選挙で美濃部亮吉が当選。革新知事
ブームのさきがけとなる

	1967年	 7月	◦	ブリュッセル条約発効により、欧州共同体（EC）発足
	1967年	 8月	◦	日本の総人口1億人突破
	1967年	 8月	◦	公害対策基本法公布
	1967年	 8月	◦	東南アジア諸国連合（ASEAN）結成
	1967年	 9月	◦	四日市ぜんそくの患者9人が国内初の大気汚染訴

訟を起こす
	1967年	10月	◦	ツイッギー来日。日本にミニスカートブーム到来
	1967年	10月	◦	吉田茂元首相死去。戦後初の国葬が挙行

	1968年	 4月	◦	東京都千代田区霞が関3丁目に日本初の超高層ビ
ル「霞が関ビルディング」が完成

	1968年	 5月	◦	十勝沖地震発生。北海道南部と東北地方で死者・
行方不明者52人

	1968年	 6月	◦	小笠原諸島が日本に復帰
	1968年	 7月	◦	郵便番号制度実施
	1968年	 7月	◦『週刊少年ジャンプ』創刊
	1968年	10月	◦	川端康成、ノーベル文学賞を受賞
	1968年	12月	◦	東京都府中市で3億円が強奪される（3億円事件）

	1969年	 5月	◦	東名高速道路全線開通
	1969年	 7月	◦	アメリカのアポロ11号、人類初の月面有人着陸

を果たす
	1970年	 3月	◦	日本万国博覧会（大阪万博）開幕
	1970年	 3月	◦	日本航空機よど号ハイジャック事件が発生

	1970年	 8月	◦	都内初の歩行者天国が銀座、新宿、池袋、浅草で
実施

	1970年	 9月	◦	ソニー、ニューヨーク証券取引所に日本株として
初の上場

	1970年	11月	◦	三島由紀夫、市ヶ谷の自衛隊東部方面総監部にて
割腹自決（三島事件）

	1971年	 2月	◦	NASDAQによる証券取引が開始

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

1967（昭和42）年度

1968（昭和43）年度

1969（昭和44）年度

1970（昭和45）年度
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	1962年	10月	◦	連合会に属する振興業務に関する一切の権利および義務、（財）日
本船舶工業振興会の一切の権利および義務を承継し、（財）日本船
舶振興会が設立される

	 会長　笹川良一
	 理事長　山下正雄
	 定員40人
	1962年	10月	◦	第1回理事会開催
	1962年	11月	◦	第1回1号交付金運用専門委員会開催
	1962年	12月	◦	事務所を東京都中央区から千代田区内幸町2丁目7番地（第一ホテ

ル別館）に移転
	1963年	 1月	◦	第1回2号交付金運用専門委員会開催
	1963年	 3月	◦	商工中金に対するモーターボート競走法第19条交付金の運用業

務の一部委託について、運輸大臣より認可

	1963年	 4月	◦	船舶の経済性を向上させるための技術的問題点を究明し、国際競
争力を高める事業を積極的に助成

	1963年	 4月	◦	身体障害者授産施設の建設に初めて助成
	1963年	 5月	◦	「造船および造船関連工業経営者セミナー」、運輸大臣より認可
	1963年	11月	◦	東京都港区芝琴平町29番地2、30番地にて付属駐車場ビル起工式
	1964年	 3月	◦	直轄事業「船舶の近代化・合理化に関する総合調査および普及」、

運輸大臣より認可

	1964年	 4月	◦	船舶の経済性向上を推進するため船舶の自動化、遠隔操縦化、船
体構造の合理化を図る事業に助成

	1964年	 4月	◦	検診機器整備事業に対する初めての助成を実施
	1964年	 4月	◦	重度心身障害児福祉事業に助成開始
	1964年	 4月	◦	離島巡回船による診療活動に助成開始
	1964年	 6月	◦	船舶振興ビル竣工。竣工式と披露パーティー開催（来賓2,500人）
	1964年	 6月	◦	船舶振興ビル完成に伴い、事務所を東京都港区芝琴平町35番地

に移転
	1964年	 7月	◦	モーターボート競走法施行規則一部改正（船舶振興ビル竣工記念

事業として、映画フィルム『造船日本』『日本丸航海記』『伊勢神
宮』の作成・配布事業計画、収支予算の認可申請時期を「年度開
始1か月前まで」とする、など）

	1964年	 7月	◦	第11回全日本選手権競走（ダービー）で1日の売上が1億円を突破
（平和島競走場）

	1964年	 7月	◦	第1回永年功労者表彰式典を船舶振興ビルにて開催
	1964年	 8月	◦	「海事思想の普及事業」「海上気象放送」、運輸大臣より認可
	1964年	10月	◦	図書室、閲覧業務開始
	1964年	10月	◦	海事博物館建設準備のため調査団をアメリカ、イギリス、フランス

ほかに派遣
	1964年	11月	◦	『船舶振興会報』創刊号刊行（1976年11月まで）

	1965年	 4月	◦	造船および造船関連工業の近代化の促進による中小企業の経営基
盤の強化に助成

	1965年	 4月	◦	海難発生率の大きい小型船舶および漁船についての訪船診断員制
度に助成開始

	1965年	 4月	◦	「海事博物館事業」、運輸大臣より認可
	1965年	10月	◦	ホテル・ニューオータニにて、設立3周年記念式典および祝賀会

開催
	1966年	 1月	◦	山下正雄、理事長に就任
	1966年	 3月	◦	第1回鳳凰賞競走（内閣総理大臣杯争奪）開催（平和島）

	1966年	 4月	◦	巨大化船建造上の技術的問題点についての調査研究等の助成開始

	1963年	11月	◦	新千円札（伊藤博文）発行
	1963年	11月	◦	アメリカのケネディ大統領がダラスで暗殺される
	1963年	11月	◦	日米間テレビ宇宙中継受信実験に成功

	1964年	 4月	◦	日本、OECD（経済開発協力機構）に加盟
	1964年	 6月	◦	太平洋横断海底ケーブルが完成
	1964年	 6月	◦	池田勇人首相とアメリカのジョンソン大統領が初

めて通話
	1964年	10月	◦	東海道新幹線開業（東京—新大阪間、ひかり2,480

円、こだま2,280円）
	1964年	10月	◦	東京オリンピック開催

	1965年	 6月	◦	日韓基本条約締結
	1965年	10月	◦	日本最初のカラーテレビアニメ「ジャングル大帝」

（フジテレビ）、放送開始
	1965年	10月	◦	朝永振一郎、ノーベル物理学賞を受賞
	1965年	11月	◦	プロ野球第1回ドラフト会議が開催
	1965年	11月	◦	戦後初の「赤字国債」発行が閣議決定

	1966年	 4月	◦	日本でメートル法完全施行

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

1963（昭和 38）年度

1964（昭和 39）年度

1965（昭和 40）年度

1966（昭和 41）年度
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	1975年	 4月	◦	世界保健機関（WHO）と協力し各国でハンセン病制圧活動を開始、
世界全体で有病率を人口1万人に1人以下に削減（2012年時点で
未制圧国1か国となる）

	1975年	 4月	◦	海外戦没者遺骨収集を支援
	1975年	 4月	◦	無料法律相談事業に助成開始
	1975年	 4月	◦	船舶火災や油流出など大災害に対する海上災害防止対策事業の助

成に重点を置く
	1975年	 4月	◦	テレビ番組「一休さん」を提供（1980年度まで）
	1975年	 4月	◦	CM「一日一善高見山編」などを制作
	1975年	 4月	◦	ラジオスポット放送開始
	1975年	 5月	◦	笹川記念会館竣工
	1975年	 7月	◦	沖縄海洋博覧会協賛金の贈呈式挙行
	1975年	12月	◦	（財）日本造船振興財団〈1990年4月（財）シップ・アンド・オー

シャン財団に改称〉設立。これに伴い、本会の業務のうち、①造
船および造船関連工業の企業診断・技術診断および指導・経営者
セミナー、②船舶の近代化・合理化に関する総合調査および普及、
③図書室の運営、④船舶振興ビルおよび付属駐車場ビルの運営管
理（ビル更改基金・保証金・敷金の移管など）を同財団へ移行

	1976年	 2月	◦	グアテマラにて大地震発生、災害援助の実施
	1976年	 3月	◦	1975年度の売上額1兆1,745億円で公営競技のトップに

	1976年	 4月	◦	労働基準法の適用を受ける福祉工場の建設に対する助成を初めて
実施〈（福）青森県コロニー協会〉

	1976年	 4月	◦	海洋油濁防止装置等に積極的に支援
	1976年	 4月	◦	国連児童基金（UNICEF）への協力援助開始（1987年度まで）
	1976年	 4月	◦	CM「火の用心アニメーション編」などを制作
	1976年	12月	◦	トルコ大地震災害援助の実施
	1977年	 2月	◦	第1回年間優秀選手表彰式典開催

	1977年	 4月	◦	より経済性の高い新機軸な船舶の開発事業に助成
	1977年	 4月	◦	国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）への協力援助開始（1984年

まで）
	1977年	 4月	◦	国連パレスチナ難民救済事業機関（UNRWA）への協力援助開始

（1979年まで）
	1977年	 4月	◦	宇宙博覧会記録映画の制作開始
	1977年	 4月	◦	屋外広告「都営バス外側広告」開始
	1977年	 4月	◦	B＆G財団海洋センターの第1号大台海洋センター完成
	1977年	 4月	◦	第1回海外協力援助事業連絡協議会開催
	1977年	 9月	◦	事務所の住居表示が「港区虎ノ門1丁目15番16号」に変更
	1977年	 9月	◦	芥川輝孝、任期満了により理事長を退任
	1977年	10月	◦	田坂鋭一、理事長に就任
	1978年	 2月	◦	宇宙科学博覧会協会設立
	1978年	 2月	◦	「宇宙科学博覧会特別援助事業」、運輸大臣より認可
	1978年	 3月	◦	ルーマニアにて大地震発生、災害援助の実施

	1978年	 4月	◦	国際海事機関への協力援助開始
	1978年	 6月	◦	貸付業務規程改正。公団対象船舶の建造促進など
	1978年	 7月	◦	宇宙科学博覧会開幕（会場は「船の科学館」を中心とする東京都

江東区有明13号地）

	1975年	 4月	◦	サイゴン陥落によりベトナム戦争が終結
	1975年	 5月	◦	田部井淳子が女性として世界初のエベレスト登頂

に成功
	1976年	 2月	◦	アメリカ上院外交委多国籍企業小委公聴会、ロッ

キード社が日本政府に巨額の工作資金を流したと
暴露。強制捜査が開始

	1976年	 4月	◦	学校給食に米飯導入
	1976年	 7月	◦	ベトナム社会主義共和国成立。南北ベトナムが統一
	1976年	 7月	◦	ロッキード事件で田中角栄前首相が逮捕
	1976年	10月	◦	日本ビクター、家庭用VHSビデオテープレコー

ダー 1号機「HR-3300」を発売

	1977年	 7月	◦	日本初の静止気象衛星「ひまわり」打ち上げ
	1977年	 9月	◦	巨人の王貞治、対ヤクルト戦でホームラン世界新

記録を達成
	1977年	 9月	◦	国民栄誉賞が創設。王貞治が第1回目の受賞者
	1977年	10月	◦	白黒テレビ放送が廃止。完全カラー放送へ移行

	1978年	 5月	◦	新東京国際空港（現・成田国際空港）が開港
	1978年	 6月	◦	厚生省、日本がスウェーデンを抜き、世界一の長

寿国と発表
	1978年	 8月	◦	日中平和友好条約調印
	1979年	 1月	◦	初の国公立大学共通一次試験実施
	1979年	 3月	◦	アメリカのスリーマイル島原子力発電所で放射能

漏れ事故が発生

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き
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	1970年	12月	◦	モーターボート競走法制定20周年記念行事運営委員会設置
	1971年	 3月	◦	「非常災害等援助事業」「造船事情等の周知事業」、運輸大臣より

認可

	1971年	 4月	◦	船舶の大型化・高速化・専用船化への急速な発展に伴い、船体構
造計算方法の精密化に関する研究等に助成

	1971年	 4月	◦	児童・知的障害者・老人福祉施設整備の助成が飛躍的に伸び始める
	1971年	 4月	◦	観光・レクリエーション地区の施設整備助成開始
	1971年	 4月	◦	社会福祉センターの施設整備助成開始
	1971年	 4月	◦	造船関係事業等PR映画の制作（1972年度まで）
	1971年	 4月	◦	一般新聞・スポーツ新聞への広告掲載開始
	1971年	 4月	◦	広島県呉市郊外の山火事に対する見舞金の配布を、国内非常災害

等援助事業として初めて実施
	1971年	 5月	◦	（財）競艇記念日本顕彰会〈1972年2月（財）日本顕彰会に改称〉設立
	1971年	 5月	◦	トルコ東部にて地震発生、海外非常災害援助の実施
	1971年	 6月	◦	モーターボート競走法制定20周年記念感謝の集いをホテル・

ニューオータニで開催
	1971年	 6月	◦	モーターボート競走法制定20周年記念事業として、青少年の体

育振興を図る企画が「B＆Gプラン」として発表される

	1972年	 4月	◦	総合的な行政情報システム構築のための基礎研究開発への助成開始
	1972年	 4月	◦	人類にとっての生命財産保全のための災害救助・消防事業の支援

を強化
	1972年	 4月	◦	パブリシティ活動開始
	1972年	 5月	◦	イスラエル・テルアビブ空港における日本人ゲリラによる小銃乱

射による死傷者の弔慰事業（在日本イスラエル大使館に寄託）
	1972年	12月	◦	創立10周年記念行事として記念式典および祝賀会をホテル・

ニューオータニで開催
	1973年	 3月	◦	（財）ブルーシー・アンド・グリーンランド財団（B＆G財団）設立
	1973年	 3月	◦	東京都、公営競技を廃止

	1973年	 4月	◦	（財）ライフ・プランニング・センター設立
	1973年	 4月	◦	先駆的事業として、小児がん対策のための小児がん啓発映画制作

を支援
	1973年	 4月	◦	青少年教育施設・旅行村宿泊施設の整備事業助成開始
	1973年	 4月	◦	青年の船事業への支援開始
	1973年	11月	◦	特別競走実施要綱研究委員会の答申を受け、「全国地区対抗競走」

を「全国モーターボート競走会連合会会長笹川賞競走」に変更
	1973年	11月	◦	モーターボート競走法施行規則の一部改正。沖縄海洋博覧会なら

びに青少年育成（B＆G財団）事業への特別協賛競走実施
	1973年	11月	◦	熊本・大洋デパートにて大火事発生、災害援助の実施

	1974年	 4月	◦	難病対策の一つとして先駆的に筋ジストロフィー症児者の社会訓
練施設を支援

	1974年	 4月	◦	瀬戸内海の巡回診療船「済生丸2世号」助成
	1974年	 4月	◦	東南アジア青年の船に対する協力援助開始
	1974年	 4月	◦	CM「火の用心編」などを制作
	1974年	 5月	◦	（財）笹川記念保健協力財団設立
	1974年	 5月	◦	第1回笹川賞開催（住之江）
	1974年	 7月	◦	東京都江東区有明地先に「船の科学館」オープン
	1975年	 1月	◦	第1回モーターボート競走関係最高責任者会議開催
	1975年	 3月	◦	1974年度のボートレース売上額1兆円突破

	1971年	 7月	◦	公害対策本部を発展する形で環境庁発足
	1971年	 7月	◦	マクドナルド日本第1号店「銀座店」、銀座三越

店内にオープン
	1971年	 8月	◦	アメリカが金とドルの交換停止（ニクソン・

ショック）
	1971年	 8月	◦	円変動相場制に移行
	1971年	10月	◦	NHK総合テレビが全放送カラー化を開始
	1972年	 2月	◦	札幌オリンピック開催
	1972年	 2月	◦	連合赤軍5人が山荘管理人の妻を人質に籠城（あ

さま山荘事件）

	1972年	 5月	◦	アメリカから日本へ沖縄返還、沖縄県が発足
	1972年	 6月	◦	田中角栄通産相、「日本列島改造論」を発表
	1972年	 9月	◦	日中国交正常化の共同声明。翌月、国交回復を記

念して、中国政府よりジャイアントパンダのラン
ラン、カンカン寄贈

	1973年	 7月	◦	資源エネルギー庁発足
	1973年	10月	◦	第4次中東戦争勃発。第1次石油危機が発生
	1973年	10月	◦	江崎玲於奈、ノーベル物理学賞を受賞

	1974年	 5月	◦	東京・江東区にセブン-イレブン1号店開店
	1974年	 8月	◦	ウォーターゲート事件でニクソン大統領辞任、

フォード副大統領が大統領に昇格
	1974年	10月	◦	佐藤栄作前首相、ノーベル平和賞を受賞
	1974年	11月	◦	気象庁のアメダス、運用開始
	1974年	12月	◦	三菱石油水島製油所から重油流出。瀬戸内海空前

の油流出事故となる

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

1971（昭和 46）年度

1972（昭和 47）年度

1973（昭和 48）年度

1974（昭和 49）年度
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	1983年	 3月	◦	四大特別競走の優勝者に副賞300万円を贈ることを決定

	1983年	 4月	◦	在宅サービス意識の高揚により、社会福祉センターの建設二一ズ
高まる

	1983年	 4月	◦	屋外広告「災害避難地誘導表示電柱」開始
	1983年	 4月	◦	フィジーにてサイクロンによる被害発生、災害援助の実施
	1983年	 5月	◦	笹川良一、ヘレン・ケラー国際賞受賞
	1983年	 7月	◦	公営競技初の薄暮レース開催（下関競走場）
	1983年	 9月	◦	理事長・田坂鋭一逝去
	1984年	 3月	◦	篠田雄次郎、理事長に就任

	1984年	 4月	◦	船舶の知能化、高信頼度技術、造船のロボット化技術および海洋
開発技術の研究開発を重点的に助成

	1984年	 4月	◦	重要海域の航行安全体制等の充実強化を図る事業に助成
	1984年	 4月	◦	対がん10か年対策の支援として（財）がん研究振興財団に助成開始
	1984年	 4月	◦	中国残留孤児の養父母に対する支援を開始
	1984年	 4月	◦	本会の助成施設の一層の有効・効率的利用を図るため、修繕等助

成制度を創設
	1984年	 4月	◦	屋外広告「クリーンボード」開始
	1984年	 5月	◦	国際連合、「WHO笹川健康賞」創設
	1984年	 6月	◦	寄附行為の変更により役員について、「理事8名以内」を「理事

12名以内」に改め、「理事長ならびに理事のうち2名および監事
のうち1名は常勤とする」を加える

	1984年	 9月	◦	笹川平和財団設立
	1984年	11月	◦	グレートブリテン・笹川財団設立
	1984年	11月	◦	スカンジナビア・日本笹川財団設立
	1985年	 1月	◦	（財）日本ゲートボール連合設立
	1985年	 3月	◦	特別協賛事業「（財）国際交通博覧会協会に対する協賛事業」、運

輸大臣より認可

	1985年	 4月	◦	痴呆性老人を預かる施設について基準を強化
	1985年	 4月	◦	循環器検診車を基準化
	1985年	 4月	◦	テレビ番組「おはようスタジオ」などを提供
	1985年	 5月	◦	第1回笹川健康賞表彰実施（WHO総会において）
	1985年	 5月	◦	イギリス・ブラッドフォード市サッカー場にて火災発生、災害援

助の実施
	1985年	 9月	◦	モーターボート競走法施行規則一部改正。場外発売場設置可能と

なる
	1986年	 1月	◦	笹川良一、マーチン・ルーサー・キング非暴力・人道賞を受賞
	1986年	 2月	◦	モデル場外発売場を笹川記念会館に設置。愛称を「ボートピア」

と決定
	1986年	 3月	◦	笹川アフリカ協会設立。アフリカにおける自立的な食糧増産事業「サ

サカワ・グローバル2000」を実施（2012年までにアフリカ14か
国で実施）

	1986年	 4月	◦	21世紀への対応のための先端技術適用の造船関係研究に対し重
点的に助成

	1986年	 4月	◦	社会福祉事業法改正に伴い、身体障害者関係施設への助成を強化

	1983年	 4月	◦	NHK朝の連続テレビ小説「おしん」放送開始
	1983年	 4月	◦	東京ディズニーランド開園
	1983年	 7月	◦	任天堂、家庭用ゲーム機「ファミリーコンピュー

タ」を発売
	1983年	10月	◦	ロッキード事件の裁判の第一審で、田中角栄元首

相に有罪判決
	1983年	11月	◦	劇団四季のミュージカル「キャッツ」の公演が、

新宿のキャッツ・シアターで始まる。日本で初め
てのロングランミュージカル

	1984年	 1月	◦	アメリカ、アップルコンピュータがマッキントッ
シュを発表

	1984年	 2月	◦	サラエボオリンピックが開幕
	1984年	 3月	◦	江崎グリコの江崎勝久社長誘拐を皮切りに、食品

企業に対する脅迫、青酸入り菓子を置くなどの事
件が発生（グリコ・森永事件）

	1984年	 6月	◦	エリマキトカゲが東京の百貨店で日本初公開
	1984年	 8月	◦	専売改革関連法が公布、1985年4月1日に日本専

売公社が民営化されることが決定
	1984年	 8月	◦	アメリカのスペースシャトル「ディスカバリー」、

初の打ち上げに成功
	1984年	11月	◦	新一万円（福澤諭吉）・五千円（新渡戸稲造）・千円

（夏目漱石）紙幣発行
	1984年	11月	◦	シンボリルドルフが菊花賞を優勝し、史上初の無

敗三冠馬となる
	1985年	 3月	◦	国際科学技術博覧会（つくば’85）開幕
	1985年	 3月	◦	日本初のエイズ患者を認定

	1985年	 4月	◦	日本電信電話公社（電電公社）が日本電信電話株式
会社（NTT）に、日本専売公社が日本たばこ産業株
式会社（JT）に民営化

	1985年	 5月	◦	男女雇用機会均等法成立
	1985年	 6月	◦	神戸淡路鳴門自動車道の大鳴門橋開通
	1985年	 8月	◦	初の日本人宇宙飛行士として土井隆雄、内藤（向

井）千秋、毛利衛が決定
	1985年	 8月	◦	日本航空123便が群馬県多野郡上野村の高天原山

（御巣鷹の尾根）に墜落。死者520人を出す惨事と
なる

	1986年	 4月	◦	ハレー彗星が地球に大接近
	1986年	 7月	◦	富士フイルム、世界初のレンズ付きフィルムカメ

ラ「写ルンです」を発売

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

1983（昭和58）年度

1984（昭和59）年度

1985（昭和60）年度

1986（昭和61）年度

12150th Anniversary    The Nippon Foundation

資
料
編
｜
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	1979年	 4月	◦	造船業の仕事量確保および老朽船代替建造需要の喚起を目的とし
た解撤促進など、不況克服に対する事業に助成

	1979年	 4月	◦	省エネルギー技術の開発等に助成開始
	1979年	 4月	◦	国際児童年協賛に対する助成を実施
	1979年	 4月	◦	国際高級研究所連合（IFIAS）への協力援助開始（1985年まで）
	1979年	 4月	◦	富士山にて大火災発生、災害援助の実施
	1979年	 8月	◦	インド・グジャラート州にてダムが決壊、災害援助の実施
	1979年	 9月	◦	国連児童年協賛・宇宙科学博覧会閉幕（入場者数561万人）
	1979年	11月	◦	イランにて地震発生、災害援助の実施
	1979年	12月	◦	コロンビアにて地震発生、災害援助の実施
	1980年	 2月	◦	ブラジルにて集中豪雨による被害発生、災害援助の実施

	1980年	 4月	◦	保育所の整備が全国二一ズを充足し、児童福祉施設に対する整備
助成が大幅に下降

	1980年	 4月	◦	老人ホームに付帯してつくるデイサービス施設の基準化を行う。
また身体障害者授産施設に適所型も新規に加えることとした

	1980年	 4月	◦	ライナス・ポーリング科学・医学研究所への協力援助開始
	1980年	 4月	◦	海外日本人学校へのスクールバス寄贈協力援助開始
	1980年	 5月	◦	国税局より本会の貸付事業が収益事業に該当する旨の見解が示さ

れた
	1980年	 5月	◦	世界らい救済推進協議会主催によるモンテカルロ国際サーカス

フェスティバル開催（〜 8月31日）
	1980年	10月	◦	米日財団設立
	1981年	 2月	◦	笹川陽平、理事に就任
	1981年	 2月	◦	本栖研修所記録映画『栄光をめざして』が東映系で公開

	1981年	 4月	◦	福祉施設に地域交流施設の付設ができるよう基準化を行う
	1981年	 4月	◦	国際障害者年に関わる事業に助成を実施
	1981年	 4月	◦	テレビ番組「まんが水戸黄門」を提供（1982年まで）
	1981年	 4月	◦	ラジオ放送番組提供開始
	1981年	 4月	◦	屋外広告「電光表示板」開始（1989年まで）
	1981年	 6月	◦	イランにて大地震発生、災害援助の実施
	1981年	 6月	◦	モーターボート競走事業広報センター発足（連合会・東京都競走

会・大阪府競走会・B＆G財団・振興会）
	1981年	 6月	◦	モーターボート競走法制定30周年記念式典挙行。本年を「競艇

元年」と命名
	1981年	 6月	◦	海外協力援助業務規程および海外協力援助専門委員会規程を制定

施行
	1981年	12月	◦	自民党税制調査会、ギャンブル税見送る

	1982年	 4月	◦	公衆衛生施設として精神障害者回復者社会復帰訓練施設および理
学療法士・作業療法士の養成施設を基準化。また検診機器として
CTスキャナーを新たに加えた

	1982年	 4月	◦	（社）日本モーターボート選手会の育英事業を支援
	1982年	 4月	◦	北方領土ノサップ岬マラソン大会事業への協力援助開始
	1982年	 4月	◦	モーターボート競走法施行規則一部改正。特別発売が可能となる
	1982年	 4月	◦	笹川良一、国連平和賞受賞
	1982年	 5月	◦	国際連合、「笹川環境賞」創設
	1982年	 6月	◦	ニカラグアにて大水害発生、災害援助の実施
	1982年	 7月	◦	モーターボート競走法施行規則一部改正。国際科学博覧会・B＆

G協賛特別競走実施
	1982年	12月	◦	世界義勇消防連盟結成会議開催。笹川良一、初代会長に就任
	1982年	12月	◦	特別協賛事業「（財）国際科学技術博覧会協会および（財）ブルー

シー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業」、運輸大
臣より認可

	1979年	 5月	◦	イギリス、保守党の党首サッチャーが先進国初の
女性首相に就任

	1979年	 7月	◦	ソニー、ヘッドホンステレオ「ウォークマン」を
発売

	1979年	10月	◦	世界保健機関（WHO）、天然痘が根絶と宣言
	1979年	11月	◦	国際陸上競技連盟初公認の女子マラソン、第1回

東京国際女子マラソンが開催

	1980年	 7月	◦	大平正芳首相の急死に伴い内閣総辞職、鈴木善幸
内閣が発足

	1980年	 7月	◦	モスクワオリンピック開幕。日本、アメリカなど
67か国のIOC加盟国が不参加表明

	1980年	 9月	◦	イラン・イラク戦争勃発
	1980年	12月	◦	元ビートルズのメンバー、ジョン・レノンがファ

ンを名乗る青年に射殺される
	1981年	 2月	◦	トヨタ自動車、高級スポーツクーペ「ソアラ」を

発売、社会現象を巻き起こす

	1981年	 5月	◦	中国・陝西省で日本国外ではすでに絶滅したと思
われていた野生のトキ7羽が発見される

	1981年	 6月	◦	アメリカ疾病予防管理センターが最初のAIDS患
者発見を発表

	1981年	 7月	◦	イギリスのチャールズ皇太子とダイアナ嬢が結婚
	1981年	10月	◦	福井謙一、ノーベル化学賞を受賞
	1982年	 3月	◦	メキシコのエルチチョン山が大噴火、死者2,000

人以上を出す。火砕流が発生、エアロゾルで世界
の平均気温が0.3℃ほど低下

	1982年	 4月	◦	五百円硬貨発行
	1982年	 7月	◦	国際捕鯨委員会で1986年からの商業捕鯨全面禁

止案が採択
	1982年	 9月	◦	リニアモーターカー、世界初の有人浮上走行実験

に成功
	1982年	11月	◦	中央自動車道全線開通
	1982年	12月	◦	米映画「E.T.」が日本で公開。のち、当時の日本

と世界で史上最大の興行収入を記録
	1982年	12月	◦	日本電信電話公社、カード式公衆電話とテレホン

カードを発売
	1983年	 3月	◦	中国自動車道全線開通

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

1979（昭和 54）年度

1980（昭和 55）年度

1981（昭和 56）年度

1982（昭和 57）年度
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	1990年	10月	◦	グランドチャンピオン決定戦競走新設
	1990年	11月	◦	第1回高齢者ケア国際シンポジウムを東京・富山・長崎の3か所

で開催
	1990年	12月	◦	場外発売場「ボートピア姫路」オープン
	1991年	 3月	◦	笹川中欧基金設置
	1991年	 3月	◦	（財）笹川スポーツ財団設立
	1991年	 3月	◦	海外へのボランティア活動を実施（Together	Crew	タイ、25日まで）
	1991年	 3月	◦	第二船舶振興ビル竣工
	1991年	 3月	◦	特別協賛事業「（財）国際船と海の博覧会協会に対する協賛事業」、

運輸大臣より認可
	1991年	 3月	◦	「モーターボート競走事業の近代化を推進する施設整備貸付業

務」、運輸大臣より認可
	1991年	 3月	◦	売上2兆円を突破

	1991年	 4月	◦	重度障害者対策、福祉サービスの向上、福祉消費者の保護等、新
規のサービス事業などを優先的に助成

	1991年	 4月	◦	義肢装具士の養成、義肢装具クリニックの運営への協力援助開始
	1991年	 4月	◦	草の根のスポーツ団体への助成制度「SSFスポーツ・エイド」を

立ち上げ
	1991年	 4月	◦	屋内ゲートボール場のモデルタイプ「すぱーく」建設（1998年度

までに全国103か所に設置）
	1991年	 4月	◦	社会福祉施設（ケアハウス）モデルタイプ研究会設置
	1991年	 4月	◦	助成事業の取り扱いについて、先駆的・モデル的な事業を優先す

ることを明確化
	1991年	 7月	◦	フィリピン・ピナトゥボ火山が噴火、災害援助の実施
	1991年	 8月	◦	平和島競走場において第1回「夢の島コンテスト」開催
	1991年	 9月	◦	モンゴルに対する医療物資寄贈協力援助
	1991年	11月	◦	第2回国際高齢者ケアシンポジウム開催（東京20日まで、山形22

日、札幌25日）
	1992年	 3月	◦	笹川南東アジア協力基金設置
	1992年	 3月	◦	Together	Crew	インドネシア・マングローブの植林ボランティア

活動を実施（25日まで）
	1992年	 3月	◦	1991年度のボートレース売上2兆2,173億円を達成。過去最高

を記録

	1992年	 4月	◦	慶長遣欧使節船「サンファン・バウティスタ号」の復元（1993年
度まで実施）

	1992年	 4月	◦	発展途上国から留学している聴覚障害者のための奨学基金を設置
（1992 〜 93年度、アメリカ・ロチェスター工科大学およびギャ
ロデット大学に設置）

	1992年	 4月	◦	コンピューターによる統合生産システム「CIMS」の造船業への
導入研究を支援

	1992年	 4月	◦	ホスピス・緩和ケア病棟等の整備（2007年度まで、13施設281床）
	1992年	 5月	◦	イタリア・ジェノバにて「国際船と海の博覧会」を開催（1999年

度まで）

	1993年	 4月	◦	発展途上国のプライマリー・ヘルス・ケア向上のための必須医薬品
購入資金回転システム事業を支援（1997年度まで10か国で展開）

	1993年	 4月	◦	「知的障害者福祉研究会」を設置し、障害者の自立の在り方を提言
	1993年	 4月	◦	知的障害者グループホームの建築を支援
	1993年	 4月	◦	ボランティア活動助成業務を開始
	1993年	 4月	◦	ASEAN諸国への流出油防除資機材の整備支援（1994年度までに

オイルフェンスなどを6か国へ供与）
	1993年	 4月	◦	キャッサバの農法や食糧・家畜飼料としての活用法を指導する事

業を、タイ、ベトナム等において実施
	1993年	 4月	◦	ペルーにおける基礎教育の向上のための小学校建設を支援（2000

年度までに4回支援、50校設立）

	1991年	 4月	◦	牛肉とオレンジの輸入が自由化
	1991年	 7月	◦	ワルシャワ条約機構解体
	1991年	10月	◦	ミャンマーのアウンサン・スーチー、ノーベル平

和賞を受賞
	1991年	12月	◦	ソビエト連邦崩壊、ゴルバチョフ大統領辞任
	1992年	 2月	◦	アルベールビル冬季オリンピック開催。以降2年

ごとに夏季・冬季それぞれのオリンピックが交互
に行われることになる

	1992年	 2月	◦	経済企画庁、バブル景気終結を公式発表

	1992年	 4月	◦	ユーゴスラビア社会主義連邦共和国解体
	1992年	 6月	◦	環境と開発に関する国際連合会議（地球サミッ

ト）、ブラジルのリオデジャネイロで開催
	1992年	 6月	◦	PKO協力法成立
	1992年	 7月	◦	山形新幹線開業
	1992年	 9月	◦	高エネルギー物理学研究所の森田洋平博士が日本

最初のホームページ（KEK	Information）を公開
	1992年	10月	◦	有効求人倍率が1.0を下回り、いわゆる就職氷河

期に突入

	1993年	 5月	◦	サッカー Jリーグ開幕
	1993年	 6月	◦	皇太子徳仁親王、小和田雅子嬢と結婚
	1993年	 7月	◦	北海道南西沖地震。火災や津波により、奥尻島で

死者176人、行方不明者68人
	1993年	 8月	◦	非自民・非共産連立政権である細川護煕内閣が発

足。55年体制が崩壊
	1993年	 8月	◦	東京都港区にレインボーブリッジ開通
	1993年	10月	◦	サッカー日本代表対イラク戦で、ロスタイムの失

点でW杯出場を逃す（ドーハの悲劇）
	1993年	11月	◦	マーストリヒト条約の発効により欧州連合が発足

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

1991（平成3）年度

1992（平成4）年度

1993（平成5）年度
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	1986年	 4月	◦	中国残留孤児国籍取得支援活動に助成
	1986年	 4月	◦	在宅福祉の強化を図って、ショートステイ施設を新たに基準化
	1986年	 6月	◦	国際連合、「笹川UNDRO災害防止賞」創設
	1986年	 8月	◦	場外発売場「ポートピア丸亀」オープン
	1986年	 9月	◦	笹川平和財団設立
	1987年	 3月	◦	（財）競艇保安協会設立

	1987年	 4月	◦	将来を担う若きリーダーを育成する「ヤングリーダー奨学基金」
を設置（2002年までに43か国、65大学で展開）

	1987年	 4月	◦	笹川良一、勲一等旭日大綬章受章
	1987年	 5月	◦	中国・黒龍江省にて森林火災発生、災害援助の実施
	1987年	10月	◦	笹川良一、マハトマ・ガンジー世界平和賞受賞
	1988年	 2月	◦	江戸川競走場、投票業務に絡む不祥事件発覚。開催を自粛
	1988年	 3月	◦	特別協賛事業「（財）国際花と緑の博覧会協会に対する協賛事業」、

運輸大臣より認可

	1988年	 4月	◦	造船不況対策に重点を置くとともに、新規需要が期待できる船舶
ならびに舶用機器の研究開発を支援

	1988年	 4月	◦	在宅障害者のデイサービス基準の創設、知的障害者関係施設の充
実を図るため基準を追加

	1988年	 4月	◦	日本青少年海外派遣事業への協力援助事業開始
	1988年	 4月	◦	テレビ番組「リンドバーグと山本五十六」を提供
	1988年	10月	◦	競艇、電話による予約投票開始
	1988年	12月	◦	ニカラグアにてハリケーンによる被害発生、ハリケーン災害援助

の実施
	1989年	 2月	◦	篠田雄次郎、理事長を辞任
	1989年	 3月	◦	笹川陽平、理事長代行に就任

	1989年	 4月	◦	特別養護老人ホームのモデルタイプ調査研究委員会を設置。モデ
ル施設として富山県庄川町を選び建設助成をしていくことを決定

	1989年	 4月	◦	既存の施設に対するスプリンクラー設備事業を3か年に限り認め
ることを決定（1991年度まで）

	1989年	 4月	◦	高齢者向けの住宅の試作など、先駆的な事業を重点的に支援
	1989年	 4月	◦	次世代高速船「テクノスーパーライナー」の開発研究（1995年度

まで）
	1989年	 4月	◦	国連大学世界開発経済研究所（WIDER）への海外協力援助開始
	1989年	 5月	◦	笹川陽平、理事長に就任
	1989年	 9月	◦	第二船舶振興ビル起工式（付属駐車場ビル老朽化のため解体・建替）
	1989年	12月	◦	笹川日中友好基金設置
	1990年	 3月	◦	日仏笹川財団設立
	1990年	 3月	◦	貸付業務規程改正。融資対象者を「モーターボートその他の船舶、

船舶用機関及び船舶用品の製造に関する事業並びにこれに関連す
る事業」に改め、融資者の拡大を図った

	1990年	 3月	◦	直轄事業「調査研究事業」、運輸大臣より認可

	1990年	 4月	◦	新しい海上輸送システムの研究開発を重点的に助成
	1990年	 4月	◦	屋内ゲートボール場建設を助成
	1990年	 4月	◦	高齢者向け住宅を助成対象施設として基準化を行う
	1990年	 4月	◦	「樺太残留邦人一時帰国者」「子どもに無煙環境を全国キャンペー

ン」に対する援助活動開始
	1990年	 4月	◦	チェルノブイリ原発事故への本格的救済援助活動開始
	1990年	 5月	◦	（財）モーターボート競走近代化研究センター設立

	1986年	11月	◦	伊豆大島の三原山が噴火。全島民が島外に避難

	1987年	 7月	◦	東京都の1年間の地価上昇が85.7％を記録
	1987年	 9月	◦	東北自動車道全線開通
	1987年	 9月	◦	マイケル・ジャクソン、後楽園球場で来日コン

サート
	1987年	10月	◦	利根川進、ノーベル生理学・医学賞を受賞
	1987年	11月	◦	日本航空株式会社法が廃止され、日本航空が完全

民営化
	1987年	11月	◦	金賢姫による大韓航空機爆破事件が発生
	1988年	 3月	◦	青函トンネル開業、青函連絡船の運航を終了
	1988年	 3月	◦	東京都文京区に日本初の屋根つき球場、東京ドー

ムが完成

	1988年	 4月	◦	瀬戸大橋開通
	1988年	 6月	◦	リクルート事件発覚、12月に宮澤喜一蔵相がリ

クルート疑惑で辞任
	1988年	 8月	◦	イラン・イラク戦争が停戦
	1989年	 1月	◦	昭和天皇崩御、皇太子明仁親王が新天皇に即位。

翌日、「平成」に改元される

	1989年	 4月	◦	3％の消費税がスタート
	1989年	 6月	◦	NHK、衛星第1テレビおよび衛星第2テレビの本

放送開始
	1989年	 6月	◦	中国・北京の天安門広場に民主化を求めて集結し

た一般市民のデモ隊に対し、中国人民解放軍が武
力弾圧を行い、多数の死傷者を出す（天安門事件）

	1989年	11月	◦	ベルリンの壁崩壊
	1990年	 1月	◦	第1回大学入試センター試験実施
	1990年	 3月	◦	アフリカ最後の植民地ナミビア、南アフリカ共和

国から独立

	1990年	 4月	◦	大阪市で国際花と緑の博覧会開幕
	1990年	 6月	◦	礼宮文仁親王が川嶋紀子嬢と結婚、秋篠宮家を創設
	1990年	10月	◦	西ドイツに東ドイツが編入される形で統一（ドイ

ツ再統一）
	1990年	10月	◦	ソ連のゴルバチョフ大統領、ノーベル平和賞を受賞
	1990年	11月	◦	雲仙普賢岳、198年ぶりに噴火。翌年6月には死

者・行方不明者43人を出す大火砕流発生

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

1987（昭和 62）年度

1988（昭和 63）年度

1989（平成 1）年度

1990（平成 2）年度
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	1996年	 4月	◦	里山保全活動の一環として、埼玉県寄居町の「とんぼ公園」への
支援を開始（1999年度まで）

	1996年	 5月	◦	「阪神・淡路コミュニティ基金」を設立、阪神・淡路大震災後の
復興活動に取り組むボランティア団体に対して、集中的に活動資
金を助成（総額8億円）

	1996年	 6月	◦	通称「日本財団」の使用を開始
	1996年	 6月	◦	ホスピス研究会を設置、ホスピス専門ナース養成のための認定看

護師制度を創設
	1996年	 7月	◦	「海の日」の祝日化を記念し「国際海洋シンポジウム」の開催（1999

年度まで4回実施）
	1996年	 7月	◦	神戸海洋博物館に超電導電磁推進船「ヤマト」を展示
	1996年	 8月	◦	東京都にて第1回全国ジュニアゲートボール大会を開催
	1996年	 8月	◦	日本財団の公式ウェブサイト開設。林雄二郎特別顧問作成の日本

財団活動指針「七つの鍵」が公開
	1996年	12月	◦	障害者と健常者が一緒に走る市民マラソン大会「神宮外苑ロード

レース」を開催（2,200人が参加）
	1997年	 1月	◦	ロシア船籍タンカー重油流出事故（福井県三国町）発生に伴う海岸

漂着重油除去のための緊急・復興ボランティア活動支援

	1997年	 4月	◦	各都道府県で犯罪被害者支援センターの立ち上げを支援
	1997年	 4月	◦	東京国際舞台芸術フェスティバル（東京国際芸術祭）への支援を開始
	1997年	 4月	◦	オフィスのIT化（社内LANシステムの構築）
	1997年	 4月	◦	本人やその家族をサポートする犯罪被害者対策の推進
	1997年	 4月	◦	地球環境に優しい舶用ガスタービン「スーパーマリンガスタービン」

の開発研究（2002年度まで）
	1997年	 4月	◦	障害当事者による自立生活活動のための海外先行事例の調査研究

活動を支援（1999年度まで）
	1997年	 4月	◦	完全天然素材による杉樹皮流出油回収資機材の研究開発（2001年

度まで大分県産業科学技術センター、海上災害防止センターと共
同開発）

	1997年	 4月	◦	指1本でも操車可能なジョイスティック車「JOY-VAN」の全国キャ
ラバンスタート（同年12月までに45か所で実施。障害者が多数参加）

	1997年	 4月	◦	海をテーマに優れた小説・童話などを表彰する「海洋文学大賞」
の創設（2002年度まで6回開催、応募総数3,421点）

	1997年	 4月	◦	船舶バラスト水の滅菌技術の研究開発を支援（2002年度まで）
	1997年	 4月	◦	海洋に関するあらゆるデータの提供や研究を行う（財）日本水路協

会・海洋情報研究センターの設立、活動支援（2001年度まで）
	1997年	 4月	◦	聴覚障害者のための手話を重視した中等教育（中学・高校）の推進
	1997年	 4月	◦	海洋科学研究の助成を開始
	1997年	 7月	◦	日本文化を海外に紹介する、浮世絵画家「歌川廣重展」開催（英

国王立芸術学院にて開催）
	1997年	 7月	◦	NPO支援センターの設立・運営支援を開始（宮城・広島・東京の

3つのセンターへ1999年度まで助成）
	1997年	 8月	◦	情報公開の一環として、新聞（全国版）での決算報告を開始
	1997年	 9月	◦	世界の知識人を集めて人類の行く末を議論する第1回「フォーラ

ム2000」の開催
	1997年	10月	◦	曽野綾子、海外邦人宣教者活動援助後援会代表として読売国際協

力賞を受賞
	1997年	11月	◦	（財）日本太鼓連盟の設立を支援、日本太鼓の普及・振興事業を推進
	1997年	11月	◦	ボランティア活動助成金公募に重点項目を初めて明示
	1998年	 2月	◦	長野冬季オリンピック・パラリンピック大会の開催を支援
	1998年	 3月	◦	日本文化を海外に紹介する「ポップアーティスト草間弥生展」開

催支援（アメリカ・ロサンゼルス郡立美術館にて開催）
	1998年	 3月	◦	長野冬季パラリンピック大会での障害者観客送迎およびボラン

ティア交流ハウスの運営を支援

	1998年	 4月	◦	舶用機器の商取引をインターネットで効率化する「造舶Web」の
開発を支援（1999年度まで。2001年（株）造舶ウエブが設立され、
運用開始）

	1997年	 4月	◦	消費税が3％から5％に増税
	1997年	 6月	◦	神戸連続児童殺傷事件で14歳の少年を逮捕（通

称：酒鬼薔薇事件）
	1997年	 7月	◦	香港がイギリスから中国に返還
	1997年	 7月	◦	アメリカの火星探査機が火星に着陸
	1997年	 8月	◦	ダイアナ元イギリス皇太子妃、パリで事故死
	1997年	 9月	◦	マザー・テレサ死去。インドにて国葬
	1997年	 9月	◦	オスロでの政府間会合で対人地雷全面禁止条約が

採択
	1997年	11月	◦	サッカー日本代表、W杯フランス大会に向けた

アジア第3代表決定戦に勝利、W杯初出場が決定
（ジョホールバルの歓喜）

	1997年	11月	◦	山一證券が破綻
	1997年	12月	◦	地球温暖化防止京都会議開幕、京都議定書が採択
	1998年	 2月	◦	郵便番号が7桁になる
	1998年	 2月	◦	長野オリンピック開催

	1998年	 4月	◦	明石海峡大橋開通
	1998年	 6月	◦	FIFAワールドカップ・フランス大会開幕。日本

代表が初めて試合を行う

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

1997（平成9）年度
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	1994年	 1月	◦	ボランティア活動助成金の公募を新聞紙上にて開始

	1994年	 4月	◦	ヨーロッパと東アジアを結ぶ最短ルート「北極海航路」の啓開を
研究（1999年度まで。海洋政策研究財団がロシア、ノルウェーと
共同研究）

	1994年	 4月	◦	高齢者、障害者のために鉄道駅等へのエレベーター・エスカレー
ター設置を支援

	1994年	 4月	◦	アジア太平洋地域におけるサブスタンダード船取締体制を強化す
るため、検査官セミナーなどを開催

	1994年	 4月	◦	音楽を通じた国際貢献を目指し、弦楽器（ストラディヴァリウス
など）貸与事業の支援を開始

	1994年	 4月	◦	ボランティア支援部にて福祉車両寄贈事業の開始
	1994年	 4月	◦	全国の小・中・高校へボランティア活動啓発のための講師を派遣

（1998年度までに、延べ503校へ派遣）
	1994年	 4月	◦	カンボジアにおける東南アジア地域の義肢装具士リーダー育成プ

ログラム開始
	1994年	 4月	◦	里山保全ボランティア活動を支援（2004年度まで）
	1994年	 5月	◦	元事務局長、贈収賄によるモーターボート競走法違反で逮捕
	1994年	 5月	◦	多機能型高齢者用通所モデル施設「ケアポートよしだ」オープン
	1994年	 8月	◦	第10回「国際エイズ会議」横浜にて開催（143か国から1万2,600

人が参加）
	1994年	 9月	◦	「組織・業務改善計画」、運輸大臣により承認
	1995年	 1月	◦	阪神・淡路大震災への復興支援のため、競艇業界が71億円を支援
	1995年	 1月	◦	阪神・淡路大震災発生に伴う緊急・復興活動を支援（1997年度ま

でに累計104件を助成）
	1995年	 3月	◦	海外における日本語教師の養成および日本語教育の水準向上を図

るための日本語教育奨学基金を設置（2000年度までに6か国、11
校で展開）

	1995年	 4月	◦	外部機関による事業評価を導入
	1995年	 4月	◦	宮崎国際室内楽音楽祭ほか、地域の芸術文化活動支援へ積極的に

取り組む
	1995年	 4月	◦	流出油防除訓練施設および油回収装置を海上災害防止センターへ

整備（1998年度まで）
	1995年	 4月	◦	中国への日本語教師派遣事業を開始
	1995年	 4月	◦	日本初の全室個室型特別養護老人ホームのモデル施設「ケアポー

トみまき」オープン
	1995年	 4月	◦	ボランティア活動助成金申請を1年に2回の公募体制へ拡充
	1995年	 4月	◦	超大型浮体構造物「メガフロート」の開発研究（2000年度まで）
	1995年	 4月	◦	阪神・淡路大震災後の阪急伊丹駅、神戸港中突堤旅客船ターミナ

ルのバリアフリー化モデル施設の設置を支援（2000年度まで）
	1995年	 7月	◦	自然保護意識啓発のための「全国河川等クリーンキャンペーン」を

B＆G財団と協力して実施（1997年度までに、全国17か所で実施）
	1995年	 7月	◦	初代会長・笹川良一逝去
	1995年	 8月	◦	第1回「SSF世界スポーツ・フォト・コンテスト」開催（応募：

35か国、7,000点）
	1995年	11月	◦	日本文化を海外に紹介する、伝統的着物「一竹辻が花展」開催（ア

メリカ・スミソニアン国立自然史博物館にて）
	1995年	12月	◦	曽野綾子、会長に就任
	1996年	 3月	◦	「船の科学館」にて最後の青函連絡船「羊蹄丸」の展示を開始

	1996年	 4月	◦	シンガポールに拠点（現在のニッポン・マリタイムセンター）を置
き、マラッカ海峡航行安全のための人的支援を開始

	1996年	 4月	◦	国際社会の課題を究明するために、シンクタンクの世界的なネッ
トワークづくりを支援

	1996年	 4月	◦	高齢者向け配食サービス団体「ふきのとう」へモデル事業として
支援を開始（2000年度まで）

	1993年	12月	◦	記録的な冷夏により米が不足し、各国からの米輸
入を決定（1993年米騒動）

	1994年	 7月	◦	金日成・北朝鮮主席死去
	1994年	 7月	◦	日本人初の女性宇宙飛行士、向井千秋を乗せたス

ペースシャトルが打ち上げ
	1994年	 8月	◦	ジュリアナ東京閉店
	1994年	 9月	◦	関西国際空港開港
	1994年	12月	◦	ソニー・コンピュータエンタテインメント、家庭

用ゲーム機「プレイステーション」を発売
	1995年	 1月	◦	世界貿易機関（WTO）発足
	1995年	 1月	◦	明石海峡を震源とする直下型大地震、兵庫県南部

地震（阪神・淡路大震災）発生。6,000人を超える
死者を出す

	1995年	 2月	◦	近鉄の野茂英雄投手、アメリカのメジャーリーグ
挑戦を表明。近鉄を退団した野茂投手のロサンゼ
ルス・ドジャース入団が決定

	1995年	 3月	◦	オウム真理教による地下鉄サリン事件発生。13
人が死亡、5,510人が重軽傷

	1995年	11月	◦	マイクロソフト、「Windows95」日本語版を発売
	1995年	12月	◦	高速増殖原型炉「もんじゅ」のナトリウム漏洩事

故が発生
	1996年	 1月	◦	NASAのスペースシャトル「エンデバー」打ち上

げ。日本人初の搭乗運用技術者・若田光一が乗船
	1996年	 2月	◦	菅直人厚相、薬害エイズ事件で血友病患者に直接

謝罪

	1996年	 4月	◦	国内初の商用検索サイト「Yahoo!	JAPAN」がサー
ビスを開始

	1996年	 4月	◦	らい予防法の廃止に関する法律施行
	1996年	12月	◦	広島の原爆ドームと厳島神社が世界文化遺産に登録
	1997年	 2月	◦	世界初のクローン羊開発の成功が判明

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

1994（平成 6）年度

1995（平成 7）年度

1996（平成 8）年度
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	2000年	 4月	◦	全国の博物館で「海と船の企画展」開催を支援（2か年で延べ28
館1,050日間開催、来館者総数30万7,935人）

	2000年	 4月	◦	我が国初の身体障害者用ヨット「ヨットエイド26」の開発・建造
（2001年度まで実施）

	2000年	 4月	◦	藤沢市、仙台市の市民オペラほか、地域の人たちが参加する芸術
文化活動を支援

	2000年	 4月	◦	新学習指導要領に対応した教師向け和楽器授業研修プログラムを
支援

	2000年	 4月	◦	業務支援システム「システムNIPPON」稼働
	2000年	 4月	◦	日本初の夜間保育における総合調査、児童の心理調査を支援
	2000年	 4月	◦	サハリン同胞友好協会への支援を拡充
	2000年	 4月	◦	北海道有珠山噴火災害におけるボランティア活動へ緊急支援
	2000年	 6月	◦	ハノーバー国際博覧会開催（ドイツ・ハノーバー市）
	2000年	 7月	◦	アジアの知的リーダーのための研究奨学制度「日本財団アジア・

フェローシップ」（APIフェローシップ）開始
	2000年	 9月	◦	東海豪雨水害におけるボランティア活動支援へ緊急支援
	2000年	10月	◦	日本の海岸の現状を専門家とともに巡検調査（2001年度まで。

九十九里浜の海岸侵食と海岸線の変遷などを実地調査しレポート
を出版）

	2000年	10月	◦	誰もが使いやすいトイレの研究を行い、調査報告書『ユニバーサ
ルトイレ調査報告』を発行

	2001年	 2月	◦	聴覚障害者の高等教育の質の向上を図る「国際大学連合」設立支
援（アメリカ・ロチェスター工科大学、筑波技術短期大学ほかを支援）

	2001年	 3月	◦	台湾における日本の明治期台湾総督府関連資料の目録作成事業を
支援〈台湾歴史史料研究会〉

	2001年	 4月	◦	マラッカ海峡の安全確保のため設標船「ぺドマン号」（900総トン）
を建造（2002年6月、マレーシアへ寄贈）

	2001年	 4月	◦	不登校生対象の生野学園中学校（兵庫県）、白根開善学校（群馬県）
の中学生寮を建設

	2001年	 4月	◦	柳宗悦が収集した国内外の民芸品を展示する「日本民藝館」を改
修（東京都）

	2001年	 4月	◦	親水意識啓発のため、市民団体の水環境活動を地域へ紹介する発
表会を支援

	2001年	 4月	◦	筋肉が壊死してしまう皮膚病「ブルーリ潰瘍」の治療のため、専
門医師をアフリカに派遣

	2001年	 4月	◦	高性能大型消防船「きよたき」の建造
	2001年	 4月	◦	能楽シテ五流派の一つ、金剛流の活動拠点となる「金剛能楽堂」

を建設（京都市）
	2001年	 4月	◦	ホスピス研究会の提言を受け「ホスピスドクター研修」を開始
	2001年	 4月	◦	移送サービス団体の地域ネットワークづくりのための講習会を開

催（石川・富山・福井県にて4回実施）
	2001年	 4月	◦	不登校・引きこもり関係施設実態調査を実施
	2001年	 5月	◦	和船・船大工に関する基礎調査とデータベースの作成を開始

（2001年まで、全国3,580の博物館・資料館を通じ調査）
	2001年	 5月	◦	マラッカ海峡の情報共有と利用国の対応についての意見交換を目

的とした「マラッカ海峡利用に関する非公式会合」を開催（参加
国：日本、中国、韓国）

	2001年	 5月	◦	笹川陽平、WHOよりハンセン病制圧特別大使に任命される
	2001年	 5月	◦	在日外国人支援に関する人材養成セミナー「多文化セミナリオ東

海」を実施（浜松市にて6日間開催）
	2001年	 7月	◦	東京都港区赤坂に国際的な情報発信機能を備えた「日本財団ビル」

が竣工
	2001年	 8月	◦	神戸市にて開催された第13回「世界移植者スポーツ大会」を支

援（世界48か国から11種目の競技に、1,237人が参加）
	2001年	 9月	◦	東京都清瀬市に、ホスピスナースのための宿泊施設「ピースドミ

トリー」オープン
	2001年	 9月	◦	高知県西部豪雨災害におけるボランティア活動へ緊急支援
	2001年	 9月	◦	笹川陽平、ミレニアムガンジー賞を受賞
	2001年	10月	◦	我が国の海洋管理政策を担う人材育成を目的にした「海洋管理講

座」を設置、東京商船大学に7回の講座を開講

	2001年	 8月	◦	小泉純一郎首相、靖国神社を参拝、中国や韓国政
府が反発

	2001年	 9月	◦	農水省が、千葉県でBSE（狂牛病）の疑いがある牛
の発見と発表

	2001年	 9月	◦	航空機4機ハイジャックによる、米国に対する大
規模同時多発テロ事件が発生（アメリカ同時多発
テロ事件）。死者3,000人以上

	2001年	10月	◦	アメリカ軍によるアフガニスタン空爆開始（タリ
バン政権に対する戦争）

	2001年	10月	◦	アップル、「iPod」を発表。革命的なデジタルオー
ディオプレーヤーとして人気を集める

	2002年	 1月	◦	欧州12か国でユーロ紙幣とユーロ硬貨の流通が
開始

	2002年	 1月	◦	雪印牛肉偽装事件

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き
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	1998年	 4月	◦	アメリカ・オーバーブルック盲学校に、東南アジアの視覚障害者
教育技術移転プログラム推進のための基金設置

	1998年	 4月	◦	非営利セクターの人材育成のための日米非営利団体間の現場研修
事業開始

	1998年	 4月	◦	第二次世界大戦直後にGHQが検閲・回収した日本の出版物整
理・保存事業を支援（アメリカ・メリーランド大学プランゲ文庫）

	1998年	 4月	◦	助成事業報告書の電子図書館「事業成果ライブラリー」を財団ウェ
ブサイト上に開設

	1998年	 4月	◦	ホスピス研究会の提言を受け「ホスピスナースの養成研修」を開始
	1998年	 4月	◦	ベトナムにおける視覚障害者の自立支援プログラム（按摩講習会）

を支援
	1998年	 4月	◦	日本初の盲導犬に関する調査を実施。調査報告書「盲導犬に関す

る調査」を発行
	1998年	 4月	◦	不登校・引きこもりへの対策支援を開始（2003年度まで）
	1998年	 7月	◦	「日本財団情報公開要領」を施行
	1998年	 7月	◦	精神・知的障害者が海外生活を体験するための拠点「米国藍工房」

への支援（2000年度まで）
	1998年	 9月	◦	北関東・南東北大雨水害におけるボランティア活動へ緊急支援
	1998年	10月	◦	高知県大雨水害におけるボランティア活動へ緊急支援
	1998年	11月	◦	第7回世界ゲートボール選手権大会をハワイ・ホノルルにて開催

（10か国1地域が出場）
	1999年	 3月	◦	中国残留日本人孤児支援事業で1,000人が日本国籍を取得

	1999年	 4月	◦	海洋管理研究会を設置（海洋関係有識者12人で構成）
	1999年	 4月	◦	ヨーロッパ、北アメリカ東海岸、オーストラリアなどにおける海

洋管理に関する調査を開始
	1999年	 4月	◦	海上交通の安全を脅かす「海賊」対策に取り組む（アジア地域海

賊対策専門家会合の開催、海賊防犯装置の開発など）
	1999年	 4月	◦	中国の大学へ日本の教育・研究図書を寄贈する「教育・研究図書

有効活用プロジェクト」を実施
	1999年	 4月	◦	不登校問題への取り組み開始、不登校生を対象とする吉備高原希

望中学校（岡山県）の建設（学校法人を初めて助成対象に）
	1999年	 4月	◦	離島−山間へき地での演劇鑑賞事業で、参加児童が50万人を突破
	1999年	 4月	◦	更生保護施設入所者の社会復帰支援事業を開始
	1999年	 4月	◦	日本文化を海外に紹介する「アイヌ特別展」を、アメリカ・スミ

ソニアン国立自然史博物館にて開催
	1999年	 4月	◦	福祉車両の配備事業を公益福祉部環境福祉課でも開始
	1999年	 5月	◦	国際海事大学連合（IAMU）の活動支援を開始（世界トップレベル

に位置する30を超える海事大学が参加）
	1999年	 8月	◦	長崎にて、終末医療の在り方を考えるセミナー「メメント・モリ」

を開催（その後、香川・静岡・三重・宮城・北海道・広島などで
も開催、全30回3万人が参加）

	1999年	10月	◦	日本NCR（株）本社ビルを購入
	1999年	10月	◦	台湾集集大震災における被災者支援のボランティア活動へ緊急支援
	1999年	12月	◦	日本財団英文ウェブサイト開設
	2000年	 1月	◦	カンボジアにおける基礎教育向上のための小学校建設支援
	2000年	 1月	◦	ベトナムでの戦争被害者の社会参画を促す義手義足提供を支援
	2000年	 3月	◦	里山保全団体運営のための本『生き物緑地活動をはじめよう』を

刊行（風土社）

	2000年	 4月	◦	ボランティア活動助成金「はじめの一歩助成」制度の創設（助成
金上限30万円。里山分野で募集）

	2000年	 4月	◦	「日本の外航海運の現況に関する調査」の発表（外航海運会社204
社に対してアンケート調査を実施）

	2000年	 4月	◦	不登校生の進路と社会参加のネットワークづくりを支援（シンポ
ジウム・相談会を開催）

	2000年	 4月	◦	日本全国の海事博物館・資料館などのネットワークを構築（2か年
で35館が登録）

	2000年	 4月	◦	「太鼓ファンド」を設置、海外における日本太鼓の普及事業を支援

	1998年	12月	◦	特定非営利活動促進法（NPO法）施行
	1998年	12月	◦	国際連合の大量破壊兵器査察を拒否したイラクを

米英軍が空爆
	1999年	 1月	◦	欧州連合に加盟する11か国で単一通貨「ユーロ」

を導入
	1999年	 3月	◦	日本銀行、ゼロ金利政策実施
	1999年	 3月	◦	NATO軍、ユーゴスラビアを空爆

	1999年	 6月	◦	男女共同参画社会基本法成立
	1999年	 8月	◦	日の丸・君が代を国旗・国歌とする法律が可決、

成立
	1999年	 9月	◦	茨城県東海村の民間ウラン加工施設JCOで日本

初の臨界事故発生、2人死亡
	1999年	10月	◦	桶川ストーカー殺人事件発生。ストーカー規制法

制定の契機となった
	1999年	12月	◦	ミレニアムのカウントダウンが世界各地で開催。

2000年問題発生が注目されるが大きな問題は起
きなかった

	2000年	 7月	◦	三宅島雄山が噴火
	2000年	 7月	◦	新紙幣二千円（守礼門）紙幣発行
	2000年	 9月	◦	シドニーオリンピック開幕。高橋尚子、オリンピッ

ク最高記録で金メダルを獲得
	2000年	10月	◦	白川英樹、ノーベル化学賞を受賞
	2001年	 3月	◦	大阪市に、ユニバーサル・スタジオ・ジャパン開園

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き
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	2004年	 4月	◦	組織再編を実施、チーム制からグループ制への移行
	2004年	 4月	◦	カンボジア国立伝統医療学校を設立
	2004年	 4月	◦	「造船技能開発センターの訓練用機材整備等」事業の助成を開始
	2004年	 4月	◦	間伐材搬出に関わる機材整備などを通した支援を実施（2011年度

まで）
	2004年	 4月	◦	郷土学による地域を元気にする支援を実施（2009年度まで、延べ

88件に支援）
	2004年	 4月	◦	親学モデル確立のための支援を実施（2012年度まで）
	2004年	 4月	◦	小野田自然塾への支援を開始
	2004年	 4月	◦	日本の聴覚障害者がアメリカで勉強するための奨学金事業を開始
	2004年	 4月	◦	ブラジルのハンセン病回復者組織「MORHAN」の電話相談事業

の支援を開始
	2004年	 6月	◦	滋賀県に、築70年の町家を改修した「ボーダレス・アートミュー

ジアムNO-MA」オープン
	2004年	 8月	◦	第1回「湘南オープンウォータースイミング」を開催
	2004年	10月	◦	新潟県中越地震が発生、災害援助の実施
	2004年	10月	◦	笹川陽平、ハンセン病に関する活動が評価され、読売国際協力賞

を受賞
	2004年	11月	◦	沖ノ鳥島民間調査団を派遣（2005年度まで）
	2004年	12月	◦	アジアの途上国を中心に、日本人シニアボランティアを派遣する

ため、技能ボランティア海外派遣協会を設立
	2005年	 3月	◦	ベトナム戦争の影響で不発弾が残るラオス・シェンクアン県にお

いて、自衛隊OBによる現地不発弾処理隊員への処理技術の移譲
事業（5か年計画）を開始

	2005年	 4月	◦	日本財団寄付プロジェクト「夢の貯金箱」を開始
	2005年	 4月	◦	小規模福祉施設の改装事業を開始
	2005年	 4月	◦	発達障害者の支援を実施（2012年度までに98件）
	2005年	 6月	◦	曽野綾子、会長を退任
	2005年	 6月	◦	日本財団公益コミュニティーサイト「CANPAN」を開始
	2005年	 7月	◦	笹川陽平、理事長を退任し、会長に就任
	2005年	 7月	◦	尾形武寿、理事長に就任
	2005年	 9月	◦	台風14号による水害が発生、災害援助の実施
	2005年	11月	◦	ホームホスピスの整備事業を開始（2011年度まで、全7施設）
	2005年	12月	◦	同年に設立されたインドのハンセン病回復者組織「ナショナル・

フォーラム」の全国大会に参加
	2006年	 1月	◦	ハンセン病差別撤廃のための第1回「グローバル・アピール」を、

ノーベル平和賞受賞者5人を含む世界の指導者12人の連名で、イ
ンド・デリーにて発表（以降、毎年各界指導者の賛同を得て発表）

	2006年	 3月	◦	2001年から議論されていた特殊法人改革が終結

	2006年	 4月	◦	自死遺族支援を開始
	2006年	 4月	◦	助成事業説明会を実施（2010年度まで、計43回）
	2006年	 4月	◦	障害者就労支援車両の整備を実施（2012年度まで、計279件）
	2006年	 4月	◦	発展途上国の視覚障害者に医療マッサージ技術を教え、経済的自

立支援を開始
	2006年	 5月	◦	日本財団ブログ・マガジンを開始
	2006年	 8月	◦	フィリピン残留日本人2世国籍回復支援を開始（2012年4月まで

に65人が日本国籍を取得）
	2006年	 8月	◦	郷土学セミナーを開催（2008年度まで、延べ3回）
	2006年	 9月	◦	香港における手話言語学のトレーニングと手話辞書の作成事業を

開始
	2006年	 9月	◦	助成事業等評価実施規則を制定し、組織として事業評価の制度化

を実施
	2006年	 9月	◦	ラオス、ベトナムにおける障害者芸術祭を開催

	2004年	 4月	◦	政治家の年金未納問題が相次いで発覚
	2004年	 5月	◦	小泉首相が北朝鮮を再訪問。平壌で日朝首脳会談

が行われ、拉致被害者の家族5人が帰国
	2004年	 7月	◦	紀伊山地の霊場と参詣道などがユネスコの世界遺

産に登録
	2004年	10月	◦	新潟県で震度7の地震が発生（新潟県中越地震）。

死者68人
	2004年	11月	◦	新一万円（福澤諭吉）・五千円（樋口一葉）・千円（野

口英世）紙幣発行
	2004年	12月	◦	スマトラ島沖地震が発生（M9.3）。津波などによ

り14か国以上で22万人以上が死亡、邦人40人
以上が死亡

	2005年	 4月	◦	JR福知山線脱線事故。運転士含め死者107人・
負傷者555人と、JR史上最悪の鉄道事故となる

	2005年	 7月	◦	日本人宇宙飛行士野口聡一が搭乗したスペース
シャトル「ディスカバリー」、打ち上げ成功

	2005年	 8月	◦	郵政民営化関連法案が参議院で否決。小泉首相が
「郵政解散」に踏み切り、記録的な圧勝を収める

	2005年	 8月	◦	首都圏新都市鉄道つくばエクスプレス（秋葉原駅—
つくば駅間）開業

	2005年	10月	◦	郵政民営化関連法案成立
	2005年	11月	◦	姉歯建築設計事務所による耐震強度偽装事件が発

覚、深刻な社会問題になる
	2005年	11月	◦	歌舞伎がユネスコの世界無形文化遺産に登録
	2006年	 1月	◦	東京地方検察庁、インターネット関連企業のライ

ブドアおよび関連会社を、証券取引法違反の疑い
で強制捜査

	2006年	 2月	◦	トリノ冬季オリンピック開催。女子フィギュアス
ケートで、荒川静香がアジア勢初の金メダル獲得

	2006年	 4月	◦	地上デジタルテレビ放送の1セグメント放送「ワ
ンセグ」開始

	2006年	 6月	◦	北海道夕張市、財政再建団体申請の方針を表明
	2006年	 9月	◦	秋篠宮家に男児が誕生、悠仁と命名。親王誕生は、

皇室では41年ぶり
	2007年	 1月	◦	防衛庁が省に昇格し、防衛省発足
	2007年	 2月	◦	第1回東京マラソン開催。国内のマラソン競技会

として最高の3万870人が参加、2万9,852人が
完走

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き
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	2001年	12月	◦	国連経済社会理事会非政府組織協議資格の取得申請（2002年7月
取得）

	2001年	12月	◦	「Rio+10における海洋と海洋と沿岸域」に関する国際会議をパリ
にて開催

	2001年	12月	◦	内閣官房行政改革推進事務局、「特殊法人整理合理化計画」を発表
	2001年	12月	◦	不登校児42人の体験をつづった事例集『大人が変われば子ども

も変わる』刊行（約1,500部）
	2002年	 3月	◦	海洋政策に関するアンケート調査を実施し、「21世紀におけるわ

が国の海洋政策に関する提言」を発表
	2002年	 3月	◦	中国・吉林省社会科学院満鉄資料館が所蔵する旧満州国・南満州

鉄道関連歴史資料の整理・保存事業を支援

	2002年	 4月	◦	ランチタイムコンサート第1回を日本財団ビルにて開催
	2002年	 4月	◦	海洋政策研究財団の海洋シンクタンクの活動を支援、同財団に「海

洋政策研究所」を設置
	2002年	 4月	◦	笹川科学研究助成の受給者3,500人を突破
	2002年	 4月	◦	結核検診のための新型検診車の整備を開始
	2002年	 4月	◦	社会福祉法人の運営として日本初の薬物依存症専門施設の建設を

支援
	2002年	 4月	◦	東京で「不登校児問題に関しての様々な処方箋を提示するための

フォーラム」を開催（約200人参加）
	2002年	 4月	◦	「高齢者転倒予防プログラム」を作成
	2002年	 4月	◦	社会セクター、中間支援組織への支援を開始（2007年度まで）
	2002年	 4月	◦	各国日系移民史オンライン保存プロジェクトの推進を支援（2007

年度まで）
	2002年	 4月	◦	視覚障害者をはじめ障害者が容易に情報へアクセス可能なDAISY

（デジタル録音図書）普及システムの発展途上国における構築を支
援（2007年度まで）

	2002年	 4月	◦	ベトナム政府の障害者基本法作成を支援（2008年度まで）
	2002年	 5月	◦	木造船に関する基礎調査とデータベースの作成（全国2,820の漁

協を通じ調査）
	2002年	 5月	◦	世界海事大学における「日本財団寄附講座」（海事行政、海洋環境

マネージメント、海事工学）の設置
	2002年	 5月	◦	地域住民のスポーツへの参加率を競う「チャレンジデー」の参加

者が全国82自治体で、87万人突破
	2002年	 5月	◦	ボランティア活動助成の募集において、従来の分野別募集方式か

ら、分野を超えた「テーマ設定」による募集を開始（「協働」をテーマ）
	2002年	 6月	◦	ミャンマー少数民族居住地域における学校建設事業を開始
	2002年	 6月	◦	NPO支援センター強化および人材育成のための特別プログラム

実施（全国で17センター）
	2003年	 1月	◦	WHO加盟国伝統医療サーベイを開始

	2003年	 4月	◦	日本財団の助成先団体により作成された事業成果を公開する「日
本財団図書館」をHP上に開設

	2003年	 4月	◦	犯罪被害者支援センターの「犯罪被害者等早期援助団体」指定に
向け、体制を整備（2012年度まで、全国48団体）

	2003年	 4月	◦	発展途上国における視覚障害者のためのDAISY（デジタル録音図
書）普及システムの構築（2007年度まで）

	2003年	 5月	◦	船の科学館にて、北朝鮮工作船の一般公開（2004年4月まで）
	2003年	 6月	◦	トルコを拠点に、中央アジア留学生への支援を開始
	2003年	 7月	◦	宮城県北部連続地震が発生、災害援助の実施
	2003年	10月	◦	若手日系人に対する日本留学の奨学金事業を設立（2012年時点で

計70人に奨学金提供）
	2004年	 1月	◦	ラオス、カンボジア、ミャンマーにおいて、キャッサバの農法・

活用法を指導する事業を実施
	2004年	 1月	◦	モンゴルで2,000世帯に置き薬の配備を開始（2011年12月時点

で2万世帯に拡大）
	2004年	 2月	◦	アジア教育友好協会（AEFA）を設立、アジアの山岳少数民族居住

地域（ベトナム、ラオス、タイ、中国）での学校建設事業を開始

	2002年	 4月	◦	学習指導要領の見直しが図られ、完全学校週5日
制のゆとり教育スタート

	2002年	 5月	◦	日本と韓国の共同開催により、2002	FIFAワール
ドカップ開幕

	2002年	10月	◦	小柴昌俊、ノーベル物理学賞を受賞。田中耕一、
ノーベル化学賞を受賞。初の日本人W受賞となる

	2003年	 1月	◦	北朝鮮、核拡散防止条約（NPT）脱退を宣言
	2003年	 1月	◦	朝青龍、第68代横綱に昇進（モンゴル人初の横綱

誕生）
	2003年	 3月	◦	宮崎駿監督「千と千尋の神隠し」、第75回アカデ

ミー賞長編アニメ映画賞を受賞

	2003年	 4月	◦	郵政事業庁、日本郵政公社となる
	2003年	 4月	◦	SARS（重症急性呼吸器症候群）が新感染症に指定

され、7月の終息宣言までに32か国で患者774
人が死亡

	2003年	 5月	◦	小惑星探査機「はやぶさ」、宇宙科学研究所（ISAS）
によって内之浦宇宙空間観測所よりM-Vロケット
5号機により打ち上げ

	2003年	 5月	◦	個人情報保護法が参議院本会議で可決、成立
	2003年	 8月	◦	住民基本台帳ネットワークシステム本格稼働
	2003年	12月	◦	地上デジタルテレビ放送、東京・大阪・名古屋で

開始
	2004年	 1月	◦	自衛隊イラク派遣開始。初めての陸上自衛隊の戦

闘地域への派遣となる
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	2008年	11月	◦	WHO60周年会議が開かれ、伝統医療の活用を各国に求める北京
宣言が採択。各国の伝統医療関連企業、NGOが参加するシンポジ
ウムも開催され、70か国から約2,000人が出席

	2008年	11月	◦	「日本ドキュメンタリー動画祭」を開催
	2008年	11月	◦	企業冠名の「寄付金・助成金」事業を開始
	2009年	 1月	◦	タイで伝統医療置き薬の配備を開始（4県1,390世帯で始まり、

2012年3月末時点で4県10,070世帯に拡大）
	2009年	 1月	◦	世界の宗教指導者の賛同のもとハンセン病差別撤廃のための「グ

ローバル・アピール2009」をイギリス・ロンドンで発表
	2009年	 1月	◦	ベトナムで重度障害者が街で暮らすための自立生活活動（IL）の支

援を開始
	2009年	 2月	◦	日本財団助成事業によるミャンマー伝統医療置き薬の配備開始

（2012年3月時点でミャンマー全14州、7,000村に配布）
	2009年	 2月	◦	全国48都道府県の設立発起人580人とともに、（特非）日本ファン

ドレイジング協会の設立シンポジウムを開催

	2009年	 4月	◦	国際海運における温室効果ガス削減技術に関する研究開発（2010
年度まで）

	2009年	 4月	◦	郷土検定の実施を支援（2012年度まで、延べ86件）
	2009年	 4月	◦	「地域課題解決のためのチャリティ事業支援」を開始（累計43件）
	2009年	 4月	◦	アジアにて視覚障害学生が高等教育で勉強する環境づくりを支援
	2009年	 4月	◦	日本社会事業大学を拠点校として、聴覚障害当事者教員による直

接授業や、情報保障完備の講義を開始
	2009年	 5月	◦	青パト事例集『青パトでこんなに街が変わりました！』を刊行
	2009年	 6月	◦	日本歯科医師会の協力で歯科医院の社会貢献「歯の妖精	Tooth	

Fairy」プロジェクトを開始
	2009年	 6月	◦	郷土検定セミナーを開催
	2009年	 6月	◦	海のボランティア助成を実施（2010年度、2011年度計3回）
	2009年	 9月	◦	第1回ASEAN伝統医療国際会議をバンコクで実施（ASEAN10か

国の保健省、WHOの関係者ら約200人のほか、スリランカ、ネパー
ルもオブザーバーとして参加）

	2009年	10月	◦	日本財団、管理職に年俸制を導入
	2009年	10月	◦	「里親家庭の居住空間整備助成」事業を開始（2012年度まで、計

474件）
	2009年	11月	◦	日本企業への社会的責任投資（SRI）拡大に向け、ブルームバーグ

社とCSR情報提供で連携
	2009年	11月	◦	カンボジアにて伝統陶器「クメール焼」を生かした窯業育成のた

め、益子焼の専門家が現地に駐在し技術移転を開始
	2009年	11月	◦	防災を目的とした第1回植樹祭を開催（2011年度現在、累計16

か所）
	2009年	12月	◦	全国の障害者施設で作られた授産製品のセレクトショップ「真心

絶品」を立ち上げ
	2009年	12月	◦	授産機器整備事業に関する調査を実施
	2009年	12月	◦	障害者公共政策サイバー大学院（IDPP）を設立。ASEANおよび世

界の障害当事者や障害専門家が、遠隔で障害者のための公共政策
を学ぶ修士プログラムを実施

	2010年	 1月	◦	日本財団公式ツイッター配信を開始
	2010年	 1月	◦	世界の財界リーダーの賛同のもと、ハンセン病差別撤廃のための

「グローバル・アピール2010」をインド・ムンバイで発表
	2010年	 1月	◦	パレスチナ安定化に向けた対話の促進と共通課題の提起
	2010年	 1月	◦	韓国の俳優イ・ソジン氏と「Let’s	Tree基金」プロジェクトを開

始
	2010年	 3月	◦	フランス・パリ市アル・サン・ピエール美術館にて「アール・ブ

リュット・ジャポネ展」開催（図録およびDVD制作を支援）

	2010年	 4月	◦	（特非）日本財団学生ボランティアセンターを設立
	2010年	 4月	◦	既存施設の改修による「渚の交番」設置事業を開始
	2010年	 4月	◦	大学と連携した海洋教育普及事業の実施を開始
	2010年	 4月	◦	海洋ボランティア構想における地域連携モデルを構築

	2009年	 4月	◦	WHO、人間同士による新型インフルエンザ感染
症が報告されたと発表。6月パンデミック（世界的
大流行）宣言

	2009年	 5月	◦	裁判員制度施行。8月東京地方裁判所にて初公判
	2009年	 6月	◦	マイケル・ジャクソン、自宅で心肺停止状態とな

り死去
	2009年	 8月	◦	第45回衆議院議員総選挙で日本民主党が第1党に

躍進。自由民主党は1955年の結党以来初めて衆
議院第一党を失う

	2009年	 9月	◦	消費者庁発足

	2010年	 5月	◦	宮崎県で流行している家畜伝染病口蹄疫問題で非
常事態を宣言
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	2006年	10月	◦	ササカワ・インド・ハンセン病財団（SILF）を設立、インドのハン
セン病回復者自立支援事業を展開

	2006年	11月	◦	企業のCSR活動活性化のために「CANPAN	CSRプラス」開始
	2006年	11月	◦	第1回「CANPANブログ大賞」を発表
	2006年	12月	◦	ハンセン病に関する活動が評価され、笹川陽平が国際ガンジー賞

を受賞
	2007年	 1月	◦	メールマガジン配信を開始
	2007年	 1月	◦	世界各国のハンセン病回復者代表と共同で、ハンセン病差別撤廃

のための「グローバル・アピール2007」をフィリピン・マニラで
発表

	2007年	 2月	◦	第1回東京マラソンにて、（公財）笹川スポーツ財団が養成したボ
ランティア・リーダー 35人が活躍

	2007年	 4月	◦	モーターボート競走法改正、指定法人となる
	2007年	 4月	◦	スーパークリーン・マリンディーゼルの技術開発の支援を開始
	2007年	 4月	◦	アジアにおける平和構築プロフェッショナルの育成を目指し、

フィリピンに平和大学マニラ分校が開校
	2007年	 4月	◦	ウォータースポーツエイドの助成を開始（2011年度まで）
	2007年	 4月	◦	海洋基本法制定、その後もフォローを実施
	2007年	 4月	◦	「安全管理者に対する危険排除のノウハウ等の伝承事業」を助成
	2007年	 4月	◦	明晴学園において手話と書記言語によるバイリンガルろう教育開始
	2007年	 5月	◦	中古福祉車両の海外寄贈を開始（2011年11月まで、計198台）
	2007年	 6月	◦	1台目の青色回転灯装備車（青パト）配備を支援（2011年度まで、

累計105台）
	2007年	 8月	◦	北京人民大会堂で日中笹川医学研究者制度20周年記念行事を開

催、「日中笹川医学奨学金制度」協定書に日本財団と中華人民共
和国衛生部が調印

	2007年	 8月	◦	モンゴル・ウランバートルで日本財団とWHOの共催による「伝
統医療国際会議」を開催

	2007年	 9月	◦	笹川陽平、日本政府よりハンセン病人権啓発大使に任命される
	2007年	 9月	◦	（財）日本音楽財団が地方での演奏会に重点を置いて展開
	2007年	10月	◦	現代日本に関する研究者ポストを英国の12大学に設置
	2007年	11月	◦	第1回「CSR大賞」を発表
	2007年	12月	◦	CANPAN、地域・テーマ別の公益ポータルサービスを開始
	2008年	 1月	◦	YouTubeチャンネル「日本財団TV」で動画配信を開始
	2008年	 1月	◦	ハンセン病に関する活動が評価され、日本財団および笹川記念保

健協力財団がダミアン・ダットン賞を受賞
	2008年	 1月	◦	アジアの視覚障害学生が高等教育で勉強する環境づくりを支援
	2008年	 1月	◦	国際人権NGOの賛同のもと、ハンセン病差別撤廃のための「グ

ローバル・アピール2008」をイギリス・ロンドンで発表
	2008年	 2月	◦	「アール・ブリュット／交差する魂　〜ローザンヌ・アール・ブ

リュット・コレクションと日本のアウトサイダー・アート」展の
開催を支援

	2008年	 2月	◦	すべての公益活動の成果物を公開する電子図書館「日本公益図書
館」を開設

	2008年	 2月	◦	ミャンマー保健省により、伝統医療置き薬パイロットプロジェク
トが開始（4州、1,579村）

	2008年	 2月	◦	カンボジアにおける障害者芸術祭を開催
	2008年	 3月	◦海洋基本計画が策定

	2008年	 4月	◦	日中笹川医学奨学金制度（第三次制度）の開始
	2008年	 4月	◦	海上保安大学校における日本財団講座の充実を図る
	2008年	 4月	◦	海上保安大学校プログラムを実施
	2008年	 4月	◦	マ・シ海峡航行援助施設基金を沿岸3国とともに設置
	2008年	 5月	◦	ベトナム政府の障害者基本法作成を支援
	2008年	 6月	◦	西アジア北アフリカ地域フォーラムを実施
	2008年	 8月	◦	福祉スタッフ外部研修プログラムを実施（2010年度まで、延べ

114人）

	2007年	 5月	◦	ニューヨーク・ヤンキースの松井秀喜、日米通算
2,000本安打を達成

	2007年	 6月	◦	島根県の石見銀山がユネスコの「世界遺産」に認
定。日本では14件目

	2007年	 7月	◦	新潟県中越沖地震発生。高齢者や子どもを中心に
68人が死亡

	2007年	 7月	◦	第21回参議院議員通常選挙で民主党が大躍進し、
参議院第一党になる

	2008年	 2月	◦	文部科学省、30年ぶりに授業時間を1割増加、「ゆ
とり教育」からの脱却を柱とした新学習指導要領
を発表

	2008年	 5月	◦	自動販売機でタバコを購入する際に顔写真入りIC
カード・taspoが必須になる

	2008年	 9月	◦	アメリカ証券会社大手リーマン・ブラザーズ、経
営破綻（リーマン・ショック）

	2008年	10月	◦	小林誠・益川敏英・南部陽一郎、ノーベル物理学
賞を受賞。下村脩、ノーベル化学賞を受賞

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

2007（平成 19）年度

2008（平成 20）年度
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	2011年	12月	◦	高知県に、古い倉庫群を改修したアール・ブリュット美術館「藁
工ミュージアム」オープン

	2012年	 1月	◦	（特非）日本ファンドレイジング協会が「認定ファンドレイザー制
度」を開始

	2012年	 1月	◦	世界各国医師会の賛同のもと、ハンセン病差別撤廃のための「グ
ローバル・アピール2012」をブラジル・サンパウロで発表

	2012年	 2月	◦	那須にて「郷土検定サミット」を開催
	2012年	 2月	◦	「ハンセン病と人権」第1回国際シンポジウムをブラジル・リオデ

ジャネイロで開催
	2012年	 3月	◦	「寄付文化醸成事業」、国土交通大臣より認可
	2012年	 3月	◦	公益財団法人日本オリンピック委員会（JOC）との共同プロジェクト

「エールFOR日本」を開始
	2012年	 3月	◦	日本初の「全国青パトフォーラム」を日本財団ビルで開催
	2012年	 3月	◦	東京電力福島第一原子力発電所事故で避難した障害者のためのケ

ア付き福祉施設「日本財団ホーム	東洋育成園」オープン
	2012年	 3月	◦	日本財団ホスピスナースが3,000人を突破
	2012年	 3月	◦	『ミャンマー薬草薬局方』第1版が完成

	2012年	 4月	◦	寄付文化醸成事業を開始
	2012年	 4月	◦	「ダイムラー・日本財団イノベーティブリーダー基金」創設
	2012年	 4月	◦	国連事務局経済社会局（DESA）、国連広報センター（UNIC）、日

本財団とで国連専門家会議「ICTと障害—アクセスと共生社会、
すべての人のための開発へ」を開催

	2012年	 4月	◦	ベトナム保健省、WHOベトナム事務所により、ベトナムでの伝
統医療置き薬事業を開始

	2012年	 4月	◦	アール・ブリュット美術館のアート・ディレクター育成プログラム
「Art	Brut＆MAD」を開始

	2012年	 5月	◦	広島県に、古い蔵を改修したアール・ブリュット美術館「鞆の津
ミュージアム」オープン

	2012年	 5月	◦	日本初のキャンプ型小児ホスピス施設「そらぷちキッズキャンプ」
（北海道滝川市）オープン

	2012年	 6月	◦	笹川陽平、ミャンマー少数民族福祉向上大使に任命
	2012年	 6月	◦	東日本大震災の復興支援として、カタール国からの寄付金により、

宮城県女川町で「水産漁業の再生基盤整備プロジェクト」を開始
	2012年	 8月	◦	アメリカ・カナダ大学連合日本研究センターにおけるフェロー

シップを実施
	2012年	 8月	◦	造船事業者向け海外設備資金貸付を開始
	2012年	 8月	◦	「福祉人材育成支援プログラム」を開始

	2012年	 5月	◦	北海道電力泊発電所の運転停止により、42年ぶり
に日本のすべての原子力発電所（50基）が稼働停止

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き

2012（平成24）年度
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	2010年	 5月	◦	「福祉施設の歯科診療・口腔ケアに関する現状と課題に関する調
査」を実施・報告

	2010年	 9月	◦	「ネレウスプログラム〜未来の海を考える〜」の実施を開始
	2010年	10月	◦	鹿児島県奄美地方で大雨による水害が発生、災害援助の実施
	2010年	10月	◦	「若手福祉従事者提言フォーラム」を開催、「福祉の現状と今後の

展望に関するアンケート調査」の結果を報告
	2010年	10月	◦	我が国における手話言語法（仮称）制定に向けた調査・研究活動

（全日本ろうあ連盟助成事業）を実施
	2010年	11月	◦	民主党の実施する事業仕分けの対象団体としてヒアリングを受ける
	2010年	11月	◦	カンボジア3県の中学校15校において、ラジオ英語教育事業で制

作したラジオプログラムの放送を開始
	2010年	12月	◦	日本初の『寄付白書2010』が刊行
	2010年	12月	◦	「ハンセン病の患者・回復者とその家族への差別撤廃決議」が国

連総会で採択
	2010年	12月	◦	中南米における農業分野のリーダー育成のための奨学金事業が、

10年間で11か国157人の奨学生を輩出
	2011年	 1月	◦	世界110大学の学長の賛同のもと、ハンセン病差別撤廃のための

「グローバル・アピール2011」を中国・北京で発表
	2011年	 3月	◦	第10回日本財団ホスピスナース記念研修会を開催
	2011年	 3月	◦	公益財団法人として内閣府の認定を受ける
	2011年	 3月	◦	東日本大震災が発生、対応の一環として、財団全体で募金活動等

を実施
	2011年	 3月	◦	東日本大震災支援基金を設置
	2011年	 3月	◦	東日本大震災による被災者支援のための「ROADプロジェクト」

を開始
	2011年	 3月	◦	東日本大震災災害支援センター設置、震災がつなぐ全国ネット

ワークと共同事務局を設置
	2011年	 3月	◦	東日本大震災に係る足湯ボランティアの派遣開始
	2011年	 3月	◦	被災者をNPOとつないで支える合同プロジェクト開始

	2011年	 4月	◦	公益財団法人への移行を契機に、財団法人日本船舶振興会から公
益財団法人日本財団へ、法人名称を変更

	2011年	 4月	◦	東日本大震災に係る弔慰金・見舞金の配付開始（1万7,598人）
	2011年	 4月	◦	臨時災害放送局支援開始（22局）
	2011年	 4月	◦	被災した子どもたちを継続的に支援する「ハタチ基金」の創設
	2011年	 4月	◦	東日本大震災に係るNPO・ボランティアへの緊急活動助成開始

（651団体、695事業）
	2011年	 4月	◦	緊急シンポジウム「福島原発事故“誰にでも分かる”現状と今後」

を開催
	2011年	 4月	◦	東日本大震災により被災した福祉施設の復旧などを実施（23団体

27事業）
	2011年	 4月	◦	「アール・ブリュット・ジャポネ展凱旋展」が国内美術館を巡回
	2011年	 4月	◦	（特非）日本学生ボランティアセンターによる学生の被災地派遣を

実施
	2011年	 4月	◦	「アール・ブリュット・ジャポネ展」に出展された作品のうち約7

割に及ぶ622点を所蔵
	2011年	 4月	◦	現代日本に関する図書を100か国711機関に寄贈
	2011年	 6月	◦	（財）日本音楽財団がストラディヴァリウス「レディ・ブラント」

を売却、売却金額全額を日本財団に寄付
	2011年	 6月	◦	東日本大震災に伴う車両流出や利用者増に対応し、円滑なサービ

ス運営を継続するための福祉車両を配備（132台）
	2011年	 6月	◦	東日本大震災で被災した障害者とその家族が暮らせるケア付き仮

設福祉ハウス「日本財団ホーム	小国の郷」オープン
	2011年	 6月	◦	地域伝統芸能復興基金（通称：まつり応援基金）創設
	2011年	 6月	◦	公益に資する分野で高い資質・専門性を持つ人材に、海外の研

究・教育機関などでさらなる研鑽を積む機会を提供する「日本財
団国際フェローシップ事業」を開始

	2011年	 9月	◦	国際専門家会議「放射線と健康リスク」を開催
	2011年	10月	◦	アール・ブリュット美術館ネットワーク会議を開始
	2011年	10月	◦	カンボジア師範学校での奨学金事業による受給者が延べ3,000人

を超える

	2010年	 6月	◦	小惑星イトカワへの着陸および世界で初めて月以
外の天体からの岩石採取に成功した小惑星探査機
はやぶさ、地球に帰還。翌日カプセルが回収

	2010年	 7月	◦	東京都足立区で111歳とみられる男性のミイラ化し
た遺体が発見。以後、所在不明高齢者問題に発展

	2010年	12月	◦	東北新幹線、八戸駅—新青森駅間が開業し、同線
全通

	2011年	 2月	◦	ニュージーランド・カンタベリーで地震発生
（M6.1）。185人の死者を出す

	2011年	 3月	◦	日本の東北地方太平洋岸沖を震源とするM9.0の
地震が発生（東日本大震災）。東京電力福島第一原
子力発電所にて深刻な原子力事故が発生

	2011年	 3月	◦	九州新幹線鹿児島ルート（博多駅—鹿児島中央駅
間）全線開業

	2011年	 4月	◦	福島第一原発事故の国際評価を旧ソ連・チェルノ
ブイリ原発事故と同レベルのレベル7に引き上げ

	2011年	 5月	◦	国際テロ組織アル・カーイダの最高指導者ウサ
マ・ビンラディン、アメリカ合衆国の諜報機関に
より殺害

	2011年	 6月	◦	小笠原諸島と平泉の歴史的建造物群が、それぞれ
ユネスコの世界自然遺産と世界文化遺産に登録

	2011年	 7月	◦	ドイツで開催された2011	FIFA女子ワールド
カップで、サッカー日本女子代表（なでしこジャ
パン）が初優勝

	2011年	 8月	◦	内戦状態に陥っていたリビアで、国民評議会を筆
頭にした反体制派陣営による軍が首都トリポリを
制圧。カダフィ政権が事実上崩壊

	2011年	10月	◦	タイで、国土の3分の1が水没する大水害が発生
	2011年	10月	◦	国連の推計で世界人口が70億人に達する
	2011年	12月	◦	北朝鮮の金正日総書記が死去。翌年4月、三男の

金正恩が北朝鮮・朝鮮労働党の第一書記に就任
	2012年	 2月	◦	自立式鉄塔として世界一となる東京スカイツリー

（高さ634m）竣工
	2012年	 3月	◦	日本全国でアナログ放送完全廃止され、完全デジ

タル化完了

日本財団の主な活動および関連事項 社会一般の動き
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DATA 02 ボートレース売上の推移

年度 総売上金額

1952（S27） 2,421,031,800 

1953 10,935,366,100 

1954 13,854,837,400 

1955 17,139,612,400 

1956 20,420,258,100 

1957 22,521,091,100 

1958 22,608,920,900 

1959 24,456,154,700 

1960 29,523,599,000 

1961 39,936,211,700 

1962（S37） 48,212,635,100 

1963 54,832,565,100 

1964 73,033,113,100 

1965 98,396,856,400 

1966 138,597,272,300 

1967 194,601,385,800 

1968 257,667,187,500 

1969 347,515,341,300 

1970 427,018,901,800 

1971 526,125,682,900 

1972 654,273,756,300 

1973 895,648,795,700 

1974 1,078,697,546,200 

1975 1,174,533,764,600 

1976 1,258,281,790,000 

1977 1,369,635,251,500 

1978 1,450,752,656,300 

1979 1,555,296,384,200 

1980 1,630,961,345,200 

1981 1,564,001,969,600 

1982 1,529,501,435,000 

1983 1,455,691,127,300 

1984 1,396,035,542,600 

1985 1,429,208,662,600 

1986 1,496,973,432,500 

1987 1,590,673,908,100 

1988 1,687,665,902,300 

1989（H1） 1,958,867,823,900 

1990 2,193,468,291,300 

1991 2,213,746,290,900 

1992 2,082,653,143,300 

1993 1,958,522,650,900 

1994 1,838,449,417,600 

1995 1,843,236,163,800 

1996 1,803,871,837,500 

1997 1,731,635,411,800 

1998 1,596,128,181,900 

1999 1,470,615,920,800 

2000 1,334,785,318,400 

2001 1,281,168,940,700 

2002 1,199,096,272,100 

2003 1,075,132,854,900 

2004 983,777,106,700 

2005 974,338,094,600 

2006 970,386,817,200 

2007 1,007,513,897,800 

2008 977,206,082,300 

2009 925,745,553,600 

2010 843,462,787,000 

2011 919,842,245,700 

（単位：円）



 ボートピアなんぶ 〒039-0105 青森県三戸郡南部町大字沖田面字荒田13-1

 ボートピア河辺 〒019-2625 秋田県秋田市河辺北野田高屋字前田52-1

 ボートピア大郷 〒981-3521 宮城県黒川郡大郷町中村字屋敷前80

 ボートピア川崎 〒989-1507 宮城県柴田郡川崎町大字支倉字鳥屋沢山25-6

 ボートピア玉川 〒963-6311 福島県石川郡玉川村大字岩法寺字新屋敷116-2

 ボートピア岩間 〒319-0205 茨城県笠間市押辺2560-1

 ボートピア岡部 〒369-0224 埼玉県深谷市西田86

 ボートピア栗橋 〒349-1103 埼玉県久喜市栗橋東6-204-17

 ボートピア市原 〒290-0066 千葉県市原市五所1966-1

 ボートピア習志野 〒275-0024 千葉県習志野市茜浜2-7-1

 ボートピア横浜 〒231-0027 神奈川県横浜市中区扇町3-7-1

 ボートピア名古屋 〒455-0037 愛知県名古屋市港区名港1-13-21

 ボートピア京都やわた 〒614-8043 京都府八幡市八幡一ノ坪14-1

 ボートピア梅田 〒530-0027 大阪府大阪市北区堂山町18-8

 ボートピア神戸新開地 〒652-0811 兵庫県神戸市兵庫区新開地4-6-19

 ボートピア姫路 〒670-0905 兵庫県姫路市魚町127

 ボートピアまるがめ 〒763-0074 香川県丸亀市原田町2288-1

 ボートピア朝倉 〒799-1604 愛媛県今治市朝倉北甲536-1

 ボートピア土佐 〒781-5310 高知県香南市赤岡町字松ノ本986-2

 ボートピア松江 〒690-0063 島根県松江市寺町198-57

 ボートピア呉徳山 〒737-0029 広島県呉市宝町4-21

 ボートピア呉宮島 〒737-0029 広島県呉市宝町4-21

 ボートピア勝山 〒824-0802 福岡県京都郡みやこ町勝山松田2800

 ボートピアみやき 〒849-0101 佐賀県三養基郡みやき町原古賀5719

 ボートピア三日月 〒845-0023 佐賀県小城市三日月町織島1447-1

 ボートピア高城 〒885-1312 宮崎県都城市高城町四家247-1

 ボートピア金峰 〒899-3402 鹿児島県南さつま市金峰町大坂12721

 ミニボートピア黒石 〒036-0357 青森県黒石市追子野木3-530

 ミニボートピア福島 〒960-0101 福島県福島市瀬上町字北中川原6-1

 ミニボートピア双葉 〒400-0105 山梨県甲斐市下今井2998

 ミニボートピア阿賀野 〒959-2212 新潟県阿賀野市久保196-1

 ミニボートピア滝野 〒679-0205 兵庫県加東市北野461

 ミニボートピア洲本 〒656-0022 兵庫県洲本市海岸通1-11-1

 ミニボートピア鳥取 〒680-0903 鳥取県鳥取市南隈125-1

 ミニボートピア山口あじす 〒754-1277 山口県山口市阿知須1090-1

 ミニボートピア北九州メディアドーム 〒802-0065 福岡県北九州市小倉北区三萩野3-1-1

 ミニボートピア嘉麻 〒820-0205 福岡県嘉麻市岩崎字折口63-17

 ミニボートピア長洲 〒869-0105 熊本県玉名郡長洲町大字清源寺字外浜499-1

 ミニボートピア長崎波佐見 〒859-3701 長崎県東彼杵郡波佐見町折敷瀬郷71-1

 ミニボートピア長崎五島 〒853-0013 長崎県五島市上大津町1387-1

 ミニボートピア長崎時津 〒851-2108 長崎県西彼杵郡時津町日並郷3450-11

 ミニボートピア日向 〒883-0022 宮崎県日向市大字平岩字スルギ8640-1

 ミニボートピアさつま川内 〒895-0027 鹿児島県薩摩川内市西向田町4-6

 ミニボートピア天文館 〒892-0843 鹿児島県鹿児島市千日町4-3

 オラレ上越 〒943-0173 新潟県上越市大字富岡539-2

 オラレセントレア 〒479-0881 愛知県常滑市セントレア1-1

 オラレ美馬 〒771-2107 徳島県美馬市美馬町字中通207-2

 オラレ徳山 〒745-0032 山口県周南市銀座2-20-2

 前売場外ミニット 〒847-0816 佐賀県唐津市新興町2881-1

 前売場外おおむら 〒856-0828 長崎県大村市杭出津1-818-1外

 オラレ呼子 〒847-0304 佐賀県唐津市呼子町殿ノ浦984-3

 オラレ島原 〒855-0861 長崎県島原市下川尻町7-5　島原港ターミナルビル2F

 オラレ志布志 〒899-7103 鹿児島県志布志市志布志町志布志3-24-1　サンポートしぶしアピア2F

 オラレ日南 〒887-0014 宮崎県日南市岩崎3-115-1
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場
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●ボートレース住之江
〒559-0023
大阪府大阪市住之江区
泉1-1-71

●ボートレース尼崎
〒660-0082
兵庫県尼崎市水明町199-1

●ボートレース児島
〒711-8567
岡山県倉敷市児島元浜町6-3

●ボートレース宮島
〒739-0411
広島県廿日市市
宮島口1-15-60

●ボートレース徳山
〒745-0802
山口県周南市
大字栗屋1033

●ボートレース下関
〒752-8511
山口県下関市
長府松小田東町1-1

●ボートレース唐津
〒847-0031
佐賀県唐津市原1116

●ボートレース鳴門
〒772-8510
徳島県鳴門市
撫養町大桑島
字濘岩浜48

●ボートレース丸亀
〒763-0011
香川県丸亀市
富士見町4-1-1

●ボートレース江戸川
〒132-0033
東京都江戸川区東小松川3-1-1

●ボートレース平和島
〒143-0006
東京都大田区平和島1-1-1

●ボートレース桐生
〒379-2398
群馬県みどり市笠懸町
阿左美2887

●ボートレース戸田
〒355-0024
埼玉県戸田市戸田公園8-22

●ボートレース多摩川
〒183-8514
東京都府中市是政4-11

●ボートレース浜名湖
〒431-0398
静岡県湖西市新居町
中之郷3727-7

●ボートレース蒲郡
〒443-8503
静岡県蒲郡市竹谷町
太田新田1-1

●ボートレース常滑
〒479-8501
静岡県常滑市新開町4-111

●ボートレース津
〒514-0815
三重県津市藤方637

●ボートレース若松
〒808-0075
福岡県北九州市若松区赤岩町13-1

●ボートレース芦屋
〒807-0133
福岡県遠賀郡芦屋町大字芦屋3540

●ボートレース琵琶湖
〒520-0023
滋賀県大津市茶が崎1-1

〒913-8533
福井県坂井市三国町
池上80-1

●ボートレース三国

〒810-0071
福岡県福岡市中央区那の津1-7-5

●ボートレース福岡

●ボートレース大村
〒856-0834
長崎県大村市玖島1-15-1
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 ボートピアなんぶ 〒039-0105 青森県三戸郡南部町大字沖田面字荒田13-1

 ボートピア河辺 〒019-2625 秋田県秋田市河辺北野田高屋字前田52-1

 ボートピア大郷 〒981-3521 宮城県黒川郡大郷町中村字屋敷前80

 ボートピア川崎 〒989-1507 宮城県柴田郡川崎町大字支倉字鳥屋沢山25-6

 ボートピア玉川 〒963-6311 福島県石川郡玉川村大字岩法寺字新屋敷116-2

 ボートピア岩間 〒319-0205 茨城県笠間市押辺2560-1

 ボートピア岡部 〒369-0224 埼玉県深谷市西田86

 ボートピア栗橋 〒349-1103 埼玉県久喜市栗橋東6-204-17

 ボートピア市原 〒290-0066 千葉県市原市五所1966-1

 ボートピア習志野 〒275-0024 千葉県習志野市茜浜2-7-1

 ボートピア横浜 〒231-0027 神奈川県横浜市中区扇町3-7-1

 ボートピア名古屋 〒455-0037 愛知県名古屋市港区名港1-13-21

 ボートピア京都やわた 〒614-8043 京都府八幡市八幡一ノ坪14-1

 ボートピア梅田 〒530-0027 大阪府大阪市北区堂山町18-8

 ボートピア神戸新開地 〒652-0811 兵庫県神戸市兵庫区新開地4-6-19

 ボートピア姫路 〒670-0905 兵庫県姫路市魚町127

 ボートピアまるがめ 〒763-0074 香川県丸亀市原田町2288-1

 ボートピア朝倉 〒799-1604 愛媛県今治市朝倉北甲536-1

 ボートピア土佐 〒781-5310 高知県香南市赤岡町字松ノ本986-2

 ボートピア松江 〒690-0063 島根県松江市寺町198-57

 ボートピア呉徳山 〒737-0029 広島県呉市宝町4-21

 ボートピア呉宮島 〒737-0029 広島県呉市宝町4-21

 ボートピア勝山 〒824-0802 福岡県京都郡みやこ町勝山松田2800

 ボートピアみやき 〒849-0101 佐賀県三養基郡みやき町原古賀5719

 ボートピア三日月 〒845-0023 佐賀県小城市三日月町織島1447-1

 ボートピア高城 〒885-1312 宮崎県都城市高城町四家247-1

 ボートピア金峰 〒899-3402 鹿児島県南さつま市金峰町大坂12721

 ミニボートピア黒石 〒036-0357 青森県黒石市追子野木3-530

 ミニボートピア福島 〒960-0101 福島県福島市瀬上町字北中川原6-1

 ミニボートピア双葉 〒400-0105 山梨県甲斐市下今井2998

 ミニボートピア阿賀野 〒959-2212 新潟県阿賀野市久保196-1

 ミニボートピア滝野 〒679-0205 兵庫県加東市北野461

 ミニボートピア洲本 〒656-0022 兵庫県洲本市海岸通1-11-1

 ミニボートピア鳥取 〒680-0903 鳥取県鳥取市南隈125-1

 ミニボートピア山口あじす 〒754-1277 山口県山口市阿知須1090-1

 ミニボートピア北九州メディアドーム 〒802-0065 福岡県北九州市小倉北区三萩野3-1-1

 ミニボートピア嘉麻 〒820-0205 福岡県嘉麻市岩崎字折口63-17

 ミニボートピア長洲 〒869-0105 熊本県玉名郡長洲町大字清源寺字外浜499-1

 ミニボートピア長崎波佐見 〒859-3701 長崎県東彼杵郡波佐見町折敷瀬郷71-1

 ミニボートピア長崎五島 〒853-0013 長崎県五島市上大津町1387-1

 ミニボートピア長崎時津 〒851-2108 長崎県西彼杵郡時津町日並郷3450-11

 ミニボートピア日向 〒883-0022 宮崎県日向市大字平岩字スルギ8640-1

 ミニボートピアさつま川内 〒895-0027 鹿児島県薩摩川内市西向田町4-6

 ミニボートピア天文館 〒892-0843 鹿児島県鹿児島市千日町4-3

 オラレ上越 〒943-0173 新潟県上越市大字富岡539-2

 オラレセントレア 〒479-0881 愛知県常滑市セントレア1-1

 オラレ美馬 〒771-2107 徳島県美馬市美馬町字中通207-2

 オラレ徳山 〒745-0032 山口県周南市銀座2-20-2

 前売場外ミニット 〒847-0816 佐賀県唐津市新興町2881-1

 前売場外おおむら 〒856-0828 長崎県大村市杭出津1-818-1外

 オラレ呼子 〒847-0304 佐賀県唐津市呼子町殿ノ浦984-3

 オラレ島原 〒855-0861 長崎県島原市下川尻町7-5　島原港ターミナルビル2F

 オラレ志布志 〒899-7103 鹿児島県志布志市志布志町志布志3-24-1　サンポートしぶしアピア2F

 オラレ日南 〒887-0014 宮崎県日南市岩崎3-115-1
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24
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●ボートレース住之江
〒559-0023
大阪府大阪市住之江区
泉1-1-71

●ボートレース尼崎
〒660-0082
兵庫県尼崎市水明町199-1

●ボートレース児島
〒711-8567
岡山県倉敷市児島元浜町6-3

●ボートレース宮島
〒739-0411
広島県廿日市市
宮島口1-15-60

●ボートレース徳山
〒745-0802
山口県周南市
大字栗屋1033

●ボートレース下関
〒752-8511
山口県下関市
長府松小田東町1-1

●ボートレース唐津
〒847-0031
佐賀県唐津市原1116

●ボートレース鳴門
〒772-8510
徳島県鳴門市
撫養町大桑島
字濘岩浜48

●ボートレース丸亀
〒763-0011
香川県丸亀市
富士見町4-1-1

●ボートレース江戸川
〒132-0033
東京都江戸川区東小松川3-1-1

●ボートレース平和島
〒143-0006
東京都大田区平和島1-1-1

●ボートレース桐生
〒379-2398
群馬県みどり市笠懸町
阿左美2887

●ボートレース戸田
〒355-0024
埼玉県戸田市戸田公園8-22

●ボートレース多摩川
〒183-8514
東京都府中市是政4-11

●ボートレース浜名湖
〒431-0398
静岡県湖西市新居町
中之郷3727-7

●ボートレース蒲郡
〒443-8503
静岡県蒲郡市竹谷町
太田新田1-1

●ボートレース常滑
〒479-8501
静岡県常滑市新開町4-111

●ボートレース津
〒514-0815
三重県津市藤方637

●ボートレース若松
〒808-0075
福岡県北九州市若松区赤岩町13-1

●ボートレース芦屋
〒807-0133
福岡県遠賀郡芦屋町大字芦屋3540

●ボートレース琵琶湖
〒520-0023
滋賀県大津市茶が崎1-1

〒913-8533
福井県坂井市三国町
池上80-1

●ボートレース三国

〒810-0071
福岡県福岡市中央区那の津1-7-5

●ボートレース福岡

●ボートレース大村
〒856-0834
長崎県大村市玖島1-15-1
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 424,268,917 138,247,508 562,516,425

 830,842,918 345,772,253 1,176,615,171

 1,169,720,251 563,600,365 1,733,320,616

 1,615,599,307 888,213,044 2,503,812,351

 2,302,705,578 1,445,173,610 3,747,879,188

 3,248,739,269 2,306,653,812 5,555,393,081

 4,320,159,043 3,305,270,170 7,625,429,213

 5,852,517,273 4,767,360,981 10,619,878,254

 7,219,057,479 6,072,828,947 13,291,886,426

 8,910,581,054 7,732,562,550 16,643,143,604

 11,099,520,289 9,875,387,982 20,974,908,271

 15,217,697,605 13,947,538,368 29,165,235,973

 18,334,913,616 17,039,898,328 35,374,811,944

 19,966,027,713 18,635,223,615 38,601,251,328

 21,389,347,357 20,050,152,353 41,439,499,710

 23,283,035,525 21,940,058,507 45,223,094,032

 24,662,094,544 23,317,660,726 47,979,755,270

 26,439,251,688 25,094,180,553 51,533,432,241

 27,726,056,993 26,379,878,930 54,105,935,923

 23,139,775,357 21,970,152,304 45,109,927,661

 26,138,368,317 24,746,647,679 50,885,015,996

 25,260,413,115 23,901,924,730 49,162,337,845

 23,681,608,447 22,323,523,217 46,005,131,664

 24,849,928,006 23,460,813,969 48,310,741,975

 25,010,504,293 23,665,117,052 48,675,621,345

 26,432,558,150 25,100,834,503 51,533,392,653

 27,973,741,283 26,616,654,279 54,590,395,562

 33,552,214,904 32,138,636,627 65,690,851,531

 37,252,510,424 35,824,312,349 73,076,822,773

 38,167,672,142 36,742,355,254 74,910,027,396

 35,666,713,728 34,246,277,746 69,912,991,474

 33,687,425,049 32,258,586,086 65,946,011,135

 31,332,741,316 29,900,397,659 61,233,138,975

 31,047,506,363 29,615,161,965 60,662,668,328

 30,852,289,455 29,405,092,507 60,257,381,962

 29,650,648,295 28,229,715,689 57,880,363,984

 27,590,667,994 26,165,042,760 53,755,710,754

 25,296,224,438 23,882,672,249 49,178,896,687

 23,030,317,090 21,635,151,004 44,665,468,094

 21,956,188,998 20,587,411,598 42,543,600,596

 20,558,247,367 19,190,532,705 39,748,780,072

 18,720,304,951 17,384,566,509 36,104,871,460

 16,716,092,008 15,458,135,233 32,174,227,241

 16,729,942,544 15,536,833,719 32,266,776,263

 16,386,977,677 15,238,815,458 31,625,793,135

 14,011,386,923 13,506,782,183 27,518,169,106

 13,638,172,327 13,185,871,776 26,824,044,103

 12,508,275,939 12,160,525,371 24,668,801,310

 11,929,589,130 11,518,622,068 23,448,211,198

 11,589,941,728 11,224,517,080 22,814,458,808

 978,371,084,177 920,667,345,930 1,899,038,430,107

1962 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83

（単位：百万円）
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合計

1号交付金：モーターボート競走法第25条第1項第1号の規定による交付金。海洋・船舶に関する事業、海難防止に関する事業、その他海事に関する事業の支援を行う。
2号交付金：モーターボート競走法第25条第1項第2号の規定による交付金。社会福祉、教育、文化、観光、体育、その他公益の増進を目的とする事業の支援を行う。 

（単位：円）
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 424,268,917 138,247,508 562,516,425

 830,842,918 345,772,253 1,176,615,171

 1,169,720,251 563,600,365 1,733,320,616

 1,615,599,307 888,213,044 2,503,812,351

 2,302,705,578 1,445,173,610 3,747,879,188

 3,248,739,269 2,306,653,812 5,555,393,081

 4,320,159,043 3,305,270,170 7,625,429,213

 5,852,517,273 4,767,360,981 10,619,878,254

 7,219,057,479 6,072,828,947 13,291,886,426

 8,910,581,054 7,732,562,550 16,643,143,604

 11,099,520,289 9,875,387,982 20,974,908,271

 15,217,697,605 13,947,538,368 29,165,235,973

 18,334,913,616 17,039,898,328 35,374,811,944

 19,966,027,713 18,635,223,615 38,601,251,328

 21,389,347,357 20,050,152,353 41,439,499,710

 23,283,035,525 21,940,058,507 45,223,094,032

 24,662,094,544 23,317,660,726 47,979,755,270

 26,439,251,688 25,094,180,553 51,533,432,241

 27,726,056,993 26,379,878,930 54,105,935,923

 23,139,775,357 21,970,152,304 45,109,927,661

 26,138,368,317 24,746,647,679 50,885,015,996

 25,260,413,115 23,901,924,730 49,162,337,845

 23,681,608,447 22,323,523,217 46,005,131,664

 24,849,928,006 23,460,813,969 48,310,741,975

 25,010,504,293 23,665,117,052 48,675,621,345

 26,432,558,150 25,100,834,503 51,533,392,653

 27,973,741,283 26,616,654,279 54,590,395,562

 33,552,214,904 32,138,636,627 65,690,851,531

 37,252,510,424 35,824,312,349 73,076,822,773

 38,167,672,142 36,742,355,254 74,910,027,396

 35,666,713,728 34,246,277,746 69,912,991,474

 33,687,425,049 32,258,586,086 65,946,011,135

 31,332,741,316 29,900,397,659 61,233,138,975

 31,047,506,363 29,615,161,965 60,662,668,328

 30,852,289,455 29,405,092,507 60,257,381,962

 29,650,648,295 28,229,715,689 57,880,363,984

 27,590,667,994 26,165,042,760 53,755,710,754

 25,296,224,438 23,882,672,249 49,178,896,687

 23,030,317,090 21,635,151,004 44,665,468,094

 21,956,188,998 20,587,411,598 42,543,600,596

 20,558,247,367 19,190,532,705 39,748,780,072

 18,720,304,951 17,384,566,509 36,104,871,460

 16,716,092,008 15,458,135,233 32,174,227,241

 16,729,942,544 15,536,833,719 32,266,776,263

 16,386,977,677 15,238,815,458 31,625,793,135

 14,011,386,923 13,506,782,183 27,518,169,106

 13,638,172,327 13,185,871,776 26,824,044,103

 12,508,275,939 12,160,525,371 24,668,801,310

 11,929,589,130 11,518,622,068 23,448,211,198

 11,589,941,728 11,224,517,080 22,814,458,808

 978,371,084,177 920,667,345,930 1,899,038,430,107

1962 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83

（単位：百万円）
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総計

年度

1号交付金

2号交付金

合計

1号交付金：モーターボート競走法第25条第1項第1号の規定による交付金。海洋・船舶に関する事業、海難防止に関する事業、その他海事に関する事業の支援を行う。
2号交付金：モーターボート競走法第25条第1項第2号の規定による交付金。社会福祉、教育、文化、観光、体育、その他公益の増進を目的とする事業の支援を行う。 

（単位：円）

S37 H1

138

DATA 04DATA 各年度受入交付金一覧



●桐生市

●みどり市

●戸田競艇組合

●埼玉県都市競艇組合

●東京都

●東京都六市競艇事業組合

●東京都三市収益事業組合

●府中市

●相模湖モーターボート競走組合

●青梅市

●東京都四市競艇事業組合

●浜名湖競艇企業団

●湖西市

●蒲郡市

●岡崎市

●常滑市

●半田市

●津市

●久居市ほか
　六箇町村競艇事業組合
●武生三国
　モーターボート競走施行組合

●あわら市

●滋賀県

●大阪府都市競艇組合

●箕面市

●尼崎市

●伊丹市

●鳴門市

●松茂町ほか二町競艇事業組合

●丸亀市

●香川県中部広域競艇事業組合

●倉敷市

●備南競艇事業組合

●宮島競艇施行組合

●広島市

●広島県西部競艇施行組合

●周南市

●光市

●下関市

●美祢市萩市競艇組合

●北九州市

●中間市行橋市競艇組合

●芦屋町

●福岡市

●福岡都市圏広域行政事業組合

●唐津市

●東松浦競艇組合

●大村市

●長崎県広域競艇組合

総計

 16,832,759 34,432,480 60,599,598 94,080,308 116,451,828 182,270,082 258,662,620 355,110,492 483,139,414 681,388,260

  2,940,181 15,383,628 29,204,661 35,051,489 56,165,646 87,953,826 126,666,584 166,064,036 227,645,136

 3,258,014   38,534,306 134,892,187 195,076,838 292,059,202 354,869,332 415,442,246 518,737,744

 3,039,209   30,713,926 114,556,703 192,703,688 253,210,816 338,424,386 411,961,400 520,863,654

 55,792,105 116,920,978 126,717,245 132,495,632 145,406,754 217,745,906 258,685,704 330,247,106 299,225,724 407,245,792

     6,844,011 18,097,105 28,335,204 34,381,934 73,574,187 110,214,824

          

 61,771,156 130,153,302 193,105,516 246,761,422 301,449,208 403,454,422 526,823,798 651,616,824 778,778,712 837,199,312

 681,180 6,225,799 16,020,461 19,375,854 32,241,362 41,001,765 48,382,054 68,648,452 93,498,249 104,478,463

 23,647,074 62,380,715 100,933,331 134,286,406 192,293,950 305,670,618 377,780,592 523,970,358 614,883,726 754,299,456

      24,043,756 40,592,527 59,076,959 70,623,133 93,311,164

 26,662,613 54,149,671 78,317,791 103,962,431 139,234,472 181,819,040 307,518,482 405,664,222 557,837,960 643,979,546

   593,587 3,404,099 8,024,505 14,512,322 38,860,166 55,217,518 63,524,505 83,742,617

 21,009,851 40,094,867 63,070,252 86,767,074 111,218,164 167,840,434 220,554,508 310,721,376 407,585,516 520,058,356

 3,429,293 8,373,699 15,858,964 27,102,461 44,369,141 55,531,741 91,678,959 110,308,767 148,022,476 189,237,355

 7,727,994 16,875,288 26,188,559 40,572,437 66,149,799 135,784,327 194,675,472 306,263,912 417,518,886 496,193,070

      706,412 7,952,383 16,913,152 25,964,549 29,893,156

 10,510,998 18,879,564 29,856,565 39,060,941 55,984,198 93,982,105 129,440,946 243,054,856 315,804,460 432,121,092

       6,353,755 23,937,746 34,731,583 35,500,949

 6,401,744 17,364,984 27,304,925 34,784,953 50,450,477 65,965,021 113,081,647 182,935,068 252,593,772 343,483,932

       4,643,310 12,693,221 24,965,079 35,664,905

 27,262,884 54,449,280 67,007,140 97,901,135 133,288,976 179,452,452 196,001,730 246,962,146 346,973,376 401,294,184

 45,716,291 87,452,554 125,912,294 175,829,720 299,178,374 423,042,722 573,905,318 808,572,278 1,045,659,212 1,155,572,560

 28,955,948 70,220,358 87,265,000 144,677,020 209,019,450 324,634,332 478,594,110 671,341,232 741,117,342 958,993,046

 38,043,517 89,871,176 127,031,664 191,288,904 286,097,030 419,004,586 587,847,452 801,105,022 1,014,044,096 1,174,100,582

 12,701,677 27,243,518 46,521,290 66,903,367 104,903,627 164,525,436 236,774,278 344,727,686 409,986,604 524,807,056

 16,045,391 39,456,277 52,879,221 66,277,170 90,580,081 135,121,238 184,395,512 253,855,856 339,693,282 457,145,082

     781,636 5,307,739 10,925,907 17,975,074 27,522,962 39,327,376

 4,385,426 10,727,200 24,719,345 43,596,257 80,099,500 136,220,220 190,640,491 288,744,758 384,869,992 508,146,652

       14,746,260 　23,536,287 38,164,895 51,113,005

 16,872,902 34,887,958 49,274,109 71,157,795 126,428,011 216,730,074 262,374,026 433,516,956 560,829,788 700,678,482

          

 19,269,519 34,626,105 57,312,200 100,145,445 137,698,012 185,642,518 225,608,754 338,208,644 433,936,970 579,966,218

          

          

 11,500,098 19,029,972 30,602,381 38,513,775 57,569,786 89,536,871 140,932,794 178,319,202 225,949,644 298,162,220

      1,175,516 8,202,523 11,514,479 19,716,296 27,102,923

 18,863,960 33,908,862 49,273,743 66,090,024 103,944,304 139,766,270 185,576,090 250,876,610 292,342,130 381,418,568

     655,806 5,062,531 12,924,219 16,643,323 25,155,101 36,540,623

 21,657,231 41,840,033 63,115,335 83,266,620 109,577,366 160,678,544 192,396,770 260,995,368 340,015,434 385,899,562

        7,189,048 24,283,454 31,311,483

 11,225,360 23,444,472 38,253,136 51,721,662 70,643,698 85,860,286 129,750,860 203,905,598 243,804,646 342,797,670

 43,082,639 88,661,685 124,469,782 182,531,940 270,778,014 375,995,762 506,113,722 646,293,762 755,024,446 1,008,703,596

          

 6,169,592 9,859,284 24,145,495 44,555,670 75,994,536 102,040,804 120,278,684 172,213,508 187,372,500 238,352,068

          

  2,144,909 11,588,059 18,248,936 36,022,733 53,223,952 80,193,742 132,659,152 174,102,768 259,601,118

         5,581,875 16,850,747

 　562,516,425 1,176,615,171 1,733,320,616 2,503,812,351 3,747,879,188 5,555,393,081 7,625,429,213 10,619,878,254 13,291,886,426 16,643,143,604

 962,308,048 1,331,649,546 1,593,068,148 1,692,345,462 1,788,017,472 1,873,397,476 1,968,966,468 2,074,913,920 2,119,013,304 1,646,944,434 2,078,702,486 2,035,727,324

 357,041,822 499,205,546 618,211,010 657,585,038 705,855,804 734,700,402 767,608,328 804,296,598 810,635,260 682,979,366 701,893,846 795,573,196

 663,048,176 868,752,684 1,085,049,788 1,297,726,912 1,519,561,660 1,675,049,092 1,892,962,804 2,022,354,406 2,258,915,942 1,771,315,304 2,253,677,814 2,278,154,562

 648,304,678 831,071,938 1,090,132,150 1,334,075,346 1,493,185,442 1,683,772,760 1,817,888,248 2,145,402,308 2,240,762,884 2,061,538,846 1,790,787,128 2,263,465,792

 472,544,384           

 137,575,679 658,094,776 685,477,776 791,948,394 868,482,904 912,596,346 1,070,852,438 1,260,243,792 1,334,475,210 1,019,789,436 1,237,080,568 1,582,278,326

  347,784,020 396,762,940 420,566,086 479,932,424 480,461,796 562,959,202 680,438,428 713,653,042 570,103,258 703,734,846 789,305,790

 1,000,590,884 1,506,184,964 1,820,967,294 1,871,004,242 2,161,364,556 2,457,829,422 2,748,332,380 3,051,701,318 3,616,095,940 3,116,696,770 3,757,996,004 4,029,603,224

 125,395,382 221,835,980 263,421,582 246,222,104 322,413,972 329,888,484 352,234,846 429,214,924 496,893,432 494,351,082 483,940,484 515,098,482

 946,433,222 1,353,247,042 1,546,734,632 1,690,065,106 1,773,225,578 1,939,499,668 2,343,363,798 2,558,197,540 2,865,845,178 2,531,202,106 2,976,796,024 2,966,145,040

 120,065,430 168,958,430 207,107,716 246,242,304 270,766,292 279,454,962 319,830,920 404,430,008 438,589,434 340,399,682 459,093,224 442,924,348

 784,770,762 1,077,969,810 1,324,832,200 1,389,686,374 1,575,587,472 1,780,339,054 1,872,060,568 1,893,037,404 2,043,221,494 1,752,903,454 1,739,956,132 1,970,931,876

 119,397,068 148,037,482 170,178,192 181,749,684 210,257,786 214,360,578 239,996,688 239,855,500 280,212,720 241,457,772 204,069,904 207,683,358

 645,971,224 893,563,462 1,133,225,272 1,207,826,456 1,367,080,544 1,328,669,244 1,342,178,196 1,576,661,092 1,561,089,472 1,427,949,694 1,468,555,624 1,454,403,924

 257,376,010 363,250,726 483,976,802 444,464,516 497,117,082 533,362,868 532,556,630 550,954,824 632,940,258 491,855,304 579,990,128 483,569,840

 554,884,914 868,856,960 982,356,866 1,090,642,082 1,045,387,554 1,208,819,750 1,171,826,282 1,288,867,076 1,373,816,770 1,168,658,864 1,082,506,892 1,204,971,940

 47,166,972 68,180,075 78,804,081 74,471,347 108,325,702 99,450,175 144,212,471 137,709,276 122,145,304 109,999,185 100,847,964 116,387,254

 573,250,986 795,593,172 866,797,476 1,030,587,294 1,088,469,450 1,125,585,780 1,112,953,170 1,142,558,552 1,149,022,980 971,377,412 879,398,140 1,054,792,408

 50,193,414 71,529,548 89,258,828 101,490,271 92,319,621 126,435,934 126,779,566 110,426,951 124,081,032 103,947,928 92,023,929 110,586,574

 462,955,804 763,376,080 1,097,747,644 1,257,455,310 1,288,171,822 1,443,457,364 1,524,176,482 1,533,184,832 1,545,062,146 1,211,658,888 1,493,187,766 1,126,302,656

 50,424,655 92,306,717 123,405,627 165,776,261 177,284,794 184,705,116 202,975,044 206,789,156 208,530,222 149,402,626 215,104,936 139,468,180

 508,657,460 735,701,842 763,432,642 764,965,076 808,370,180 893,329,512 998,305,470 1,052,584,028 1,086,698,052 828,344,188 1,031,192,184 981,713,736

 1,448,314,772 1,887,005,990 2,412,766,292 2,249,615,680 2,500,716,512 2,512,898,224 2,801,070,160 2,684,776,126 3,117,041,688 2,488,904,656 2,784,911,266 2,538,789,640

 1,081,681,724 1,618,626,506 1,861,896,344 2,183,539,518 2,040,498,778 2,409,260,218 2,203,170,284 2,693,013,286 2,570,152,420 2,447,383,758 2,348,809,478 2,356,882,214

 1,453,840,180 1,913,022,208 1,982,479,754 1,924,590,036 2,164,628,084 2,388,532,802 2,552,792,940 2,867,913,874 2,986,030,984 2,489,035,258 2,797,966,876 2,844,895,278

 577,155,860 777,074,752 738,815,160 771,272,570 913,362,094 987,557,000 1,111,557,282 1,216,838,444 1,240,143,314 1,096,869,926 1,008,878,020 1,368,559,028

 636,523,010 871,141,994 978,213,402 1,077,529,906 1,151,359,212 1,316,614,266 1,324,081,184 1,344,380,776 1,364,604,586 1,023,291,252 1,312,328,774 1,017,141,056

 61,156,823 91,462,361 115,140,726 111,394,886 125,708,528 138,789,070 143,055,296 146,155,912 145,782,366 104,320,860 133,414,502 106,902,522

 673,795,772 887,801,858 1,011,978,102 1,068,612,302 1,109,385,418 1,348,887,212 1,277,284,354 1,345,600,718 1,350,533,246 1,029,028,178 1,242,486,406 983,013,650

 81,921,598 120,838,560 118,822,026 135,961,792 155,756,398 158,107,532 149,599,986 163,536,634 151,658,728 120,592,898 151,234,272 110,033,466

 867,250,790 1,220,219,352 1,418,043,060 1,393,016,120 1,389,845,752 1,445,723,684 1,571,345,022 1,645,280,264 1,777,047,470 1,345,085,926 1,608,039,382 1,330,010,650

    52,786,600 66,255,731 70,348,640 64,647,441 69,339,811 73,629,464 56,652,029 65,323,121 53,297,930

 715,694,284 566,926,062 1,301,242,212 1,504,807,918 1,502,605,374 1,695,953,170 1,825,245,122 1,934,470,968 1,927,122,730 1,659,910,336 1,818,631,174 1,646,725,094

            

            

 382,446,298 626,915,508 704,320,698 740,545,046 769,534,176 790,780,238 886,856,108 905,563,702 1,031,647,000 937,182,034 908,773,470 785,906,888

 44,649,610 73,415,556 84,096,822 90,642,726 94,605,943 96,086,631 101,594,341 101,558,531 110,959,899 98,715,957 109,487,066 93,609,373

 458,566,994 645,799,582 826,656,894 939,510,420 1,009,742,078 1,126,243,744 1,112,465,248 1,125,783,280 1,161,663,814 1,048,962,810 1,265,246,260 935,586,416

 42,936,981 69,417,964 86,624,840 107,650,035 112,763,502 122,291,869 116,064,992 123,630,232 133,291,550 106,497,600 132,971,816 97,914,288

 481,677,360 636,051,626 812,163,326 949,591,906 958,166,762 1,194,447,238 1,238,681,324 1,321,192,538 1,313,147,094 1,126,864,652 1,483,181,984 1,136,317,636

 38,538,590 60,112,594 74,742,153 100,227,259 102,139,363 127,270,564 144,781,436 148,835,792 147,906,188 124,157,716 163,797,116 124,968,955

 453,517,942 663,517,124 832,676,888 1,000,228,136 1,099,205,268 1,115,989,506 1,198,908,492 1,235,358,230 1,222,710,960 1,091,753,208 1,208,691,254 1,068,657,736

 1,242,771,498 1,689,625,228 2,081,323,094 2,379,658,530 2,543,560,834 2,718,845,588 2,749,694,398 2,924,126,056 2,913,357,380 2,223,512,146 2,715,136,890 2,202,937,270

            

 337,279,266 483,988,506 709,436,520 978,175,524 1,052,137,254 1,129,499,110 1,257,601,282 1,306,191,076 1,296,703,046 963,496,358 1,156,322,398 894,368,744

           93,365,724 90,078,553

 378,675,154 549,964,388 735,892,352 814,987,002 854,648,786 936,099,906 935,157,026 967,672,698 958,042,010 768,533,118 951,498,246 753,139,920

 28,156,791 47,157,454 66,532,613 70,011,751 81,695,752 87,702,037 101,081,553 98,391,360 91,059,910 66,301,386 93,984,478 73,513,708

 20,974,908,271 29,165,235,973 35,374,811,944 38,601,251,328 41,439,499,710 45,223,094,032 47,979,755,270 51,533,432,241 54,105,935,923 45,109,927,661 50,885,015,996 49,162,337,845

施行者名／年度 1962（S37） 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983

（単位：円）
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●桐生市

●みどり市

●戸田競艇組合

●埼玉県都市競艇組合

●東京都

●東京都六市競艇事業組合

●東京都三市収益事業組合

●府中市

●相模湖モーターボート競走組合

●青梅市

●東京都四市競艇事業組合

●浜名湖競艇企業団

●湖西市

●蒲郡市

●岡崎市

●常滑市

●半田市

●津市

●久居市ほか
　六箇町村競艇事業組合
●武生三国
　モーターボート競走施行組合

●あわら市

●滋賀県

●大阪府都市競艇組合

●箕面市

●尼崎市

●伊丹市

●鳴門市

●松茂町ほか二町競艇事業組合

●丸亀市

●香川県中部広域競艇事業組合

●倉敷市

●備南競艇事業組合

●宮島競艇施行組合

●広島市

●広島県西部競艇施行組合

●周南市

●光市

●下関市

●美祢市萩市競艇組合

●北九州市

●中間市行橋市競艇組合

●芦屋町

●福岡市

●福岡都市圏広域行政事業組合

●唐津市

●東松浦競艇組合

●大村市

●長崎県広域競艇組合

総計

 16,832,759 34,432,480 60,599,598 94,080,308 116,451,828 182,270,082 258,662,620 355,110,492 483,139,414 681,388,260

  2,940,181 15,383,628 29,204,661 35,051,489 56,165,646 87,953,826 126,666,584 166,064,036 227,645,136

 3,258,014   38,534,306 134,892,187 195,076,838 292,059,202 354,869,332 415,442,246 518,737,744

 3,039,209   30,713,926 114,556,703 192,703,688 253,210,816 338,424,386 411,961,400 520,863,654

 55,792,105 116,920,978 126,717,245 132,495,632 145,406,754 217,745,906 258,685,704 330,247,106 299,225,724 407,245,792

     6,844,011 18,097,105 28,335,204 34,381,934 73,574,187 110,214,824

          

 61,771,156 130,153,302 193,105,516 246,761,422 301,449,208 403,454,422 526,823,798 651,616,824 778,778,712 837,199,312

 681,180 6,225,799 16,020,461 19,375,854 32,241,362 41,001,765 48,382,054 68,648,452 93,498,249 104,478,463

 23,647,074 62,380,715 100,933,331 134,286,406 192,293,950 305,670,618 377,780,592 523,970,358 614,883,726 754,299,456

      24,043,756 40,592,527 59,076,959 70,623,133 93,311,164

 26,662,613 54,149,671 78,317,791 103,962,431 139,234,472 181,819,040 307,518,482 405,664,222 557,837,960 643,979,546

   593,587 3,404,099 8,024,505 14,512,322 38,860,166 55,217,518 63,524,505 83,742,617

 21,009,851 40,094,867 63,070,252 86,767,074 111,218,164 167,840,434 220,554,508 310,721,376 407,585,516 520,058,356

 3,429,293 8,373,699 15,858,964 27,102,461 44,369,141 55,531,741 91,678,959 110,308,767 148,022,476 189,237,355

 7,727,994 16,875,288 26,188,559 40,572,437 66,149,799 135,784,327 194,675,472 306,263,912 417,518,886 496,193,070

      706,412 7,952,383 16,913,152 25,964,549 29,893,156

 10,510,998 18,879,564 29,856,565 39,060,941 55,984,198 93,982,105 129,440,946 243,054,856 315,804,460 432,121,092

       6,353,755 23,937,746 34,731,583 35,500,949

 6,401,744 17,364,984 27,304,925 34,784,953 50,450,477 65,965,021 113,081,647 182,935,068 252,593,772 343,483,932

       4,643,310 12,693,221 24,965,079 35,664,905

 27,262,884 54,449,280 67,007,140 97,901,135 133,288,976 179,452,452 196,001,730 246,962,146 346,973,376 401,294,184

 45,716,291 87,452,554 125,912,294 175,829,720 299,178,374 423,042,722 573,905,318 808,572,278 1,045,659,212 1,155,572,560

 28,955,948 70,220,358 87,265,000 144,677,020 209,019,450 324,634,332 478,594,110 671,341,232 741,117,342 958,993,046

 38,043,517 89,871,176 127,031,664 191,288,904 286,097,030 419,004,586 587,847,452 801,105,022 1,014,044,096 1,174,100,582

 12,701,677 27,243,518 46,521,290 66,903,367 104,903,627 164,525,436 236,774,278 344,727,686 409,986,604 524,807,056

 16,045,391 39,456,277 52,879,221 66,277,170 90,580,081 135,121,238 184,395,512 253,855,856 339,693,282 457,145,082

     781,636 5,307,739 10,925,907 17,975,074 27,522,962 39,327,376

 4,385,426 10,727,200 24,719,345 43,596,257 80,099,500 136,220,220 190,640,491 288,744,758 384,869,992 508,146,652

       14,746,260 　23,536,287 38,164,895 51,113,005

 16,872,902 34,887,958 49,274,109 71,157,795 126,428,011 216,730,074 262,374,026 433,516,956 560,829,788 700,678,482

          

 19,269,519 34,626,105 57,312,200 100,145,445 137,698,012 185,642,518 225,608,754 338,208,644 433,936,970 579,966,218

          

          

 11,500,098 19,029,972 30,602,381 38,513,775 57,569,786 89,536,871 140,932,794 178,319,202 225,949,644 298,162,220

      1,175,516 8,202,523 11,514,479 19,716,296 27,102,923

 18,863,960 33,908,862 49,273,743 66,090,024 103,944,304 139,766,270 185,576,090 250,876,610 292,342,130 381,418,568

     655,806 5,062,531 12,924,219 16,643,323 25,155,101 36,540,623

 21,657,231 41,840,033 63,115,335 83,266,620 109,577,366 160,678,544 192,396,770 260,995,368 340,015,434 385,899,562

        7,189,048 24,283,454 31,311,483

 11,225,360 23,444,472 38,253,136 51,721,662 70,643,698 85,860,286 129,750,860 203,905,598 243,804,646 342,797,670

 43,082,639 88,661,685 124,469,782 182,531,940 270,778,014 375,995,762 506,113,722 646,293,762 755,024,446 1,008,703,596

          

 6,169,592 9,859,284 24,145,495 44,555,670 75,994,536 102,040,804 120,278,684 172,213,508 187,372,500 238,352,068

          

  2,144,909 11,588,059 18,248,936 36,022,733 53,223,952 80,193,742 132,659,152 174,102,768 259,601,118

         5,581,875 16,850,747

 　562,516,425 1,176,615,171 1,733,320,616 2,503,812,351 3,747,879,188 5,555,393,081 7,625,429,213 10,619,878,254 13,291,886,426 16,643,143,604

 962,308,048 1,331,649,546 1,593,068,148 1,692,345,462 1,788,017,472 1,873,397,476 1,968,966,468 2,074,913,920 2,119,013,304 1,646,944,434 2,078,702,486 2,035,727,324

 357,041,822 499,205,546 618,211,010 657,585,038 705,855,804 734,700,402 767,608,328 804,296,598 810,635,260 682,979,366 701,893,846 795,573,196

 663,048,176 868,752,684 1,085,049,788 1,297,726,912 1,519,561,660 1,675,049,092 1,892,962,804 2,022,354,406 2,258,915,942 1,771,315,304 2,253,677,814 2,278,154,562

 648,304,678 831,071,938 1,090,132,150 1,334,075,346 1,493,185,442 1,683,772,760 1,817,888,248 2,145,402,308 2,240,762,884 2,061,538,846 1,790,787,128 2,263,465,792

 472,544,384           

 137,575,679 658,094,776 685,477,776 791,948,394 868,482,904 912,596,346 1,070,852,438 1,260,243,792 1,334,475,210 1,019,789,436 1,237,080,568 1,582,278,326

  347,784,020 396,762,940 420,566,086 479,932,424 480,461,796 562,959,202 680,438,428 713,653,042 570,103,258 703,734,846 789,305,790

 1,000,590,884 1,506,184,964 1,820,967,294 1,871,004,242 2,161,364,556 2,457,829,422 2,748,332,380 3,051,701,318 3,616,095,940 3,116,696,770 3,757,996,004 4,029,603,224

 125,395,382 221,835,980 263,421,582 246,222,104 322,413,972 329,888,484 352,234,846 429,214,924 496,893,432 494,351,082 483,940,484 515,098,482

 946,433,222 1,353,247,042 1,546,734,632 1,690,065,106 1,773,225,578 1,939,499,668 2,343,363,798 2,558,197,540 2,865,845,178 2,531,202,106 2,976,796,024 2,966,145,040

 120,065,430 168,958,430 207,107,716 246,242,304 270,766,292 279,454,962 319,830,920 404,430,008 438,589,434 340,399,682 459,093,224 442,924,348

 784,770,762 1,077,969,810 1,324,832,200 1,389,686,374 1,575,587,472 1,780,339,054 1,872,060,568 1,893,037,404 2,043,221,494 1,752,903,454 1,739,956,132 1,970,931,876

 119,397,068 148,037,482 170,178,192 181,749,684 210,257,786 214,360,578 239,996,688 239,855,500 280,212,720 241,457,772 204,069,904 207,683,358

 645,971,224 893,563,462 1,133,225,272 1,207,826,456 1,367,080,544 1,328,669,244 1,342,178,196 1,576,661,092 1,561,089,472 1,427,949,694 1,468,555,624 1,454,403,924

 257,376,010 363,250,726 483,976,802 444,464,516 497,117,082 533,362,868 532,556,630 550,954,824 632,940,258 491,855,304 579,990,128 483,569,840

 554,884,914 868,856,960 982,356,866 1,090,642,082 1,045,387,554 1,208,819,750 1,171,826,282 1,288,867,076 1,373,816,770 1,168,658,864 1,082,506,892 1,204,971,940

 47,166,972 68,180,075 78,804,081 74,471,347 108,325,702 99,450,175 144,212,471 137,709,276 122,145,304 109,999,185 100,847,964 116,387,254

 573,250,986 795,593,172 866,797,476 1,030,587,294 1,088,469,450 1,125,585,780 1,112,953,170 1,142,558,552 1,149,022,980 971,377,412 879,398,140 1,054,792,408

 50,193,414 71,529,548 89,258,828 101,490,271 92,319,621 126,435,934 126,779,566 110,426,951 124,081,032 103,947,928 92,023,929 110,586,574

 462,955,804 763,376,080 1,097,747,644 1,257,455,310 1,288,171,822 1,443,457,364 1,524,176,482 1,533,184,832 1,545,062,146 1,211,658,888 1,493,187,766 1,126,302,656

 50,424,655 92,306,717 123,405,627 165,776,261 177,284,794 184,705,116 202,975,044 206,789,156 208,530,222 149,402,626 215,104,936 139,468,180

 508,657,460 735,701,842 763,432,642 764,965,076 808,370,180 893,329,512 998,305,470 1,052,584,028 1,086,698,052 828,344,188 1,031,192,184 981,713,736

 1,448,314,772 1,887,005,990 2,412,766,292 2,249,615,680 2,500,716,512 2,512,898,224 2,801,070,160 2,684,776,126 3,117,041,688 2,488,904,656 2,784,911,266 2,538,789,640

 1,081,681,724 1,618,626,506 1,861,896,344 2,183,539,518 2,040,498,778 2,409,260,218 2,203,170,284 2,693,013,286 2,570,152,420 2,447,383,758 2,348,809,478 2,356,882,214

 1,453,840,180 1,913,022,208 1,982,479,754 1,924,590,036 2,164,628,084 2,388,532,802 2,552,792,940 2,867,913,874 2,986,030,984 2,489,035,258 2,797,966,876 2,844,895,278

 577,155,860 777,074,752 738,815,160 771,272,570 913,362,094 987,557,000 1,111,557,282 1,216,838,444 1,240,143,314 1,096,869,926 1,008,878,020 1,368,559,028

 636,523,010 871,141,994 978,213,402 1,077,529,906 1,151,359,212 1,316,614,266 1,324,081,184 1,344,380,776 1,364,604,586 1,023,291,252 1,312,328,774 1,017,141,056

 61,156,823 91,462,361 115,140,726 111,394,886 125,708,528 138,789,070 143,055,296 146,155,912 145,782,366 104,320,860 133,414,502 106,902,522

 673,795,772 887,801,858 1,011,978,102 1,068,612,302 1,109,385,418 1,348,887,212 1,277,284,354 1,345,600,718 1,350,533,246 1,029,028,178 1,242,486,406 983,013,650

 81,921,598 120,838,560 118,822,026 135,961,792 155,756,398 158,107,532 149,599,986 163,536,634 151,658,728 120,592,898 151,234,272 110,033,466

 867,250,790 1,220,219,352 1,418,043,060 1,393,016,120 1,389,845,752 1,445,723,684 1,571,345,022 1,645,280,264 1,777,047,470 1,345,085,926 1,608,039,382 1,330,010,650

    52,786,600 66,255,731 70,348,640 64,647,441 69,339,811 73,629,464 56,652,029 65,323,121 53,297,930

 715,694,284 566,926,062 1,301,242,212 1,504,807,918 1,502,605,374 1,695,953,170 1,825,245,122 1,934,470,968 1,927,122,730 1,659,910,336 1,818,631,174 1,646,725,094

            

            

 382,446,298 626,915,508 704,320,698 740,545,046 769,534,176 790,780,238 886,856,108 905,563,702 1,031,647,000 937,182,034 908,773,470 785,906,888

 44,649,610 73,415,556 84,096,822 90,642,726 94,605,943 96,086,631 101,594,341 101,558,531 110,959,899 98,715,957 109,487,066 93,609,373

 458,566,994 645,799,582 826,656,894 939,510,420 1,009,742,078 1,126,243,744 1,112,465,248 1,125,783,280 1,161,663,814 1,048,962,810 1,265,246,260 935,586,416

 42,936,981 69,417,964 86,624,840 107,650,035 112,763,502 122,291,869 116,064,992 123,630,232 133,291,550 106,497,600 132,971,816 97,914,288

 481,677,360 636,051,626 812,163,326 949,591,906 958,166,762 1,194,447,238 1,238,681,324 1,321,192,538 1,313,147,094 1,126,864,652 1,483,181,984 1,136,317,636

 38,538,590 60,112,594 74,742,153 100,227,259 102,139,363 127,270,564 144,781,436 148,835,792 147,906,188 124,157,716 163,797,116 124,968,955

 453,517,942 663,517,124 832,676,888 1,000,228,136 1,099,205,268 1,115,989,506 1,198,908,492 1,235,358,230 1,222,710,960 1,091,753,208 1,208,691,254 1,068,657,736

 1,242,771,498 1,689,625,228 2,081,323,094 2,379,658,530 2,543,560,834 2,718,845,588 2,749,694,398 2,924,126,056 2,913,357,380 2,223,512,146 2,715,136,890 2,202,937,270

            

 337,279,266 483,988,506 709,436,520 978,175,524 1,052,137,254 1,129,499,110 1,257,601,282 1,306,191,076 1,296,703,046 963,496,358 1,156,322,398 894,368,744

           93,365,724 90,078,553

 378,675,154 549,964,388 735,892,352 814,987,002 854,648,786 936,099,906 935,157,026 967,672,698 958,042,010 768,533,118 951,498,246 753,139,920

 28,156,791 47,157,454 66,532,613 70,011,751 81,695,752 87,702,037 101,081,553 98,391,360 91,059,910 66,301,386 93,984,478 73,513,708

 20,974,908,271 29,165,235,973 35,374,811,944 38,601,251,328 41,439,499,710 45,223,094,032 47,979,755,270 51,533,432,241 54,105,935,923 45,109,927,661 50,885,015,996 49,162,337,845
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総計

 1,819,519,706 1,858,202,022 1,899,330,260 1,795,007,226 1,823,660,350 2,049,404,308 2,318,644,552 2,236,997,190 2,101,729,944 2,087,045,566

 682,863,506 712,122,714 688,442,660 672,237,984 718,480,770 871,359,068 885,232,326 832,289,656 843,499,662 839,232,614

 1,977,700,540 1,828,851,890 2,067,556,250 2,034,314,828 2,930,650,518 3,229,411,106 3,524,719,610 3,098,684,926 2,722,408,942 3,795,130,564

 1,690,709,370 2,156,668,446 1,973,648,440 2,174,326,784 2,343,046,422 3,017,746,506 2,616,745,670 3,038,921,934 2,638,862,022 2,658,784,666

          

 1,451,791,032 1,643,432,476 1,722,363,472 1,997,671,092 1,386,969,120 2,580,702,446 2,649,399,694 2,740,139,228 2,395,429,446 2,224,954,382

 713,525,732 865,181,652 937,455,336 1,142,676,340 855,955,006 1,463,867,376 1,443,962,768 1,399,645,226 1,348,434,944 1,154,173,052

 3,233,099,530 4,019,819,682 3,965,231,396 4,586,695,402 4,455,811,538 5,270,098,514 6,580,833,268 6,864,232,536 5,847,495,740 4,474,009,320

 489,594,854 487,603,566 519,577,952 572,615,402 686,279,686 755,652,778 864,407,284 689,273,280 691,917,802 617,439,176

 2,383,631,932 2,644,429,162 2,847,955,416 3,775,741,948 3,486,393,340 4,114,457,118 4,409,298,976 4,243,088,282 3,630,508,882 3,434,447,520

 353,640,684 439,224,458 421,615,088 453,781,684 451,123,940 659,536,698 622,448,946 601,767,368 526,891,362 500,587,302

 1,729,120,602 1,792,028,088 1,842,040,440 1,851,352,000 2,190,020,294 2,056,666,126 2,567,295,894 2,283,893,528 3,200,815,148 2,129,693,468

 91,203,384 210,050,904 223,986,758 218,386,980 225,518,570 215,484,814 283,280,046 246,974,040 275,671,084 259,047,272

 1,198,009,426 1,246,555,482 1,363,263,558 1,570,442,920 1,387,937,788 1,702,582,328 1,827,433,792 2,096,046,488 3,050,306,196 1,848,257,134

 490,171,490 481,398,396 532,965,580 529,775,084 585,491,372 616,894,054 635,662,626 703,881,600 755,346,770 639,943,206

 1,203,991,954 1,299,804,930 1,327,787,774 1,329,859,858 1,450,525,214 1,471,691,556 2,082,934,632 1,938,166,408 1,824,893,870 2,218,548,070

 92,910,240 124,579,687 154,887,873 167,944,982 161,469,396 168,401,362 211,374,738 232,520,342 216,652,344 235,640,788

 860,324,738 926,767,762 1,028,422,236 1,077,830,540 1,132,416,296 1,135,982,182 1,604,174,646 1,336,308,698 1,577,631,584 1,342,239,902

 92,033,976 94,794,779 106,198,818 113,707,711 117,934,486 129,596,028 151,663,028 134,428,680 142,531,706 133,174,554

 1,252,540,932 1,161,932,084 1,168,153,036 1,150,604,202 1,064,270,828 1,560,301,302 1,429,111,628 1,835,827,588 1,516,066,016 1,884,809,886

 158,053,892 136,321,066 141,181,142 155,903,004 135,044,618 197,853,492 185,603,844 222,761,332 205,694,262 260,561,938

 1,164,066,368 991,984,048 1,277,801,630 1,138,744,888 1,299,083,190 1,706,669,230 1,745,248,472 1,716,462,538 1,579,819,378 1,353,863,052

 2,974,606,484 2,745,401,340 3,020,782,356 2,359,756,180 3,475,845,054 4,408,243,660 5,162,454,360 4,339,865,044 4,167,948,414 4,077,328,840

 2,650,090,158 2,716,814,494 2,490,219,506 3,014,239,324 2,925,364,522 3,787,185,012 3,807,584,122 4,132,213,034 3,517,920,120 3,334,260,086

 2,438,081,628 2,777,037,150 2,941,650,156 3,382,179,208 2,767,708,218 3,372,751,398 3,866,084,270 4,804,153,334 4,052,303,742 3,221,596,700

 1,019,163,456 1,088,191,786 1,139,145,120 1,427,930,998 1,003,674,908 1,516,996,822 1,850,473,328 1,821,230,734 1,475,146,798 1,336,542,530

 1,136,246,718 971,430,560 1,091,890,784 1,164,483,636 1,296,529,184 1,383,919,802 1,550,090,076 1,535,613,106 1,539,165,768 1,460,183,208

 115,876,771 110,193,796 111,882,624 126,313,832 136,081,681 145,320,988 143,681,396 164,143,470 148,043,104 141,572,178

 1,044,189,584 1,010,078,800 1,070,620,314 1,177,593,922 1,365,967,902 1,475,789,642 2,149,214,106 1,798,222,832 1,741,155,292 2,744,213,992

 109,290,364 118,194,317 118,555,258 111,428,590 178,996,386 194,043,806 186,115,534 251,865,518 243,774,106 238,318,326

 1,408,714,974 1,295,232,316 1,280,397,000 1,173,713,140 1,379,209,312 1,750,646,674 1,910,982,380 1,894,045,784 1,866,309,946 1,746,102,996

 49,528,471 45,930,895 117,334,741 121,662,708 149,365,788 202,289,028 199,128,296 189,723,362 196,082,136 173,036,258

 1,503,633,364 1,517,058,470 1,474,602,396 1,353,703,876 1,531,445,576 1,712,683,084 1,885,752,376 1,985,220,280 1,836,989,652 1,478,057,656

          116,444,644

          

 838,062,068 762,483,480 764,945,124 703,178,514 797,490,232 1,008,242,476 1,053,981,996 1,054,066,768 1,260,895,498 1,202,423,312

 61,843,876 68,008,937 67,541,367 73,403,939 79,070,492 91,694,736 94,696,832 81,838,854 123,322,458 208,531,926

 949,397,236 1,003,642,928 789,432,012 775,537,906 949,814,232 1,365,663,966 1,179,318,308 1,775,037,308 1,076,375,614 955,337,992

 85,375,082 103,185,801 78,424,236 69,764,045 92,257,579 80,998,023 98,112,206 94,567,503 93,272,328 158,844,161

 1,142,820,084 1,170,577,764 1,016,883,932 1,008,384,544 1,332,346,760 1,251,488,760 1,386,836,740 1,576,148,416 1,487,370,220 1,146,391,292

 113,687,013 98,880,036 97,267,216 110,840,481 134,656,228 124,887,358 150,614,548 140,452,288 149,529,028 193,918,592

 1,018,677,280 1,081,078,112 1,010,570,830 944,828,852 1,189,475,288 1,122,740,866 1,271,117,892 1,487,808,456 1,320,799,306 1,444,790,718

 2,311,487,128 2,535,774,032 2,129,848,878 2,235,487,266 2,788,045,552 3,406,520,886 3,618,925,954 3,981,691,416 3,492,187,520 3,674,597,884

      109,398,634 378,457,930 421,394,938 372,845,964 412,189,696

 903,928,090 1,035,270,854 827,812,566 857,468,168 1,093,346,016 1,123,626,568 1,233,773,268 1,381,682,210 1,230,927,842 1,095,623,648

 74,820,584 79,117,178 72,319,388 75,714,401 98,641,046 93,311,698 106,171,100 113,479,045 110,725,614 171,005,437

 758,589,846 784,365,398 690,258,220 685,227,552 855,827,210 896,669,174 1,060,070,118 1,269,447,838 1,207,498,858 1,028,148,100

 68,517,517 71,040,237 63,372,206 70,930,712 81,153,654 91,380,078 93,709,197 123,804,990 109,795,042 94,967,531

 46,005,131,664 48,310,741,975 48,675,621,345 51,533,392,653 54,590,395,562 65,690,851,531 73,076,822,773 74,910,027,396 69,912,991,474 65,946,011,135

 1,711,450,640 2,645,657,698 1,684,828,086 1,627,311,544 2,345,121,300 1,454,938,990 1,361,880,778 1,099,500,516 814,727,352 941,037,728 105,873,332 

 724,204,268 630,384,268 686,898,614 582,155,102 673,470,820 529,386,616 479,835,582 376,482,550 366,975,848 280,263,600 1,060,076,658 1,726,940,776

 3,107,592,464 1,997,942,004 3,188,404,776 1,767,348,340 1,640,574,838 2,061,857,400 2,062,376,018 1,187,951,544 1,322,738,596 2,381,787,896 956,025,328 983,907,392

 1,909,674,804 2,091,290,492 1,817,400,888 1,809,257,084 1,496,681,788 1,434,130,680 1,307,250,356 1,378,019,464 1,216,688,038 1,041,946,226 956,198,318 1,332,864,208

            

 1,762,796,568 1,519,584,722 1,579,360,506 1,508,561,448 1,336,436,616 1,302,574,552 883,925,242 925,902,862 882,611,388 767,640,196 686,945,058 672,182,056

 1,032,806,686 853,132,568 951,915,384 702,555,680 794,381,528 648,649,940 563,160,656 508,642,928 468,405,694 529,551,910 348,757,884 379,271,840

 4,789,106,846 4,698,283,304 4,768,541,940 4,065,878,930 3,453,808,072 2,997,493,094 3,113,097,388 2,397,978,096 3,489,680,094 2,384,321,166 1,736,205,788 1,719,237,794

 509,609,252 519,445,728 428,354,672 437,000,360 375,885,184 304,172,306 320,006,120 344,666,932 277,609,426 255,985,610 198,786,902 28,932,316

 2,912,772,280 2,863,689,154 3,548,690,074 2,479,076,830 3,029,718,426 2,098,417,356 1,804,537,310 2,617,861,604 1,903,863,848 1,530,438,178 1,551,941,406 1,679,658,044

 400,957,734 342,389,852 390,231,362 288,694,696 325,263,158 329,379,030 241,313,494 225,667,842 236,828,498 384,470,600 143,545,570 157,691,802

 2,170,475,756 2,773,350,078 1,914,994,752 1,712,436,412 1,781,283,550 1,733,194,488 2,472,898,672 2,248,779,902 1,279,791,476 1,114,920,952 1,763,577,138 1,212,127,798

 236,968,300 228,831,258 190,634,160 196,746,690 174,834,458 191,336,074 146,613,360 142,630,277 143,222,942 114,347,600 119,950,960 88,941,432

 1,641,602,424 1,659,845,508 2,526,000,496 1,558,537,812 1,482,961,124 2,293,282,802 2,306,916,702 1,684,133,848 2,060,401,322 1,966,194,448 1,777,890,954 1,318,911,828

 677,292,904 646,152,816 553,368,672 580,296,958 749,684,510 689,242,390 599,995,330 484,118,416 574,345,412 378,152,080 464,741,548 460,301,520

 2,270,459,172 1,618,954,312 1,534,477,198 2,510,443,566 1,599,348,716 1,511,877,264 1,253,719,466 1,837,155,680 1,193,788,856 1,082,584,464 946,166,490 1,423,786,550

 177,916,472 164,109,672 157,062,884 125,883,647 126,027,008 116,463,226 88,290,913 107,734,088 83,202,811 65,217,967 50,208,726 47,672,873

 1,300,508,718 1,251,004,904 1,434,868,050 1,270,649,324 1,051,049,352 992,815,044 949,811,038 1,191,586,754 1,321,802,828 692,315,004 559,688,500 1,077,947,478

 127,591,104 119,598,077 113,148,979 123,385,621 144,808,012 130,161,035 119,294,440 91,092,297 94,295,980 92,945,484 85,095,154 62,369,733

 1,562,255,248 2,322,795,394 1,508,367,512 1,350,616,250 2,042,838,036 1,046,762,124 956,007,244 837,878,570 761,399,012 704,404,268 566,609,264 735,911,624

 205,313,782 200,609,462 190,726,930 184,656,724 165,303,991 146,149,366 124,918,318 73,260,140 86,624,312 78,119,164 62,544,970 55,386,484

 1,392,776,362 1,245,862,894 1,232,932,288 1,040,625,696 1,198,105,232 1,054,850,714 1,375,963,960 870,259,934 894,251,086 1,304,989,448 674,638,124 601,738,768

 3,677,050,276 3,869,037,886 3,464,823,286 3,850,676,352 2,582,269,864 3,487,549,580 2,374,526,470 3,012,324,742 2,256,106,218 1,765,086,128 1,762,669,490 2,154,246,680

 3,540,102,160 2,441,429,496 2,027,714,704 3,185,860,840 3,014,437,802 1,750,309,842 2,281,677,340 1,975,906,990 2,504,087,108 2,138,846,774 1,875,778,110 1,131,593,472

 2,446,075,646 3,151,484,914 3,012,722,412 4,139,549,452 2,453,926,156 2,490,597,308 2,104,273,750 3,510,233,792 2,910,393,480 2,212,619,858 2,183,379,086 1,600,363,278

 877,308,230 1,417,690,912 1,613,358,752 1,168,698,790 1,055,697,812 992,476,780 872,521,398 999,725,630 926,993,580 726,099,734 788,481,208 614,655,446

 1,436,320,076 1,427,096,610 1,543,671,838 1,551,728,688 1,356,409,694 1,248,591,980 967,335,132 1,011,476,960 827,161,428 779,767,652 699,662,432 747,744,692

 120,001,042 133,431,567 158,887,050 152,597,832 150,038,088 144,830,026 101,694,914 97,198,721 75,214,330 68,722,380 49,754,177 41,715,919

 2,243,996,590 2,771,630,218 1,790,149,068 1,775,381,382 2,487,354,248 1,475,470,332 1,376,875,246 1,029,079,568 1,017,376,764 1,842,743,614 793,881,654 742,072,290

 289,561,034 262,188,276 245,330,588 224,805,322 189,109,030 157,414,930 132,747,710 100,087,258 90,561,676 64,714,501 42,654,364 59,183,934

 2,686,744,900 1,783,176,312 2,502,709,088 1,598,938,618 1,445,387,694 2,982,833,338 1,096,499,902 1,844,735,470 1,027,262,240 1,006,400,740 1,313,398,068 671,417,508

 171,935,536 156,216,612 163,584,370 163,704,980 134,353,133 108,016,072 99,874,146 112,250,036 100,123,141 78,310,685 57,015,002 46,030,952

 1,757,564,972 1,567,620,584 1,496,418,884 2,029,395,590 2,319,334,114 1,015,396,596 1,778,936,990 716,248,350 1,282,325,660 716,945,848 688,371,682 969,932,788

 241,493,746 159,819,810          

  47,571,918 124,702,104 108,485,743 93,908,609 78,925,547 58,499,532 47,355,519 56,219,640 37,310,651 5,748,052 

 1,387,122,454 1,175,396,130 1,240,812,632 1,213,489,948 1,095,315,576 1,011,357,646 875,236,584 873,397,024 1,002,353,824 864,873,130 627,745,512 527,923,077

 177,876,796 185,836,571 196,165,692 119,537,487 95,770,545 79,527,732 72,806,411 61,036,964 52,343,046 38,135,317 6,502,115 

 907,214,994 1,328,527,632 843,227,872 946,346,938 862,728,066 794,530,122 1,391,907,900 635,850,494 659,960,192 573,377,038 570,364,466 986,772,656

 154,840,861 138,224,949 110,982,869 63,778,728 44,443,291 41,878,454 43,222,082 41,883,172 32,325,122 25,114,869 26,597,517 18,037,817

 1,073,638,930 1,025,405,028 1,084,294,698 2,158,382,380 1,126,312,762 1,741,995,108 1,583,950,354 751,213,692 1,418,209,244 704,973,624 1,393,745,466 1,686,947,376

 217,019,243 194,349,985 176,341,494 119,606,584 107,282,279 93,020,441 89,301,675 77,256,241 74,633,472 55,299,743 83,751,404 85,071,506

 1,476,399,046 1,482,485,452 1,482,499,512 1,313,528,190 1,458,593,876 1,459,369,926 1,130,186,108 1,063,336,946 965,510,654 1,131,986,228 822,970,870 1,213,637,428

 2,929,629,330 2,768,657,348 3,778,282,844 2,657,428,872 3,170,759,752 2,060,704,630 1,789,341,872 1,607,842,430 1,451,233,702 1,210,821,876 2,301,026,524 1,081,309,788

 334,314,118 325,477,796 319,648,204 304,109,182 237,549,702 198,646,492 184,237,382 152,148,555 143,918,640 120,395,664 113,568,935 96,090,492

 1,189,860,386 1,248,200,748 1,214,356,988 2,031,824,824 1,215,436,358 1,810,911,758 944,014,096 1,358,332,194 680,229,510 1,240,336,552 562,177,082 1,013,368,676

 93,934,483 94,976,355 106,339,800 103,117,455 89,313,056 73,198,122 68,920,176 57,875,895 48,878,018 51,449,259 39,720,901 

 1,088,176,724 1,028,408,376 1,077,268,680 913,991,354 916,044,096 756,321,302 675,741,558 730,039,500 632,741,270 524,261,830 518,722,380 972,979,764

 90,825,618 85,412,678 81,880,310 63,279,739 66,349,432 57,888,132 39,326,979 45,460,209 39,363,294 34,643,776 31,072,672 39,898,408

 61,233,138,975 60,662,668,328 60,257,381,962 57,880,363,984 53,755,710,754 49,178,896,687 44,665,468,094 42,543,600,596 39,748,780,072 36,104,871,460 32,174,227,241 32,266,776,263

施行者名／年度

（単位：円）

1984 1985 1986 1987 1988 1989（H1） 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

●桐生市

●みどり市

●戸田競艇組合

●埼玉県都市競艇組合

●東京都

●東京都六市競艇事業組合

●東京都三市収益事業組合

●府中市

●相模湖モーターボート競走組合

●青梅市

●東京都四市競艇事業組合

●浜名湖競艇企業団

●湖西市

●蒲郡市

●岡崎市

●常滑市

●半田市

●津市

●久居市ほか
　六箇町村競艇事業組合
●武生三国
　モーターボート競走施行組合

●あわら市

●滋賀県

●大阪府都市競艇組合

●箕面市

●尼崎市

●伊丹市

●鳴門市

●松茂町ほか二町競艇事業組合

●丸亀市

●香川県中部広域競艇事業組合

●倉敷市

●備南競艇事業組合

●宮島競艇施行組合

●広島市

●広島県西部競艇施行組合

●周南市

●光市

●下関市

●美祢市萩市競艇組合

●北九州市

●中間市行橋市競艇組合

●芦屋町

●福岡市

●福岡都市圏広域行政事業組合

●唐津市

●東松浦競艇組合

●大村市

●長崎県広域競艇組合
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 1,819,519,706 1,858,202,022 1,899,330,260 1,795,007,226 1,823,660,350 2,049,404,308 2,318,644,552 2,236,997,190 2,101,729,944 2,087,045,566

 682,863,506 712,122,714 688,442,660 672,237,984 718,480,770 871,359,068 885,232,326 832,289,656 843,499,662 839,232,614

 1,977,700,540 1,828,851,890 2,067,556,250 2,034,314,828 2,930,650,518 3,229,411,106 3,524,719,610 3,098,684,926 2,722,408,942 3,795,130,564

 1,690,709,370 2,156,668,446 1,973,648,440 2,174,326,784 2,343,046,422 3,017,746,506 2,616,745,670 3,038,921,934 2,638,862,022 2,658,784,666

          

 1,451,791,032 1,643,432,476 1,722,363,472 1,997,671,092 1,386,969,120 2,580,702,446 2,649,399,694 2,740,139,228 2,395,429,446 2,224,954,382

 713,525,732 865,181,652 937,455,336 1,142,676,340 855,955,006 1,463,867,376 1,443,962,768 1,399,645,226 1,348,434,944 1,154,173,052

 3,233,099,530 4,019,819,682 3,965,231,396 4,586,695,402 4,455,811,538 5,270,098,514 6,580,833,268 6,864,232,536 5,847,495,740 4,474,009,320

 489,594,854 487,603,566 519,577,952 572,615,402 686,279,686 755,652,778 864,407,284 689,273,280 691,917,802 617,439,176

 2,383,631,932 2,644,429,162 2,847,955,416 3,775,741,948 3,486,393,340 4,114,457,118 4,409,298,976 4,243,088,282 3,630,508,882 3,434,447,520

 353,640,684 439,224,458 421,615,088 453,781,684 451,123,940 659,536,698 622,448,946 601,767,368 526,891,362 500,587,302

 1,729,120,602 1,792,028,088 1,842,040,440 1,851,352,000 2,190,020,294 2,056,666,126 2,567,295,894 2,283,893,528 3,200,815,148 2,129,693,468

 91,203,384 210,050,904 223,986,758 218,386,980 225,518,570 215,484,814 283,280,046 246,974,040 275,671,084 259,047,272

 1,198,009,426 1,246,555,482 1,363,263,558 1,570,442,920 1,387,937,788 1,702,582,328 1,827,433,792 2,096,046,488 3,050,306,196 1,848,257,134

 490,171,490 481,398,396 532,965,580 529,775,084 585,491,372 616,894,054 635,662,626 703,881,600 755,346,770 639,943,206

 1,203,991,954 1,299,804,930 1,327,787,774 1,329,859,858 1,450,525,214 1,471,691,556 2,082,934,632 1,938,166,408 1,824,893,870 2,218,548,070

 92,910,240 124,579,687 154,887,873 167,944,982 161,469,396 168,401,362 211,374,738 232,520,342 216,652,344 235,640,788

 860,324,738 926,767,762 1,028,422,236 1,077,830,540 1,132,416,296 1,135,982,182 1,604,174,646 1,336,308,698 1,577,631,584 1,342,239,902

 92,033,976 94,794,779 106,198,818 113,707,711 117,934,486 129,596,028 151,663,028 134,428,680 142,531,706 133,174,554

 1,252,540,932 1,161,932,084 1,168,153,036 1,150,604,202 1,064,270,828 1,560,301,302 1,429,111,628 1,835,827,588 1,516,066,016 1,884,809,886

 158,053,892 136,321,066 141,181,142 155,903,004 135,044,618 197,853,492 185,603,844 222,761,332 205,694,262 260,561,938

 1,164,066,368 991,984,048 1,277,801,630 1,138,744,888 1,299,083,190 1,706,669,230 1,745,248,472 1,716,462,538 1,579,819,378 1,353,863,052

 2,974,606,484 2,745,401,340 3,020,782,356 2,359,756,180 3,475,845,054 4,408,243,660 5,162,454,360 4,339,865,044 4,167,948,414 4,077,328,840

 2,650,090,158 2,716,814,494 2,490,219,506 3,014,239,324 2,925,364,522 3,787,185,012 3,807,584,122 4,132,213,034 3,517,920,120 3,334,260,086

 2,438,081,628 2,777,037,150 2,941,650,156 3,382,179,208 2,767,708,218 3,372,751,398 3,866,084,270 4,804,153,334 4,052,303,742 3,221,596,700

 1,019,163,456 1,088,191,786 1,139,145,120 1,427,930,998 1,003,674,908 1,516,996,822 1,850,473,328 1,821,230,734 1,475,146,798 1,336,542,530

 1,136,246,718 971,430,560 1,091,890,784 1,164,483,636 1,296,529,184 1,383,919,802 1,550,090,076 1,535,613,106 1,539,165,768 1,460,183,208

 115,876,771 110,193,796 111,882,624 126,313,832 136,081,681 145,320,988 143,681,396 164,143,470 148,043,104 141,572,178

 1,044,189,584 1,010,078,800 1,070,620,314 1,177,593,922 1,365,967,902 1,475,789,642 2,149,214,106 1,798,222,832 1,741,155,292 2,744,213,992

 109,290,364 118,194,317 118,555,258 111,428,590 178,996,386 194,043,806 186,115,534 251,865,518 243,774,106 238,318,326

 1,408,714,974 1,295,232,316 1,280,397,000 1,173,713,140 1,379,209,312 1,750,646,674 1,910,982,380 1,894,045,784 1,866,309,946 1,746,102,996

 49,528,471 45,930,895 117,334,741 121,662,708 149,365,788 202,289,028 199,128,296 189,723,362 196,082,136 173,036,258

 1,503,633,364 1,517,058,470 1,474,602,396 1,353,703,876 1,531,445,576 1,712,683,084 1,885,752,376 1,985,220,280 1,836,989,652 1,478,057,656

          116,444,644

          

 838,062,068 762,483,480 764,945,124 703,178,514 797,490,232 1,008,242,476 1,053,981,996 1,054,066,768 1,260,895,498 1,202,423,312

 61,843,876 68,008,937 67,541,367 73,403,939 79,070,492 91,694,736 94,696,832 81,838,854 123,322,458 208,531,926

 949,397,236 1,003,642,928 789,432,012 775,537,906 949,814,232 1,365,663,966 1,179,318,308 1,775,037,308 1,076,375,614 955,337,992

 85,375,082 103,185,801 78,424,236 69,764,045 92,257,579 80,998,023 98,112,206 94,567,503 93,272,328 158,844,161

 1,142,820,084 1,170,577,764 1,016,883,932 1,008,384,544 1,332,346,760 1,251,488,760 1,386,836,740 1,576,148,416 1,487,370,220 1,146,391,292

 113,687,013 98,880,036 97,267,216 110,840,481 134,656,228 124,887,358 150,614,548 140,452,288 149,529,028 193,918,592

 1,018,677,280 1,081,078,112 1,010,570,830 944,828,852 1,189,475,288 1,122,740,866 1,271,117,892 1,487,808,456 1,320,799,306 1,444,790,718

 2,311,487,128 2,535,774,032 2,129,848,878 2,235,487,266 2,788,045,552 3,406,520,886 3,618,925,954 3,981,691,416 3,492,187,520 3,674,597,884

      109,398,634 378,457,930 421,394,938 372,845,964 412,189,696

 903,928,090 1,035,270,854 827,812,566 857,468,168 1,093,346,016 1,123,626,568 1,233,773,268 1,381,682,210 1,230,927,842 1,095,623,648

 74,820,584 79,117,178 72,319,388 75,714,401 98,641,046 93,311,698 106,171,100 113,479,045 110,725,614 171,005,437

 758,589,846 784,365,398 690,258,220 685,227,552 855,827,210 896,669,174 1,060,070,118 1,269,447,838 1,207,498,858 1,028,148,100

 68,517,517 71,040,237 63,372,206 70,930,712 81,153,654 91,380,078 93,709,197 123,804,990 109,795,042 94,967,531

 46,005,131,664 48,310,741,975 48,675,621,345 51,533,392,653 54,590,395,562 65,690,851,531 73,076,822,773 74,910,027,396 69,912,991,474 65,946,011,135

 1,711,450,640 2,645,657,698 1,684,828,086 1,627,311,544 2,345,121,300 1,454,938,990 1,361,880,778 1,099,500,516 814,727,352 941,037,728 105,873,332 

 724,204,268 630,384,268 686,898,614 582,155,102 673,470,820 529,386,616 479,835,582 376,482,550 366,975,848 280,263,600 1,060,076,658 1,726,940,776

 3,107,592,464 1,997,942,004 3,188,404,776 1,767,348,340 1,640,574,838 2,061,857,400 2,062,376,018 1,187,951,544 1,322,738,596 2,381,787,896 956,025,328 983,907,392

 1,909,674,804 2,091,290,492 1,817,400,888 1,809,257,084 1,496,681,788 1,434,130,680 1,307,250,356 1,378,019,464 1,216,688,038 1,041,946,226 956,198,318 1,332,864,208

            

 1,762,796,568 1,519,584,722 1,579,360,506 1,508,561,448 1,336,436,616 1,302,574,552 883,925,242 925,902,862 882,611,388 767,640,196 686,945,058 672,182,056

 1,032,806,686 853,132,568 951,915,384 702,555,680 794,381,528 648,649,940 563,160,656 508,642,928 468,405,694 529,551,910 348,757,884 379,271,840

 4,789,106,846 4,698,283,304 4,768,541,940 4,065,878,930 3,453,808,072 2,997,493,094 3,113,097,388 2,397,978,096 3,489,680,094 2,384,321,166 1,736,205,788 1,719,237,794

 509,609,252 519,445,728 428,354,672 437,000,360 375,885,184 304,172,306 320,006,120 344,666,932 277,609,426 255,985,610 198,786,902 28,932,316

 2,912,772,280 2,863,689,154 3,548,690,074 2,479,076,830 3,029,718,426 2,098,417,356 1,804,537,310 2,617,861,604 1,903,863,848 1,530,438,178 1,551,941,406 1,679,658,044

 400,957,734 342,389,852 390,231,362 288,694,696 325,263,158 329,379,030 241,313,494 225,667,842 236,828,498 384,470,600 143,545,570 157,691,802

 2,170,475,756 2,773,350,078 1,914,994,752 1,712,436,412 1,781,283,550 1,733,194,488 2,472,898,672 2,248,779,902 1,279,791,476 1,114,920,952 1,763,577,138 1,212,127,798

 236,968,300 228,831,258 190,634,160 196,746,690 174,834,458 191,336,074 146,613,360 142,630,277 143,222,942 114,347,600 119,950,960 88,941,432

 1,641,602,424 1,659,845,508 2,526,000,496 1,558,537,812 1,482,961,124 2,293,282,802 2,306,916,702 1,684,133,848 2,060,401,322 1,966,194,448 1,777,890,954 1,318,911,828

 677,292,904 646,152,816 553,368,672 580,296,958 749,684,510 689,242,390 599,995,330 484,118,416 574,345,412 378,152,080 464,741,548 460,301,520

 2,270,459,172 1,618,954,312 1,534,477,198 2,510,443,566 1,599,348,716 1,511,877,264 1,253,719,466 1,837,155,680 1,193,788,856 1,082,584,464 946,166,490 1,423,786,550

 177,916,472 164,109,672 157,062,884 125,883,647 126,027,008 116,463,226 88,290,913 107,734,088 83,202,811 65,217,967 50,208,726 47,672,873

 1,300,508,718 1,251,004,904 1,434,868,050 1,270,649,324 1,051,049,352 992,815,044 949,811,038 1,191,586,754 1,321,802,828 692,315,004 559,688,500 1,077,947,478

 127,591,104 119,598,077 113,148,979 123,385,621 144,808,012 130,161,035 119,294,440 91,092,297 94,295,980 92,945,484 85,095,154 62,369,733

 1,562,255,248 2,322,795,394 1,508,367,512 1,350,616,250 2,042,838,036 1,046,762,124 956,007,244 837,878,570 761,399,012 704,404,268 566,609,264 735,911,624

 205,313,782 200,609,462 190,726,930 184,656,724 165,303,991 146,149,366 124,918,318 73,260,140 86,624,312 78,119,164 62,544,970 55,386,484

 1,392,776,362 1,245,862,894 1,232,932,288 1,040,625,696 1,198,105,232 1,054,850,714 1,375,963,960 870,259,934 894,251,086 1,304,989,448 674,638,124 601,738,768

 3,677,050,276 3,869,037,886 3,464,823,286 3,850,676,352 2,582,269,864 3,487,549,580 2,374,526,470 3,012,324,742 2,256,106,218 1,765,086,128 1,762,669,490 2,154,246,680

 3,540,102,160 2,441,429,496 2,027,714,704 3,185,860,840 3,014,437,802 1,750,309,842 2,281,677,340 1,975,906,990 2,504,087,108 2,138,846,774 1,875,778,110 1,131,593,472

 2,446,075,646 3,151,484,914 3,012,722,412 4,139,549,452 2,453,926,156 2,490,597,308 2,104,273,750 3,510,233,792 2,910,393,480 2,212,619,858 2,183,379,086 1,600,363,278

 877,308,230 1,417,690,912 1,613,358,752 1,168,698,790 1,055,697,812 992,476,780 872,521,398 999,725,630 926,993,580 726,099,734 788,481,208 614,655,446

 1,436,320,076 1,427,096,610 1,543,671,838 1,551,728,688 1,356,409,694 1,248,591,980 967,335,132 1,011,476,960 827,161,428 779,767,652 699,662,432 747,744,692

 120,001,042 133,431,567 158,887,050 152,597,832 150,038,088 144,830,026 101,694,914 97,198,721 75,214,330 68,722,380 49,754,177 41,715,919

 2,243,996,590 2,771,630,218 1,790,149,068 1,775,381,382 2,487,354,248 1,475,470,332 1,376,875,246 1,029,079,568 1,017,376,764 1,842,743,614 793,881,654 742,072,290

 289,561,034 262,188,276 245,330,588 224,805,322 189,109,030 157,414,930 132,747,710 100,087,258 90,561,676 64,714,501 42,654,364 59,183,934

 2,686,744,900 1,783,176,312 2,502,709,088 1,598,938,618 1,445,387,694 2,982,833,338 1,096,499,902 1,844,735,470 1,027,262,240 1,006,400,740 1,313,398,068 671,417,508

 171,935,536 156,216,612 163,584,370 163,704,980 134,353,133 108,016,072 99,874,146 112,250,036 100,123,141 78,310,685 57,015,002 46,030,952

 1,757,564,972 1,567,620,584 1,496,418,884 2,029,395,590 2,319,334,114 1,015,396,596 1,778,936,990 716,248,350 1,282,325,660 716,945,848 688,371,682 969,932,788

 241,493,746 159,819,810          

  47,571,918 124,702,104 108,485,743 93,908,609 78,925,547 58,499,532 47,355,519 56,219,640 37,310,651 5,748,052 

 1,387,122,454 1,175,396,130 1,240,812,632 1,213,489,948 1,095,315,576 1,011,357,646 875,236,584 873,397,024 1,002,353,824 864,873,130 627,745,512 527,923,077

 177,876,796 185,836,571 196,165,692 119,537,487 95,770,545 79,527,732 72,806,411 61,036,964 52,343,046 38,135,317 6,502,115 

 907,214,994 1,328,527,632 843,227,872 946,346,938 862,728,066 794,530,122 1,391,907,900 635,850,494 659,960,192 573,377,038 570,364,466 986,772,656

 154,840,861 138,224,949 110,982,869 63,778,728 44,443,291 41,878,454 43,222,082 41,883,172 32,325,122 25,114,869 26,597,517 18,037,817

 1,073,638,930 1,025,405,028 1,084,294,698 2,158,382,380 1,126,312,762 1,741,995,108 1,583,950,354 751,213,692 1,418,209,244 704,973,624 1,393,745,466 1,686,947,376

 217,019,243 194,349,985 176,341,494 119,606,584 107,282,279 93,020,441 89,301,675 77,256,241 74,633,472 55,299,743 83,751,404 85,071,506

 1,476,399,046 1,482,485,452 1,482,499,512 1,313,528,190 1,458,593,876 1,459,369,926 1,130,186,108 1,063,336,946 965,510,654 1,131,986,228 822,970,870 1,213,637,428

 2,929,629,330 2,768,657,348 3,778,282,844 2,657,428,872 3,170,759,752 2,060,704,630 1,789,341,872 1,607,842,430 1,451,233,702 1,210,821,876 2,301,026,524 1,081,309,788

 334,314,118 325,477,796 319,648,204 304,109,182 237,549,702 198,646,492 184,237,382 152,148,555 143,918,640 120,395,664 113,568,935 96,090,492

 1,189,860,386 1,248,200,748 1,214,356,988 2,031,824,824 1,215,436,358 1,810,911,758 944,014,096 1,358,332,194 680,229,510 1,240,336,552 562,177,082 1,013,368,676

 93,934,483 94,976,355 106,339,800 103,117,455 89,313,056 73,198,122 68,920,176 57,875,895 48,878,018 51,449,259 39,720,901 

 1,088,176,724 1,028,408,376 1,077,268,680 913,991,354 916,044,096 756,321,302 675,741,558 730,039,500 632,741,270 524,261,830 518,722,380 972,979,764

 90,825,618 85,412,678 81,880,310 63,279,739 66,349,432 57,888,132 39,326,979 45,460,209 39,363,294 34,643,776 31,072,672 39,898,408

 61,233,138,975 60,662,668,328 60,257,381,962 57,880,363,984 53,755,710,754 49,178,896,687 44,665,468,094 42,543,600,596 39,748,780,072 36,104,871,460 32,174,227,241 32,266,776,263

施行者名／年度

（単位：円）

1984 1985 1986 1987 1988 1989（H1） 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

●桐生市

●みどり市

●戸田競艇組合

●埼玉県都市競艇組合

●東京都

●東京都六市競艇事業組合

●東京都三市収益事業組合

●府中市

●相模湖モーターボート競走組合

●青梅市

●東京都四市競艇事業組合

●浜名湖競艇企業団

●湖西市

●蒲郡市

●岡崎市

●常滑市

●半田市

●津市

●久居市ほか
　六箇町村競艇事業組合
●武生三国
　モーターボート競走施行組合

●あわら市

●滋賀県

●大阪府都市競艇組合

●箕面市

●尼崎市

●伊丹市

●鳴門市

●松茂町ほか二町競艇事業組合

●丸亀市

●香川県中部広域競艇事業組合

●倉敷市

●備南競艇事業組合

●宮島競艇施行組合

●広島市

●広島県西部競艇施行組合

●周南市

●光市

●下関市

●美祢市萩市競艇組合

●北九州市

●中間市行橋市競艇組合

●芦屋町

●福岡市

●福岡都市圏広域行政事業組合

●唐津市

●東松浦競艇組合

●大村市

●長崎県広域競艇組合
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DATA 06 年度別受入寄付金一覧

受入別／年度 2005（H17） 2006 2007 2008 2009 2010 2011 合計

夢の貯金箱

「大切な命」をテーマに活動す
るNPO団体への支援を目的
に、一般寄付・香典寄付・贖罪
寄付・寄付型自動販売機・遺贈
による寄付といった方法で
行っている事業。

32,525,847 3,588,000 5,934,219 19,643,722 46,014,305 63,530,328 175,152,655 346,389,076 

歯の妖精
Tooth Fairy
プロジェクト

歯科治療や入れ歯に使う金属
（金やパラジウムを含む合金
製）を回収し、リサイクルす
ることで得た収益を寄付する
プロジェクト。

42,526,009 128,632,706 166,483,777 337,642,492

Let’s Tree基金

韓国の俳優イ・ソジン氏が創
設したチャリティー基金。環
境問題などさまざまな社会問
題に対して国境を超えて取り
組むことで日韓の友好を深め
ることを目指す。

10,060,060 1,158,203 1,690,656 12,908,919 

整形外科寄付金・
助成金プログラム

整形外科分野における、若手
医師・研究者の研究と実践活
動への支援プロジェクト。

36,576,576 86,884,000 13,824,000 ―＊ 137,284,576 

エール FOR 日本

JOCとの共催で、スポーツに
よる被災地支援、オリンピッ
ク日本代表選手団支援のため、
「ラッフル」（事前福引）などに
より寄付金を集める事業。

1,214,085 1,214,085

ROAD 
プロジェクト

東日本大震災の被災地に対す
る支援活動。 382,278,299 4,565,241,631 4,947,519,930 

合計 32,525,847 3,588,000 5,934,219 56,220,298 185,484,374 589,423,536 4,909,782,804 5,782,959,078

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

（単位：千円）

年度

200,000

150,000

100,000

50,000

0

H17

夢の貯金箱

歯の妖精Tooth Fairyプロジェクト

Let's Tree基金

整形外科寄付金・助成金プログラム

エール FOR 日本

＊ROADプロジェクトは非常災害支援事業（東日本大震災）であるため、グラフに記載しなかった。

＊2011年度は、東日本大震災の影響により休止。　（単位：円）

総計

総計 備考

       59,229,891,017

 1,976,276,820 1,789,905,096 1,417,353,642 1,283,306,463 1,662,669,129 1,415,126,596 34,290,134,811

 1,473,031,290 1,291,566,709 518,270,261 890,667,954 589,966,564 794,617,451 76,965,495,012

 785,303,864 724,842,066 767,042,623 631,544,515 567,044,189 601,471,813 67,443,972,978

       2,563,027,330

 670,281,140 591,256,314 248,385,417 349,963,493 338,470,137 371,286,372 49,021,359,385

 416,130,084 140,698,912 11,593,773 194,455,694 66,761,225 102,100,754 26,183,552,404

 2,187,720,820 2,327,765,494 2,174,721,823 1,398,935,417 1,202,949,140 1,421,746,902 134,894,279,704

       15,086,280,981

 1,195,284,664 1,091,439,613 965,943,934 1,178,967,933 784,084,895 736,183,655 97,523,422,940

 134,330,486 29,557,429 35,353,591 22,971,053 12,335,992 10,363,277 12,727,473,285

 1,880,730,060 1,539,331,100 1,230,653,194 1,008,990,231 1,350,813,421 808,208,876 73,343,926,272

 76,793,649 23,482,869 5,476,633 2,389,557   7,157,940,122

 1,434,973,570 2,168,721,171 2,380,655,056 1,732,534,418 2,281,560,752 2,319,536,578 69,241,590,527

 478,196,892 406,699,926 435,963,994 353,490,600 38,069,122  21,086,971,112

 900,334,136 523,337,581 807,026,195 852,915,018 615,946,895 555,725,380 53,935,796,899

 45,051,401 7,791,322    12,163,081 4,430,307,301

 666,308,486 432,668,606 945,459,159 668,022,440 414,019,242 499,674,834 41,901,380,890

 11,118,111      3,830,565,422

 614,576,706 529,674,094 608,080,963 631,618,480 381,081,808 600,240,997 47,625,838,413

 51,854,650 7,648,249     5,426,234,981

 663,850,610 723,930,460 689,093,058 479,255,467 579,373,728 749,826,190 42,949,954,486

 1,536,025,668 2,042,801,948 1,167,976,135 1,644,125,472 675,878,398 1,531,245,129 113,754,303,783

 2,013,098,930 1,040,238,565 1,662,868,257 546,000,594 1,516,009,256 554,758,556 97,106,341,540

 1,399,902,654 1,132,810,121 1,156,000,640 1,229,882,475 673,040,164 626,157,491 105,151,120,784

 845,159,410 490,107,197 260,878,642 497,922,880 174,404,565 702,448,947 42,450,304,382

 681,277,258 576,968,713 478,062,275 572,927,320 375,294,111 372,721,631 44,836,429,860

 36,733,204 7,733,015  65,148   4,206,851,799

 1,177,606,842 428,172,959 1,263,165,273 1,666,379,829 1,984,276,879 1,474,915,721 57,918,131,920

 41,322,091 5,388,429  19,166,006 44,352,521 44,493,056 5,509,287,268

 728,097,308 580,859,524 956,439,118 468,931,885 581,122,295 840,612,323 59,304,578,426

 45,311,041 7,749,102   2,748,695  3,463,585,953

 664,956,992 412,780,580 713,134,168 327,299,205 314,883,586 406,092,886 55,668,535,034

       517,758,200

       658,727,315

 379,466,272 577,846,498 234,755,052 374,950,062 621,388,494 358,092,680 34,447,879,972

       3,202,626,285

 542,836,004 302,970,760 482,522,842 263,820,407 698,854,171 297,439,277 37,087,097,434

 13,070,550 2,575,136     3,060,813,653

 1,633,886,834 1,640,718,635 2,111,403,948 1,991,357,334 1,587,092,567 1,438,077,139 52,981,779,340

 122,582,691 60,608,406 48,729,222 49,856,812 25,801,076 41,078,634 4,456,585,407

 864,800,538 665,983,971 939,702,512 629,831,126 450,025,018 577,560,349 44,412,917,482

 1,512,145,574 1,596,460,611 652,732,521 1,028,893,751 646,110,307 1,036,429,857 95,840,582,365

 89,300,652 17,039,142 3,092,732  35,380  4,333,860,230

 612,910,704 532,566,179 609,391,990 539,818,948 899,437,894 427,540,452 41,460,355,794

       2,006,473,288

 1,016,212,612 1,045,472,604 842,115,460 1,137,543,323 1,292,309,582 1,086,521,924 35,863,070,628

 6,941,867      2,479,035,693

 31,625,793,135 27,518,169,106 26,824,044,103 24,668,801,310 23,448,211,198 22,814,458,808 1,899,038,430,107

施行者名／年度

（単位：円）

2006 2007 2008 2009 2010 2011

2006年3月26日、
阿左美水園競艇組合から改称

1964年12月4日、
埼玉県十市競艇組合から設立

 1967年4月6日、東京都十市競艇事業組合を脱退、
組合名称を改称

 2004年3月1日、あわら市発足以前は芦原町

 2003年4月21日の周南市合併以前は徳山市

2009年より
福岡都市圏競艇等事業組合から事業継承

松茂町ほか三町競艇事業組合から
2000年3月31日、藍住町脱退により改称

美祢市ほか一市二町競艇組合（1967年3月27日～）、
美祢市ほか一市四町競艇組合（1970年8月1日～）を
経て、2005年2月13日に改称

1968年7月23日、諫早市ほか一市一町競艇組合
として設立。
2005年3月、長崎県広域競艇組合へ改称

●桐生市

●みどり市

●戸田競艇組合

●埼玉県都市競艇組合

●東京都

●東京都六市競艇事業組合

●東京都三市収益事業組合

●府中市

●相模湖モーターボート競走組合

●青梅市

●東京都四市競艇事業組合

●浜名湖競艇企業団

●湖西市

●蒲郡市

●岡崎市

●常滑市

●半田市

●津市

●久居市ほか
　六箇町村競艇事業組合
●武生三国
　モーターボート競走施行組合

●あわら市

●滋賀県

●大阪府都市競艇組合

●箕面市

●尼崎市

●伊丹市

●鳴門市

●松茂町ほか二町競艇事業組合

●丸亀市

●香川県中部広域競艇事業組合

●倉敷市

●備南競艇事業組合

●宮島競艇施行組合

●広島市

●広島県西部競艇施行組合

●周南市

●光市

●下関市

●美祢市萩市競艇組合

●北九州市

●中間市行橋市競艇組合

●芦屋町

●福岡市

●福岡都市圏広域行政事業組合

●唐津市

●東松浦競艇組合

●大村市

●長崎県広域競艇組合

1967年1月1日、浜名湖競艇組合から改称

1967年2月1日の倉敷市編入以前は児島市

1968年2月10日、北九州市発足以前は若松市

芦屋町外二ヶ村競艇施行組合として設立。
2010年以降、芦屋町のみの主催となる

1968年8月8日、善通寺市ほか六町競艇事業組合と
して設立。2004年4月1日、善通寺市、多度津町の
脱退により改称
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08 特別協賛事業の実績一覧

（単位：円）

資
料
編
｜
振
興
業
務
一
覧
（
全
体
総
括
）
／
特
別
協
賛
事
業
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年度 事業内訳 特別協賛金 合計

1974（S49） 沖縄国際海洋博覧会および財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業 618,927,326 618,927,326

1975 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業 1,124,624,000 1,124,624,000

1976 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業 1,721,632,000 1,721,632,000

1977 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業 1,889,912,000 1,889,912,000

1978 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業 2,563,007,000 2,563,007,000

1979 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業 4,173,452,000 4,173,452,000

1980 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業 4,884,813,000 4,884,813,000

1981 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業 3,615,928,000 3,615,928,000

1982 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
財団法人国際科学技術博覧会協会に対する協賛事業

2,841,199,667
885,000,000 3,726,199,667

1983 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
財団法人国際科学技術博覧会協会に対する協賛事業

3,332,274,000 
885,000,000 4,217,274,000

1984 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
財団法人国際科学技術博覧会協会に対する協賛事業

3,001,948,000 
885,000,000 3,886,948,000

1985
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
財団法人国際科学技術博覧会協会に対する協賛事業
財団法人国際交通博覧会協会に対する協賛事業

2,796,162,000 
441,000,000
275,000,000

3,512,162,000

1986
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
財団法人国際交通博覧会協会に対する協賛事業
笹川平和財団に対する協賛事業

2,432,000,000 
205,000,000

1,246,092,000
3,883,092,000

1987
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
財団法人国際レジャー博覧会協会に対する協賛事業
笹川平和財団に対する協賛事業

2,311,356,000 
200,000,000

1,590,000,000
4,101,356,000

1988

財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
財団法人国際レジャー博覧会協会に対する協賛事業
財団法人国際花と緑の博覧会協会に対する協賛事業
笹川平和財団に対する協賛事業

2,420,252,000 
133,000,000
167,000,000

1,584,000,000

4,304,252,000

1989（H1）
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
財団法人国際花と緑の博覧会協会に対する協賛事業
笹川平和財団に対する協賛事業

2,285,476,000 
250,500,000

1,607,000,000
4,142,976,000

1990
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
財団法人国際花と緑の博覧会協会に対する協賛事業
笹川平和財団に対する協賛事業

2,627,410,000
334,000,000 

1,607,000,000
4,568,410,000

1991
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
財団法人国際船と海の博覧会協会に対する協賛事業
笹川平和財団に対する協賛事業

1,996,372,000 
1,300,000,000
2,607,000,000

5,903,372,000

1992
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
財団法人国際船と海の博覧会協会に対する協賛事業
笹川平和財団に対する協賛事業

2,553,722,000 
400,000,000

1,607,000,000
4,560,722,000

1993 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
笹川平和財団に対する協賛事業

2,300,000,000 
1,607,000,000 3,907,000,000

1994 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
笹川平和財団に対する協賛事業

1,144,000,000 
1,607,000,000 2,751,000,000

1995
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
阪神・淡路大震災復興事業に対する協賛事業
笹川平和財団に対する協賛事業

752,932,000 
2,400,000,000

250,000,000
3,402,932,000

1996
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
阪神・淡路大震災復興事業に対する協賛事業
笹川平和財団に対する協賛事業

1,291,822,000 
910,000,000
250,000,000

2,451,822,000

1997
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
リスボン国際博覧会開催に対する協賛事業
国際的な研究交流および奨学活動に対する協賛事業

1,038,182,000 
500,000,000

1,400,000,000
2,938,182,000

1998

財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
ハノーバー国際博覧会開催に対する協賛事業
リスボン国際博覧会開催に対する協賛事業
国際研究奨学財団に対する協賛事業

821,679,968 
50,000,000

250,000,000
1,450,000,000

2,571,679,968

1999
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
ハノーバー国際博覧会開催に対する協賛事業
東京財団に対する協賛事業

1,546,644,554 
250,000,000
595,800,000

2,392,444,554

2000 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
東京財団に対する協賛事業

811,306,710 
1,321,000,000 2,132,306,710

2001 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
東京財団に対する協賛事業

375,844,502 
1,534,000,000 1,909,844,502

2002 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
東京財団に対する協賛事業

364,026,430 
1,634,000,000 1,998,026,430

2003
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
2005 年日本国際博覧会の開催に対する協賛事業
東京財団に対する協賛事業

301,747,480 
70,000,000

987,000,000
1,358,747,480

2004
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
2005 年日本国際博覧会の開催に対する協賛事業
東京財団に対する協賛事業

358,330,183 
70,000,000

945,800,000
1,374,130,183

2005
財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
2005 年日本国際博覧会の開催に対する協賛事業
東京財団に対する協賛事業

385,694,000 
70,000,000

870,000,000
1,325,694,000

2006 財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団に対する協賛事業
東京財団に対する協賛事業

291,807,451 
857,500,000 1,149,307,451

合計 99,062,176,271
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年度 貸付事業費 貸付業務費 合計 補助金 合計 協力援助 調査研究事業・
情報公開事業ほか１号交付金 ２号交付金 国内協力援助 海外協力援助

1962（S37） 148,800,000 377,000 124,854,465 80,968,285 43,886,180 1,406,832 

1963 300,000,000 559,000 344,796,632 194,699,409 150,097,223 5,246,784 

1964 400,000,000 520,000 396,198,402 175,458,041 220,740,361 107,652,534 

1965 491,700,000 533,000 595,652,413 282,788,058 312,864,355 112,200,283 

1966 1,049,500,000 676,000 1,258,655,143 723,271,670 535,383,473 57,305,649 

1967 1,388,700,000 832,000 3,491,285,150 2,219,103,683 1,272,181,467 72,754,947 

1968 1,545,600,000 1,378,000 4,836,286,249 2,561,206,072 2,275,080,177 95,279,248 

1969 1,899,000,000 1,378,000 6,913,667,863 3,849,615,148 3,064,052,715 104,649,090 

1970 3,408,000,000 1,716,000 8,703,304,280 3,798,661,336 4,904,642,944 116,491,177 

1971 6,584,000,000 4,264,000 10,775,267,415 4,078,615,853 6,696,651,562 28,659,239 16,804,920 11,854,319 207,372,419 

1972 7,078,500,000 4,446,000 15,084,200,000 5,694,065,000 9,390,135,000 24,422,379 11,200,000 13,222,379 246,900,531 

1973 8,902,800,000 6,246,000 16,046,997,000 6,183,421,000 9,863,576,000 86,326,057 41,894,357 44,431,700 583,414,922 

1974 13,306,400,000 15,642,000 22,744,252,000 7,780,439,000 14,963,813,000 191,888,456 42,289,680 149,598,776 899,215,953 

1975 15,731,300,000 16,308,000 26,245,758,000 8,256,511,000 17,989,247,000 475,111,252 37,488,752 437,622,500 2,320,553,067 

1976 16,717,900,000 11,160,000 30,846,663,000 12,256,576,000 18,590,087,000 945,108,334 72,341,597 872,766,737 2,203,501,309 

1977 19,950,400,000 18,558,000 29,448,696,000 11,387,640,000 18,061,056,000 1,514,818,250 27,488,050 1,487,330,200 3,471,525,647 

1978 22,273,500,000 13,896,000 30,964,316,000 11,398,439,000 19,565,877,000 1,694,893,285 57,851,985 1,637,041,300 4,188,535,067 

1979 33,363,600,000 18,720,000 25,346,584,300 7,415,036,000 17,931,548,300 2,087,097,950 33,141,410 2,053,956,540 3,213,076,024 

1980 40,739,500,000 1,579,400,375 30,216,045,000 10,249,986,000 19,966,059,000 5,327,913,384 22,546,050 5,305,367,334 2,554,755,289 

1981 43,803,500,000 362,680,910 29,717,104,000 10,665,001,000 19,052,103,000 4,886,893,782 30,123,985 4,856,769,797 2,637,156,561 

1982 45,657,700,000 574,107,570 28,320,190,000 9,634,646,000 18,685,544,000 5,416,405,584 41,677,198 5,374,728,386 2,698,022,805 

1983 48,002,500,000 629,261,640 25,384,998,000 8,630,242,000 16,754,756,000 5,683,718,170 85,983,205 5,597,734,965 2,677,079,740 

1984 56,981,700,000 622,679,760 24,292,270,000 9,210,671,000 15,081,599,000 5,783,241,780 32,203,170 5,751,038,610 2,994,662,172 

1985 58,999,800,000 723,796,380 26,105,083,000 11,225,375,000 14,879,708,000 5,872,431,091 180,158,523 5,692,272,568 3,196,773,260 

1986 59,998,200,000 812,737,260 30,026,276,000 12,869,232,000 17,157,044,000 4,510,880,768 135,308,400 4,375,572,368 3,453,964,713 

1987 56,340,900,000 902,887,951 31,311,199,000 13,510,246,000 17,800,953,000 6,622,943,721 221,565,050 6,401,378,671 3,533,565,791 

1988 73,996,100,000 973,314,721 32,045,691,000 13,736,976,000 18,308,715,000 7,623,049,436 737,032,160 6,886,017,276 3,989,024,070 

1989（H1） 63,300,000,000 830,369,310 37,758,989,000 17,505,719,000 20,253,270,000 9,951,725,514 970,590,875 8,981,134,639 4,275,033,549 

1990 72,164,300,000 817,268,469 47,054,641,000 21,906,563,000 25,148,078,000 9,920,313,184 1,670,034,434 8,250,278,750 5,525,401,004 

1991 66,449,500,000 930,699,562 49,654,893,000 24,045,419,000 25,609,474,000 9,911,467,802 985,052,412 8,926,415,390 5,047,918,062 

1992 64,326,800,000 924,726,848 49,027,219,000 23,299,635,000 25,727,584,000 9,299,332,965 454,251,005 8,845,081,960 12,360,928,107 

1993 57,997,400,000 1,087,461,553 44,838,505,000 20,479,294,000 24,359,211,000 7,305,317,056 599,873,236 6,705,443,820 7,289,818,630 

1994 61,453,200,000 1,006,940,702 41,304,056,000 19,403,557,000 21,900,499,000 8,965,624,237 1,271,206,302 7,694,417,935 5,281,075,922 

1995 64,297,200,000 1,000,530,818 38,222,122,000 17,382,322,000 20,839,800,000 9,357,511,663 907,082,997 8,450,428,666 8,083,068,951 

1996 63,319,800,000 873,781,781 36,782,238,000 15,245,640,000 21,536,598,000 9,154,134,298 1,063,451,879 8,090,682,419 14,737,456,679

1997 60,093,700,000 965,086,727 39,140,796,000 17,949,352,000 21,191,444,000 8,868,614,410 1,141,594,814 7,727,019,596 8,240,653,990 

1998 67,196,100,000 1,662,492,176 58,733,184,000 36,820,179,000 21,913,005,000 8,243,347,528 1,126,658,009 7,116,689,519 4,445,520,757 

1999 63,047,800,000 454,068,984 33,306,323,000 16,427,273,000 16,879,050,000 7,533,128,446 1,318,211,330 6,214,917,116 4,085,959,139 

2000 57,437,000,000 318,315,968 27,902,645,345 13,365,777,000 14,536,868,345 6,970,801,128 1,315,791,790 5,655,009,338 3,220,111,200 

2001 58,866,300,000 145,971,470 44,545,002,000 29,447,799,000 15,097,203,000 7,409,399,911 1,203,801,000 6,205,598,911 3,250,470,530 

2002 54,862,400,000 193,035,556 26,708,636,000 13,330,017,000 13,378,619,000 6,451,938,926 1,054,177,240 5,397,761,686 3,177,516,874 

2003 49,891,800,000 145,600,442 35,430,428,000 22,445,318,000 12,985,110,000 6,268,503,041 982,118,155 5,286,384,886 3,227,005,282 

2004 50,924,200,000 104,280,385 22,282,314,000 10,240,223,000 12,042,091,000 3,940,694,039 820,350,000 3,120,344,039 3,039,276,056 

2005 50,572,900,000 88,114,875 18,426,535,000 8,939,660,000 9,486,875,000 4,176,765,538 535,750,000 3,641,015,538 2,675,365,233

2006 55,975,900,000 82,378,999 23,323,153,000 12,805,240,000 10,517,913,000 5,790,362,554 613,744,170 5,176,618,384 3,020,635,122 

2007 65,754,000,000 77,546,904 20,324,475,000 10,322,623,000 10,001,852,000 4,929,793,167 833,921,790 4,095,871,377 1,839,950,205 

2008 52,878,600,000 14,399,925 17,933,716,000 8,844,464,000 9,089,252,000 4,671,302,965 633,783,000 4,037,519,965 1,765,100,953 

2009 62,434,600,000 14,167,345 19,547,285,000 9,354,742,000 10,192,543,000 5,051,025,635 716,781,321 4,334,244,314 1,686,277,874 

2010 43,075,900,000 13,162,283 17,949,898,000 9,096,095,000 8,853,803,000 4,683,235,468 663,226,104 4,020,009,364 1,655,740,797 

2011 38,148,800,000 12,765,058 16,232,401,000 9,066,963,000 7,165,438,000 4,153,637,191 1,063,356,659 3,090,280,532 1,717,052,315 

（単位：円）
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年度
設備資金 合計 運転資金 合計 貸付事業・合計造船業 関連工業 造船業 関連工業

件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円）

1962（S37） 7 23,800,000 22 125,000,000 29 148,800,000 29 148,800,000 

1963 8 35,700,000 35 264,300,000 43 300,000,000 43 300,000,000 

1964 13 48,600,000 27 351,400,000 40 400,000,000 40 400,000,000 

1965 15 179,100,000 26 312,600,000 41 491,700,000 41 491,700,000 

1966 16 300,500,000 35 699,000,000 51 999,500,000 1 50,000,000 1 50,000,000 52 1,049,500,000 

1967 21 348,300,000 37 935,400,000 58 1,283,700,000 4 53,000,000 2 52,000,000 6 105,000,000 64 1,388,700,000 

1968 48 617,300,000 47 708,300,000 95 1,325,600,000 1 30,000,000 10 190,000,000 11 220,000,000 106 1,545,600,000 

1969 41 773,300,000 55 919,700,000 96 1,693,000,000 2 37,000,000 8 169,000,000 10 206,000,000 106 1,899,000,000 

1970 61 1,857,000,000 66 1,456,000,000 127 3,313,000,000 2 20,000,000 3 75,000,000 5 95,000,000 132 3,408,000,000 

1971 60 2,453,600,000 65 2,052,900,000 125 4,506,500,000 109 1,110,500,000 94 967,000,000 203 2,077,500,000 328 6,584,000,000 

1972 67 1,801,500,000 54 1,056,500,000 121 2,858,000,000 112 2,012,500,000 109 2,208,000,000 221 4,220,500,000 342 7,078,500,000 

1973 72 1,959,300,000 107 2,878,700,000 179 4,838,000,000 64 1,881,800,000 104 2,183,000,000 168 4,064,800,000 347 8,902,800,000 

1974 89 2,228,700,000 84 1,338,200,000 173 3,566,900,000 283 4,612,000,000 413 5,127,500,000 696 9,739,500,000 869 13,306,400,000 

1975 81 2,351,300,000 64 1,579,100,000 145 3,930,400,000 290 5,142,000,000 471 6,658,900,000 761 11,800,900,000 906 15,731,300,000 

1976 64 1,772,600,000 64 1,522,900,000 128 3,295,500,000 178 5,310,000,000 314 8,112,400,000 492 13,422,400,000 620 16,717,900,000 

1977 30 864,000,000 40 797,300,000 70 1,661,300,000 292 6,109,200,000 669 12,179,900,000 961 18,289,100,000 1,031 19,950,400,000 

1978 11 339,600,000 24 573,600,000 35 913,200,000 265 8,831,100,000 472 12,529,200,000 737 21,360,300,000 772 22,273,500,000 

1979 17 725,900,000 49 1,488,800,000 66 2,214,700,000 358 14,015,100,000 616 17,133,800,000 974 31,148,900,000 1,040 33,363,600,000 

1980 33 1,260,700,000 94 2,916,000,000 127 4,176,700,000 486 17,823,800,000 862 18,739,000,000 1,348 36,562,800,000 1,475 40,739,500,000 

1981 33 1,370,800,000 120 3,866,600,000 153 5,237,400,000 468 18,080,600,000 844 20,485,500,000 1,312 38,566,100,000 1,465 43,803,500,000 

1982 38 1,997,100,000 88 3,766,200,000 126 5,763,300,000 399 18,616,000,000 775 21,278,400,000 1,174 39,894,400,000 1,300 45,657,700,000 

1983 29 1,067,000,000 80 2,476,300,000 109 3,543,300,000 421 20,608,300,000 864 23,850,900,000 1,285 44,459,200,000 1,394 48,002,500,000 

1984 30 1,600,400,000 89 3,532,200,000 119 5,132,600,000 384 22,277,000,000 857 29,572,100,000 1,241 51,849,100,000 1,360 56,981,700,000 

1985 26 1,921,300,000 76 3,549,900,000 102 5,471,200,000 434 25,320,200,000 827 28,208,400,000 1,261 53,528,600,000 1,363 58,999,800,000 

1986 15 650,700,000 27 1,561,200,000 42 2,211,900,000 388 27,141,900,000 730 30,644,400,000 1,118 57,786,300,000 1,160 59,998,200,000 

1987 8 427,100,000 7 284,600,000 15 711,700,000 331 27,874,400,000 668 27,754,800,000 999 55,629,200,000 1,014 56,340,900,000 

1988 13 431,500,000 22 1,256,100,000 35 1,687,600,000 292 38,242,500,000 657 34,066,000,000 949 72,308,500,000 984 73,996,100,000 

1989（H1） 18 1,045,800,000 35 2,456,300,000 53 3,502,100,000 286 24,899,800,000 685 34,898,100,000 971 59,797,900,000 1,024 63,300,000,000 

1990 44 3,510,800,000 119 7,177,800,000 163 10,688,600,000 324 24,677,600,000 846 36,798,100,000 1,170 61,475,700,000 1,333 72,164,300,000 

1991 48 3,537,700,000 169 10,617,100,000 217 14,154,800,000 327 19,783,300,000 892 32,511,400,000 1,219 52,294,700,000 1,436 66,449,500,000 

1992 48 5,189,000,000 188 13,770,000,000 236 18,959,000,000 267 15,029,400,000 898 30,338,400,000 1,165 45,367,800,000 1,401 64,326,800,000 

1993 37 3,432,000,000 114 7,736,000,000 151 11,168,000,000 238 13,655,700,000 868 33,173,700,000 1,106 46,829,400,000 1,257 57,997,400,000 

1994 25 2,594,900,000 97 6,223,600,000 122 8,818,500,000 249 14,668,600,000 867 37,966,100,000 1,116 52,634,700,000 1,238 61,453,200,000 

1995 21 2,237,900,000 58 4,038,700,000 79 6,276,600,000 189 15,023,800,000 725 42,996,800,000 914 58,020,600,000 993 64,297,200,000 

1996 11 2,078,800,000 51 4,513,700,000 62 6,592,500,000 160 14,794,000,000 622 41,933,300,000 782 56,727,300,000 844 63,319,800,000 

1997 12 3,414,500,000 29 2,813,300,000 41 6,227,800,000 129 13,776,200,000 559 40,089,700,000 688 53,865,900,000 729 60,093,700,000 

1998 10 2,361,900,000 37 2,554,800,000 47 4,916,700,000 137 17,196,900,000 594 45,082,500,000 731 62,279,400,000 778 67,196,100,000 

1999 4 237,000,000 20 2,186,500,000 24 2,423,500,000 133 17,155,600,000 542 43,468,700,000 675 60,624,300,000 699 63,047,800,000 

2000 7 922,000,000 32 2,539,200,000 39 3,461,200,000 112 14,385,800,000 487 39,590,000,000 599 53,975,800,000 638 57,437,000,000 

2001 8 1,540,800,000 17 1,094,900,000 25 2,635,700,000 112 15,673,500,000 458 40,557,100,000 570 56,230,600,000 595 58,866,300,000 

2002 6 1,181,600,000 23 1,468,900,000 29 2,650,500,000 97 14,464,000,000 420 37,747,900,000 517 52,211,900,000 546 54,862,400,000 

2003 4 388,000,000 15 2,277,500,000 19 2,665,500,000 97 14,521,300,000 383 32,705,000,000 480 47,226,300,000 499 49,891,800,000 

2004 6 1,813,000,000 32 6,798,700,000 38 8,611,700,000 74 11,609,800,000 342 30,702,700,000 416 42,312,500,000 454 50,924,200,000 

2005 16 5,840,000,000 29 5,180,900,000 45 11,020,900,000 64 11,617,000,000 311 27,935,000,000 375 39,552,000,000 420 50,572,900,000 

2006 18 9,422,200,000 49 7,234,600,000 67 16,656,800,000 59 10,093,000,000 304 29,226,100,000 363 39,319,100,000 430 55,975,900,000 

2007 29 14,247,000,000 55 8,387,900,000 84 22,634,900,000 58 11,160,500,000 305 31,958,600,000 363 43,119,100,000 447 65,754,000,000 

2008 19 9,458,200,000 64 12,747,200,000 83 22,205,400,000 50 6,289,500,000 305 24,383,700,000 355 30,673,200,000 438 52,878,600,000 

2009 20 13,124,100,000 33 12,421,200,000 53 25,545,300,000 56 8,386,100,000 302 28,503,200,000 358 36,889,300,000 411 62,434,600,000 

2010 23 8,576,000,000 21 2,815,400,000 44 11,391,400,000 50 7,126,000,000 287 24,558,500,000 337 31,684,500,000 381 43,075,900,000 

2011 15 5,568,400,000 20 3,942,300,000 35 9,510,700,000 40 6,320,500,000 246 22,317,600,000 286 28,638,100,000 321 38,148,800,000 

総計 1,395 131,128,300,000 2,811 173,265,300,000 4,206 304,393,600,000 8,871 587,456,800,000 22,618 1,091,677,400,000 31,489 1,679,134,200,000 35,695 1,983,527,800,000 
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年度
設備資金 合計 運転資金 合計 貸付事業・合計造船業 関連工業 造船業 関連工業

件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円） 件数 貸付金額（円）

1962（S37） 7 23,800,000 22 125,000,000 29 148,800,000 29 148,800,000 

1963 8 35,700,000 35 264,300,000 43 300,000,000 43 300,000,000 

1964 13 48,600,000 27 351,400,000 40 400,000,000 40 400,000,000 

1965 15 179,100,000 26 312,600,000 41 491,700,000 41 491,700,000 

1966 16 300,500,000 35 699,000,000 51 999,500,000 1 50,000,000 1 50,000,000 52 1,049,500,000 

1967 21 348,300,000 37 935,400,000 58 1,283,700,000 4 53,000,000 2 52,000,000 6 105,000,000 64 1,388,700,000 

1968 48 617,300,000 47 708,300,000 95 1,325,600,000 1 30,000,000 10 190,000,000 11 220,000,000 106 1,545,600,000 

1969 41 773,300,000 55 919,700,000 96 1,693,000,000 2 37,000,000 8 169,000,000 10 206,000,000 106 1,899,000,000 

1970 61 1,857,000,000 66 1,456,000,000 127 3,313,000,000 2 20,000,000 3 75,000,000 5 95,000,000 132 3,408,000,000 

1971 60 2,453,600,000 65 2,052,900,000 125 4,506,500,000 109 1,110,500,000 94 967,000,000 203 2,077,500,000 328 6,584,000,000 

1972 67 1,801,500,000 54 1,056,500,000 121 2,858,000,000 112 2,012,500,000 109 2,208,000,000 221 4,220,500,000 342 7,078,500,000 

1973 72 1,959,300,000 107 2,878,700,000 179 4,838,000,000 64 1,881,800,000 104 2,183,000,000 168 4,064,800,000 347 8,902,800,000 

1974 89 2,228,700,000 84 1,338,200,000 173 3,566,900,000 283 4,612,000,000 413 5,127,500,000 696 9,739,500,000 869 13,306,400,000 

1975 81 2,351,300,000 64 1,579,100,000 145 3,930,400,000 290 5,142,000,000 471 6,658,900,000 761 11,800,900,000 906 15,731,300,000 

1976 64 1,772,600,000 64 1,522,900,000 128 3,295,500,000 178 5,310,000,000 314 8,112,400,000 492 13,422,400,000 620 16,717,900,000 

1977 30 864,000,000 40 797,300,000 70 1,661,300,000 292 6,109,200,000 669 12,179,900,000 961 18,289,100,000 1,031 19,950,400,000 

1978 11 339,600,000 24 573,600,000 35 913,200,000 265 8,831,100,000 472 12,529,200,000 737 21,360,300,000 772 22,273,500,000 

1979 17 725,900,000 49 1,488,800,000 66 2,214,700,000 358 14,015,100,000 616 17,133,800,000 974 31,148,900,000 1,040 33,363,600,000 

1980 33 1,260,700,000 94 2,916,000,000 127 4,176,700,000 486 17,823,800,000 862 18,739,000,000 1,348 36,562,800,000 1,475 40,739,500,000 

1981 33 1,370,800,000 120 3,866,600,000 153 5,237,400,000 468 18,080,600,000 844 20,485,500,000 1,312 38,566,100,000 1,465 43,803,500,000 

1982 38 1,997,100,000 88 3,766,200,000 126 5,763,300,000 399 18,616,000,000 775 21,278,400,000 1,174 39,894,400,000 1,300 45,657,700,000 

1983 29 1,067,000,000 80 2,476,300,000 109 3,543,300,000 421 20,608,300,000 864 23,850,900,000 1,285 44,459,200,000 1,394 48,002,500,000 

1984 30 1,600,400,000 89 3,532,200,000 119 5,132,600,000 384 22,277,000,000 857 29,572,100,000 1,241 51,849,100,000 1,360 56,981,700,000 

1985 26 1,921,300,000 76 3,549,900,000 102 5,471,200,000 434 25,320,200,000 827 28,208,400,000 1,261 53,528,600,000 1,363 58,999,800,000 

1986 15 650,700,000 27 1,561,200,000 42 2,211,900,000 388 27,141,900,000 730 30,644,400,000 1,118 57,786,300,000 1,160 59,998,200,000 

1987 8 427,100,000 7 284,600,000 15 711,700,000 331 27,874,400,000 668 27,754,800,000 999 55,629,200,000 1,014 56,340,900,000 

1988 13 431,500,000 22 1,256,100,000 35 1,687,600,000 292 38,242,500,000 657 34,066,000,000 949 72,308,500,000 984 73,996,100,000 

1989（H1） 18 1,045,800,000 35 2,456,300,000 53 3,502,100,000 286 24,899,800,000 685 34,898,100,000 971 59,797,900,000 1,024 63,300,000,000 

1990 44 3,510,800,000 119 7,177,800,000 163 10,688,600,000 324 24,677,600,000 846 36,798,100,000 1,170 61,475,700,000 1,333 72,164,300,000 

1991 48 3,537,700,000 169 10,617,100,000 217 14,154,800,000 327 19,783,300,000 892 32,511,400,000 1,219 52,294,700,000 1,436 66,449,500,000 

1992 48 5,189,000,000 188 13,770,000,000 236 18,959,000,000 267 15,029,400,000 898 30,338,400,000 1,165 45,367,800,000 1,401 64,326,800,000 

1993 37 3,432,000,000 114 7,736,000,000 151 11,168,000,000 238 13,655,700,000 868 33,173,700,000 1,106 46,829,400,000 1,257 57,997,400,000 

1994 25 2,594,900,000 97 6,223,600,000 122 8,818,500,000 249 14,668,600,000 867 37,966,100,000 1,116 52,634,700,000 1,238 61,453,200,000 

1995 21 2,237,900,000 58 4,038,700,000 79 6,276,600,000 189 15,023,800,000 725 42,996,800,000 914 58,020,600,000 993 64,297,200,000 

1996 11 2,078,800,000 51 4,513,700,000 62 6,592,500,000 160 14,794,000,000 622 41,933,300,000 782 56,727,300,000 844 63,319,800,000 

1997 12 3,414,500,000 29 2,813,300,000 41 6,227,800,000 129 13,776,200,000 559 40,089,700,000 688 53,865,900,000 729 60,093,700,000 

1998 10 2,361,900,000 37 2,554,800,000 47 4,916,700,000 137 17,196,900,000 594 45,082,500,000 731 62,279,400,000 778 67,196,100,000 

1999 4 237,000,000 20 2,186,500,000 24 2,423,500,000 133 17,155,600,000 542 43,468,700,000 675 60,624,300,000 699 63,047,800,000 

2000 7 922,000,000 32 2,539,200,000 39 3,461,200,000 112 14,385,800,000 487 39,590,000,000 599 53,975,800,000 638 57,437,000,000 

2001 8 1,540,800,000 17 1,094,900,000 25 2,635,700,000 112 15,673,500,000 458 40,557,100,000 570 56,230,600,000 595 58,866,300,000 

2002 6 1,181,600,000 23 1,468,900,000 29 2,650,500,000 97 14,464,000,000 420 37,747,900,000 517 52,211,900,000 546 54,862,400,000 

2003 4 388,000,000 15 2,277,500,000 19 2,665,500,000 97 14,521,300,000 383 32,705,000,000 480 47,226,300,000 499 49,891,800,000 

2004 6 1,813,000,000 32 6,798,700,000 38 8,611,700,000 74 11,609,800,000 342 30,702,700,000 416 42,312,500,000 454 50,924,200,000 

2005 16 5,840,000,000 29 5,180,900,000 45 11,020,900,000 64 11,617,000,000 311 27,935,000,000 375 39,552,000,000 420 50,572,900,000 

2006 18 9,422,200,000 49 7,234,600,000 67 16,656,800,000 59 10,093,000,000 304 29,226,100,000 363 39,319,100,000 430 55,975,900,000 

2007 29 14,247,000,000 55 8,387,900,000 84 22,634,900,000 58 11,160,500,000 305 31,958,600,000 363 43,119,100,000 447 65,754,000,000 

2008 19 9,458,200,000 64 12,747,200,000 83 22,205,400,000 50 6,289,500,000 305 24,383,700,000 355 30,673,200,000 438 52,878,600,000 

2009 20 13,124,100,000 33 12,421,200,000 53 25,545,300,000 56 8,386,100,000 302 28,503,200,000 358 36,889,300,000 411 62,434,600,000 

2010 23 8,576,000,000 21 2,815,400,000 44 11,391,400,000 50 7,126,000,000 287 24,558,500,000 337 31,684,500,000 381 43,075,900,000 

2011 15 5,568,400,000 20 3,942,300,000 35 9,510,700,000 40 6,320,500,000 246 22,317,600,000 286 28,638,100,000 321 38,148,800,000 

総計 1,395 131,128,300,000 2,811 173,265,300,000 4,206 304,393,600,000 8,871 587,456,800,000 22,618 1,091,677,400,000 31,489 1,679,134,200,000 35,695 1,983,527,800,000 
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年度 船舶関係 海難防止関係 関係事業の振興 合計
件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円）

1962（S37） 30 45,320,208 8 35,648,077 38 80,968,285 

1963 43 128,296,658 8 66,402,751 51 194,699,409 

1964 41 101,781,000 10 73,677,041 51 175,458,041 

1965 52 185,784,000 11 97,004,058 63 282,788,058 

1966 57 594,580,000 15 128,691,670 72 723,271,670 

1967 79 1,864,783,000 14 354,320,683 93 2,219,103,683 

1968 77 2,073,730,000 17 487,476,072 94 2,561,206,072 

1969 100 3,322,440,000 19 527,175,148 119 3,849,615,148 

1970 91 2,884,704,000 18 913,957,336 109 3,798,661,336 

1971 99 3,209,921,000 20 868,694,853 119 4,078,615,853 

1972 117 4,933,898,000 23 760,167,000 140 5,694,065,000 

1973 119 5,034,816,000 26 1,148,605,000 145 6,183,421,000 

1974 123 5,596,446,000 34 2,183,993,000 157 7,780,439,000 

1975 141 6,281,766,000 40 1,974,745,000 181 8,256,511,000 

1976 143 10,140,373,000 42 2,116,203,000 185 12,256,576,000 

1977 109 9,464,221,000 43 1,923,419,000 152 11,387,640,000 

1978 115 9,385,439,000 44 2,013,000,000 159 11,398,439,000 

1979 108 5,977,052,000 39 1,437,984,000 147 7,415,036,000 

1980 116 9,490,100,000 34 759,886,000 150 10,249,986,000 

1981 120 9,858,425,000 34 806,576,000 154 10,665,001,000 

1982 117 8,716,374,000 41 918,272,000 158 9,634,646,000 

1983 113 7,712,610,000 42 917,632,000 155 8,630,242,000 

1984 105 8,332,124,000 38 878,547,000 143 9,210,671,000 

1985 80 10,499,944,000 32 725,431,000 112 11,225,375,000 

1986 90 11,679,159,000 31 1,190,073,000 121 12,869,232,000 

1987 93 12,532,087,000 37 978,159,000 130 13,510,246,000 

1988 82 11,744,880,000 36 1,992,096,000 118 13,736,976,000 

1989（H1） 94 15,341,795,000 48 2,163,924,000 142 17,505,719,000 

1990 127 19,952,852,000 51 1,953,711,000 178 21,906,563,000 

1991 123 22,857,469,000 53 1,187,950,000 176 24,045,419,000 

1992 124 21,647,520,000 50 1,652,115,000 174 23,299,635,000 

1993 126 17,725,068,000 57 2,754,226,000 183 20,479,294,000 

1994 140 17,793,232,000 51 1,610,325,000 191 19,403,557,000 

1995 147 15,290,010,000 54 2,092,312,000 201 17,382,322,000 

1996 149 13,535,815,000 63 1,709,825,000 212 15,245,640,000 

1997 183 14,108,184,000 72 3,841,168,000 255 17,949,352,000 

1998 93 5,477,518,000 57 1,487,650,000 88 29,855,011,000 238 36,820,179,000 

1999 87 6,394,111,000 52 1,281,897,000 81 8,751,265,000 220 16,427,273,000 

2000 88 4,624,331,000 52 1,159,571,000 87 7,581,875,000 227 13,365,777,000 

2001 74 2,627,683,000 52 1,923,254,000 93 24,896,862,000 219 29,447,799,000 

2002 76 3,275,716,000 40 1,752,042,000 87 8,302,259,000 203 13,330,017,000 

2003 58 2,621,043,000 48 1,789,173,000 113 18,035,102,000 219 22,445,318,000 

2004 58 2,494,793,000 49 959,046,000 95 6,786,384,000 202 10,240,223,000 

2005 44 1,670,585,000 58 1,845,051,000 96 5,424,024,000 198 8,939,660,000 

2006 50 3,074,862,000 57 870,322,000 85 8,860,056,000 192 12,805,240,000 

2007 47 1,918,452,000 54 1,317,171,000 82 7,087,000,000 183 10,322,623,000 

2008 47 1,579,884,000 44 1,477,549,000 89 5,787,031,000 180 8,844,464,000 

2009 74 2,820,886,000 44 842,170,000 86 5,691,686,000 204 9,354,742,000 

2010 42 1,754,921,000 31 681,561,000 109 6,659,613,000 182 9,096,095,000 

2011 55 3,218,663,000 30 1,117,744,000 107 4,730,556,000 192 9,066,963,000 

総計 4,666 363,596,446,866 1,923 63,747,592,689 1,298 148,448,724,000 7,887 575,792,763,555
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年度 海事思想 観光 体育 文教 社会福祉 その他公益 修繕 合計
件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円）

1962（S37） 5 11,886,180 1 1,000,000 1 14,800,000 4 15,700,000 1 500,000 12 43,886,180

1963 10 41,849,551 4 3,485,773 1 60,000,000 9 42,611,899 2 2,150,000 26 150,097,223

1964 11 69,573,383 5 15,666,978 3 61,000,000 10 61,000,000 4 13,500,000 33 220,740,361

1965 11 66,692,762 5 24,160,193 2 90,000,000 13 81,060,000 6 50,951,400 37 312,864,355

1966 12 67,794,382 5 30,000,000 1 45,000,000 5 105,000,000 17 181,010,526 7 106,578,565 47 535,383,473

1967 10 60,726,679 9 42,989,207 2 146,660,000 7 121,226,405 26 398,787,201 20 501,791,975 74 1,272,181,467

1968 17 116,729,311 6 30,000,000 4 405,639,000 13 246,953,250 37 575,942,408 32 899,816,208 109 2,275,080,177

1969 14 311,130,471 5 40,000,000 5 660,962,000 11 366,880,092 49 832,013,500 40 853,066,652 124 3,064,052,715

1970 12 609,283,702 8 63,520,000 9 995,927,650 19 592,213,898 71 1,532,335,876 52 1,111,361,818 171 4,904,642,944

1971 15 1,025,344,798 13 302,594,326 4 975,691,770 15 400,661,040 106 2,281,364,900 59 1,710,994,728 212 6,696,651,562

1972 15 910,816,000 16 396,676,000 14 922,385,000 24 1,186,110,000 143 3,512,238,000 73 2,461,910,000 285 9,390,135,000

1973 18 486,563,000 20 349,302,000 10 545,576,000 28 1,194,099,000 147 4,368,808,000 92 2,919,228,000 315 9,863,576,000

1974 19 1,795,598,000 14 186,677,000 19 764,669,000 36 1,734,562,000 153 7,264,210,000 84 3,218,097,000 325 14,963,813,000

1975 28 1,747,688,000 14 416,804,000 26 760,170,000 47 2,100,447,000 199 9,052,047,000 90 3,912,091,000 404 17,989,247,000

1976 23 543,661,000 18 556,842,000 25 650,521,000 50 2,462,944,000 231 10,162,464,000 111 4,213,655,000 458 18,590,087,000

1977 16 299,516,000 21 441,920,000 27 476,229,000 47 2,084,291,000 233 9,679,790,000 114 5,079,310,000 458 18,061,056,000

1978 20 671,029,000 20 390,465,000 31 1,424,314,000 45 1,803,111,000 221 9,941,351,000 130 5,335,607,000 467 19,565,877,000

1979 19 426,210,000 22 339,499,000 34 1,025,738,000 42 858,721,300 210 9,006,290,000 148 6,275,090,000 475 17,931,548,300

1980 18 340,819,000 21 331,863,000 31 942,219,000 45 925,562,000 188 9,786,236,000 147 7,639,360,000 450 19,966,059,000

1981 16 275,280,000 22 327,757,000 30 799,609,000 47 1,114,544,000 165 9,412,312,000 163 7,122,601,000 443 19,052,103,000

1982 15 265,285,000 22 380,595,000 27 1,453,222,000 40 1,128,865,000 142 8,550,109,000 161 6,907,468,000 407 18,685,544,000

1983 16 344,278,000 19 326,088,000 31 892,465,000 45 1,130,521,000 133 7,162,638,000 159 6,898,766,000 403 16,754,756,000

1984 18 394,313,000 19 304,528,000 30 797,579,000 45 1,210,218,000 125 6,745,079,000 148 5,609,882,000 2 20,000,000 387 15,081,599,000

1985 18 321,252,000 19 278,742,000 30 788,997,000 37 723,646,000 105 7,493,270,000 144 5,153,381,000 13 120,420,000 366 14,879,708,000

1986 14 235,862,000 18 273,118,000 26 688,075,000 41 962,671,000 115 8,063,496,000 143 6,865,182,000 8 68,640,000 365 17,157,044,000

1987 16 327,892,000 18 281,226,000 28 822,564,000 38 740,800,000 113 8,324,932,000 144 7,162,739,000 15 140,800,000 372 17,800,953,000

1988 15 284,305,000 18 311,390,000 28 640,786,000 37 824,857,000 127 8,975,386,000 146 7,176,291,000 11 95,700,000 382 18,308,715,000

1989（H1） 15 401,738,000 20 327,023,000 33 1,388,882,000 39 1,202,750,000 133 9,719,003,000 128 6,772,774,000 32 441,100,000 400 20,253,270,000

1990 7 349,300,000 18 311,761,000 33 1,810,983,000 34 1,251,695,000 122 13,471,539,000 118 7,459,692,000 39 493,108,000 371 25,148,078,000

1991 6 454,200,000 17 319,000,000 51 7,076,937,000 33 723,845,000 112 10,274,290,000 112 6,475,589,000 25 285,613,000 356 25,609,474,000

1992 4 136,400,000 18 490,834,000 48 5,941,301,000 35 1,971,453,000 101 10,392,718,000 111 6,649,434,000 15 145,444,000 332 25,727,584,000

1993 4 142,400,000 14 483,344,000 49 4,444,110,000 31 1,970,735,000 82 11,437,918,000 108 5,773,453,000 11 107,251,000 299 24,359,211,000

1994 4 140,400,000 14 379,733,000 48 4,013,552,000 29 1,447,682,000 86 11,342,474,000 99 4,380,645,000 21 196,013,000 301 21,900,499,000

1995 4 131,700,000 17 326,258,000 43 2,919,407,000 44 1,160,545,000 101 12,273,071,000 103 3,761,719,000 28 267,100,000 340 20,839,800,000

1996 2 27,048,000 14 296,009,000 37 2,140,806,000 63 2,238,657,000 107 13,419,015,000 96 3,212,808,000 21 202,255,000 340 21,536,598,000

1997 2 27,167,000 13 283,263,000 42 3,696,358,000 54 2,721,500,000 102 10,573,408,000 109 3,739,794,000 15 149,954,000 337 21,191,444,000

1998 1 18,000,000 13 257,377,000 32 2,339,233,000 40 2,466,547,000 108 11,490,342,000 81 5,153,509,000 19 187,997,000 294 21,913,005,000

1999 1 17,947,000 12 233,778,000 25 990,869,000 38 2,521,398,000 502 10,410,704,000 66 2,409,316,000 16 295,038,000 660 16,879,050,000

2000 1 17,812,000 11 206,739,000 24 894,322,000 52 2,327,063,000 534 8,994,906,345 61 1,780,812,000 30 315,214,000 713 14,536,868,345

2001 1 14,400,000 13 152,793,000 25 863,253,000 52 2,459,019,000 1,963 8,388,227,000 62 2,992,376,000 19 227,135,000 2,135 15,097,203,000

2002 1 14,390,000 12 145,105,000 24 769,059,000 57 2,039,797,000 3,091 9,100,972,000 50 1,175,396,000 13 133,900,000 3,248 13,378,619,000

2003 1 14,400,000 11 137,100,000 21 659,961,000 54 1,849,043,000 3,059 8,694,506,000 47 1,148,028,000 41 482,072,000 3,234 12,985,110,000

2004 1 11,600,000 11 134,891,000 22 736,532,000 44 1,677,619,000 2,611 8,134,162,000 36 670,099,000 56 677,188,000 2,781 12,042,091,000

2005 1 9,198,000 10 124,500,000 15 633,252,000 42 1,003,861,000 2,070 6,572,948,000 45 514,100,000 52 629,016,000 2,235 9,486,875,000

2006 1 7,900,000 9 171,900,000 19 864,523,000 37 1,051,651,000 3,010 7,067,987,000 48 722,694,000 38 631,258,000 3,162 10,517,913,000

2007 1 5,000,000 6 59,900,000 17 846,662,000 43 1,796,594,000 2,454 6,054,747,000 57 696,454,000 41 542,495,000 2,619 10,001,852,000

2008 6 59,900,000 15 831,869,000 41 938,351,000 3,044 6,168,782,000 66 432,650,000 44 657,700,000 3,216 9,089,252,000

2009 5 54,300,000 15 622,351,000 51 1,235,166,000 3,099 7,345,123,000 87 538,775,000 33 396,828,000 3,290 10,192,543,000

2010 6 50,420,000 10 546,556,000 47 1,084,952,000 2,382 6,045,467,000 82 674,834,000 33 451,574,000 2,560 8,853,803,000

2011 4 37,203,000 9 497,401,000 37 822,037,000 2,242 5,236,189,000 101 549,218,000 1 23,390,000 2,394 7,165,438,000

総計 479 13,992,378,219 656 11,490,039,477 1,134 63,288,977,420 1,763 62,070,863,985 34,207 356,110,980,655 4,293 166,885,538,346 692 8,384,203,000 43,224 682,222,981,102
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DATA 2号交付金事業の推移11

年度 海事思想 観光 体育 文教 社会福祉 その他公益 修繕 合計
件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円） 件数 助成金額（円）

1962（S37） 5 11,886,180 1 1,000,000 1 14,800,000 4 15,700,000 1 500,000 12 43,886,180

1963 10 41,849,551 4 3,485,773 1 60,000,000 9 42,611,899 2 2,150,000 26 150,097,223

1964 11 69,573,383 5 15,666,978 3 61,000,000 10 61,000,000 4 13,500,000 33 220,740,361

1965 11 66,692,762 5 24,160,193 2 90,000,000 13 81,060,000 6 50,951,400 37 312,864,355

1966 12 67,794,382 5 30,000,000 1 45,000,000 5 105,000,000 17 181,010,526 7 106,578,565 47 535,383,473

1967 10 60,726,679 9 42,989,207 2 146,660,000 7 121,226,405 26 398,787,201 20 501,791,975 74 1,272,181,467

1968 17 116,729,311 6 30,000,000 4 405,639,000 13 246,953,250 37 575,942,408 32 899,816,208 109 2,275,080,177

1969 14 311,130,471 5 40,000,000 5 660,962,000 11 366,880,092 49 832,013,500 40 853,066,652 124 3,064,052,715

1970 12 609,283,702 8 63,520,000 9 995,927,650 19 592,213,898 71 1,532,335,876 52 1,111,361,818 171 4,904,642,944

1971 15 1,025,344,798 13 302,594,326 4 975,691,770 15 400,661,040 106 2,281,364,900 59 1,710,994,728 212 6,696,651,562

1972 15 910,816,000 16 396,676,000 14 922,385,000 24 1,186,110,000 143 3,512,238,000 73 2,461,910,000 285 9,390,135,000

1973 18 486,563,000 20 349,302,000 10 545,576,000 28 1,194,099,000 147 4,368,808,000 92 2,919,228,000 315 9,863,576,000

1974 19 1,795,598,000 14 186,677,000 19 764,669,000 36 1,734,562,000 153 7,264,210,000 84 3,218,097,000 325 14,963,813,000

1975 28 1,747,688,000 14 416,804,000 26 760,170,000 47 2,100,447,000 199 9,052,047,000 90 3,912,091,000 404 17,989,247,000

1976 23 543,661,000 18 556,842,000 25 650,521,000 50 2,462,944,000 231 10,162,464,000 111 4,213,655,000 458 18,590,087,000

1977 16 299,516,000 21 441,920,000 27 476,229,000 47 2,084,291,000 233 9,679,790,000 114 5,079,310,000 458 18,061,056,000

1978 20 671,029,000 20 390,465,000 31 1,424,314,000 45 1,803,111,000 221 9,941,351,000 130 5,335,607,000 467 19,565,877,000

1979 19 426,210,000 22 339,499,000 34 1,025,738,000 42 858,721,300 210 9,006,290,000 148 6,275,090,000 475 17,931,548,300

1980 18 340,819,000 21 331,863,000 31 942,219,000 45 925,562,000 188 9,786,236,000 147 7,639,360,000 450 19,966,059,000

1981 16 275,280,000 22 327,757,000 30 799,609,000 47 1,114,544,000 165 9,412,312,000 163 7,122,601,000 443 19,052,103,000

1982 15 265,285,000 22 380,595,000 27 1,453,222,000 40 1,128,865,000 142 8,550,109,000 161 6,907,468,000 407 18,685,544,000

1983 16 344,278,000 19 326,088,000 31 892,465,000 45 1,130,521,000 133 7,162,638,000 159 6,898,766,000 403 16,754,756,000

1984 18 394,313,000 19 304,528,000 30 797,579,000 45 1,210,218,000 125 6,745,079,000 148 5,609,882,000 2 20,000,000 387 15,081,599,000

1985 18 321,252,000 19 278,742,000 30 788,997,000 37 723,646,000 105 7,493,270,000 144 5,153,381,000 13 120,420,000 366 14,879,708,000

1986 14 235,862,000 18 273,118,000 26 688,075,000 41 962,671,000 115 8,063,496,000 143 6,865,182,000 8 68,640,000 365 17,157,044,000

1987 16 327,892,000 18 281,226,000 28 822,564,000 38 740,800,000 113 8,324,932,000 144 7,162,739,000 15 140,800,000 372 17,800,953,000

1988 15 284,305,000 18 311,390,000 28 640,786,000 37 824,857,000 127 8,975,386,000 146 7,176,291,000 11 95,700,000 382 18,308,715,000

1989（H1） 15 401,738,000 20 327,023,000 33 1,388,882,000 39 1,202,750,000 133 9,719,003,000 128 6,772,774,000 32 441,100,000 400 20,253,270,000

1990 7 349,300,000 18 311,761,000 33 1,810,983,000 34 1,251,695,000 122 13,471,539,000 118 7,459,692,000 39 493,108,000 371 25,148,078,000

1991 6 454,200,000 17 319,000,000 51 7,076,937,000 33 723,845,000 112 10,274,290,000 112 6,475,589,000 25 285,613,000 356 25,609,474,000

1992 4 136,400,000 18 490,834,000 48 5,941,301,000 35 1,971,453,000 101 10,392,718,000 111 6,649,434,000 15 145,444,000 332 25,727,584,000

1993 4 142,400,000 14 483,344,000 49 4,444,110,000 31 1,970,735,000 82 11,437,918,000 108 5,773,453,000 11 107,251,000 299 24,359,211,000

1994 4 140,400,000 14 379,733,000 48 4,013,552,000 29 1,447,682,000 86 11,342,474,000 99 4,380,645,000 21 196,013,000 301 21,900,499,000

1995 4 131,700,000 17 326,258,000 43 2,919,407,000 44 1,160,545,000 101 12,273,071,000 103 3,761,719,000 28 267,100,000 340 20,839,800,000

1996 2 27,048,000 14 296,009,000 37 2,140,806,000 63 2,238,657,000 107 13,419,015,000 96 3,212,808,000 21 202,255,000 340 21,536,598,000

1997 2 27,167,000 13 283,263,000 42 3,696,358,000 54 2,721,500,000 102 10,573,408,000 109 3,739,794,000 15 149,954,000 337 21,191,444,000

1998 1 18,000,000 13 257,377,000 32 2,339,233,000 40 2,466,547,000 108 11,490,342,000 81 5,153,509,000 19 187,997,000 294 21,913,005,000

1999 1 17,947,000 12 233,778,000 25 990,869,000 38 2,521,398,000 502 10,410,704,000 66 2,409,316,000 16 295,038,000 660 16,879,050,000

2000 1 17,812,000 11 206,739,000 24 894,322,000 52 2,327,063,000 534 8,994,906,345 61 1,780,812,000 30 315,214,000 713 14,536,868,345

2001 1 14,400,000 13 152,793,000 25 863,253,000 52 2,459,019,000 1,963 8,388,227,000 62 2,992,376,000 19 227,135,000 2,135 15,097,203,000

2002 1 14,390,000 12 145,105,000 24 769,059,000 57 2,039,797,000 3,091 9,100,972,000 50 1,175,396,000 13 133,900,000 3,248 13,378,619,000

2003 1 14,400,000 11 137,100,000 21 659,961,000 54 1,849,043,000 3,059 8,694,506,000 47 1,148,028,000 41 482,072,000 3,234 12,985,110,000

2004 1 11,600,000 11 134,891,000 22 736,532,000 44 1,677,619,000 2,611 8,134,162,000 36 670,099,000 56 677,188,000 2,781 12,042,091,000

2005 1 9,198,000 10 124,500,000 15 633,252,000 42 1,003,861,000 2,070 6,572,948,000 45 514,100,000 52 629,016,000 2,235 9,486,875,000

2006 1 7,900,000 9 171,900,000 19 864,523,000 37 1,051,651,000 3,010 7,067,987,000 48 722,694,000 38 631,258,000 3,162 10,517,913,000

2007 1 5,000,000 6 59,900,000 17 846,662,000 43 1,796,594,000 2,454 6,054,747,000 57 696,454,000 41 542,495,000 2,619 10,001,852,000

2008 6 59,900,000 15 831,869,000 41 938,351,000 3,044 6,168,782,000 66 432,650,000 44 657,700,000 3,216 9,089,252,000

2009 5 54,300,000 15 622,351,000 51 1,235,166,000 3,099 7,345,123,000 87 538,775,000 33 396,828,000 3,290 10,192,543,000

2010 6 50,420,000 10 546,556,000 47 1,084,952,000 2,382 6,045,467,000 82 674,834,000 33 451,574,000 2,560 8,853,803,000

2011 4 37,203,000 9 497,401,000 37 822,037,000 2,242 5,236,189,000 101 549,218,000 1 23,390,000 2,394 7,165,438,000

総計 479 13,992,378,219 656 11,490,039,477 1,134 63,288,977,420 1,763 62,070,863,985 34,207 356,110,980,655 4,293 166,885,538,346 692 8,384,203,000 43,224 682,222,981,102



86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 0666 6764 651962 63 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 07 08 09 10 11

（単位：百万円）
30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
年度

（件数）
3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

S37 H1

海事思想 合計件数

観光

体育

文教

社会福祉

その他公益

修繕
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DATA 11 2号交付金事業の推移
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DATA 12 協力援助事業の推移

年度 国内協力援助 海外協力援助
件数 援助金額（円） 件数 援助金額（円）

1971（S46） 5 16,804,920 3 11,854,319

1972 3 11,200,000 6 13,222,379

1973 7 41,894,357 10 44,431,700

1974 8 42,289,680 9 149,598,776

1975 8 37,488,752 6 437,622,500

1976 10 72,341,597 13 872,766,737

1977 5 27,488,050 21 1,487,330,200

1978 6 57,851,985 19 1,637,041,300

1979 5 33,141,410 25 2,053,956,540

1980 4 22,546,050 44 5,305,367,334

1981 5 30,123,985 26 4,856,769,797

1982 6 41,677,198 38 5,374,728,386

1983 10 85,983,205 49 5,597,734,965

1984 5 32,203,170 40 5,751,038,610

1985 11 180,158,523 41 5,692,272,568

1986 8 135,308,400 47 4,375,572,368

1987 9 221,565,050 46 6,401,378,671

1988 11 737,032,160 54 6,886,017,276 

1989（H1） 10 970,590,875 47 8,981,134,639 

1990 14 1,670,034,434 51 8,250,278,750 

1991 24 985,052,412 51 8,926,415,390 

1992 41 454,251,005 62 8,845,081,960 

1993 158 599,873,236 95 6,705,443,820 

1994 237 1,271,206,302 93 7,694,417,935 

1995 475 907,082,997 100 8,450,428,666 

1996 709 1,063,451,879 95 8,090,682,419 

1997 781 1,141,594,814 78 7,727,019,596 

1998 507 1,126,658,009 56 7,116,689,519 

1999 638 1,318,211,330 65 6,214,917,116 

2000 673 1,315,791,790 53 5,655,009,338 

2001 735 1,203,801,000 56 6,205,598,911 

2002 618 1,054,177,240 55 5,397,761,686 

2003 538 982,118,155 71 5,286,384,886 

2004 546 820,350,000 61 3,120,344,039 

2005 499 535,750,000 62 3,641,015,538 

2006 644 613,744,170 66 5,176,618,384 

2007 615 833,921,790 58 4,095,871,377 

2008 441 633,783,000 68 4,037,519,965 

2009 711 716,781,321 77 4,334,244,314 

2010 580 663,226,104 73 4,020,009,364 

2011 885 1,063,356,659 69 3,090,280,532 

総計 11,205 23,771,907,014 2,059 198,011,872,570
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＊1971～1975年度は「造船事情等の周知事業」、1976～1997年度は「周知啓発事業」、
1998～2003年度は「広報事業」、2004年度以降は「情報公開事業」と名称を変えている。＊2004～2006年度は、競艇広報センター事業、衛星放送による情報提供が調査研究事業として実施された。
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年度 事業費

1971（S46） 64,750,280 

1972 117,614,135 

1973 429,191,106 

1974 726,196,690 

1975 1,434,183,199 

1976 2,169,387,914 

1977 2,236,615,902 

1978 2,352,200,820 

1979 2,373,818,797 

1980 2,515,332,542 

1981 2,596,605,804 

1982 2,655,408,848 

1983 2,632,716,803 

1984 2,949,339,135 

1985 3,149,423,523 

1986 3,403,255,566 

1987 3,482,435,284 

1988 3,933,386,249 

1989（H1） 3,934,913,774 

1990 4,077,339,846 

1991 4,384,814,237 

（単位：円）

年度 事業費

1992 4,819,957,167 

1993 4,660,197,151 

1994 4,600,491,118 

1995 4,599,434,160

1996 4,183,779,595 

1997 4,277,670,464 

1998 3,921,767,622 

1999 3,514,141,386 

2000 2,692,044,152 

2001 2,608,770,175 

2002 2,436,031,481 

2003 2,503,397,805 

2004 991,645,076 

2005 810,605,062

2006 988,855,259 

2007 861,662,975 

2008 625,932,112 

2009 628,659,194 

2010 597,426,232 

2011 600,506,547 

総計 102,541,905,187 
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＊1971～1975年度は「造船事情等の周知事業」、1976～1997年度は「周知啓発事業」、
1998～2003年度は「広報事業」、2004年度以降は「情報公開事業」と名称を変えている。＊2004～2006年度は、競艇広報センター事業、衛星放送による情報提供が調査研究事業として実施された。
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年度 事業費

1990（H2） 510,685,219 

1991 591,629,068 

1992 1,050,403,383 

1993 733,154,622 

1994 574,687,880 

1995 795,385,067 

1996 877,189,694 

1997 743,199,089 

1998 433,696,174 

1999 448,634,698 

2000 379,629,327 

2001 416,184,703 

2002 482,926,031 

2003 467,380,753 

2004 1,848,612,852 

2005 1,648,645,448 

2006 1,772,925,349 

2007 733,056,625 

2008 833,824,962 

2009 805,119,685 

2010 773,221,886 

2011 910,208,311 

総計 17,830,400,826 

（単位：円）



 2005（2件） 1号 事業 子供達に海と船を語る企画「船長、母校へ帰る」 （社）日本船長協会
  2号 事業 全国こども民俗芸能大会の開催 （社）全日本郷土芸能協会
 2006（4件） 1号 事業 小学生等を対象とした海事施設等見学研修の実施 （社）東京都港湾振興協会
  1号 事業 団員拡充モデル事業 （社）日本海洋少年団連盟
  2号 事業 中・高等学校における和装教育の実施 （社）全日本きものコンサルタント協会
  2号 事業 小児糖尿病生活指導講習会の開催 （社）日本糖尿病協会
 2007（8件） 1号 事業 舶用工業の人材養成に関する調査研究 （社）日本舶用工業会
  1号 事業 次世代型航行支援システムを活用した仮想航路標識に関する調査研究 （財）日本航路標識協会
  1号 事業 大陸棚限界画定のためのソフトウエア開発及び情報収集活動 （財）日本水路協会
  1号 事業 海の自然観察会を基盤とする沿岸環境保全の取り組み 東京大学
  2号 事業 自然教育指導者全国セミナーの実施 （財）小野田自然塾
  2号 事業 中・高校生のための能・狂言体験教室の実施 （財）鎌倉能舞台
  2号 事業 被虐待児支援のための家庭訪問員の養成 （特）日本子どもソーシャルワーク協会
  2号 事業 難病や障がいをもつ子どもと家族のための海や自然を活用したプログラムの開催 （財）日本児童家庭文化協会
 2008（8件） 1号 事業 海洋体験学習の実施 （財）ブルーシー・アンド・グリーンランド財団
  1号 事業 市民参加による海岸植物群落調査及び保全のための調査研究 （財）日本自然保護協会
  1号 事業 構造用接着剤を用いた舟艇建造技術の開発 （財）舟艇協会
  1号 事業 安全管理者に対する危険排除のノウハウ等の伝承 （社）日本造船協力事業者団体連合会
  2号 事業 自閉症の人たちのためのライフステージサポート事業 （社）日本自閉症協会
  2号 事業 「父親参加の子どもの健全育成フォーラム＆ガイダンス」の実施 （財）さわやか福祉財団
  2号 事業 発達障害児教育におけるアート活動の調査とフォーラムの開催 （財）たんぽぽの家
  2号 事業 成年後見制度利用促進事業 （財）シニアルネサンス財団
 2009（8件） 1号 事業 危険物の海上運送に関する調査研究 （社）日本海事検定協会
  1号 事業 ライフセービング活動の基盤強化および講習会の開催等 （特非）日本ライフセービング協会
  1号 事業 河川環境の基盤情報整備事業 （社）日本水産資源保護協会
  1号 事業 サンゴ礁の保全と回復をめざしたサンゴ造園技術の開発と普及 （財）熱帯海洋生態研究振興財団
  2号 事業 全国の聾学校における人形劇による地震防災教育の実施 （財）現代人形劇センター
  2号 事業 電子商取引に関連する詐欺被害者に対する支援および詐欺被害の抑制に関する事業 有限責任中間法人ECネットワーク
  2号 事業 小児がん児童・家族への慰問活動事業 （財）がんの子供を守る会
  2号 事業 筋ジストロフィー児・者の訓練指導及び在宅支援 （社）日本筋ジストロフィー協会
 2010（6件） 1号 事業 海を学ぶ体験型科学教育プログラムの開発及び普及体制の強化 （特非）海の自然史研究所
  1号 事業 地域の海洋教育の基盤整備及び総合的なマリンレジャーの情報発信事業 （特非）海の駅ネットワーク
  1号 事業 若手マリンエンジニアリング技術者の継続教育 （社）日本マリンエンジニアリング学会
  ボランティア 事業 救助犬による水難救助活動の機器整備 （特非）救助犬訓練士協会
  ボランティア 事業 発達障害の子どもを持つ親のための「支援課題発見／取り組みワークブック」の作成 （特非）アスペ・エルデの会
  2号 事業 ウエルカム・イン予約斡旋センター事業基金の設置（2006年度事業） （財）国際観光サービスセンター
 2011（6件） 1号 事業 水中文化遺産データベース作成と水中考古学の推進 （特非）アジア水中考古学研究所
  1号 事業 子ども達に海の大切さを伝える活動の実施 （財）漁港漁場漁村技術研究所
  1号 事業 「漂着ごみ」の油化に関する調査及びモデル地区の設立 （社）日本海難防止協会
  2号 事業 小学校における通年音楽教育プログラムの実施 （公財）日本交響楽振興財団
  2号 事業 離島の小中学校における芸術・芸能公演とワークショップの開催 （財）西日本文化協会
  2号 事業 発達障害児者フリースクール「すこやか生活塾」開設事業 （福）青森県すこやか福祉事業団
   合計42件●（内訳）1号：21件　2号：19件　ボランティア：2件 

 1995（5件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本水難救済会
  2号 団体 基盤整備 （財）笹川スポーツ財団
  2号 事業 精神保健推進活動 （財）全国精神障害者家族会連合会
  海外 事業 障害者のための奨学基金の設置 ガロデト大学
  ボランティア 事業 ボランティア活動に対する協力援助 約150団体
 1996（5件） 1号 団体 基盤整備 （財）運輸経済研究センター
  2号 事業 ケアポート 庄川・みまき・よしだ
  海外 事業 サルボダヤ生活改革運動 スリランカ
  海外 事業 スリランカにおける予防外交プロジェクト インターナショナル・アラート（英国）
  海外 事業 プライマリー・ヘルスケア推進のための必須医薬品の供与 ミャンマー保健省・ユニセフ・ミャンマー
 1997（4件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本海難防止協会
  1号 事業 小型造船技術講習 （財）日本小型船舶工業会
  2号 団体 基盤整備 （社）エイジング総合研究センター
  2号 事業 住民参加型環境保全啓発 （財）千葉県環境財団
 1998（6件） 1号 団体 基盤整備 （社）海外運輸協力協会
  1号 事業 舶用工業の海外広報宣伝 （社）日本舶用工業会
  1号 事業 海洋環境保全に関する推進 （財）海上保安協会
  2号 団体 基盤整備 （福）日本保育協会
  2号 事業 地方自治に関する調査研究 （財）地方自治研究機構
  2号 事業 人事行政に関する調査研究 （財）日本人事行政研究所
 1999（5件） 1号 事業 船員災害防止の推進 船員災害防止協会
  1号 事業 船舶関係工業標準原案等の作成 （財）日本船舶標準協会
  2号 団体 基盤整備 （社）日本観光協会
  2号 事業 過疎地域振興のための青少年ボランティア活動の促進 （社）日本青年奉仕協会
  2号 事業 ホスピスケアナース養成研修 （社）日本看護協会・（財）笹川医学医療研究財団
 2000（5件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本造船研究協会
  1号 事業 軽量化中型高速フェリーの調査研究 （社）日本中型造船工業会
  1号 事業 作業船の運転訓練用シミュレータの開発研究 （社）日本作業船協会
  2号 事業 航空保安技術に関する開発調査 （財）航空振興財団
  2号 事業 里山の管理指導者の養成並びに里山保全プロジェクトの育成 （社）大阪自然環境保全協会

 2001（4件） 海外 事業 インドにおける最貧困層への基礎教育の提供 北カルナタカ教育・慈善イエズス会
     （North Karnataka Jesuit Educational and Charitable Society）

  1号 団体 基盤整備 （財）日本海事広報協会

  1号 事業 制限水域内における安全操船方法に関する調査研究 （社）日本船長協会
  2号 事業 留学生相談事業 （財）アジア学生文化協会
 2002（4件） 1号 団体 基盤整備 （財）日本海事科学振興財団
  1号 事業 舶用工業の高度情報化の推進に関する調査研究 （社）日本舶用工業会
  2号 事業 相撲の普及振興 （財）日本相撲連盟
  2号 事業 「盲・聾・養護学校」児童青少年演劇巡回公演 （社）日本児童演劇協会
 2003（3件） 1号 事業 舶用機関整備士の資格検定 （社）日本舶用機関整備協会
  2号 事業 研究成果発表促進のための助成 （財）日本科学協会
  2号 事業 福祉車両整備事業 7，148団体
 2004（5件） 1号 事業 高齢者・障害者の移動円滑化に関する施設整備推進 （財）交通エコロジー・モビリティ財団
  1号 事業 船舶の河川航行に関する調査研究 （財）日本海難防止協会
  2号 事業 実演家と教師による和楽器モデル授業出前教室の実施 （社）日本芸能実演家団体協議会
  2号 事業 障害者のための介助制度・自薦ヘルパー推進事業 全国自立生活センター協議会
  2号 事業 盲導犬育成事業 （財）日本盲導犬協会（全国盲導犬施設連合会）
 2005（5件） 1号 団体 基盤整備 海洋政策研究財団〈（財）シップ・アンド・オーシャン財団〉
  1号 団体 基盤整備 （財）東京エムオウユウ事務局
  1号 団体 基盤整備 （財）マラッカ海峡協議会
  2号 事業 日中医学奨学事業 （財）笹川記念保健協力財団
  2号 事業 里親制度の普及振興 （財）全国里親会
 2006（10件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本船舶電装協会
  1号 事業 造船技能開発センターの訓練用機材整備等 （社）日本中小型造船工業会
  1号 事業 ノンバラスト船の研究開発 （財）日本船舶技術研究協会
  1号 事業 民間組織による海上保安の推進（海守事業） （財）海上保安協会
  1号 事業 オープンウォータースイミングの開催 （財）笹川スポーツ財団
  2号 団体 基盤整備 全国被害者支援ネットワーク
  2号 団体 基盤整備 （財）日本音楽財団
  2号 団体 基盤整備 （財）ライフ・プランニング・センター
  2号 事業 観光総合調査 （社）日本観光協会
  2号 事業 地方自治情報啓発研究 （財）自治総合センター
 2007（10件） 1号 団体 基盤整備（国際問題研究所運営事業） （財）運輸政策研究機構
  1号 団体 基盤整備 （財）社会貢献支援財団
  1号 事業 アセアン地域内三ヵ国における海洋汚染防止体制の充実・強化支援 （社）日本海難防止協会
  1号 事業 災害医療支援船の実現に向けた調査・運用訓練の実施 （社）日本透析医会
  1号 事業 天然ガス改質舶用遮熱エンジンの技術開発 海洋政策研究財団
  2号 団体 ゲートボールの普及振興 （財）日本ゲートボール連合
  2号 事業 障害児子育て支援のための研修会等の開催 （福）全国心身障害児福祉財団
  2号 事業 防犯ボランティアの活性化事業 （財）全国防犯協会連合会
  海外 事業 モンゴル伝統医療普及プロジェクトの推進（2005年度事業） ワンセンブルウ・モンゴリア
  ボランティア 事業 「森林・竹林整備に係る機材整備」事業 地球緑化センター自主活動グループ
     「名栗さわらび隊」他84団体
 2008（10件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本船舶品質管理協会
  1号 事業 海洋環境保全の推進、海上防犯の推進 （財）海上保安協会
  1号 事業 海と船の博物館ネットワーク活動、海と船の企画展事業 （財）日本海事科学振興財団、各博物館数か所
  1号 事業 造船関連海外情報収集及び海外業務協力 （財）日本船舶技術研究協会
  2号 団体 基盤整備 （財）全日本剣道道場連盟
  2号 事業 知的障害者授産施設の車両整備 （福）田村やまびこ会
  2号 事業 長野県西駒郷の地域移行評価・検証に関する研究事業 （福）長野県社会福祉事業団
  2号 事業 犯罪被害者支援に関する広報啓発及び支援体制整備他 （特非）全国被害者支援ネットワーク、
     日本弁護士連合会、各県犯罪被害者支援センター数か所
  2号 事業 国境を越えた未成年者への家族再会の援助 （福）日本国際社会事業団
  海外 事業 タイにおける義肢装具士養成学士号提供プログラムの推進（2006年度事業） マヒドン大学医学部シリラート病院
 2009（10件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本舶用工業会
  1号 事業 沈廃小型船舶処理促進事業（2007年度） （社）日本舟艇工業会
  1号 事業 船舶関係諸基準に関する調査研究 （財）日本船舶技術研究協会
  1号 事業 日本・アジア造船フォーラムの開催 （社）日本中小型造船工業会
  1号 事業 団員拡充モデル事業の実施 （社）日本海洋少年団連盟
  2号 事業 教育・研究図書有効活用プロジェクトの実施 （財）日本科学協会
  2号 事業 NPO等のファンドレイズ推進ネットワーク構築事業 （特非）シーズ・市民活動を支える制度をつくる会
  2号 事業 自殺対策及び自死遺族対策支援事業 （特非）自殺対策支援センターライフリンク　他
  2号 事業 新治療法確立のための基礎研究 （財）癌研究会
  海外 事業 聴覚障害者の高等教育環境整備のための国際大学ネットワークの推進（2007年度） 米国立ろう工科大学
 2010（8件） 1号 事業 調査研究船を使用した海洋体験研修の開催 （財）日本科学協会
  1号 事業 地域海洋センターの特色を活かした水辺での体験プログラムの開発 （財）ブルーシー・アンド・グリーンランド財団
  2号 事業 親学～親が変われば子どもも変わる～の拠点整備（08-09） （一財）親学推進協会
  2号 事業 東京マラソン2009運営ボランティアの体制構築及びコースの運営管理他（06-08） （財）笹川スポーツ財団
  ボランティア 事業 地域防犯活動推進のための青パトの購入 御笠パトロール隊ほか全57団体
  2号 団体 基盤整備・太鼓ファンド （財）日本太鼓連盟
  2号 事業 国内・アジア諸国における障害者アート発掘の調査研究 （福）滋賀県社会福祉事業団
  海外 事業 アジアの僻地における小学校の建設 （特非）アジア教育友好協会（AEFA）
 2011（8件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本造船協力事業者団体連合会
  1号 事業 地域に根ざしたウォータースポーツの普及 （公財）笹川スポーツ財団
  1号 事業 新世紀を拓く深海科学リーダーシッププログラム 東京大学
  2号 団体 基盤整備 （財）笹川記念保健協力財団
  2号 事業 チャリティ事業　クラシックコンサート公演によるチャリティ事業の実施　他22事業 子どもの村福岡支援実行委員会　他20団体
  2号 事業 農業復興のための先駆的な仕組み作り「農・林で考える田舎暮らし研究会」の実施　他2事業 （特非）野外教育学修センター魚沼伝習館　他2団体
  2号 事業 バイリンガル・バイカルチュラルろう青少年の国際交流プログラム 明晴学園
  海外 事業 日本人技能シニアボランティアの海外派遣 （任）技能ボランティア海外派遣協会
   合計107件 ● （内訳）1号：46件　2号：48件　海外：10件　ボランティア：3件　団体評価：27件　事業評価：80件　
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 2005（2件） 1号 事業 子供達に海と船を語る企画「船長、母校へ帰る」 （社）日本船長協会
  2号 事業 全国こども民俗芸能大会の開催 （社）全日本郷土芸能協会
 2006（4件） 1号 事業 小学生等を対象とした海事施設等見学研修の実施 （社）東京都港湾振興協会
  1号 事業 団員拡充モデル事業 （社）日本海洋少年団連盟
  2号 事業 中・高等学校における和装教育の実施 （社）全日本きものコンサルタント協会
  2号 事業 小児糖尿病生活指導講習会の開催 （社）日本糖尿病協会
 2007（8件） 1号 事業 舶用工業の人材養成に関する調査研究 （社）日本舶用工業会
  1号 事業 次世代型航行支援システムを活用した仮想航路標識に関する調査研究 （財）日本航路標識協会
  1号 事業 大陸棚限界画定のためのソフトウエア開発及び情報収集活動 （財）日本水路協会
  1号 事業 海の自然観察会を基盤とする沿岸環境保全の取り組み 東京大学
  2号 事業 自然教育指導者全国セミナーの実施 （財）小野田自然塾
  2号 事業 中・高校生のための能・狂言体験教室の実施 （財）鎌倉能舞台
  2号 事業 被虐待児支援のための家庭訪問員の養成 （特）日本子どもソーシャルワーク協会
  2号 事業 難病や障がいをもつ子どもと家族のための海や自然を活用したプログラムの開催 （財）日本児童家庭文化協会
 2008（8件） 1号 事業 海洋体験学習の実施 （財）ブルーシー・アンド・グリーンランド財団
  1号 事業 市民参加による海岸植物群落調査及び保全のための調査研究 （財）日本自然保護協会
  1号 事業 構造用接着剤を用いた舟艇建造技術の開発 （財）舟艇協会
  1号 事業 安全管理者に対する危険排除のノウハウ等の伝承 （社）日本造船協力事業者団体連合会
  2号 事業 自閉症の人たちのためのライフステージサポート事業 （社）日本自閉症協会
  2号 事業 「父親参加の子どもの健全育成フォーラム＆ガイダンス」の実施 （財）さわやか福祉財団
  2号 事業 発達障害児教育におけるアート活動の調査とフォーラムの開催 （財）たんぽぽの家
  2号 事業 成年後見制度利用促進事業 （財）シニアルネサンス財団
 2009（8件） 1号 事業 危険物の海上運送に関する調査研究 （社）日本海事検定協会
  1号 事業 ライフセービング活動の基盤強化および講習会の開催等 （特非）日本ライフセービング協会
  1号 事業 河川環境の基盤情報整備事業 （社）日本水産資源保護協会
  1号 事業 サンゴ礁の保全と回復をめざしたサンゴ造園技術の開発と普及 （財）熱帯海洋生態研究振興財団
  2号 事業 全国の聾学校における人形劇による地震防災教育の実施 （財）現代人形劇センター
  2号 事業 電子商取引に関連する詐欺被害者に対する支援および詐欺被害の抑制に関する事業 有限責任中間法人ECネットワーク
  2号 事業 小児がん児童・家族への慰問活動事業 （財）がんの子供を守る会
  2号 事業 筋ジストロフィー児・者の訓練指導及び在宅支援 （社）日本筋ジストロフィー協会
 2010（6件） 1号 事業 海を学ぶ体験型科学教育プログラムの開発及び普及体制の強化 （特非）海の自然史研究所
  1号 事業 地域の海洋教育の基盤整備及び総合的なマリンレジャーの情報発信事業 （特非）海の駅ネットワーク
  1号 事業 若手マリンエンジニアリング技術者の継続教育 （社）日本マリンエンジニアリング学会
  ボランティア 事業 救助犬による水難救助活動の機器整備 （特非）救助犬訓練士協会
  ボランティア 事業 発達障害の子どもを持つ親のための「支援課題発見／取り組みワークブック」の作成 （特非）アスペ・エルデの会
  2号 事業 ウエルカム・イン予約斡旋センター事業基金の設置（2006年度事業） （財）国際観光サービスセンター
 2011（6件） 1号 事業 水中文化遺産データベース作成と水中考古学の推進 （特非）アジア水中考古学研究所
  1号 事業 子ども達に海の大切さを伝える活動の実施 （財）漁港漁場漁村技術研究所
  1号 事業 「漂着ごみ」の油化に関する調査及びモデル地区の設立 （社）日本海難防止協会
  2号 事業 小学校における通年音楽教育プログラムの実施 （公財）日本交響楽振興財団
  2号 事業 離島の小中学校における芸術・芸能公演とワークショップの開催 （財）西日本文化協会
  2号 事業 発達障害児者フリースクール「すこやか生活塾」開設事業 （福）青森県すこやか福祉事業団
   合計42件●（内訳）1号：21件　2号：19件　ボランティア：2件 

 1995（5件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本水難救済会
  2号 団体 基盤整備 （財）笹川スポーツ財団
  2号 事業 精神保健推進活動 （財）全国精神障害者家族会連合会
  海外 事業 障害者のための奨学基金の設置 ガロデト大学
  ボランティア 事業 ボランティア活動に対する協力援助 約150団体
 1996（5件） 1号 団体 基盤整備 （財）運輸経済研究センター
  2号 事業 ケアポート 庄川・みまき・よしだ
  海外 事業 サルボダヤ生活改革運動 スリランカ
  海外 事業 スリランカにおける予防外交プロジェクト インターナショナル・アラート（英国）
  海外 事業 プライマリー・ヘルスケア推進のための必須医薬品の供与 ミャンマー保健省・ユニセフ・ミャンマー
 1997（4件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本海難防止協会
  1号 事業 小型造船技術講習 （財）日本小型船舶工業会
  2号 団体 基盤整備 （社）エイジング総合研究センター
  2号 事業 住民参加型環境保全啓発 （財）千葉県環境財団
 1998（6件） 1号 団体 基盤整備 （社）海外運輸協力協会
  1号 事業 舶用工業の海外広報宣伝 （社）日本舶用工業会
  1号 事業 海洋環境保全に関する推進 （財）海上保安協会
  2号 団体 基盤整備 （福）日本保育協会
  2号 事業 地方自治に関する調査研究 （財）地方自治研究機構
  2号 事業 人事行政に関する調査研究 （財）日本人事行政研究所
 1999（5件） 1号 事業 船員災害防止の推進 船員災害防止協会
  1号 事業 船舶関係工業標準原案等の作成 （財）日本船舶標準協会
  2号 団体 基盤整備 （社）日本観光協会
  2号 事業 過疎地域振興のための青少年ボランティア活動の促進 （社）日本青年奉仕協会
  2号 事業 ホスピスケアナース養成研修 （社）日本看護協会・（財）笹川医学医療研究財団
 2000（5件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本造船研究協会
  1号 事業 軽量化中型高速フェリーの調査研究 （社）日本中型造船工業会
  1号 事業 作業船の運転訓練用シミュレータの開発研究 （社）日本作業船協会
  2号 事業 航空保安技術に関する開発調査 （財）航空振興財団
  2号 事業 里山の管理指導者の養成並びに里山保全プロジェクトの育成 （社）大阪自然環境保全協会

 2001（4件） 海外 事業 インドにおける最貧困層への基礎教育の提供 北カルナタカ教育・慈善イエズス会
     （North Karnataka Jesuit Educational and Charitable Society）

  1号 団体 基盤整備 （財）日本海事広報協会

  1号 事業 制限水域内における安全操船方法に関する調査研究 （社）日本船長協会
  2号 事業 留学生相談事業 （財）アジア学生文化協会
 2002（4件） 1号 団体 基盤整備 （財）日本海事科学振興財団
  1号 事業 舶用工業の高度情報化の推進に関する調査研究 （社）日本舶用工業会
  2号 事業 相撲の普及振興 （財）日本相撲連盟
  2号 事業 「盲・聾・養護学校」児童青少年演劇巡回公演 （社）日本児童演劇協会
 2003（3件） 1号 事業 舶用機関整備士の資格検定 （社）日本舶用機関整備協会
  2号 事業 研究成果発表促進のための助成 （財）日本科学協会
  2号 事業 福祉車両整備事業 7，148団体
 2004（5件） 1号 事業 高齢者・障害者の移動円滑化に関する施設整備推進 （財）交通エコロジー・モビリティ財団
  1号 事業 船舶の河川航行に関する調査研究 （財）日本海難防止協会
  2号 事業 実演家と教師による和楽器モデル授業出前教室の実施 （社）日本芸能実演家団体協議会
  2号 事業 障害者のための介助制度・自薦ヘルパー推進事業 全国自立生活センター協議会
  2号 事業 盲導犬育成事業 （財）日本盲導犬協会（全国盲導犬施設連合会）
 2005（5件） 1号 団体 基盤整備 海洋政策研究財団〈（財）シップ・アンド・オーシャン財団〉
  1号 団体 基盤整備 （財）東京エムオウユウ事務局
  1号 団体 基盤整備 （財）マラッカ海峡協議会
  2号 事業 日中医学奨学事業 （財）笹川記念保健協力財団
  2号 事業 里親制度の普及振興 （財）全国里親会
 2006（10件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本船舶電装協会
  1号 事業 造船技能開発センターの訓練用機材整備等 （社）日本中小型造船工業会
  1号 事業 ノンバラスト船の研究開発 （財）日本船舶技術研究協会
  1号 事業 民間組織による海上保安の推進（海守事業） （財）海上保安協会
  1号 事業 オープンウォータースイミングの開催 （財）笹川スポーツ財団
  2号 団体 基盤整備 全国被害者支援ネットワーク
  2号 団体 基盤整備 （財）日本音楽財団
  2号 団体 基盤整備 （財）ライフ・プランニング・センター
  2号 事業 観光総合調査 （社）日本観光協会
  2号 事業 地方自治情報啓発研究 （財）自治総合センター
 2007（10件） 1号 団体 基盤整備（国際問題研究所運営事業） （財）運輸政策研究機構
  1号 団体 基盤整備 （財）社会貢献支援財団
  1号 事業 アセアン地域内三ヵ国における海洋汚染防止体制の充実・強化支援 （社）日本海難防止協会
  1号 事業 災害医療支援船の実現に向けた調査・運用訓練の実施 （社）日本透析医会
  1号 事業 天然ガス改質舶用遮熱エンジンの技術開発 海洋政策研究財団
  2号 団体 ゲートボールの普及振興 （財）日本ゲートボール連合
  2号 事業 障害児子育て支援のための研修会等の開催 （福）全国心身障害児福祉財団
  2号 事業 防犯ボランティアの活性化事業 （財）全国防犯協会連合会
  海外 事業 モンゴル伝統医療普及プロジェクトの推進（2005年度事業） ワンセンブルウ・モンゴリア
  ボランティア 事業 「森林・竹林整備に係る機材整備」事業 地球緑化センター自主活動グループ
     「名栗さわらび隊」他84団体
 2008（10件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本船舶品質管理協会
  1号 事業 海洋環境保全の推進、海上防犯の推進 （財）海上保安協会
  1号 事業 海と船の博物館ネットワーク活動、海と船の企画展事業 （財）日本海事科学振興財団、各博物館数か所
  1号 事業 造船関連海外情報収集及び海外業務協力 （財）日本船舶技術研究協会
  2号 団体 基盤整備 （財）全日本剣道道場連盟
  2号 事業 知的障害者授産施設の車両整備 （福）田村やまびこ会
  2号 事業 長野県西駒郷の地域移行評価・検証に関する研究事業 （福）長野県社会福祉事業団
  2号 事業 犯罪被害者支援に関する広報啓発及び支援体制整備他 （特非）全国被害者支援ネットワーク、
     日本弁護士連合会、各県犯罪被害者支援センター数か所
  2号 事業 国境を越えた未成年者への家族再会の援助 （福）日本国際社会事業団
  海外 事業 タイにおける義肢装具士養成学士号提供プログラムの推進（2006年度事業） マヒドン大学医学部シリラート病院
 2009（10件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本舶用工業会
  1号 事業 沈廃小型船舶処理促進事業（2007年度） （社）日本舟艇工業会
  1号 事業 船舶関係諸基準に関する調査研究 （財）日本船舶技術研究協会
  1号 事業 日本・アジア造船フォーラムの開催 （社）日本中小型造船工業会
  1号 事業 団員拡充モデル事業の実施 （社）日本海洋少年団連盟
  2号 事業 教育・研究図書有効活用プロジェクトの実施 （財）日本科学協会
  2号 事業 NPO等のファンドレイズ推進ネットワーク構築事業 （特非）シーズ・市民活動を支える制度をつくる会
  2号 事業 自殺対策及び自死遺族対策支援事業 （特非）自殺対策支援センターライフリンク　他
  2号 事業 新治療法確立のための基礎研究 （財）癌研究会
  海外 事業 聴覚障害者の高等教育環境整備のための国際大学ネットワークの推進（2007年度） 米国立ろう工科大学
 2010（8件） 1号 事業 調査研究船を使用した海洋体験研修の開催 （財）日本科学協会
  1号 事業 地域海洋センターの特色を活かした水辺での体験プログラムの開発 （財）ブルーシー・アンド・グリーンランド財団
  2号 事業 親学～親が変われば子どもも変わる～の拠点整備（08-09） （一財）親学推進協会
  2号 事業 東京マラソン2009運営ボランティアの体制構築及びコースの運営管理他（06-08） （財）笹川スポーツ財団
  ボランティア 事業 地域防犯活動推進のための青パトの購入 御笠パトロール隊ほか全57団体
  2号 団体 基盤整備・太鼓ファンド （財）日本太鼓連盟
  2号 事業 国内・アジア諸国における障害者アート発掘の調査研究 （福）滋賀県社会福祉事業団
  海外 事業 アジアの僻地における小学校の建設 （特非）アジア教育友好協会（AEFA）
 2011（8件） 1号 団体 基盤整備 （社）日本造船協力事業者団体連合会
  1号 事業 地域に根ざしたウォータースポーツの普及 （公財）笹川スポーツ財団
  1号 事業 新世紀を拓く深海科学リーダーシッププログラム 東京大学
  2号 団体 基盤整備 （財）笹川記念保健協力財団
  2号 事業 チャリティ事業　クラシックコンサート公演によるチャリティ事業の実施　他22事業 子どもの村福岡支援実行委員会　他20団体
  2号 事業 農業復興のための先駆的な仕組み作り「農・林で考える田舎暮らし研究会」の実施　他2事業 （特非）野外教育学修センター魚沼伝習館　他2団体
  2号 事業 バイリンガル・バイカルチュラルろう青少年の国際交流プログラム 明晴学園
  海外 事業 日本人技能シニアボランティアの海外派遣 （任）技能ボランティア海外派遣協会
   合計107件 ● （内訳）1号：46件　2号：48件　海外：10件　ボランティア：3件　団体評価：27件　事業評価：80件　

■内部評価 ■外部評価

■外部評価
年度 事業区分 評価区分 事業名 団体名

年度 事業区分 評価区分 事業名 団体名年度 事業区分 評価区分 事業名 団体名 年度 事業区分 評価区分 事業名 団体名
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DATA 事業評価実施状況一覧15



1962（S37） 1964 1965 1966 1972 1976 1978 1980 1981 1987 1989（H1） 1991

■総務部
総務課
●総務係

管理課
●管理係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係
●図書係

管理課
●管理係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係
●図書係

管理課
●管理係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係

広報課
●広報係
●図書係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係

広報課
●広報係
●図書係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係
●企画係

広報課
●広報係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係
●企画係

広報課
●広報係

■総務部
総務課
●総務係
●企画係

秘書課
●秘書係

広報課
●広報係

国際業務課
●国際業務係

■総務部
総務課
●総務係
●企画係

秘書課
●秘書係

広報課
●広報係
●周知啓発係

国際業務課
●国際業務係

■総務部
総務課
●総務係
●企画係

秘書課
●秘書係

国際業務課
●国際業務係

■総務部
総務課
●総務係
●企画係

国際業務課
●国際業務係

■総務部
総務課
●総務係
●企画係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係
●監査係

財務課
●財務係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係
●監査係

財務課
●財務係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係
●監査係

管財課
●財務係
●管理係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係
●監査係

管財課
●財務係
●管理係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■業務部
業務一課
●計画係
●業務係

業務二課
●海事係
●公益事業係

■業務部
業務一課
●計画係
●業務係

業務二課
●海事係
●公益事業係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■広報室
広報課
●広報係
●周知啓発係

■広報室
広報課
●広報係
●周知啓発係

■広報室
広報課
●広報係
●周知啓発係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■監査室 ■監査室 ■監査室 ■監査部 ■監査部 ■監査部

■海事博物館
　建設準備室

■業務第二部
公益事業課
●海事係
●公益係

■業務第二部
公益事業課
●海事係
●公益係

■業務第二部
公益事業課
●海事係
●公益第一係
●公益第二係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第三部
国際業務課
●国際業務係

調査課
●調査係

■秘書室
秘書課
●秘書係

■秘書室
秘書課
●秘書係

日本船舶振興会

＊1　機構については、年度末（3月31日）時点のものを掲載した。　＊2　定員については、2007年度以降は予算定員を掲載した。

年度

40 50 58 69 58 58 61 64 66 66 66 73定員

33 41 51 56 48 48 50 52 54 57 52 65職員数
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資
料
編
｜
機
構
の
変
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1962（S37） 1964 1965 1966 1972 1976 1978 1980 1981 1987 1989（H1） 1991

■総務部
総務課
●総務係

管理課
●管理係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係
●図書係

管理課
●管理係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係
●図書係

管理課
●管理係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係

広報課
●広報係
●図書係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係

広報課
●広報係
●図書係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係
●企画係

広報課
●広報係

■総務部
総務課
●総務係
●秘書係
●企画係

広報課
●広報係

■総務部
総務課
●総務係
●企画係

秘書課
●秘書係

広報課
●広報係

国際業務課
●国際業務係

■総務部
総務課
●総務係
●企画係

秘書課
●秘書係

広報課
●広報係
●周知啓発係

国際業務課
●国際業務係

■総務部
総務課
●総務係
●企画係

秘書課
●秘書係

国際業務課
●国際業務係

■総務部
総務課
●総務係
●企画係

国際業務課
●国際業務係

■総務部
総務課
●総務係
●企画係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係
●監査係

財務課
●財務係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係
●監査係

財務課
●財務係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係
●監査係

管財課
●財務係
●管理係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係
●監査係

管財課
●財務係
●管理係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■業務部
業務一課
●計画係
●業務係

業務二課
●海事係
●公益事業係

■業務部
業務一課
●計画係
●業務係

業務二課
●海事係
●公益事業係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■広報室
広報課
●広報係
●周知啓発係

■広報室
広報課
●広報係
●周知啓発係

■広報室
広報課
●広報係
●周知啓発係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■監査室 ■監査室 ■監査室 ■監査部 ■監査部 ■監査部

■海事博物館
　建設準備室

■業務第二部
公益事業課
●海事係
●公益係

■業務第二部
公益事業課
●海事係
●公益係

■業務第二部
公益事業課
●海事係
●公益第一係
●公益第二係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■業務第三部
国際業務課
●国際業務係

調査課
●調査係

■秘書室
秘書課
●秘書係

■秘書室
秘書課
●秘書係

日本船舶振興会

＊1　機構については、年度末（3月31日）時点のものを掲載した。　＊2　定員については、2007年度以降は予算定員を掲載した。

年度

40 50 58 69 58 58 61 64 66 66 66 73定員

33 41 51 56 48 48 50 52 54 57 52 65職員数
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機構の変遷DATA 16



1992 1995 2001 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

■総務部
総務課
●総務係
●企画係

■総務部
総務課
●総務係
●人事係

企画課
●企画係

■総務部
総務課
企画課

■秘書室
秘書課
●秘書係

■秘書室
秘書課
●秘書第一係
●秘書第二係

■秘書室
秘書課

■総務グループ
総務チーム
経理チーム
財務チーム
情報チーム
個人情報保護
対策チーム

■総務グループ
総務チーム
経理チーム
財務チーム
情報チーム
個人情報保護
対策チーム

■総務グループ
総務チーム
人事チーム
経理チーム
財務チーム
個人情報保護
対策チーム

■総務グループ
総務チーム
人事チーム
経理チーム
財務チーム
個人情報保護
対策チーム

■総務グループ
総務チーム
企画推進チーム
経理チーム
財務チーム
秘書チーム
個人情報保護
推進チーム

■総務グループ
総務チーム
企画推進チーム
経理チーム
財務チーム
秘書チーム
ファンド
レイジングチーム
個人情報保護
推進チーム

■総務グループ
総務チーム
企画推進チーム
経理チーム
財務チーム
秘書チーム
ファンド
レイジングチーム
個人情報保護
推進チーム

■総務グループ
総務チーム
企画推進チーム
経理チーム
財務チーム
秘書チーム
個人情報保護推進チーム

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

財務課
●財務係

■経理部
経理課
財務課

■経営企画グループ
経営企画チーム
秘書チーム
人材開発チーム

■経営企画グループ
経営企画チーム
秘書チーム
人材開発チーム

■経営企画グループ
経営企画チーム
企画推進チーム
秘書チーム

■経営企画グループ
経営企画チーム
企画推進チーム
秘書チーム
CANPANチーム
情報コミュニケーション
チーム

■システム統括
　グループ
情報
コミュニケーション
チーム
Canpan
企画推進チーム

■システム統括
　グループ
情報
コミュニケーション
チーム
Canpan
企画推進チーム

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■海洋船舶部
業務課
●船舶係
●海洋係
●開発企画係

貸付課
●計画係
●貸付係

■海洋船舶部
海外事業課
国内事業課

■海洋グループ
海洋教育チーム
海洋技術開発
チーム
海洋安全チーム

■海洋グループ
海洋教育チーム
海洋技術開発
チーム
海洋安全チーム

■海洋グループ
海洋教育チーム
海洋技術開発
チーム
海洋安全チーム

■海洋グループ
海洋教育チーム
海洋技術開発
チーム
海洋安全チーム
貸付チーム

■海洋グループ
海洋教育チーム
海洋技術開発
チーム
海洋安全チーム
貸付チーム

■海洋グループ
海洋安全・教育
チーム
海洋技術開発
チーム
貸付チーム

■システム統括
　グループ
情報
コミュニケーション
チーム
Canpan
企画推進チーム

■経営支援グループ
情報コミュニケーションチーム
CSR企画推進チーム
ファンドレイジングチーム

■情報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■情報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■情報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■広報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■広報グループ
広報チーム
情報発信チーム
CANPAN
チーム

■広報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■広報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■広報部＊
メディア企画課
広報課

■広報部
メディア企画課
●メディア企画係

広報課
●広報係
●情報係

■広報室
広報課
●広報係
●周知啓発係

■広報グループ
広報チーム

■海洋グループ
海洋安全・教育
チーム
海洋技術開発
チーム
貸付チーム

■海洋グループ
海洋安全・教育チーム
海洋技術開発チーム
貸付チーム
復興支援チーム

■国際業務部
国際第一課
●国際援助係

国際第二課
●国際業務係

■国際部
国際企画課
●国際企画係

国際協力課
●国際援助係
●国際業務係

■国際部
国際企画課
国際協力課

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワークチーム
BHNチーム
新規分野開拓チーム

■監査グループ ■監査グループ■監査グループ■監査グループ■監査グループ■監査部
監査課

■監査部
監査課
●監査係
●事業調査係

■監査部
監査課
●監査係

■監査グループ ■監査グループ ■監査グループ

■特別事業運営チーム
東北地方太平洋沖地震
災害支援センター

■公益・福祉部
公益振興課
環境・福祉課

■公益・福祉部
公益振興課
●文化スポーツ係
●公益係
●事業企画係

環境・福祉課
●環境保健係
●社会福祉係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉Aチーム
福祉Bチーム
車両チーム
教育チーム
自然チーム
生活チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム
車両チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム
車両チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム
車両チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム
車両チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム
学生支援チーム

■公益・ボランティア支援グループ
福祉チーム
公益チーム
アール・ブリュットチーム
聴覚障害者支援特別事業チーム
復興支援チーム

■業務第三部
援助課
●援助係

調査課
●調査係

■ボランティア支援部
事業企画課
●事業企画係

協力援助課
●協力援助係

■ボランティア支援部
事業企画課
協力援助課

日本船舶振興会 日本財団

年度

90 112 112 112 112 112 100 100 100 100 100定員

72 82 86 89 89 87 87 90 96 96 95職員数

＊広報部については2000年6月に運用上チーム制（広報チーム、編集チーム、情報統括チーム）を導入した。
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■総務部
総務課
●総務係
●企画係

■総務部
総務課
●総務係
●人事係

企画課
●企画係

■総務部
総務課
企画課

■秘書室
秘書課
●秘書係

■秘書室
秘書課
●秘書第一係
●秘書第二係

■秘書室
秘書課

■総務グループ
総務チーム
経理チーム
財務チーム
情報チーム
個人情報保護
対策チーム

■総務グループ
総務チーム
経理チーム
財務チーム
情報チーム
個人情報保護
対策チーム

■総務グループ
総務チーム
人事チーム
経理チーム
財務チーム
個人情報保護
対策チーム

■総務グループ
総務チーム
人事チーム
経理チーム
財務チーム
個人情報保護
対策チーム

■総務グループ
総務チーム
企画推進チーム
経理チーム
財務チーム
秘書チーム
個人情報保護
推進チーム

■総務グループ
総務チーム
企画推進チーム
経理チーム
財務チーム
秘書チーム
ファンド
レイジングチーム
個人情報保護
推進チーム

■総務グループ
総務チーム
企画推進チーム
経理チーム
財務チーム
秘書チーム
ファンド
レイジングチーム
個人情報保護
推進チーム

■総務グループ
総務チーム
企画推進チーム
経理チーム
財務チーム
秘書チーム
個人情報保護推進チーム

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

■経理部
経理課
●経理係
●会計係

財務課
●財務係

■経理部
経理課
財務課

■経営企画グループ
経営企画チーム
秘書チーム
人材開発チーム

■経営企画グループ
経営企画チーム
秘書チーム
人材開発チーム

■経営企画グループ
経営企画チーム
企画推進チーム
秘書チーム

■経営企画グループ
経営企画チーム
企画推進チーム
秘書チーム
CANPANチーム
情報コミュニケーション
チーム

■システム統括
　グループ
情報
コミュニケーション
チーム
Canpan
企画推進チーム

■システム統括
　グループ
情報
コミュニケーション
チーム
Canpan
企画推進チーム

■業務第一部
業務課
●計画係
●業務係

貸付課
●貸付第一係
●貸付第二係

■海洋船舶部
業務課
●船舶係
●海洋係
●開発企画係

貸付課
●計画係
●貸付係

■海洋船舶部
海外事業課
国内事業課

■海洋グループ
海洋教育チーム
海洋技術開発
チーム
海洋安全チーム

■海洋グループ
海洋教育チーム
海洋技術開発
チーム
海洋安全チーム

■海洋グループ
海洋教育チーム
海洋技術開発
チーム
海洋安全チーム

■海洋グループ
海洋教育チーム
海洋技術開発
チーム
海洋安全チーム
貸付チーム

■海洋グループ
海洋教育チーム
海洋技術開発
チーム
海洋安全チーム
貸付チーム

■海洋グループ
海洋安全・教育
チーム
海洋技術開発
チーム
貸付チーム

■システム統括
　グループ
情報
コミュニケーション
チーム
Canpan
企画推進チーム

■経営支援グループ
情報コミュニケーションチーム
CSR企画推進チーム
ファンドレイジングチーム

■情報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■情報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■情報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■広報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■広報グループ
広報チーム
情報発信チーム
CANPAN
チーム

■広報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■広報グループ
広報チーム
編集企画チーム

■広報部＊
メディア企画課
広報課

■広報部
メディア企画課
●メディア企画係

広報課
●広報係
●情報係

■広報室
広報課
●広報係
●周知啓発係

■広報グループ
広報チーム

■海洋グループ
海洋安全・教育
チーム
海洋技術開発
チーム
貸付チーム

■海洋グループ
海洋安全・教育チーム
海洋技術開発チーム
貸付チーム
復興支援チーム

■国際業務部
国際第一課
●国際援助係

国際第二課
●国際業務係

■国際部
国際企画課
●国際企画係

国際協力課
●国際援助係
●国際業務係

■国際部
国際企画課
国際協力課

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワーク
チーム
BHNチーム
新規分野開拓
チーム

■国際協力グループ
国際ネットワークチーム
BHNチーム
新規分野開拓チーム

■監査グループ ■監査グループ■監査グループ■監査グループ■監査グループ■監査部
監査課

■監査部
監査課
●監査係
●事業調査係

■監査部
監査課
●監査係

■監査グループ ■監査グループ ■監査グループ

■特別事業運営チーム
東北地方太平洋沖地震
災害支援センター

■公益・福祉部
公益振興課
環境・福祉課

■公益・福祉部
公益振興課
●文化スポーツ係
●公益係
●事業企画係

環境・福祉課
●環境保健係
●社会福祉係

■業務第二部
公益課
●海事係
●公益係

福祉課
●福祉係
●保健係

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉Aチーム
福祉Bチーム
車両チーム
教育チーム
自然チーム
生活チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム
車両チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム
車両チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム
車両チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム
車両チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム

■公益・
　ボランティア
　支援グループ
福祉チーム
公益チーム
学生支援チーム

■公益・ボランティア支援グループ
福祉チーム
公益チーム
アール・ブリュットチーム
聴覚障害者支援特別事業チーム
復興支援チーム

■業務第三部
援助課
●援助係

調査課
●調査係

■ボランティア支援部
事業企画課
●事業企画係

協力援助課
●協力援助係

■ボランティア支援部
事業企画課
協力援助課

日本船舶振興会 日本財団

年度

90 112 112 112 112 112 100 100 100 100 100定員

72 82 86 89 89 87 87 90 96 96 95職員数

＊広報部については2000年6月に運用上チーム制（広報チーム、編集チーム、情報統括チーム）を導入した。
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●笹川良一
（社）全国モーターボート競走会連合会会長

●笹川陽平
（社）全国モーターボート競走会連合会副会長

●尾形武寿●山下正雄
元運輸省船舶局長

●芥川輝孝
元運輸省船舶局長

●田坂鋭一
日本小型船舶検査機構理事長

●篠田雄次郎

●曽野綾子
作家

●笹川陽平
元（財）日本船舶振興会理事長

●10.1

●10.1

●10.1

●10.1

●10.1

●10.1

●10.1

●10.1

●10.1 ●1.27
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●3.20

●8.1 ●8.1 ●4.1
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7.31● 7.31●

3.31●
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12.24● 1.31● 3.31●

●12.28 ●6.4 ●12.28●8.126.30● 2.9● 5.31● 12.27● 4.1●

●4.1●1.53.31● 10.1● 4.15● 3.31●

6.30●

3.31● 7.31● 3.31●

4.1●

3.31●

●7.197.18● ●7.197.18● ●8.1

●8.1

●8.12

●8.12 8.11●

●8.1 ●6.9

5.31● ●8.17.18● ●4.1

●4.1

3.31●

●10.1 ●6.16 ●7.8 ●7.16 ●7.12

●2.21

●7.8 ●7.18 3.31● ●4.1

●7.1 ●8.1

●12.25

9.30● 9.30●●10.1●6.24

●7.15～5.31

●10.1

5.31● 5.31● 6.18● 6.17● 6.7● 6.1●

9.30●

4.25●

12.4● 5.1● 12.10●

12.24● 12.24●

12.24● ●12.25 5.20● 3.31●

3.3● 1.13● 6.30● 4.1●●7.1●6.1

1.27● ●8.1 9.30●

3.21● 3.12● 6.30● 3.31●

9.17● 2.27●●10.1

●12.25

●12.25

●12.25

●7.1●7.1

●7.1

●3.12 ●5.2 6.30●●7.1

7.18● ●12.11 6.30● ●7.1

H6
1994

H7
1995

H8
1996

H9
1997

H10
1998

H11
1999

H12
2000

H13
2001

H14
2002

H15
2003

H16
2004

H17
2005

H18
2006

H19
2007

H20
2008

H21
2009

H22
2010

H23
2011

H24
2012

H2
1990

H3
1991

H4
1992

H5
1993

S61
1986

S62
1987

S63
1988

S64・H1
1989

S58
1983

S59
1984

S60
1985

S53
1978

S54
1979

S55
1980

S56
1981

S49
1974

S50
1975

S51
1976

S52
1977

S45
1970

S46
1971

S47
1972

S48
1973

S41
1966

S42
1967

S43
1968

S44
1969

S37
1962

S38
1963

S39
1964

S40
1965

S57
1982西暦

和暦

会
長

理
事
長

理

　
　
事

監

　
　
事

6.15●

東京電力（株）顧問

（財）運輸経済研究 センター理事長
●住田正二●丹羽周夫

三菱造船（株）会長

●山縣昌夫
元東京大学教授、（財）日本海事協会会長

●甘利昮一
元運輸省船舶局長

●関谷健哉
元東京高等商船学校校長

●藤　吉男
（社）東京都モーターボート競走会理事長

●桝田　勇
元四国海運局長

●奥村英雄
元関東管区行政監察局長

●小浜清之助 ●冨岡延一
元関東海運局東京支局長元新潟海運局長 ●10.1～3.15

●村田四郎
（社）山口県モーターボート競走会会長

●䕃山幸夫
（社）大阪府モーターボート競走会専務理事

●三條進弘
（社）全国モーターボート競走会連合会専務理事

●劔持昭司
税理士

●船越　眞
元（財）日本船舶振興会秘書室長

●村山徳五郎
中央監査法人理事長

●築山　陞
元（財）日本船舶振興会経理部長

●金子　明
元（財）日本船舶振興会総務グループ長

●吉田  博
税理士

●大野静衛
四国海運局長

●鴨志田立身
（財）日本船舶振興会経理部長

●西本克己
元（財）日本船舶振興会事務局長

●増田裕夫
元（財）地域総合整備財団常務理事

●北島邦夫
元中部国際空港（株）常勤監査役

●築山　陞 元（財）日本船舶振興会経理部長 ●三浦一郎
元（財）日本船舶振興会理事

●上田基之資
元防衛庁調達実施本部副部長

●中沖　豊
自治省大臣官房付兼審議官

●町田千秋
自治省大臣官房付兼審議官

●苫米地行三●千葉　武
自治省大臣官房付兼審議官 自治省大臣官房付兼審議官

●西澤辰夫
元消防庁消防大学校長

●森田文憲
元（財）日本船舶振興会公益福祉部長

●三浦一郎 ●佐藤英夫
元（財）日本船舶振興会公益・ボランティア支援グループ長 元（財）日本船舶振興会国際協力グループ長

●藤井堯四郎
元船員中央労働委員会事務局長

●薄木正明
元船舶整備公団理事

●大塚正名
元アルン・エル・エヌ・ジー輸送（株）常務取締役

●岩村精一洋
読売新聞社調査研究 本部客員研究員

●山根卓二
富士外国市場調査（株） 「テクノクラート」主催

●中井武兵衛
箕面市長

●加瀬英明
日本安全保障研究センター理事長 慶應義塾大学総合政策学部教授・学部長

●小林　節●2.3～12.24●加藤　寛
慶應義塾大学法学部教授

●尾形武寿●西本克己
元（財）日本船舶振興会事務局長 元（財）日本船舶振興会総務部長

●前田　晃
元（財）日本船舶振興会経営企画グループ長

●歌川令三
元（財）世界平和研究所理事

●大野修一
元（財）日本船舶振興会国際部長

●吉野和男
府中市長

●梶田　功 ●竹内俊夫
箕面市長 青梅市長

●福島善三郎
唐津市長

●田久保忠衛
杏林大学大学院国際協力研究科長

●的場順三
（株）大和総研理事長

●寺島紘士
元運輸省大臣官房審議官

●長光正純
元海上保安庁次長

●海野光行
元（財）日本船舶振興会海洋グループ長

●笹川陽平
（社）東京都モーターボート競走会会長

●田南立也
元（財）日本船舶振興会国際協力グループ長

●細川隆元
政治評論家

●細川隆一郎
政治評論家

●若林義孝
箕面市長

●逸見彦太郎 ●矢部隆治 府中市長 ●谷　光次●角永　清
蒲郡市長 鳴門市長府中市長

●木村一郎
深谷市長

●長谷部半平
蒲郡市長

●堀家重俊
丸亀市長

●滝澤義夫 ●稲葉興作
倉敷市長 石川島播磨重工業（株）代表取締役会長

●牛尾治朗
ウシオ電機（株）代表取締役会長

●成田有恒
作家、スポーツライター

●䕃山幸夫
（財）モーターボート競争近代化研究センター理事

●下村のぶ子
（株）海竜社代表取締役社長

●佐藤美津雄
（財）日本海事協会 会長

●間野　忠
（財）日本海事協会会長

●小川建兒
（財）日本海事協会名誉会長

●篠田雄次郎
東京電力（株）顧問

●渡部昇一
上智大学文学部教授

元（財）日本船舶振興会常務理事

●曽野綾子
作家

＊1　役職はすべて就任時のものとする。　＊2　2011年4月より公益財団法人に移行。
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●笹川良一
（社）全国モーターボート競走会連合会会長

●笹川陽平
（社）全国モーターボート競走会連合会副会長

●尾形武寿●山下正雄
元運輸省船舶局長

●芥川輝孝
元運輸省船舶局長

●田坂鋭一
日本小型船舶検査機構理事長

●篠田雄次郎

●曽野綾子
作家

●笹川陽平
元（財）日本船舶振興会理事長
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●4.1

●9.1～3.31
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7.31● 7.31●

3.31●

●10.19.30●
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●8.1

12.24● 1.31● 3.31●
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●4.1●1.53.31● 10.1● 4.15● 3.31●

6.30●

3.31● 7.31● 3.31●

4.1●

3.31●

●7.197.18● ●7.197.18● ●8.1
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●8.12 8.11●

●8.1 ●6.9
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●2.21
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●12.25
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4.25●
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3.3● 1.13● 6.30● 4.1●●7.1●6.1

1.27● ●8.1 9.30●
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7.18● ●12.11 6.30● ●7.1
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6.15●

東京電力（株）顧問

（財）運輸経済研究 センター理事長
●住田正二●丹羽周夫

三菱造船（株）会長

●山縣昌夫
元東京大学教授、（財）日本海事協会会長

●甘利昮一
元運輸省船舶局長

●関谷健哉
元東京高等商船学校校長

●藤　吉男
（社）東京都モーターボート競走会理事長

●桝田　勇
元四国海運局長

●奥村英雄
元関東管区行政監察局長

●小浜清之助 ●冨岡延一
元関東海運局東京支局長元新潟海運局長 ●10.1～3.15

●村田四郎
（社）山口県モーターボート競走会会長

●䕃山幸夫
（社）大阪府モーターボート競走会専務理事

●三條進弘
（社）全国モーターボート競走会連合会専務理事

●劔持昭司
税理士

●船越　眞
元（財）日本船舶振興会秘書室長

●村山徳五郎
中央監査法人理事長

●築山　陞
元（財）日本船舶振興会経理部長

●金子　明
元（財）日本船舶振興会総務グループ長

●吉田  博
税理士

●大野静衛
四国海運局長

●鴨志田立身
（財）日本船舶振興会経理部長

●西本克己
元（財）日本船舶振興会事務局長

●増田裕夫
元（財）地域総合整備財団常務理事

●北島邦夫
元中部国際空港（株）常勤監査役

●築山　陞 元（財）日本船舶振興会経理部長 ●三浦一郎
元（財）日本船舶振興会理事

●上田基之資
元防衛庁調達実施本部副部長

●中沖　豊
自治省大臣官房付兼審議官

●町田千秋
自治省大臣官房付兼審議官

●苫米地行三●千葉　武
自治省大臣官房付兼審議官 自治省大臣官房付兼審議官

●西澤辰夫
元消防庁消防大学校長

●森田文憲
元（財）日本船舶振興会公益福祉部長

●三浦一郎 ●佐藤英夫
元（財）日本船舶振興会公益・ボランティア支援グループ長 元（財）日本船舶振興会国際協力グループ長

●藤井堯四郎
元船員中央労働委員会事務局長

●薄木正明
元船舶整備公団理事

●大塚正名
元アルン・エル・エヌ・ジー輸送（株）常務取締役

●岩村精一洋
読売新聞社調査研究 本部客員研究員

●山根卓二
富士外国市場調査（株） 「テクノクラート」主催

●中井武兵衛
箕面市長

●加瀬英明
日本安全保障研究センター理事長 慶應義塾大学総合政策学部教授・学部長

●小林　節●2.3～12.24●加藤　寛
慶應義塾大学法学部教授

●尾形武寿●西本克己
元（財）日本船舶振興会事務局長 元（財）日本船舶振興会総務部長

●前田　晃
元（財）日本船舶振興会経営企画グループ長

●歌川令三
元（財）世界平和研究所理事

●大野修一
元（財）日本船舶振興会国際部長

●吉野和男
府中市長

●梶田　功 ●竹内俊夫
箕面市長 青梅市長

●福島善三郎
唐津市長

●田久保忠衛
杏林大学大学院国際協力研究科長

●的場順三
（株）大和総研理事長

●寺島紘士
元運輸省大臣官房審議官

●長光正純
元海上保安庁次長

●海野光行
元（財）日本船舶振興会海洋グループ長

●笹川陽平
（社）東京都モーターボート競走会会長

●田南立也
元（財）日本船舶振興会国際協力グループ長

●細川隆元
政治評論家

●細川隆一郎
政治評論家

●若林義孝
箕面市長

●逸見彦太郎 ●矢部隆治 府中市長 ●谷　光次●角永　清
蒲郡市長 鳴門市長府中市長

●木村一郎
深谷市長

●長谷部半平
蒲郡市長

●堀家重俊
丸亀市長

●滝澤義夫 ●稲葉興作
倉敷市長 石川島播磨重工業（株）代表取締役会長

●牛尾治朗
ウシオ電機（株）代表取締役会長

●成田有恒
作家、スポーツライター

●䕃山幸夫
（財）モーターボート競争近代化研究センター理事

●下村のぶ子
（株）海竜社代表取締役社長

●佐藤美津雄
（財）日本海事協会 会長

●間野　忠
（財）日本海事協会会長

●小川建兒
（財）日本海事協会名誉会長

●篠田雄次郎
東京電力（株）顧問

●渡部昇一
上智大学文学部教授

元（財）日本船舶振興会常務理事

●曽野綾子
作家

＊1　役職はすべて就任時のものとする。　＊2　2011年4月より公益財団法人に移行。
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●岡崎久彦（特非）岡崎研究所所長

（社）日本モーターボート選手会会長

東京空港交通（株）会長

元毎日新聞社代表取締役専務

（株）講談社顧問

●青木半治（財）日本陸上競技連盟会長

●12.6

●12.6

12.5●

12.5●

●安岐義晴 元（社）日本モーターボート選手会会長
●12.6 12.5●

●金子勝商（社）佐賀県モーターボート競走会会長
●12.6 12.5●

●岡本道雄 京都大学名誉教授
●12.6 12.5●

●合田　茂 住友重機械工業（株）相談役
●12.6 12.5●
●小原嘉文

●谷川　久

小原国際学園理事長
●12.6 12.5●

船員中央労働委員会会長
●12.6 12.5●
●成田有恒 作家、スポーツ評論家
●12.6 12.5●

●斉藤純忠 戸田市長
●12.6 12.5●

●原不二子（株）ディプロマット代表取締役
●12.6 12.5●
●山本　長 空港施設（株）代表取締役社長
●12.6 12.5●

●谷澤永一 関西大学名誉教授
●10.25

●小倉昌男（財）ヤマト福祉財団理事長
●3.12

●深田祐介 小説家、評論家
●12.6

12.5●

12.5●

●飯塚昭男
●12.6 8.18●

●堀　武昭

●松田義幸
12.5●

文化人類学者

●ユペルツ・イザベラ ベルギー・ジェネラール・グループ（ジャパン）（株）代表取締役社長
●12.6

●12.6

12.5●
実践女子大学教授、エンゼル財団理事

●12.6
●下村のぶ子

4.9●
（株）海竜社代表取締役社長

●12.6 ●4.11

12.5●

12.5●

●島田一男 小説家、脚本家
●12.6 10.5●

●日下公人（社）ソフト化経済センター理事長
●12.6 6.30●

選択出版（株）代表取締役

●楠田　實
●12.6 9.29●

政治評論家

●塩田澄夫
●12.6

●早川　章
●11.4

●金平輝子
●12.6

●鈴木富夫
●12.6

政治評論家●屋山太郎
●12.6

（社）日本将棋連盟棋士●米長邦雄
●12.6

UIゼンセン同盟会長●高木　剛
●12.6

（株）エフエムジャパン代表取締役会長●三好正也

産経新聞論説委員長 産経新聞社特別記者●千野境子
●12.6

日本空港ビルデング（株）代表取締役副社長●土井勝二
●12.6

12.5●

6.30●
（財）空港環境整備協会会長

元東京都副知事

●7.24
●黒明良光
●12.6 12.5●

（社）日本モーターボート選手会会長●野中和夫
●12.6

●福永達夫

●新井哲二

●12.6

12.5●

●河村幹夫
●12.6 ●4.1

●4.1

丸亀市長
●4.1
●田久保忠衛 杏林大学名誉教授
●4.1
●渡部昇一 上智大学名誉教授
●4.1

●4.1

3.31●

3.31●

3.31●

信金中央金庫理事長●中平幸典
●12.6
●近藤恭子
●12.6

9.23●
千葉商科大学政策情報学部教授

●3.31

●石黒克巳
●12.6 3.31●

3.31●

3.31●

読売新聞東京本社代表取締役会長●松井義雄
●12.6 3.31●

麗澤大学国際経済学部大学院国際経済研究科教授●松本健一
●12.6 3.31●

3.31●

●皆川浩二
●12.6 3.31●

●4.13.31●

●4.13.31●

3.31●

（公社）日本将棋連盟会長・永世棋聖

（財）日本モーターボート競走会会長

（社）日本モーターボート選手会会長

多摩大学統合リスクマネジメント研究所所長

●4.1～4.20 （株）毎日ビルディング会長
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●岡崎久彦（特非）岡崎研究所所長

（社）日本モーターボート選手会会長

東京空港交通（株）会長

元毎日新聞社代表取締役専務

（株）講談社顧問

●青木半治（財）日本陸上競技連盟会長

●12.6

●12.6

12.5●

12.5●

●安岐義晴 元（社）日本モーターボート選手会会長
●12.6 12.5●

●金子勝商（社）佐賀県モーターボート競走会会長
●12.6 12.5●

●岡本道雄 京都大学名誉教授
●12.6 12.5●

●合田　茂 住友重機械工業（株）相談役
●12.6 12.5●
●小原嘉文

●谷川　久

小原国際学園理事長
●12.6 12.5●

船員中央労働委員会会長
●12.6 12.5●
●成田有恒 作家、スポーツ評論家
●12.6 12.5●

●斉藤純忠 戸田市長
●12.6 12.5●

●原不二子（株）ディプロマット代表取締役
●12.6 12.5●
●山本　長 空港施設（株）代表取締役社長
●12.6 12.5●

●谷澤永一 関西大学名誉教授
●10.25

●小倉昌男（財）ヤマト福祉財団理事長
●3.12

●深田祐介 小説家、評論家
●12.6

12.5●

12.5●

●飯塚昭男
●12.6 8.18●

●堀　武昭

●松田義幸
12.5●

文化人類学者

●ユペルツ・イザベラ ベルギー・ジェネラール・グループ（ジャパン）（株）代表取締役社長
●12.6

●12.6

12.5●
実践女子大学教授、エンゼル財団理事

●12.6
●下村のぶ子

4.9●
（株）海竜社代表取締役社長

●12.6 ●4.11

12.5●

12.5●

●島田一男 小説家、脚本家
●12.6 10.5●

●日下公人（社）ソフト化経済センター理事長
●12.6 6.30●

選択出版（株）代表取締役

●楠田　實
●12.6 9.29●

政治評論家

●塩田澄夫
●12.6

●早川　章
●11.4

●金平輝子
●12.6

●鈴木富夫
●12.6

政治評論家●屋山太郎
●12.6

（社）日本将棋連盟棋士●米長邦雄
●12.6

UIゼンセン同盟会長●高木　剛
●12.6

（株）エフエムジャパン代表取締役会長●三好正也

産経新聞論説委員長 産経新聞社特別記者●千野境子
●12.6

日本空港ビルデング（株）代表取締役副社長●土井勝二
●12.6

12.5●

6.30●
（財）空港環境整備協会会長

元東京都副知事

●7.24
●黒明良光
●12.6 12.5●

（社）日本モーターボート選手会会長●野中和夫
●12.6

●福永達夫

●新井哲二

●12.6

12.5●

●河村幹夫
●12.6 ●4.1

●4.1

丸亀市長
●4.1
●田久保忠衛 杏林大学名誉教授
●4.1
●渡部昇一 上智大学名誉教授
●4.1

●4.1

3.31●

3.31●

3.31●

信金中央金庫理事長●中平幸典
●12.6
●近藤恭子
●12.6

9.23●
千葉商科大学政策情報学部教授

●3.31

●石黒克巳
●12.6 3.31●

3.31●

3.31●

読売新聞東京本社代表取締役会長●松井義雄
●12.6 3.31●

麗澤大学国際経済学部大学院国際経済研究科教授●松本健一
●12.6 3.31●

3.31●

●皆川浩二
●12.6 3.31●

●4.13.31●

●4.13.31●

3.31●

（公社）日本将棋連盟会長・永世棋聖

（財）日本モーターボート競走会会長

（社）日本モーターボート選手会会長

多摩大学統合リスクマネジメント研究所所長

●4.1～4.20 （株）毎日ビルディング会長

H8 H10
1998

H11
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H12
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H13
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H16
2004

H17
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H18
2006

H19
2007

H20
2008

H21
2009

H22
2010

H23
2011

H24
2012

H6
1994

H7
1995 1996

H9
1997西暦

和暦

評

　
議

　
員

＊1　役職はすべて就任時のものとする。　＊2　2011年4月より公益財団法人に移行。
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●高橋百千
船舶振興ビル管理（株）取締役社長
●11.15

●11.15

●11.15 ●7.22

●11.15

5.30●

2.22● ●4.1

●4.1 7.24●

6.28● ●7.27 12.24●●12.26 9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

8.8●

●1.24 3.31● ●5.13 6.16●

●多田寿夫
●吉村竹貴

全国モーターボート競走施行者協議会専務理事
全国モーターボート競走施行者
協議会専務理事

●青木芳香 ●島田智一 ●宮地真澄
（社）全国モーターボート競走会連合会理事 （社）全国モーターボート競走会連合会事務局長心得 （社）全国モーターボート競走会連合会常務理事 （社）全国モーターボート競走会連合会常務理事

●吉松正勝
（社）東京都モーターボート競走会副会長兼専務理事

●吉識雅夫 ●藤田　譲
日本学術振興会理事長 東京大学工学部舶用工学科教授

●元良誠三
東京大学工学部船舶工学科教授
●4.1

●原　三郎 ●吉沢武男
（財）日本海事協会技師長 工学院大学機械工学科教授 明治大学工学部機械工学科教授 東京大学工学部舶用機械工学科教授

1.20●●1.22 8.27● ●10.20 5.30●

●中西　久
（社）日本船主協会船舶委員会委員
●11.15

●11.15

●11.15

●11.15

●11.15

3.26●

●6.11～5.19

●6.12

1.23●

1.23● ●4.1

●10.20

1.23●

●土井由之
（社）日本船主協会船舶委員会委員

●吉田俊朗
（社）日本船主協会専務理事
●2.16

●佐々木周一 ●壺井玄剛

●松原予三松

（社）日本海難防止協会会長

（社）日本造船工業会会長 ●11.15～6.11 ●佐藤美津雄 ●中曾　敬●佐藤　尚（社）日本造船工業会会長
（財）日本海事協会常務理事

東京タンカー（株）取締役社長

7.17● ●8.22 1.19●
（社）日本造船工業会専務理事

●六岡周三 ●謝敷宗登 ●今市憲作
（社）日本造船研究協会会長

●7.22 ●7.22

●李家　孝
（社）日本造船関連工業会会長

（社）日本舶用発動機会会長 （社）日本舶用内燃機械工業会会長
●11.15

●11.15 11.28●

●11.15 ●11.14

●11.15

1.13●●1.24 ●1.23

1.23●

●金指吉昭 ●沢村正三（社）日本中型造船工業会会長
（社）日本中型造船工業会会長

●村上正八　（社）日本中小型造船工業会会長

●1.14 ●6.21●1.23

●1.24

1.23●

●五幣淳次
（社）日本原子力船研究協会理事

●新田義実
日本船舶輸出組合副理事長

●大和佳助 ●1.24～9.9
●久津間裕良

●池村　清 ●堀之北克朗●宇田川貞夫

●9.10 ●5.20●1.11 8.4●4.25● ●6.11

※この行、役職はすべて
　「運輸省船舶局技術課長」

●薄木正明 ●高野　晟 ●高橋秀雄
運輸省船舶局管理課長 運輸省船舶局管理課長 運輸省船舶局管理課長
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●三條進弘

●藤田秀雄 ●平田　賢

●7.22

●1.14 ●1.23

三井海洋開発（株）顧問 大阪大学名誉教授

●倉井敏麿 ●磯貝　誠

●2.16 2.15●●2.20 9.7●●9.8 7.12●

＊役職はすべて就任時のものとする。
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●高橋百千
船舶振興ビル管理（株）取締役社長
●11.15

●11.15

●11.15 ●7.22

●11.15

5.30●

2.22● ●4.1

●4.1 7.24●

6.28● ●7.27 12.24●●12.26 9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

8.8●

●1.24 3.31● ●5.13 6.16●

●多田寿夫
●吉村竹貴

全国モーターボート競走施行者協議会専務理事
全国モーターボート競走施行者
協議会専務理事

●青木芳香 ●島田智一 ●宮地真澄
（社）全国モーターボート競走会連合会理事 （社）全国モーターボート競走会連合会事務局長心得 （社）全国モーターボート競走会連合会常務理事 （社）全国モーターボート競走会連合会常務理事

●吉松正勝
（社）東京都モーターボート競走会副会長兼専務理事

●吉識雅夫 ●藤田　譲
日本学術振興会理事長 東京大学工学部舶用工学科教授

●元良誠三
東京大学工学部船舶工学科教授
●4.1

●原　三郎 ●吉沢武男
（財）日本海事協会技師長 工学院大学機械工学科教授 明治大学工学部機械工学科教授 東京大学工学部舶用機械工学科教授

1.20●●1.22 8.27● ●10.20 5.30●

●中西　久
（社）日本船主協会船舶委員会委員
●11.15

●11.15

●11.15

●11.15

●11.15

3.26●

●6.11～5.19

●6.12

1.23●

1.23● ●4.1

●10.20

1.23●

●土井由之
（社）日本船主協会船舶委員会委員

●吉田俊朗
（社）日本船主協会専務理事
●2.16

●佐々木周一 ●壺井玄剛

●松原予三松

（社）日本海難防止協会会長

（社）日本造船工業会会長 ●11.15～6.11 ●佐藤美津雄 ●中曾　敬●佐藤　尚（社）日本造船工業会会長
（財）日本海事協会常務理事

東京タンカー（株）取締役社長

7.17● ●8.22 1.19●
（社）日本造船工業会専務理事

●六岡周三 ●謝敷宗登 ●今市憲作
（社）日本造船研究協会会長

●7.22 ●7.22

●李家　孝
（社）日本造船関連工業会会長

（社）日本舶用発動機会会長 （社）日本舶用内燃機械工業会会長
●11.15

●11.15 11.28●

●11.15 ●11.14

●11.15

1.13●●1.24 ●1.23

1.23●

●金指吉昭 ●沢村正三（社）日本中型造船工業会会長
（社）日本中型造船工業会会長

●村上正八　（社）日本中小型造船工業会会長

●1.14 ●6.21●1.23

●1.24

1.23●

●五幣淳次
（社）日本原子力船研究協会理事

●新田義実
日本船舶輸出組合副理事長

●大和佳助 ●1.24～9.9
●久津間裕良

●池村　清 ●堀之北克朗●宇田川貞夫

●9.10 ●5.20●1.11 8.4●4.25● ●6.11

※この行、役職はすべて
　「運輸省船舶局技術課長」

●薄木正明 ●高野　晟 ●高橋秀雄
運輸省船舶局管理課長 運輸省船舶局管理課長 運輸省船舶局管理課長
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●三條進弘

●藤田秀雄 ●平田　賢

●7.22

●1.14 ●1.23

三井海洋開発（株）顧問 大阪大学名誉教授

●倉井敏麿 ●磯貝　誠

●2.16 2.15●●2.20 9.7●●9.8 7.12●

＊役職はすべて就任時のものとする。
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●高橋百千
船舶振興ビル管理（株）取締役社長

●多田寿夫
●吉村竹貴

全国モーターボート競走施行者協議会専務理事
全国モーターボート競走施行者
協議会専務理事

 ●2.24 3.31●　  ●5.13

●5.13

6.16●

●真野俊明
浜名湖競艇企業団企業次長

5.30●

●三條進弘 ●宮地真澄
（社）全国モーターボート競走会連合会常務理事

●12.28   12.24●●12.26 9.30●

●吉松正勝
（社）東京都モーターボート競走会副会長兼専務理事

●長岡信捷 ●若狭得治
●堀　武夫

（財）日本海事振興会理事長 全日本空輸（株）代表取締役社長
山下新日本汽船（株）
代表取締役社長

 

●河西静夫 ●小口喜久二
帝国ホテル（株）取締役副社長

●塩沢　幹 ●西田泰介 ●小野清子
（財）日本体育協会事務局長 国立競技場理事 保健体育審議会委員

7.21● ●11.21

●田辺繁雄 ●高木　玄
（財）保険福祉広報協会理事長 年金福祉事業団理事長

6.4●  ●8.31 12.18●

●後藤　博 ●山野幸吉 ●亀谷禧次 ●小林悦夫
全国市長会事務局長 全国市長会事務総長 全国市長会事務総長 自治省財政局地方債課長

 ●1.17 9.13● ●10.7 1.31●●2.10

●吉田俊朗
●薄木正明 ●高野　晟 ●高橋秀雄

7.12●
●佐原　亨 ●田中光次

※この行、役職はすべて「運輸省船舶局管理課長」

  ●2.8 ●8.3 ●8.5 9.7●●9.8●8.10 ●2.24
   

●西田　剛
●諸沢正道 ●和　忠利

●北橋　徹
●加戸守行 ●光田明正 ●吉田　茂

●下宮　進

●遠藤昭雄●清水成之 ●西村勝巳 ●石川智亮 ●五十嵐淳

●宮野禧一●1.20～6.15

●大門　隆 ●岡　行輔 ●藤田不二男 ●石川　晋 
●9.25 ●7.13 ●5.7 8.11● ●9.6 3.11● ●5.13 1.20● ●7.1 7.30●●3.12

    
●7.22

  
●5.14 4.1●●4.24 6.10● ●7.7

   
7.19●●7.27 3.31● ●4.1●6.13 7.1●●7.20 7.1●●7.17

●柴田啓次●9.6～11.9
●嶋津　昭●7.22～8.16●井戸敏三●7.17～7.21 ●石井隆一●12.6～7.18

●今村　禳
●高木　玄 ●横田陽吉 ●福田　勉 ●松田　正 ●持永和見 ●黒木武弘 ●山口剛彦 ●近藤純五郎 ●高木俊明●戸澤政方

●上村　一
●木暮保成

●加藤陸美
●小林功典 ●坂本龍彦 ●末次　彬 ●多田　宏         

※この行、役職はすべて「厚生省大臣官房会計課長」

西暦
和暦

※この行、役職はすべて「文部省体育局体育課長」

●立田清士
自治省財政局理財課長

※この行、首藤堯氏以下、役職はすべて「自治省財政局地方債課長」

  5.30● ●7.22   7.2● 7.1●●5.31 4.12● ●5.31 ●12.18●12.28

●12.29 ●9.18 ●6.10 ●8.5

●9.25 ●9.7 ●9.8

●9.8 ●7.3 7.12● ●9.5 6.24● ●7.18 6.16●●6.25●
5.26

●8.288.11● ●11.20 ●8.8

●8.8 7.30●●8.31 9.14● ●10.9 8.26● ●11.21 3.31● ●5.14 6.13● ●7.8 6.7● ●7.7 6.29● ●7.20 6.1● ●7.17

7.17●

7.17●

7.21●●7.22 7.11●●7.18 10.1● ●11.11 ●7.20●7.227.21●

9.30●

●中村啓一 ●石見隆三 ●柿本善也
●森元恒雄
●7.22～9.30●山本成美 ●石原信雄 ●小林悦夫 ●松本英昭●首藤　堯 ●津田　正

●花岡圭三
●持永堯民 ●森　繁一 ●遠藤安彦 ●湊　和夫●嶋津　昭

●12.28 2.19●

2.21● ●4.1

●4.1 3.31●

●青木芳香 ●島田智一
（社）全国モーターボート競走会連合会理事 （社）全国モーターボート競走会連合会事務局長心得 （社）全国モーターボート競走会連合会常務理事

6.28● ●7.27

●12.28

●12.28

●12.28

●12.28

●12.28

●12.28

●
12.28

3.25● ●12.27

1.31● ●2.20 2.4●

3.31● ●5.13

●2.9 9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

（社）日本ホテル協会専務理事

10.15●

●9.18

●丸井幹一●8.10～2.7 ●石原　明

●8.31 5.30●
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＊役職はすべて就任時のものとする。
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●高橋百千
船舶振興ビル管理（株）取締役社長

●多田寿夫
●吉村竹貴

全国モーターボート競走施行者協議会専務理事
全国モーターボート競走施行者
協議会専務理事

 ●2.24 3.31●　  ●5.13

●5.13

6.16●

●真野俊明
浜名湖競艇企業団企業次長

5.30●

●三條進弘 ●宮地真澄
（社）全国モーターボート競走会連合会常務理事

●12.28   12.24●●12.26 9.30●

●吉松正勝
（社）東京都モーターボート競走会副会長兼専務理事

●長岡信捷 ●若狭得治
●堀　武夫

（財）日本海事振興会理事長 全日本空輸（株）代表取締役社長
山下新日本汽船（株）
代表取締役社長

 

●河西静夫 ●小口喜久二
帝国ホテル（株）取締役副社長

●塩沢　幹 ●西田泰介 ●小野清子
（財）日本体育協会事務局長 国立競技場理事 保健体育審議会委員

7.21● ●11.21

●田辺繁雄 ●高木　玄
（財）保険福祉広報協会理事長 年金福祉事業団理事長

6.4●  ●8.31 12.18●

●後藤　博 ●山野幸吉 ●亀谷禧次 ●小林悦夫
全国市長会事務局長 全国市長会事務総長 全国市長会事務総長 自治省財政局地方債課長

 ●1.17 9.13● ●10.7 1.31●●2.10

●吉田俊朗
●薄木正明 ●高野　晟 ●高橋秀雄

7.12●
●佐原　亨 ●田中光次

※この行、役職はすべて「運輸省船舶局管理課長」

  ●2.8 ●8.3 ●8.5 9.7●●9.8●8.10 ●2.24
   

●西田　剛
●諸沢正道 ●和　忠利

●北橋　徹
●加戸守行 ●光田明正 ●吉田　茂

●下宮　進

●遠藤昭雄●清水成之 ●西村勝巳 ●石川智亮 ●五十嵐淳

●宮野禧一●1.20～6.15

●大門　隆 ●岡　行輔 ●藤田不二男 ●石川　晋 
●9.25 ●7.13 ●5.7 8.11● ●9.6 3.11● ●5.13 1.20● ●7.1 7.30●●3.12

    
●7.22

  
●5.14 4.1●●4.24 6.10● ●7.7

   
7.19●●7.27 3.31● ●4.1●6.13 7.1●●7.20 7.1●●7.17

●柴田啓次●9.6～11.9
●嶋津　昭●7.22～8.16●井戸敏三●7.17～7.21 ●石井隆一●12.6～7.18

●今村　禳
●高木　玄 ●横田陽吉 ●福田　勉 ●松田　正 ●持永和見 ●黒木武弘 ●山口剛彦 ●近藤純五郎 ●高木俊明●戸澤政方

●上村　一
●木暮保成

●加藤陸美
●小林功典 ●坂本龍彦 ●末次　彬 ●多田　宏         

※この行、役職はすべて「厚生省大臣官房会計課長」

西暦
和暦

※この行、役職はすべて「文部省体育局体育課長」

●立田清士
自治省財政局理財課長

※この行、首藤堯氏以下、役職はすべて「自治省財政局地方債課長」

  5.30● ●7.22   7.2● 7.1●●5.31 4.12● ●5.31 ●12.18●12.28

●12.29 ●9.18 ●6.10 ●8.5

●9.25 ●9.7 ●9.8

●9.8 ●7.3 7.12● ●9.5 6.24● ●7.18 6.16●●6.25●
5.26

●8.288.11● ●11.20 ●8.8

●8.8 7.30●●8.31 9.14● ●10.9 8.26● ●11.21 3.31● ●5.14 6.13● ●7.8 6.7● ●7.7 6.29● ●7.20 6.1● ●7.17

7.17●

7.17●

7.21●●7.22 7.11●●7.18 10.1● ●11.11 ●7.20●7.227.21●

9.30●

●中村啓一 ●石見隆三 ●柿本善也
●森元恒雄
●7.22～9.30●山本成美 ●石原信雄 ●小林悦夫 ●松本英昭●首藤　堯 ●津田　正

●花岡圭三
●持永堯民 ●森　繁一 ●遠藤安彦 ●湊　和夫●嶋津　昭

●12.28 2.19●

2.21● ●4.1

●4.1 3.31●

●青木芳香 ●島田智一
（社）全国モーターボート競走会連合会理事 （社）全国モーターボート競走会連合会事務局長心得 （社）全国モーターボート競走会連合会常務理事

6.28● ●7.27

●12.28

●12.28

●12.28

●12.28

●12.28

●12.28

●
12.28

3.25● ●12.27

1.31● ●2.20 2.4●

3.31● ●5.13

●2.9 9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

（社）日本ホテル協会専務理事

10.15●

●9.18

●丸井幹一●8.10～2.7 ●石原　明

●8.31 5.30●

H5 H6S64・H1 H2 H3 H4S60 S61 S62 S63S56 S57 S58 S59S52 S53 S54 S55S48 S49 S50 S51S44 S45 S46 S47S37 S38 S39 S40 S41 S42 S43
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＊役職はすべて就任時のものとする。
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日本財団の概要20

代 表 者
	 会　長	◦	笹川　陽平

所 在 地
〒107-8404　東京都港区赤坂1-2-2
総合案内（コールセンター）	◦	Tel.03-6229-5111　Fax.03-6229-5110
公式サイト	◦	http://www.nippon-foundation.or.jp
日本財団図書館	◦	http://nippon.zaidan.info

設立年月日
1962（昭和37）年10月1日

基 本 財 産
288億円（2012年3月末日現在）

人 員 構 成
役員10名　
職員95名／平均年齢35.3歳（2012年9月1日現在）

会　　　長＊	◦	笹川　陽平	

理 事 長＊	◦	尾形　武寿	◦	元・日本財団	常務理事

常 務 理 事	 ◦	海野　光行	◦	元・日本財団	海洋グループ長

常 務 理 事	 ◦	大野　修一	◦	元・日本財団	国際部長

常 務 理 事	 ◦	佐藤　英夫	◦	元・日本財団	国際協力グループ長　

常 務 理 事	 ◦	田南　立也	◦	元・日本財団	国際協力グループ長

常 務 理 事	 ◦	前田　　晃	◦	元・日本財団	経営企画グループ長

監事（常勤）	 ◦	金子　　明	◦	元・日本財団	総務グループ長

監事（常勤）	 ◦	三浦　一郎	◦	元・日本財団	公益・ボランティア支援グループ長

監　　　事	 ◦	吉田　　博	◦	税理士

　＊代表理事

役 　 員

新井　哲二	◦	丸亀市長

河村　幹夫	◦	多摩大学統合リスクマネジメント研究所	所長

下村のぶ子	◦	（株）海竜社	代表取締役社長

田久保忠衛	◦	杏林大学	名誉教授

千野　境子	◦	産経新聞社	特別記者

皆川　浩二	◦	（一財）日本モーターボート競走会	会長

屋山　太郎	◦	政治評論家

米長　邦雄	◦	（公社）日本将棋連盟	会長・永世棋聖

渡部　昇一	◦	上智大学	名誉教授

評 議 員

小川　健兒	◦	（一財）日本海事協会	名誉会長

鈴木　富夫	◦	出版倫理協議会	議長

高木　　剛	◦	（公財）国際労働財団	理事長

土井　勝二	◦	日本空港ビルデング（株）	代表取締役副社長

松井　義雄	◦	読売新聞東京本社	顧問

マリ･クリスティーヌ	◦	異文化コミュニケーター

三好　正也	◦	（株）ミヨシ・ネットワークス	代表取締役（CEO）、		（元・経団連事務総長）

山口　果林	◦	女優

アドバイザリー
会 議 委 員
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H5 H6S64・H1 H2 H3 H4S60 S61 S62 S63S56 S57 S58 S59
19941990 1991 1992 19931986 1987 1988 19891982 1983 1984 19851981

S55
1980西暦

和暦

●小林悦夫 ●内村信行
三愛石油（株）代表取締役社長

9.30●

9.21● ●10.31

●内田　守 ●林雄二郎
（財）日本海事協会副会長 東京情報大学学長
●7.8 ●12.612.1●

●都倉栄二
（財）世界の動き社理事長
●7.8

●7.8

●7.8

●7.8

●8.22●7.8 7.1●
（財）運輸経済研究センター理事長

●佐分利輝彦
厚生省病院管理研究所所長

●渡部昇一
上智大学文学部教授

●片桐典徳
京浜急行電鉄（株）会長

●中澤徳市
京急開発（株）取締役社長

9.30●

9.30●

9.30●

9.30●

9.13●

●10.31

●酒井秀雄
全国競艇施設所有者協議会会長

9.30●

協
力
援
助
専
門
委
員

＊役職はすべて就任時のものとする。
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あとがき

初代会長・笹川良一は、「世界は一家、人類皆兄弟姉妹」の信念の下、「世のため人のため」

国民生活の改善に寄与することを目指して財団を設立し民間の視点で運営してきた。2代

目会長・曽野綾子は、「官と民はお互いに役割分担を決めて闊達に補完し合うものだ」との考

えに立ち、「他者に深い同感をもってこの時代を担うこと」を財団の任務とした。そして現

（3代目）会長・笹川陽平は、「民が民を支える社会の実現」を目指し、次の50年に向けた財

団の舵取りを行っている。

社会の諸情勢が大きく変わりつつある中で、財団が果たすべき役割、求められる役割も

変化してきている。そうした中で、次代を担う財団役職員に、これまでの財団の理念、哲

学を語り継ぐとともに、財団の活動を支えるボートレース業界関係者への報告を主眼に本

50年史の編纂を行った。

ボートレースは、ご愛顧いただいている多くのファンの皆様ならびに競走事業に関わる

施行自治体、競走会、施設所有者、および選手をはじめとする多くの皆様によって成り立

っている。そうした方々にあらためて心から感謝と御礼を申し上げたい。

編纂作業は財団役職員が総出で取り組み、編集・印刷ではタイトなスケジュールの中で

株式会社出版文化社に多大なご尽力をいただいた。深く感謝申し上げる。

なお、30年史、40年史とともに、本誌と付録資料も財団HPでもご覧いただけますので、

あわせて参照いただきたく思います。

2012（平成24）年10月

常務理事・前田　晃

【編集委員】
前田　晃　宮崎　正　石井克則　平尾隆夫
高野浩一　梅谷佳明　浅岡　遼

【編集サポートチーム】
伊藤浩三　冨永夏子　及川春奈　萩原康太郎
森　啓子　中村真美子　本山勝寛　佐藤麻里
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主な資料・写真の提供先

特定非営利活動法人赤城自然塾

一般財団法人運輸政策研究機構

大村市競艇企業局

一般財団法人親学推進協会

財団法人海上保安協会

海洋政策研究財団

技能ボランティア海外派遣協会

埼玉県都市競艇組合

認定特定非営利活動法人全国被害者支援ネットワーク

社会福祉法人創樹会

社会福祉法人典人会

社会福祉法人徳寿会

一般財団法人ニッポンドットコム

社団法人日本船舶品質管理協会

社団法人日本造船協力事業者団体連合会

社団法人日本中小型造船工業会

一般財団法人日本モーターボート競走会

特定非営利活動法人宮崎ライフセービングクラブ

BOAT RACE振興会

Forum 2000 Foundation

Orca.org さかまた組

Saetanar

The University of British Columbia

［50音・アルファベット順］
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